
Ⅴ-2-3-4-2-3 制御棒駆動機構ハウジング支持金具の耐震性について 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，制御棒駆動機構ハウジング（以下「ＣＲＤハウジング」という。）支持

金具が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

ＣＲＤハウジング支持金具は設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，

設計基準対象施設としての構造強度評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

ＣＲＤハウジング支持金具の構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

・ＣＲＤハウジング支持金具は

原子炉本体の基礎に支持され

る。 

・ＣＲＤハウジング支持金具は

鋼製の支持構造物である。 

・制御棒駆動機構ハウジング

が完全に破断またはフランジ

ボルトが破断した場合に，制御

棒を含めた駆動機構全体の落

下を制限する。 

・制御棒駆動機構ハウジング

の地震時横揺れを防止する。 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-2-3 R3 

ＣＲＤハウジング 

原子炉本体の 

基礎 

レストレイント

ビーム 
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2.2 評価方針 

ＣＲＤハウジング支持金具の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 

構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造

計画」にて示すＣＲＤハウジング支持金具の部位を踏まえた「3. 評価部位」にて設定する箇

所において，地震により評価部位に作用する荷重で発生する応力等が許容限界内に収まること

を，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。評価結

果を「5. 評価結果」に示す。 

ＣＲＤハウジング支持金具の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

図 2-1 ＣＲＤハウジング支持金具の耐震評価フロー 

2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会）

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（日本電気協会）

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会）

(4) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）)

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」

という。）
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構造強度評価 

添付書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧

力容器及び原子炉内部構造物並びに原

子炉格納容器及び原子炉本体の基礎の

地震応答計算書」において算出された

評価部位に作用する荷重（水平方向）

固有値解析（鉛直方向） 

解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

設計用地震力 

地震時における応力 

理論式による応力計算 
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2.4 記号の説明 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 長さ，ボルト断面積 mm，mm2 

Ｂ 長さ mm 

Ｃ 長さ mm 

ＣＨ 水平震度 － 

ＣＶ 鉛直震度 － 

Ｄ 直径，ボルト呼び径 mm 

ｄ ボルト呼び径 mm 

Ｆ 基準応力，荷重 MPa，N 

ƒｂ 許容曲げ応力（ｆｂを 1.5 倍した値又はｆｂ

＊

を 1.5 倍した値） MPa 

ƒｓ 許容せん断応力（ｆｓを 1.5 倍した値又はｆｓ

＊

を 1.5 倍した値） MPa 

ƒt 許容引張応力（ｆｔを 1.5 倍した値又はｆｔ

＊

を 1.5 倍した値） MPa 

ƒtｏ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力（ｆｔを 1.5 倍した値

又はｆｔ

＊

を 1.5 倍した値） 

MPa 

ƒtｓ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 MPa 

Ｈ 水平方向地震荷重 N 

長さ mm 

Ｌ 長さ mm 

ＭＨ 水平方向地震による曲げモーメント N･mm 

ＭＶ 鉛直方向地震による曲げモーメント N･mm 

ｎ ボルト本数 － 

Ｓｄ* 弾性設計用地震動Ｓdにより定まる地震力又は静的地震力 － 

Ｓｓ 基準地震動Ｓsにより定まる地震力 － 

ＷＤ 死荷重 N 

ｗＤ 死荷重による等分布荷重 N/mm 

ｗＨ 水平方向地震による等分布荷重 N/mm 

ｗＶ 鉛直方向地震による等分布荷重 N/mm 

ＺＨ  断面係数 mm3 

ＺＶ 断面係数 mm3 

σb 曲げ応力 MPa 

σt 引張応力 MPa 

τ せん断応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2-2 に示すとおりとする。 

表 2-2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

断面係数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

力 N 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁＊1 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-2
-
3
 R
1
 



6 

3. 評価部位

ＣＲＤハウジング支持金具各部の形状及び主要寸法を図 3-1 に示す。また，使用材料及び使用

部位を表 3-1 に示す。 

なお，耐震評価上厳しくなるレストレントビーム一般部，端部及びレストレントビーム結合ボ

ルトを評価する。

図 3-1 ＣＲＤハウジング支持金具の形状及び主要寸法 
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表 3-1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

レストレントビーム SM41B SM400B＊ 

レストレントビーム結合ボルト F10T 

注記 ＊：新 JIS を示す。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) ＣＲＤハウジング支持金具は，原子炉本体の基礎の内周側に固定され，ＣＲＤハウジング

の水平地震荷重を原子炉本体の基礎に伝達する構造物である。ＣＲＤハウジング支持金具に

作用する地震力は，ＣＲＤハウジングから伝達される水平地震荷重に加え，鉛直の固有周期

に応じた応答加速度に基づき算出する。ＣＲＤハウジング支持金具の耐震評価として，添付

書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原

子炉本体の基礎の地震応答計算書」において計算された水平地震荷重と，上記の応答解析に

基づき算出した鉛直地震力を用いて，構造強度評価を行う。 

(2) 構造評価に用いる寸法は，公称値を使用する。

(3) 概略構造図を表 2-1 に示す。
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4.2 荷重の組合せ及び許容限界 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ＣＲＤハウジング支持金具の荷重の組合せ及び許容応力状態を表 4-1 に示す。表で使用

される記号は添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に従うものとする。 

4.2.2 許容限界 

ＣＲＤハウジング支持金具の許容限界を表 4-2 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件及び許容応力 

ＣＲＤハウジング支持金具の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 4-3 及び表 4-4 に示す。また，許容応力状態に対する許容応力のう

ち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4-5 に示す。 

表4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

施設区分 機器名称 

耐震設計

上の重要

度分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力

状態 

原子炉 

本体 

原子炉 

圧力容器 

付属構造物

ＣＲＤ 

ハウジング

支持金具

Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：耐震Ｓクラス設備の直接支持構造物として，その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許

容限界を適用する。 
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表4-2 許容限界（その他の支持構造物） 

（設計基準対象施設） 

許容応力 

状 態 

許容限界＊1,＊2,＊3 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2,＊4

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 

＊5 

座屈 
引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5･ft 1.5･fs 1.5･fc 1.5･fb 1.5･fp 3･ft 
＊6

3･fs 
＊7 

3･fb 
＊8 

1.5･fp 
＊7,＊8 

1.5･fb,

1.5･fs 

又は 

1.5･fc 

1.5･ft 1.5･fs 
ＴＬ・1

2
・ ｙｄ

ｙｔ

Ｓ

Ｓ

ⅣＡＳ 1.5･ft

＊

 1.5･fs

＊

 1.5･fc

＊

 1.5･fb

＊

1.5･fp

＊

Ｓｄ又はＳＳ地震動のみに

よる応力振幅について評価

する。 

＊8 

1.5･fp

＊ 1.5･ft

＊

1.5･fs

＊ ＴＬ・0.6・ ｙｄ

ｙｔ

Ｓ

Ｓ

注記＊1：「鋼構造設計規準 SI 単位版」（2002 年日本建築学会）等の幅厚比の制限を満足させる。 
＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 
＊3：耐圧部に溶接等により直接取り付けられる支持構造物であって耐圧部と一体の応力解析を行うものについては，耐圧部と同じ許容応力とする。 
＊4：コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わないものにつ

いては，材料の品質，据付状態等のゆらぎ等を考慮して，ⅢＡＳの許容応力を一次引張応力に対しては ft，一次せん断応力に対しては fsとし
て，またⅣＡＳ→ⅢＡＳとして応力評価を行う。 

＊5：薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 
＊6：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5･fsとする。 
＊7：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めた fbとする。 
＊8：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-2-3 R3 
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表4-3 使用材料（レストレントビーム）の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ）

（MPa） 

レストレントビーム SM400B 
周囲環境

温度 
171 － 201 373 － 

表4-4 使用材料（レストレントビーム結合ボルト）の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ）

（MPa） 

レストレントビーム結合ボルト F10T 
周囲環境

温度 
171 － 900 1000 － 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-2-3 R1 
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表4-5 許容応力状態に対する許容応力 

(単位：MPa) 

材料 

温度 

(℃) 
許容応力 

状態 

基準応力 

Ｆ 

許容応力 

引張応力 

ƒｔ

曲げ応力 

ƒｂ

せん断応力 

ƒｓ

SM400B 171 
ⅢＡＳ 201 － 201 － 

ⅣＡＳ 241 － 241 － 

F10T 171 
ⅢＡＳ 700 525 － 404 

ⅣＡＳ 700 525 － 404 
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4.2.4 設計荷重 

(1) 死荷重

レストレントビームの死荷重ＷD

(2) 地震荷重

ＣＲＤハウジング支持金具に加わる水平方向地震荷重について，添付書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，

原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原子炉本体の基礎の地震応

答計算書」において計算された計算結果を用いる。 

レストレントビームの「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的地震力」及び「基準地震動Ｓｓ」に

よる水平方向地震荷重を表 4-6 に示す。ＣＲＤハウジング支持金具に加わる鉛直地震力は

「4.4 固有周期」に基づき「4.5 設計用地震力」に示す。 

表 4-6 「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的地震力」及び「基準地震動Ｓｓ」による水平方向地震荷重 

地震荷重 Ｓｄ* Ｓｓ 

水平方向地震荷重Ｈ(N) 
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4.3 解析モデル及び諸元 

解析モデルの概要を以下に示す。 

(1) ＣＲＤハウジング支持金具の固有値の評価は，はりモデルによる有限要素解析手法を

適用する。

(2) 固有値解析用モデルでは固有値を算出する。固有値解析用モデルについて図 4-1 に，

機器諸元について表 4-7 に示す。

(3) 解析コードはＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを使用する。なお，評価に用いる解析コードの検

証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-1 計算機プログラム（解析コ

ード）の概要・ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」に示す。

図 4-1 固有値解析用モデル 
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表 4-7 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SM400B 

質量 ｍ０ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 171 

縦弾性係数 Ｅ MPa 193000 

ポアソン比 ν － 0.3 

要素数 － 個 図4-1に記載の 

とおり 節点数 － 個 

注記 ＊：1/2 モデルのため，全体の半分の値。

4.4 固有周期 

固有値解析用モデルによる固有値解析の結果を表 4-8 に示す。 

一次モードは鉛直方向に卓越し，固有周期が 秒であることを確認した。固有周期は

0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

また、水平方向は二次モード以降で卓越し、固有周期は 0.05 秒以下であり剛であることを

確認した。 

表4-8 固有周期 

モード
固有周期 

(s) 
卓越方向 

1 次 鉛直方向 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-2
-
3
 R
1
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4-9 に示す。 

水平方向については，「4.2.4 設計荷重」に示す添付書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容

器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原子炉本体の基礎の地震応答計算書」で算

出された地震荷重と，表 4-9 に示す震度により算出した荷重のうち大きい方を用いる。 

鉛直方向については，「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による

地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

表 4-9 設計用地震力（設計基準対象施設） 

注記 ＊1：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

据付場所 

及び 

設置高さ 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(%) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉本体 

基礎 

EL.  m 

－＊1 
0.05 

以下＊2 ＣＨ＝0.86 ＣＶ＝0.63 ＣＨ＝1.43 ＣＶ＝1.19 － － 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-2
-
3
 R
2
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力評価点 

ＣＲＤハウジング支持金具の応力評価点は，ＣＲＤハウジング支持金具を構成する部材の形

状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を

表 4-10 及び図 4-2 に示す。 

表 4-10 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ａ レストレントビーム一般部＊

Ｂ レストレントビーム端部＊

Ｃ レストレントビーム結合ボルト

注記 ＊：曲げ荷重が支配的となるため，曲げ応力のみの評価とする。 

図 4-2 応力評価点 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-2
-
3
 R
3
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4.6.2 応力計算方法 

レストレントビームに生じる応力は，次式により計算する。

(1) 荷重

図 4-3に示す両端支持ばりとして計算する。自重による鉛直荷重も考慮する。

図 4-3 計算モデル（単位：mm） 

a. 分布荷重

(a) 死荷重ＷＤによる等分布荷重

Ｄ
Ｄ

Ｗ
ｗ ＝

Ｌ

ここで， 

Ｌ：レストレントビーム全長＝

(b) 水平方向地震による等分布荷重

ｗＨ＝ｗ1 

ここで， 

ｗ1：水平方向地震荷重Ｈによる等分布荷重＊ 

１
３

Ｈ
ｗ ＝

注記 ＊：水平方向設計震度による地震慣性力は，水平方向地震荷重Ｈと比較して非

常に小さいため，ここでは考慮しない。 

(c) 鉛直方向地震による等分布荷重

ｗＶ＝ｗＤ・(1＋ＣＶ) 

b. Ａ点での曲げモーメント

(a) 水平方向地震によるモーメント

3
2

Ｈ
ＨＡ

・ｗ
Ｍ ＝

8

(b) 鉛直方向地震によるモーメント
2

Ｖ ３
ＶＡ

・ｗ
Ｍ ＝

8

Ｂ 
4 Ａ 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-2
-
3
 R
4
 

4

ｗ 

3＝

4＝
3

ボルト（引張）

ボルト（せん断）
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c. Ｂ点での曲げモーメント

(a) 水平方向地震によるモーメント

4

3 4
Ｈ

ＨＢ

・ｗ
Ｍ ＝ ・( － )

2
 

(b) 鉛直地震によるモーメント

ｖ ４
ＶＢ ３ ４

・ｗ
Ｍ ＝ ・( － )

2
 

(2) 応力

a. Ａ点での曲げ応力

ＨＡ ＶＡ
ｂＡ

ＨＡ ＶＡ

Ｍ Ｍ
σ ＝ ＋

Ｚ Ｚ

ここで， 

ＺＨＡ＝

ＺＶＡ＝

b. Ｂ点での曲げ応力

ＨＢ ＶＢ
ｂＢ

ＨＢ ＶＢ

Ｍ Ｍ
σ ＝ ＋

Ｚ Ｚ

ここで， 

ＺＨＢ＝

ＺＶＢ＝

c. ボルトの引張応力

・

１
ｔ

１

Ｆ
σ＝

ｎ Ａ

ここで， 

Ｆ1：ボルトの引張力 

Ｆ1＝ｗｖ・ 3 

ｄ：ボルトの呼び径＝

Ａ：ボルト断面積＝π／4・ｄ2＝

ｎ1：引張を受けるボルト本数＝

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-2
-
3
 R
3
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d. ボルトのせん断応力

・

２

２

Ｆ
τ＝

ｎ Ａ

ここで， 

Ｆ2：ボルトのせん断力＊ 

Ｆ2＝ｗＨ・ 3／2 

ｎ2：せん断を受けるボルト本数＝

注記 ＊：高力ボルトは，ボルトによって締め付けられる部材間の接触で生じる摩擦力により荷

重伝達させる使い方をするボルトであるが，本計算書では部材間の接触で生じる摩擦

力を考慮しないことで，せん断力が直接ボルトに生じるものとして評価を行う。 

4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重は，「4.2 荷重の組合せ及び許容限界」及び「4.5 設計用

地震力」に示す。 

4.8 応力の評価 

「4.6 計算方法」で求めた応力は表 4-5 に記載される値以下であること。 

5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ＣＲＤハウジング支持金具の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容値を満足しており，十

分な構造強度を有することを確認した。

(1) 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価

許容応力状態ⅢＡＳに対する応力評価結果を表 5-1 に示す。

表 4-1に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ*の評価について記載している。

(2) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価

許容応力状態ⅣＡＳに対する応力評価結果を表 5-2 に示す。

表 4-1に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓの評価について記載している。

N
T
2
 
補
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 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-2
-
3
 R
4
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表 5-1 許容応力状態ⅢＡＳに対する応力評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ*）

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 備考 発生値 許容値 

（MPa） （MPa） 

ＣＲＤハウジング

支持金具 

Ａ レストレントビーム一般部 曲げ応力 91 201 ○ 

Ｂ レストレントビーム端部 曲げ応力 54 201 ○ 

Ｃ レストレントビーム結合ボルト
引張応力 2 525＊ ○

せん断応力 128 404 ○ 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-2-3 R4 



2
1
 

表 5-2 許容応力状態ⅣＡＳに対する応力評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 備考 発生値 許容値 

（MPa） （MPa） 

ＣＲＤハウジング

支持金具 

Ａ レストレントビーム一般部 曲げ応力 149 241 ○ 

Ｂ レストレントビーム端部 曲げ応力 89 241 ○ 

Ｃ レストレントビーム結合ボルト
引張応力 3 394＊ ○

せん断応力 213 404 ○ 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-2-3 R4E 



Ⅴ-2-3-4-2-4 差圧検出・ほう酸水注入管（ティーよりN10ノズル 

までの外管）の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方

針に基づき，差圧検出・ほう酸水注入管（ティーより N10 ノズルまでの外管）（以下「差圧検出・

ほう酸水注入管」という。）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明する

ものである。 

差圧検出・ほう酸水注入管は設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては，常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

1.1 構造の説明 

   差圧検出・ほう酸水注入管の構造計画を表 1-1 に示す。 
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表 1-1 差圧検出・ほう酸水注入管の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉圧力容器ノズル

に溶接され，制御棒駆

動機構ハウジングにＵ

ボルトにて支持され

る。 

差圧検出管が外管，ほ

う酸水注入管が内管の

二重構造となってい

る。 

2
 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-2-4 R0 

原子炉圧力容器ノズル 

差圧検出・ほう酸水注入管 制御棒駆動機構 
ハウジング
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1.2 記号の説明 

本計算書において，下記の記号を使用する。ただし，本文中に別途記載ある場合は，この限

りではない。 

 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ｄｉ 

Ｄｏ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｉ 

ＦＬ 

ＦＳ 

Ｍ 

Ｐｂ 

ＰＬ 

Ｐｍ 

Ｑ 

Ｓ 

Ｓｄ* 

Ｓｓ 

Ｓ12 

Ｓ23 

Ｓ31 

Ｓａ 

Ｓｍ 

Ｓｎ
#1 

 

Ｓｎ
#2 

 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｔ 

断面積 

内径 

外径 

縦弾性係数 

ピーク応力 

断面二次モーメント 

軸力 

せん断力 

曲げモーメント 

一次曲げ応力 

一次局部膜応力 

一次一般膜応力 

二次応力 

1011 回に対応する許容繰返しピーク応力強さ 

弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

主応力差σ１－σ２ 

主応力差σ２－σ３ 

主応力差σ３－σ１ 

許容繰返しピーク応力強さ 

設計応力強さ 

許容応力状態ⅢＡＳのうち地震荷重Ｓｄ*のみによる一次＋二次応力の 

応力差最大範囲 

許容応力状態ⅣＡＳのうち地震荷重Ｓｓのみによる一次＋二次応力の 

応力差最大範囲 

設計引張強さ 

設計降伏点 

ねじりモーメント 

mm2 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

mm4 

N 

N 

N･mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

MPa 

N･mm 
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記号 記 号 の 説 明 単 位 

ｔ 

ν 

σ1

σ2 

σ3 

σ

σr 

σt 

τ r 

τrt 

τt

厚さ 

ポアソン比 

主応力 

主応力 

主応力 

軸方向応力 

半径方向応力 

周方向応力 

せん断応力 

せん断応力 

せん断応力 

mm 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa

MPa

MPa

MPa 
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1.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984（日

本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会）  

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ1－2005/2007（日本機械学会）（以下「設計・建設規格」という。） 

  

注：本計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格 ○○○-△△△△(◇)a.(a)」

として示す。 

 

1.4 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を，図 1-1 に示す。 

 

1.5 解析範囲 

応力計算は，図 1-1 に示す応力評価点について行う。 

 

1.6 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1-2 に示す。 

 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1-1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 
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原
子
炉
圧
力
容
器

Ａ

差圧検出管 

〔SUS304LTP 相当〕 

Ａ部詳細図 

P01,P01’

P02,P02’

差圧検出・ほう酸水注入管ノズル（N10）

〔NCF600 相当〕（

差圧検出・ほう酸水注入管ノズルセーフエンド

〔SUSF304 相当〕

：応力評価点 

〔 〕 ：ＪＩＳ相当材

（   ） ：材   料 

炉心シュラウド

ティー

炉心支持板 

サポート



 

表 1-2 計算結果の概要 

 

部分及び材料 
許容応力 

状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次膜＋一次曲げ応力強さ 

（MPa） 

一次＋二次応力強さ 

（MPa） 
疲労解析 

応力 

強さ 
許容値

応力 

評価面 

応力 

強さ 
許容値 

応力 

評価面 

応力 

強さ 
許容値 

応力 

評価点 

疲労累 

積係数 
許容値

応力 

評価点

差圧検出管 

SUS304LTP相当 

ⅢＡＳ 41 116 P01-P02 41 161 P01-P02 － － － － － － 

ⅣＡＳ 41 232 P01-P02 41 323 P01-P02 － － － － － － 

ⅢＡＳ － － － － － － 25 294 P01 －＊ －＊ －＊ 

ⅣＡＳ － － － － － － 34 294 P01 －＊ －＊ －＊ 

注記 ＊：疲労解析は，設計・建設規格 PVB-3140 により不要である。

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-2-4 R0 

7
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2. 計算条件 

差圧検出・ほう酸水注入管は，以下の荷重条件に耐えるように設計する。 

機器の応力解析には本章に示す荷重を考慮する。 

 

 2.1 設計条件 

原子炉圧力容器の最高使用圧力 ：8.62 MPa 

最高使用温度 ：302 ℃ 

 

 2.2 運転条件 

運転条件及び記号は，次のとおりである。また，これらの記号を解析及び評価に用いる場合 

において，同一事象内に複数の解析時点がある場合は，記号に小番号を付して使用する。 

[例 C03-01，C03-02] 

なお，本計算書においては，{ }内の名称を用いる。 

計算書では以下に示す運転条件のうち，一次応力強さの評価については，各許容応力状態を

定義する各運転状態のうち，最も厳しい運転条件について選定し，一次＋二次応力強さの評価

には，圧力変動，温度変動等を考慮して，最も厳しい運転条件を選定し使用する。 

 

  2.2.1 運転状態Ⅰ及びⅡ 

(1) ボルト締付け ｛ボルト締付け｝                ［C01］ 

(2) 耐圧試験（最高使用圧力以下）      ｛耐圧試験最高使用圧力以下｝    ［C02］ 

(3) 起動（昇温） ｛起動昇温｝                    ［C03］ 

(4) 起動（タービン起動） ｛起動タービン起動｝            ［C04］ 

(5) 夜間低出力運転（出力 75 ％） ｛夜間低出力運転出力 75 ％｝      ［C05］ 

(6) 週末低出力運転（出力 50 ％） ｛週末低出力運転出力 50 ％｝      ［C06］ 

(7) 制御棒パターン変更   ｛制御棒パターン変更｝            ［C07］ 

(8) 給水加熱機能喪失（発電機トリップ）      ｛発電機トリップ｝              ［C08］ 

(9) 給水加熱機能喪失（給水加熱器部分バイパス） ｛給水加熱器部分バイパス｝        ［C09］ 

(10) スクラム（タービントリップ）   ｛スクラムタービントリップ｝      ［C10］ 

(11) スクラム（その他のスクラム） ｛スクラムその他のスクラム｝     ［C11］ 

(12) 定格出力運転   ｛定格出力運転｝                  ［C12］ 

(13) 停止（タービン停止）  ｛停止タービン停止｝              ［C13］ 

(14) 停止（高温待機）        ｛停止高温待機｝                  ［C14］ 

(15) 停止（冷却）  ｛停止冷却｝                      ［C15］ 

(16) 停止（容器満水）   ｛停止容器満水｝                  ［C16］ 

(17) 停止（満水後冷却）   ｛停止満水後冷却｝                ［C17］ 

(18) ボルト取外し  ｛ボルト取外し｝                  ［C18］ 

(19) 燃料交換 ｛燃料交換｝                    ［C19］ 

(20) スクラム（原子炉給水ポンプ停止）           ｛スクラム原子炉給水ポンプ停止｝  ［C20］ 
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(21) スクラム（逃がし安全弁誤作動）             ｛スクラム逃がし安全弁誤作動｝    ［C21］ 

 

2.2.2 運転状態Ⅲ 

(1) スクラム（過大圧力）  ｛スクラム過大圧力｝            ［C22］ 

(2) 冷却材再循環系仕切弁誤作動（冷状態）    ｛冷再循環系仕切弁誤作動｝    ［C23］ 

(3) 冷却材再循環ポンプ誤起動（冷状態）      ｛冷再循環ポンプ誤起動｝       ［C24］ 

 

2.2.3 運転状態Ⅳ 

(1) 冷却材喪失事故 ｛冷却材喪失事故｝              ［C25］ 

 

2.2.4 試験状態 

(1) 耐圧試験（最高使用圧力を超えるもの）   ｛耐圧試験最高使用圧力を超えるもの｝［C26］ 

 

各運転条件における設計上定めた原子炉圧力容器内の流体の温度，圧力の変化及びその

繰返し回数を図 2-1 に示す。 

また，各許容応力状態において考慮する内圧を表 2-1 に示す。 

 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件は以下のとおりである。 

圧力条件   ：設計条件と同じ 

温度条件   ：設計条件と同じ 

 

 2.4 材料 

材料は，次に示すとおりである。 

   パイプ：SUS304LTP 相当  

 

2.5 物性値 

応力計算及び繰返し荷重の評価に使用する材料の物性値は，以下のとおりである。 

  (1) 縦弾性係数Ｅは，設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1 に定められたものによる。 

  (2) 繰返し荷重の評価に使用する物性値は，運転温度（  ℃：定格出力運転時の蒸気温度） 

   に対する値を用いる。 

  (3) 材料は，表 2-2 に従って分類する。 

主な温度における材料の物性値を表 2-3 に示す。 

繰返し荷重の評価に使用する物性値を表 2-4 に示す。 
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 2.6 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態を表 2-5 に示す。 

なお，差圧検出・ほう酸水注入管は，設計・建設規格 PPB 規定の適用対象であるが，PPB-1210

の規定により，クラス１容器の荷重の組合せ及び許容限界を適用する。 

 

2.7 許容限界 

  (1) 設計応力強さＳｍ，設計降伏点Ｓｙ及び設計引張強さＳｕは，それぞれ設計・建設規格 付

録材料図表 Part5 表 1，表 8及び表 9に定められたものを使用する。 

  (2) 許容応力状態ⅢＡＳ及び許容応力状態ⅣＡＳの一次応力評価には，各運転状態における流体

の最高温度（運転状態Ⅰ及びⅡ：  ℃）に対する許容限界を用いる。 

  (3) 差圧検出・ほう酸水注入管の各運転状態の応力評価に用いる許容限界は，設計・建設規格 

PVB-3110 により表 2-6 に示すとおりである。 

 

2.8 溶接部の継手効率 

差圧検出・ほう酸水注入管の応力評価点は，溶接部でないためη＝1.00 を用いる。 

 

2.9 荷重の組合せと応力評価 

荷重の組合せと応力評価項目の対応を表 2-7 に示す。表 2-7 及び本計算書において，荷重の

種類と記号は以下のとおりである。 

 

     荷重          記号 

 (1) 原子炉圧力容器の内圧   ［L01］ 

 (2) 死荷重（機器の自重により生じる荷重）   ［L04］ 

 (3) 機器の地震時の慣性力による地震荷重Ｓｄ*（一次荷重）    ［L14］ 

 (4) 機器の拘束点の地震時の相対変位による地震荷重Ｓｄ*（二次荷重）    ［L15］ 

 (5) 機器の地震時の慣性力による地震荷重Ｓｓ（一次荷重）    ［L16］ 

 (6) 機器の拘束点の地震時の相対変位による地震荷重Ｓｓ（二次荷重）    ［L17］ 

 

2.10 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

 

σｔ  ：周方向応力 

σ    ：軸方向応力 

σｒ  ：半径方向応力 

τｔ ：せん断応力 

 

 

 

  

σ  
σｒ 

σｔ 
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3. 外荷重の条件 

3.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，死荷重及び固有周期を求める。さらに，入力加速度に対

する各節点の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。解析コードの検証及

び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-1 計算機プログラム（解析コード）の概

要・ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」に示す。 

 

3.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1-1 に示し，解析モデルを図 3-1 に示す。 

また，各節点の座標及び解析モデルのデータ諸元を表 3-1 及び表 3-2 に示す。 

支持条件は，

  

 

3.3 死荷重 

差圧検出・ほう酸水注入管の評価に用いる死荷重を表 3-3 に示す。 

 

3.4 地震荷重 

3.4.1 固有周期 

差圧検出・ほう酸水注入管の固有周期を表 3-4 に，振動モード図を図 3-2 に示す。 

 

3.4.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震力Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書

類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原

子炉本体の基礎の地震応答計算書」及び「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基

づき設定する。また，減衰定数は添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載

の減衰定数を用いる。 

評価に用いる設計用地震力を表 3-5 に示す。 

 

 

3.4.3 地震荷重の算出結果 

図 3-1 に示す解析モデルに 3.4.2 節で設定した地震力を入力することにより，差圧検出・

ほう酸水注入管の評価位置に発生する荷重を地震荷重とする。 

算出された地震荷重を表 3-3 に示す。 
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4. 応力解析 

4.1 応力解析の手順 

応力解析を行う手順について述べる。 

 

4.1.1 荷重条件 

荷重条件は 2 章及び 3 章に示す。 

 

4.1.2 応力計算と応力の分類 

(1) 応力計算の方法 

a. 応力計算は荷重の種類ごとに行う。荷重として与えられるものは次の 2 つである。 

(a) 内圧 

(b) 外荷重 

 

b. 解析する箇所の形状は，次の方針に従ってモデル化する。 

(a) 構造の不連続を考慮して応力の最も厳しい箇所に応力評価点（面）を選ぶ。なお，

軸対称モデル解析において，非軸対称な外荷重による応力評価を行った場合，荷重の

入力方位と応力評価点の方位の関係により応力に極大値と極小値が生じる。外荷重に

よる応力が極大となる方位の応力評価点は [例 P01] と表し，極小となる方位の応力

評価点には，プライム（’）を付けて [例 P01’] と表す。 

一次応力の評価は，内外面の応力評価点を含む断面（応力評価面）について行う。 
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4.2 応力計算 

4.2.1 内圧による応力 

(1) 荷重条件（L01） 

各運転条件における内圧の変化を図 2-1 に示す。 

計算は，最高使用圧力に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求め

る。各許容応力状態において考慮する内圧を表 2-1 に示す。 

 

(2) 計算方法 

a. 一次一般膜応力 

内圧Ｐによる一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

・Ｐ
Ｙ－1

１
＝σt  

 

・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ

2
 

 

・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－　σr  

 

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝  

 

なお，各応力評価点でのＤｏ，ｔは表 4-1 に示す。 

 

b. 一次膜＋一次曲げ応力 

内圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次膜＋一次曲げ応力は一次一般

膜応力と同じである。 
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4.2.2 外荷重による応力  

(1) 荷重条件（L04，L14，L15，L16 及び L17） 

差圧検出・ほう酸水注入管に働く外荷重を表 3-3 に示す。 

 

(2) 計算方法 

a. 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

Ａ

Ｆ
＝σ

L
 

 

m
S

t ・ｒ
・Ｉ 2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ  

 

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m  

 

b. 一次膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

 

2

Ｄ
・ 

Ｉ

Ｍ

Ａ

Ｆ
＝σ

oL
 

 

2

Ｄ
・　 

・Ｉ 2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t  

 

c. 一次＋二次応力 

地震荷重Ｓｄ*（二次荷重）及び地震荷重Ｓｓ（二次荷重）による二次応力は，一次膜＋

一次曲げ応力と同じ式により求める。その他の外荷重による二次応力は存在しない。 

 

4.2.3 計算結果 

応力評価点での応力を分類して表 4-2 に示す。 
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4.3 応力の評価 

4.3.1 主応力 

4.2 節で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求める。 

組合せ応力は，一般にσｔ，σ ，σｒ，τｔ ，τ ｒ ，τｒｔの 6 成分をもつが，主応力σ

は，引用文献(1)の 1.3.6 項により，次式を満足する 3 根σ1，σ2，σ3として計算する。 

σ3－（σt＋σ ＋σr）・σ2＋（σt・σ ＋σ ・σr＋σr・σt－τt 2

－τ r2－τrt2）・σ－σt・σ ・σr＋σt・τ r2＋σ ・τrt2＋σr・τt 2

－2・τt ・τ r・τrt＝0 

上式により主応力を求める。 

4.3.2 応力強さ 

以下の 3 つの主応力差の絶対値で最大のものを応力強さとする。 

Ｓ12＝σ1－σ2 

Ｓ23＝σ2－σ3 

Ｓ31＝σ3－σ1 

4.4 応力強さの評価 

4.4.1 一次一般膜応力強さ 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 4-3 に示す。 

表 4-3 より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，2.7 節に示す許容限界を満足す

る。 

4.4.2 一次膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 4-4 に示す。 

表 4-4 より，各許容応力状態の一次膜＋一次曲げ応力強さは，2.7 節に示す許容値を満

足する。 

4.4.3 一次＋二次応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 4-5 に示す。 

表 4-5 より，各許容応力状態の一次膜＋一次曲げ応力強さは，2.7 節に示す許容限界を

満足する。 
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5. 繰返し荷重の評価

差圧検出・ほう酸水注入管はクラス１配管であるため，運転状態Ⅰ及びⅡ並びに許容応力状態

ⅢＡＳ及び許容応力状態ⅣＡＳによる繰返し荷重に対し評価を実施する。 

5.1 設計・建設規格 PVB-3140 についての検討 

差圧検出・ほう酸水注入管について，設計・建設規格 PVB-3140 により疲労解析が不要とな

ることを以下に示す。 

なお，物性値Ｓｍ及びＳの値は，表 2-4 による。 

(1) 設計・建設規格 PVB-3140(1)（大気圧－運転圧力－大気圧の変動）

大気圧－運転圧力－大気圧の変動を生じる回数：Ｎ’

耐圧試験、最高使用圧力以下（C02）  回 

起動・停止（スクラム逃がし安全弁誤作動を含む。）  回 

（C03, C04, C13～C17, C21） 

合  計 ’＝  回 

許容繰返し回数：Ｎ 

3・Ｓｍ＝294 MPa に対応する許容繰返し回数（Ｎ）は，設計・建設規格 表 添付 4-2-2

より，  

Ｎ＝78102 回 

したがって，Ｎ’＜Ｎであり，条件を満足する。

(2) 設計・建設規格 PVB-3140(2)（起動時，停止時及び耐圧試験時等を除く供用状態Ａ及びＢ

の圧力変動）

著しい圧力変動：ΔＰ1（設計・建設規格 PVB-3140(2)a.のＡｍ１に対応） 

ΔＰ1＝
3

1
×最高使用圧力×

mＳ

Ｓ

＝  MPa 

運転時の圧力変動がΔＰ1を超えるものは，著しい圧力変動を生じるものと考える。 

著しい圧力変動を生じる回数：Ｎ’

スクラムタービントリップ（C10）  回 

スクラムその他のスクラム（C11）  回 

スクラム原子炉給水ポンプ停止（C20）  回 

 合 計  回 

Ｎ’に対応する許容圧力変動：ΔＰ2（設計・建設規格 PVB-3140(2)b.のＡｍ２に対応）

ΔＰ2＝
3

1
×最高使用圧力×

m

a

Ｓ

Ｓ

＝  MPa 

ここで，Ｓａは設計・建設規格 表 添付 4-2-2 に示された  回に対する値である。 
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運転時における圧力変動の全振幅：ΔＰ’ 

最大（スクラム原子炉給水ポンプ停止（C20））  MPa 

最小（スクラム原子炉給水ポンプ停止（C20））  MPa 

   差 ΔＰ’＝  MPa 

したがって，ΔＰ’＜ΔＰ2であり条件を満足する。 

 

(3) 設計・建設規格 PVB-3140(3)（起動時及び停止時の温度差） 

管の内面は領域Ｃに接し，管の外面は原子炉圧力容器下部鏡板と下部鏡板保温材との間に

位置しており，管の外面の熱伝達率は非常に低くなっている。 

さらに，管の板厚が薄いため起動時及び停止時における管の内面及び外面の温度は，領域

Ｃの温度とほぼ等しくなり，管の内面と外面における温度差は無視できる。 

 

  (4) 設計・建設規格 PVB-3140(4)（起動時及び停止時を除く供用状態Ａ及びＢの温度差変動） 

前項(3)で述べた理由から，起動・停止を除く供用状態Ａ及びＢにおいても，管の内面と外

面における温度差変動は無視できる。 

 

  (5) 設計・建設規格 PVB-3140(5)（異なる材料よりなる部分の温度変動） 

差圧検出・ほう酸水注入管には，縦弾性係数又は熱膨張係数の異なる材料よりなる部分は

存在しない。 

 

  (6) 設計・建設規格 PVB-3140(6)（機械的荷重変動） 

機械的荷重により生じる応力の全振幅が，荷重変動回数 1011 回に対応する繰返しピーク応

力強さを超えないことを確認する。 

1011 回に対応する繰返しピーク応力強さ：Ｓ＝94 MPa 

機械的荷重変動による応力の全振幅     ：Δσ 

表 4-2(1)の応力評価点 P01 での一次＋二次応力に注目する。 

Δσ＝ ＝33 MPa 

したがって，Δσ＜Ｓであり，条件を満足する。 

 

  (7) 検討結果 

以上(1)から(6)より差圧検出・ほう酸水注入管は，設計・建設規格 PVB-3140 の 

要求をすべて満足している。 

 

5.2 疲労解析 

5.1 節に示すように，差圧検出・ほう酸水注入管は，疲労解析は不要である。 
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満水後
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仕切弁
誤作動

(冷状態)
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ﾎﾟﾝﾌﾟ
誤起動
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えるもの

図2-1(1)　運転条件（原子炉圧力容器）

起動
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運 転 条 件

運 転 名 称
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Ⅴ
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図 2-1(1) 運転条件（原子炉圧力容器）（続） 

 

注記 ＊1 ：

＊2 ：  

 

注 1：

注 2：

注 3：

注 4：

注 5：

注 6：
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図 2-1(2) 運転条件（原子炉圧力容器内領域図） 
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図 2-1(3) 運転条件（差圧検出・ほう酸水注入管）

注記 ＊1：

＊2：

注 1：  

注 2：

2
2
 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-2-4 R0 

運 転 条 件 C03～C24 C02 
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表 2-1 各許容応力状態における内圧 

  （単位：MPa） 

許容応力状態 内圧 

ⅢＡＳ 

ⅣＡＳ 

 

 

 

表 2-2 材料の分類 

 

種類 使用材料 

オーステナイト系

ステンレス鋼 

SUS304TP 相当  

SUSF304 相当  

SUS304LTP 相当  

高ニッケル合金 NCF600 相当  

注：以降，材料は新ＪＩＳ相当材で記す。 

 

 

 

表 2-3 応力計算に使用する材料の物性値 

 

材料 
温度 

（℃） 

Ｅ 

×105 

（MPa） 

ν 

SUS304TP 

SUSF304 

SUS304LTP 

NCF600 
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表 2-4 繰返し荷重の評価に使用する材料の物性値 

 

材料 
Ｓｍ 

（MPa） 

Ｓ 

（MPa） 

SUS304LTP 98 94 

注： 

Ｓｍ：運転温度  ℃）に対する設計応力強さ 

Ｓ  ：設計・建設規格 表 添付 4-2-2 の曲線Ｃに示された 1011 回に対応する 

繰返しピーク応力強さ 
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表 2-5(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉 

本体 

原子炉 

圧力容器 

付属 

構造物 

 

差圧検出・ほう酸水 

注入管 
Ｓ クラス１配管＊ 

Ｐ＋Ｄ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｐ＋Ｄ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

［記号の説明］ 

Ｐ ： 各運転状態における圧力 

Ｄ ： 死荷重 

Ｓｄ* ： 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

 

注記 ＊：設計・建設規格 PPB 規定の適用対象であるが，PPB-1210 の規定により，クラス１容器の荷重の組合せ及び 

許容限界を適用する。 

2
5
 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-2-4 R0 



 

表 2-5(2)  荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉 

本体 

原子炉 

圧力容器 

付属 

構造物 

差圧検出・ほう酸水 

注入管 

常設耐震 

／防止 

常設／緩和

重大事故等 

クラス２配管＊2 

ＰＳＡＬ＋Ｄ＋Ｓｄ*＊4 ⅤＡＳ＊3 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） ＰＳＡＬＬ＋Ｄ＋Ｓｓ
＊4 

［記号の説明］ 

ＰＳＡＬ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（Ｌ））に作用する圧力荷重 

ＰＳＡＬＬ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（Ｌ））より更に長期的（長期（ＬＬ））に作用する圧力荷重

Ｄ 

Ｓｄ* 

： 

： 

死荷重 

弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

 

注記 ＊1 ：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2 ：重大事故等クラス２配管であって設計基準対象施設でクラス１配管であることから，設計・建設規格 PPB 規定の適用対象である

が，PPB-1210 の規定により，クラス１容器の荷重の組合せ及び許容限界を適用する。 

    ＊3 ：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

    ＊4 ：「Ｐ＋Ｄ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

注：許容応力状態ⅤＡＳにおける荷重の組合せで，重大事故後の状態における圧力荷重ＰＳＡＬ及びＰＳＡＬＬは，設計基準対象施設で想定される圧

力と比べて小さいため，許容応力状態ⅤＡＳにおける荷重の組合せによる評価は，設計基準対象施設の評価に包絡される。 
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表 2-6(1) 許容限界 

許容応力状態 

許容限界 

一次一般膜応力強さ 一次膜＋一次曲げ応力強さ 一次＋二次応力強さ 
一次＋二次 

＋ピーク応力強さ 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 2/3・Ｓｕの小さい方

 

ただし，オーステナイト系

ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金については 1.2・Ｓｍ

とする。 

左欄のα倍の値＊4 

3・Ｓｍ
＊1 

 

Ｓｄ*又はＳｓ地震動のみに

よる応力振幅について評価

する。 

 

＊2，＊3

Ｓｄ*又はＳｓ地震動

のみによる疲労解析

を行い，運転状態Ⅰ

及びⅡにおける疲労

累積係数との和を 1

以下とする。 ⅣＡＳ 

2/3・Ｓｕ 

 

ただし，オーステナイト系

ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金については 2/3・Ｓｕ

と 2.4・Ｓｍの小さい方。 

左欄のα倍の値＊4 

注記 ＊1：3・Ｓｍを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く）の簡易弾塑性解析を用いる。 

   ＊2：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要。 

      ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳｓ地震動による応力の全振幅」と読み替える。 

   ＊3：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数を 1.0 以下とする。 

   ＊4：設計・建設規格 PVB-3111 に準じる場合は，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は 1.5 のいずれか小さい方の値 

（α）を用いる。 
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表 2-6(2) 許容限界 

           

                                                   （単位：MPa） 

応 力 分 類 一次一般膜応力強さ（Ｐｍ） 

許容応力状態 ⅢＡＳ ⅣＡＳ 

温     度（℃） 

オーステナイト系

ステンレス鋼 
SUS304LTP 116 232 

許容応力強さの算出式 1.2・Ｓｍ Min（2.4・Ｓｍ，2/3・Ｓｕ） 

 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-2-4 R0 
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表 2-6(3) 許容限界 

         

                                （単位：MPa） 

応 力 分 類 一次膜＋一次曲げ応力強さ（ＰＬ＋Ｐｂ） 

供用状態（許容応力状態） ⅢＡＳ ⅣＡＳ 

温     度（℃） 

オーステナイト系 

ステンレス鋼 
SUS304LTP 161 323 

許容応力強さの算出式 α・1.2・Ｓｍ α・Min（2.4・Ｓｍ，2/3・Ｓｕ） 

注：αは，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は 1.5 のいずれか小さい方の値とする。 

本表には，α＝1.392 の場合の値を示す。  
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表 2-6(4) 許容限界 

 （単位：MPa） 

応 力 分 類 一次＋二次応力強さ（ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ） 

許容応力状態 ⅢＡＳ ⅣＡＳ 

温 度（℃） 

オーステナイト系

ステンレス鋼
SUS304LTP 294 294 

許容応力の算出式 3・Ｓｍ 3・Ｓｍ 

3
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表 2-7 荷重の組合せ 

条件 荷重の組合せ 応力評価 

許容応力状態ⅢＡＳ
L01＋L04＋L14 

Ｐｍ 

ＰＬ＋Ｐｂ 

L14＋L15 ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 

許容応力状態ⅣＡＳ
L01＋L04＋L16 

Ｐｍ 

ＰＬ＋Ｐｂ 

L16＋L17 ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 
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図 3-1 解析モデル 
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表 3-1 節点座標 

（単位：mm） 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 
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表 3-2 解析モデルのデータ諸元 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 厚さ 

1～ 2 

2～ 3 

3～ 5 

5～ 9 

9～11 

4－12，12～19 

1－20 

20～21 

21～24 

5－25，25～29，29－24 
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表 3-3 外荷重 

 

差圧検出・ほう酸水注入管外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点

軸力 せん断力 
ねじり 

モーメント

曲げ 

モーメント

ＦＬ 

（N） 

ＦＳ 

（N） 

Ｔ 

（N･mm） 

Ｍ 

（N･mm） 

L04 死荷重 Ａ 

L14 
地震荷重Ｓｄ* 

（一次） 
Ａ 

L15 
地震荷重Ｓｄ* 

（二次） 
Ａ 

L16 
地震荷重Ｓｓ

 

（一次） 
Ａ 

L17 
地震荷重Ｓｓ 

（二次） 
Ａ 

  注 1：死荷重は全ての運転時にかかるものとする。 

注 2：地震荷重（一次）とは，配管の地震時の慣性力による反力を示す。 

注 3：地震荷重（二次）とは，配管の拘束点の地震時の相対変位に伴う反力を示す。 

注 4：応力評価のための荷重の組合せ方は 2.9 節による。 
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Ｍ

Ｔ

ＦＬ 

Ａ
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表 3-4 固有周期 

次数 卓越方向 
固有周期 

（s） 

刺激係数 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 次 

2 次 

図 3-2 振動モード図（1次 ｓ） 
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表 3-5 設計用地震力 

注記 ＊1：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊3：溶接構造物に適用される減衰定数の値 

据付場所及び設置高さ(m) 固有周期(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(%) 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

0.054 
又は＊1 又は＊1 又は＊2 又は＊2 

1.0＊ 1.0＊ 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-2-4 R0 
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表 4-1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄｏ 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
4
 R
0
 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
4
 R
0
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表 4-2(1) 応力の計算結果 

応力評価点－P01，P02 

（単位：MPa） 

下記の荷重 

による応力 

分類 

一次一般 

膜応力 

（Ｐｍ） 

一次膜＋ 

一次曲げ応力 

（ＰＬ＋Ｐｂ） 

一次＋二次応力 

 

（ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ）

応力 

評価点

P01 

P02 

P01 

P02 
P01 P02 

L01 

内圧＊ 

σt 

σ  

σr 

L04 

死荷重 

σ

τt  

L14 

地震荷重Ｓｄ*（一次）

σ

τt  

L15 

地震荷重Ｓｄ*（二次）

σ

τt  

L16 

地震荷重Ｓｓ（一次）

σ

τt  

L17 

地震荷重Ｓｓ（二次）

σ

τt  

注記 ＊：最高使用圧力による計算結果であり，各許容応力状態での応力は比例計算により

求める。 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-2
-
4
 R
0
 



 

40 

表 4-2(2) 応力の計算結果 

応力評価点－P01’，P02’ 

（単位：MPa） 

下記の荷重 

による応力 

分類 

一次一般 

膜応力 

（Ｐｍ） 

一次膜＋ 

一次曲げ応力 

（ＰＬ＋Ｐｂ） 

一次＋二次応力 

 

（ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ）

応力 

評価点

P01’ 

P02’ 

P01’ 

P02’ 
P01’ P02’ 

L01 

内圧＊ 

σt 

σ  

σr 

L04 

死荷重 

σ

τt  

L14 

地震荷重Ｓｄ*（一次）

σ

τt  

L15 

地震荷重Ｓｄ*（二次）

σ

τt  

L16 

地震荷重Ｓｓ（一次）

σ

τt  

L17 

地震荷重Ｓｓ（二次）

σ

τt  

注記 ＊：最高使用圧力による計算結果であり，各許容応力状態での応力は比例計算により

求める。 
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表 4-3 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態 

ⅢＡＳ 

許容応力状態 

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
41 116 41 232 

P01’ 

P02’ 
41 116 41 232 
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表 4-4 一次膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態 

ⅢＡＳ 

許容応力状態 

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
41 161 41 323 

P01’ 

P02’ 
41 161 41 323 
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表 4-5 一次＋二次応力強さの評価のまとめ 

 

（単位：MPa） 

分類 
一次＋二次応力差最大範囲 

（ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ） 

応力 

評価点 
Ｓｎ

#1＊1 Ｓｎ
#2＊2 

許容値 

3・Ｓｍ 

P01 25 34 294 

P01’ 25 34 294 

P02 25 34 294 

P02’ 25 34 294 

注記 ＊1：Ｓｎ
#1は許容応力状態ⅢＡＳによる一次＋二次応力差の最大範囲を示す。 

 ＊2：Ｓｎ
#2は許容応力状態ⅣＡＳによる一次＋二次応力差の最大範囲を示す。 
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1. 概要 

1.1 一般事項 

本書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持

の設計方針に基づき，原子炉圧力容器内部構造物に関する応力解析の方針を述べるものである。 

原子炉圧力容器内部構造物は，設計基準対象施設においては耐震Ｓクラスに分類される。 

下記の機器は，重大事故等対処設備に該当し，常設耐震重要重大事故防止設備又は常設耐震

重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類され，その他の機器は重大事故等対処

設備に該当しない。 

以下，原子炉圧力容器内部構造物の耐震評価及び重大事故等時における強度評価について記

載する。 

 

【常設耐震重要重大事故防止設備】 

    ・ジェットポンプ 

・高圧炉心スプレイスパージャ 

    ・高圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容器内部）     

【常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備】 

    ・低圧炉心スプレイスパージャ 

    ・残留熱除去系配管（原子炉圧力容器内部） 

    ・低圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容器内部） 

・差圧検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器内部） 

     

注 1：本書に記載していない特別な内容がある場合は，各計算書に示す。 

注 2：図表は，原則として巻末に示す。 

 

1.2 構造の説明 

   原子炉圧力容器内部構造物の構造計画を表 1-1 に示す。 

なお，原子炉圧力容器内部構造物は，下記の機器により構成される。 

    (1) 蒸気乾燥器 

    (2) 気水分離器及びスタンドパイプ 

    (3) シュラウドヘッド 

    (4) ジェットポンプ 

    (5) 給水スパージャ 

    (6) 高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ 

    (7) 残留熱除去系配管（原子炉圧力容器内部） 

    (8) 高圧及び低圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容器内部） 

    (9) 差圧検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器内部） 

    (10) 中性子計測案内管 

  

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
1
 R
2
 



2 

1.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

   (1) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ 

ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007 年）（以下「設計・建設規格」という。） 

   (2) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984）

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年）を適用する。 

 

注：本書及び各計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格 ○○○-△△△

△(◇)a.(a)」として示す。 
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表 1-1 原子炉圧力容器内部構造物の構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

蒸気乾燥器は原子炉圧力容器内部のブラケッ

トにより支持される。気水分離器及びスタン

ドパイプはシュラウドヘッドに溶接により接

続され，シュラウドヘッドは炉心シュラウド

上にシュラウドヘッドボルトによりフランジ

接続される。ジェットポンプは原子炉圧力容

器ノズルから接続されシュラウドサポートプ

レート及び原子炉圧力容器により支持され

る。給水スパージャは原子炉圧力容器ノズル

から接続され原子炉圧力容器内部のブラケッ

トにより支持される。高圧及び低圧炉心スプ

レイスパージャは炉心シュラウドにより支持

される。残留熱除去系配管は，原子炉圧力容

器ノズルから接続され炉心シュラウドにより

支持されている。高圧及び低圧炉心スプレイ

配管は原子炉圧力容器ノズルから接続され原

子炉圧力容器内部のブラケット及び炉心シュ

ラウドにより支持されている。差圧検出・ほ

う酸水注入管は原子炉圧力容器ノズルから接

続され，炉心シュラウド及びシュラウドサポ

ートに設置されたサポートにより支持され

る。中性子計測案内管は中性子計測ハウジン

グに接続され，炉心支持板により支持される。 

 原子炉圧力容器内部構

造物は蒸気乾燥器，気水

分離器及びスタンドパイ

プ，シュラウドヘッド，

ジェットポンプ，給水ス

パージャ，高圧及び低圧

炉心スプレイスパージ

ャ，残留熱除去系配管，

高圧及び低圧炉心スプレ

イ配管，差圧検出・ほう

酸水注入管，中性子計測

案内管により構成され，

蒸気の湿分除去，炉心へ

の冷却材の供給，炉内へ

の均一な給水，炉心への

冷却材のスプレイ及び注

水（事故時），炉心へのほ

う酸水の注入（事故時），

炉心差圧の計測，中性子

計測装置の案内を行う構

造となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蒸気乾燥器 

気水分離器及び 
スタンドパイプ 

高圧及び低圧炉心 
スプレイ配管 

高圧及び低圧炉心 
スプレイスパージャ 

中性子計測案内管 

差圧検出・ほう酸水 
注入管 

ジェットポンプ 

残留熱除去系配管 

シュラウドヘッド 

給水スパージャ 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-1 R1 
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2. 記号の説明 

本書及び各計算書において，以下の記号を使用する。ただし，本書添付及び各計算書中に別途

記載ある場合は，この限りでない。 

なお，各計算書における記号の字体及び大きさについては，本書と異なる場合がある。 

計算書 

の記号 
記 号 の 説 明 単 位

Ｅ 

ＦＬ 

ＦＳ 

Ｈ 

Ｍ 

Ｐｂ 

Ｐｍ 

Ｓｄ 

Ｓｄ* 

Ｓｓ 

Ｓ12 

Ｓ23 

Ｓ31 

Ｓｍ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｔ 

Ｖ 

η 

ν 

σ1 

σ2 

σ3 

σ  

σｒ 

σｔ 

τ ｒ 

τｒｔ 

τｔ  

ⅢＡＳ 

 

ⅣＡＳ 

 

ⅤＡＳ 

縦弾性係数 

軸力 

せん断力 

水平力 

モーメント 

一次曲げ応力 

一次一般膜応力 

弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

主応力差σ１－σ２ 

主応力差σ２－σ３ 

主応力差σ３－σ１ 

設計応力強さ 

設計引張強さ 

設計降伏点 

ねじりモーメント 

鉛直力 

溶接部の継手効率 

ポアソン比 

主応力 

主応力 

主応力 

軸方向応力 

半径方向応力 

周方向応力 

せん断応力 

せん断応力 

せん断応力 

設計・建設規格の供用状態Ｃ相当の許容応力を基準として，それに地

震により生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態

設計・建設規格の供用状態Ｄ相当の許容応力を基準として，それに地

震により生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態

運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として，それに地震

により生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

MPa 

N 

N 

N 

N･mm 

MPa 

MPa 

－ 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

N･mm 

N 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

－ 

 

－ 

 

－ 
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3. 計算条件 

3.1 評価対象箇所 

原子炉圧力容器内部構造物の各計算書における評価対象箇所は，次のとおりである。 

（表 1-1，図 3-1 参照） 

 

機器名称 

評価対象 

耐震性についての計算書 

（許容応力状態に対する評価） 
応力計算書 

供用状態Ｅ 

に対する評価 ⅢＡＳ 

ⅣＡＳ 
ⅤＡＳ 

(1) 蒸気乾燥器 ○ ×＊ ×＊ 

(2) 気水分離器及びスタンドパイプ ○ ×＊ ×＊ 

(3) シュラウドヘッド ○ ×＊ ×＊ 

(4) ジェットポンプ ○ ○ ○ 

(5) 給水スパージャ ○ ×＊ ×＊ 

(6) 高圧及び低圧炉心スプレイ 

スパージャ 
○ ○ ○ 

(7) 残留熱除去系配管 

（原子炉圧力容器内部） 
○ ○ ○ 

(8) 高圧及び低圧炉心スプレイ配管 

（原子炉圧力容器内部） 
○ ○ ○ 

(9) 差圧検出・ほう酸水注入管 

（原子炉圧力容器内部） 
○ ○ ○ 

(10) 中性子計測案内管 ○ ×＊ ×＊ 

注 ：「○」は評価対象，「×」は評価対象外を示す。 

注記 ＊：設計基準対象施設としてのみ申請する設備 

  

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
1
 R
2
 



6 

 3.2 形状及び寸法 

各部の形状及び寸法は，各計算書に示す。 

 3.3 物性値 

応力計算及び極限解析による評価に使用する材料の物性値は，以下のとおりである。 

(1) 縦弾性係数Ｅは，設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1及び表 2に定められたも

のによる。 

(2) 材料は，表 3-1 に従って分類する。

主な温度における材料の物性値を表 3-2 に示す。

極限解析による評価に使用する物性値を表 3-3 に示す。

 3.4 荷重の組合せ及び許容応力状態（供用状態） 

原子炉圧力容器内部構造物の評価に用いる荷重の組合せ及び許容応力状態（供用状態）は，

表 3-4 に示すとおりである。また，各許容応力状態（供用状態）で考慮する荷重は，4 章に示

すとおりである。 

なお，本書及び各計算書において，設計・建設規格 GNR-2120(1)の規定による最高使用圧力

（供用状態Ａを定義する運転状態において機器が受ける最高の圧力以上の圧力であって，設計

上定めるものをいう。）を「設計差圧」と呼ぶ。（図 4-1 参照） 

 3.5 許容限界 

(1) 設計応力強さＳｍ，設計降伏点Ｓｙ及び設計引張強さＳｕは，それぞれ設計・建設規格 付

録材料図表 Part5 表1，表8及び表9に定められたものを使用する。 

(2) 許容応力状態ⅢＡＳ及び許容応力状態ⅣＡＳの一次応力強さの評価には，各運転状態におけ

る流体の最高温度（運転状態Ⅰ及びⅡ  ℃）に対する許容限界を用いる。供用状態Ｅ＊

の一次応力強さの評価には，運転状態Ⅴにおける評価温度条件（  ℃）に対する許容限界

を用いる。 

(3) 原子炉圧力容器内部構造物の各運転状態の応力評価に用いる許容限界は，表3-5に示すとお

りである。 

(4) 溶接部の許容限界は，表3-5に定める許容限界に継手効率を乗じたものである。

(5) 溶接部の継手効率は，継手の種類と分類及び継手に適用する検査の種類により，設計・建

設規格 CSS-3150に従って定める。 

溶接部の継手効率を添付 1 に示す。 

注記 ＊：供用状態Ｅとは，重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）であり，供用状態Ｄを超える状

態である。許容限界の算出式は供用状態Ｄと同様とする。 
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4. 荷重条件

原子炉圧力容器内部構造物は，以下の荷重条件に耐えるように設計する。

各機器の応力解析には，本章に示す荷重を考慮する。

4.1 設計条件 

原子炉圧力容器の最高使用圧力 ：8.62 MPa 

設計差圧 ：図 4-1 に示す。 

最高使用温度 ：302 ℃ 

 4.2 運転条件 

 運転条件及び記号は，次のとおりである。また，これらの記号を解析及び評価に用いる場合 

において，同一事象内に複数の解析時点がある場合は記号に小番号を付して使用する。 

[例 C03-01，C03-02] 

なお，各計算書においては，{ }内の名称を用いる。 

計算書では以下に示す運転条件のうち，一次応力強さの評価については，各供用状態（許容

応力状態）を定義する各運転状態のうち，最も厳しい運転条件について選定する。 

 4.2.1 運転状態Ⅰ及びⅡ 

(1) ボルト締付け ｛ボルト締付け｝     ［C01］ 

(2) 耐圧試験（最高使用圧力以下） ｛耐圧試験最高使用圧力以下｝    ［C02］ 

(3) 起動（昇温） ｛起動昇温｝     ［C03］ 

(4) 起動（タービン起動） ｛起動タービン起動｝      ［C04］ 

(5) 夜間低出力運転（出力 75 ％） ｛夜間低出力運転出力 75 ％｝     ［C05］ 

(6) 週末低出力運転（出力 50 ％） ｛週末低出力運転出力 50 ％｝     ［C06］ 

(7) 制御棒パターン変更   ｛制御棒パターン変更｝        ［C07］ 

(8) 給水加熱機能喪失（発電機トリップ） ｛発電機トリップ｝      ［C08］ 

(9) 給水加熱機能喪失（給水加熱器部分バイパス） ｛給水加熱器部分バイパス｝    ［C09］ 

(10) スクラム（タービントリップ）   ｛スクラムタービントリップ｝      ［C10］ 

(11) スクラム（その他のスクラム） ｛スクラムその他のスクラム｝  ［C11］ 

(12) 定格出力運転   ｛定格出力運転｝    ［C12］ 

(13) 停止（タービン停止）  ｛停止タービン停止｝        ［C13］ 

(14) 停止（高温待機）    ｛停止高温待機｝      ［C14］ 

(15) 停止（冷却）  ｛停止冷却｝          ［C15］ 

(16) 停止（容器満水）  ｛停止容器満水｝       ［C16］ 

(17) 停止（満水後冷却）  ｛停止満水後冷却｝       ［C17］ 

(18) ボルト取外し  ｛ボルト取外し｝       ［C18］ 

(19) 燃料交換 ｛燃料交換｝   ［C19］ 

(20) スクラム（原子炉給水ポンプ停止）    ｛スクラム原子炉給水ポンプ停止｝  ［C20］ 
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(21) スクラム（逃がし安全弁誤作動）             ｛スクラム逃がし安全弁誤作動｝    ［C21］ 

 

4.2.2 運転状態Ⅲ 

(1) スクラム（過大圧力）  ｛スクラム過大圧力｝            ［C22］ 

(2) 冷却材再循環系仕切弁誤作動（冷状態）    ｛冷再循環系仕切弁誤作動｝    ［C23］ 

(3) 冷却材再循環ポンプ誤起動（冷状態）      ｛冷再循環ポンプ誤起動｝       ［C24］ 

 

4.2.3 運転状態Ⅳ 

(1) 冷却材喪失事故 ｛冷却材喪失事故｝              ［C25］ 

 

各運転条件における原子炉圧力容器内部構造物の周囲の流体の温度，圧力の変化及びその繰

返し回数を図 4-2 に示す。 

 

 4.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件は以下のとおりである。 

温度条件：

圧力条件：

差圧条件：

 

 4.4 外荷重の条件 

4.4.1 死荷重 

荷重作用点において機器の自重により生じる荷重とし表 4-1 に示す。 

なお，表4-1に記載のない機器の荷重については各計算書において示す。 

 

4.4.2 機械的荷重 

原子炉圧力容器内部構造物に作用する死荷重及び地震荷重以外の機械的荷重には流体荷

重があるが，重大事故後の状態で変化することはない。 

なお，流体荷重がある機器の荷重については各計算書に示す。 

 

4.4.3 地震荷重 

原子炉圧力容器内部構造物に加わる地震荷重については，添付資料「Ⅴ-2-3-2 炉心，原

子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原子炉本体の基礎の地震応

答計算書」に基づくものとし，表 4-1 に地震荷重を示す。 

 なお，表4-1に記載のない機器の荷重については各計算書において示す。
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4.5 荷重の組合せと応力評価 

 荷重の組合せと応力評価項目の対応を表 4-2 に示す。表 4-2 及び各計算書において，荷重の

種類と記号は以下のとおりである。 

なお，荷重の組合せについては各機器ごとに適切に組み合わせる。 

  荷重 記号 

(1) 原子炉圧力容器の内圧  ［L01］ 

(2) 差圧 ［L02］ 

(3) 死荷重（機器の自重により生じる荷重） ［L04］ 

(4) 活荷重（流体反力）  ［L08］ 

(5) 配管又は機器の地震時の慣性力による地震荷重Ｓｄ*（一次荷重） ［L14］ 

(6) 配管又は機器の地震時の慣性力による地震荷重Ｓｓ （一次荷重） ［L16］ 

注：L08は，L04として考慮する。 
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5. 応力解析の手順 

応力解析の手順について述べる。 

解析手順の概要を図 5-1 に示す。本図において，差圧による応力とその他の荷重による応力の

計算で考慮する荷重を「機械荷重」という。 

 

5.1 計算に使用する解析コード 

   解析コードは「ＡＢＡＱＵＳ」及び「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。なお，評価に用

いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-1計算機プログラ

ム（解析コード）の概要・ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」及び「Ⅴ-5-5計算機プログラム（解析コ

ード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。 

 

 5.2 荷重の選定 

   応力解析においては，4章に示した荷重条件のうちから，その部分に作用する荷重を選定して 

計算を行う。 

 

 5.3 応力計算と応力の分類 

  5.3.1 応力計算の方法 

   (1) 応力計算は，5.2 項にて選定した荷重の種類ごとに計算モデルを作成して行う。 

   (2) 解析コードを用いる場合の解析する箇所の形状は，次の方針に従って解析モデルを作成

する。 

    a. 形状及び材料の不連続を考慮して，応力計算のためのメッシュ分割を行う。 

    b. 溶接部は，溶接金属に相当する鋼材と同じ物性値及び機械的性質を用いる。 

   (3) モデル図と使用する境界条件（拘束条件）は，各計算書に示す。 

 

  5.3.2 応力の分類 

応力の計算結果は，表 5-1 の応力の分類方法に従って分類し，計算を行う。 

 

 5.4 応力の評価 

  5.4.1 主応力 

5.3 節で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求める。 

組合せ応力は，一般にσｔ，σ ，σｒ，τｔ ，τ ｒ ，τｒｔの 6 成分をもつが，主応力σ

は，引用文献(1)の 1･3･6 項により，次式を満足する 3 根σ1，σ2，σ3として計算する。 

σ3－（σｔ＋σ ＋σｒ）・σ2＋（σｔ・σ ＋σ・σｒ＋σｒ・σｔ－τｔ
2－τ ｒ

2－τｒｔ
2）・

σ－σｔ・σ ・σｒ＋σｔ・τ ｒ
2＋σ ・τｒｔ

2＋σｒ・τｔ
2－2・τｔ ・τ ｒ・τｒｔ＝0 

上式により主応力を求める。 
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 5.4.2 応力強さ 

以下の 3 つの主応力差の絶対値で最大のものを応力強さとする。 

Ｓ12＝σ1－σ2

Ｓ23＝σ2－σ3 

Ｓ31＝σ3－σ1 

 5.4.3 一次応力強さ 

許容応力状態ⅢＡＳ，許容応力状態ⅣＡＳ及び供用状態Ｅにおいて生じる一次一般膜応力

及び一次一般膜＋一次曲げ応力の応力強さが，3.5 節に示す許容限界を満足することを示

す。 

 5.5 特別な評価 

 5.5.1 純せん断応力の評価 

純せん断荷重を受ける部分は，設計・建設規格 CSS-3114 により評価する。解析箇所 

を以下に示す。許容限界は，表 3-5(3)に示し，評価方法は，計算書に示す。 

(1) 蒸気乾燥器の耐震サポート

5.6 極限解析による評価 

気水分離器及びスタンドパイプについては，許容応力状態ⅢＡＳ及び許容応力状態ⅣＡＳに 

対して，設計・建設規格 CSS-3160 に従い極限解析による評価を行う。 

 5.6.1 極限解析の方法 

(1) 極限解析は，有限要素法による弾塑性解析を用いて行う。

(2) 解析する箇所の形状は，次の方針に従って解析モデルを作成する。

a. 形状及び材料の不連続を考慮して，弾塑性解析のためのメッシュ分割を行う。

b. 溶接部は，溶接金属に相当する鋼材と同じ物性値及び機械的性質を用いる。

(3) モデル図と使用する境界条件（拘束条件）は，計算書に示す。

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
1
 R
2
 



 

12 

6. 評価結果の添付 

応力評価点番号は，計算書ごとに記号 P01 からの連番とする。奇数番号を内面の点，偶数番号

を外面の点として，各計算書の形状・寸法・材料・応力評価点を示す図において定義する。 

なお，軸対称モデルにおいて，非軸対称な外荷重による応力評価を行った場合，荷重の入力方

位と応力評価点の方位の関係により応力に極大値と極小値が生じる。外荷重による応力が極大と

なる方位の応力評価点は［例 P01］と表し，極小となる方位の応力評価点には，プライム（’）

を付けて［例 P01’］と表す。 

一次応力の評価は，内外面の応力評価点を含む断面（応力評価面）について行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 6.1 応力評価結果 

  (1) 次の応力評価結果は，全応力評価点（面）について添付する。 

   a. 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

   b. 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

  (2) 次の特別な評価は，対象となるすべての部位について評価し，この結果を記載する。 

   a. 純せん断応力 

  (3) 極限解析による評価は，対象となるすべての部位について，結果を記載する。 

P01’ P01 

P02 P02’ 

Ｍ 
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図 3-1 全体断面図 
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（単位：MPa） 

部位 
設計条件 

（設計差圧） 

運転状態 

Ⅰ，Ⅱ 

運転状態 

Ⅲ 

運転状態 

Ⅳ，Ⅴ 

蒸気乾燥器 Ｐ59＝Ｐ5－Ｐ9 

気水分離器及び 

スタンドパイプ 
Ｐ45＝Ｐ4－Ｐ5 

シュラウドヘッド Ｐ45＝Ｐ4－Ｐ5 

ジェットポンプ 
Ｐ112＝Ｐ11－Ｐ2

Ｐ122＝Ｐ12－Ｐ2

給水スパージャ Ｐ65＝Ｐ6－Ｐ5 

高圧及び低圧炉心 

スプレイスパージャ 
Ｐ74＝Ｐ7－Ｐ4 

残留熱除去系配管 Ｐ135＝Ｐ13－Ｐ5

高圧及び低圧炉心 

スプレイ配管 
Ｐ75＝Ｐ7－Ｐ5 

差圧検出・ほう酸水 

注入管 

Ｐ13＝Ｐ1－Ｐ3 

Ｐ81＝Ｐ8－Ｐ1 

Ｐ83＝Ｐ8－Ｐ3 

中性子計測案内管 Ｐ110＝Ｐ1－Ｐ10

図 4-1 原子炉圧力容器内部構造物の各運転状態における差圧 
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冷却

取外し 交換 原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止 逃がし
安全弁
誤作動

過大圧力 再循環系
仕切弁
誤作動

（冷状態）

再循環
ﾎﾟﾝﾌﾟ
誤起動

（冷状態）

喪失事故

　　回　　数

図4－2(1)　原子炉圧力容器内部構造物の運転条件
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図 4-2(2) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件（続） 
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図 4-2(3) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件 

（原子炉圧力容器内領域図） 
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図 4-2(4) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件（ジェットポンプ） 
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図 4-2(5) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件（給水スパージャ）
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図 4-2(6) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件（高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ）
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図 4-2(7) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件（残留熱除去系配管）
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図 4－2(8) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件（高圧及び低圧炉心スプレイ配管）
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図 4-2(9) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件（差圧検出・ほう酸水注入管） 
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図 5-1 応力解析の手順 

荷重条件の選定 
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表 3-1 材料の分類 

種類 使用材料 備考 

オーステナイト系

ステンレス鋼

SUS304 相当

SUS304 相当

SUS304TP 相当

SUS304TP 相当

SUS304TP 相当

SUSF304 相当

SUSF304 相当

SUS304LTP 相当（

SUS316LTP 

高ニッケル合金 

NCF600 相当

NCF600 相当

NCF600 相当

 注 ：以降，材料は新ＪＩＳ相当材で記す。 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
1
 R
1
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表 3-2 応力計算に使用する材料の物性値 

 

材料 
温度 

（℃） 

Ｅ 

×105 

（MPa） 

ν 

SUS304 

SUS304TP 

SUSF304 

SUS304LTP

20 

161 

302 

NCF600 

20 

161 

302 

 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
1
 R
0
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表 3-3 極限解析による評価に使用する材料の物性値 

材料 

Ｅ 

×105 

（MPa） 

ν 降伏点（MPa） 

許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 

SUS304 

SUS304TP 
1.76 0.3 172 264 

降伏点の算出式 － － 1.5・Ｓｍ 
Min 

（2.3・Ｓｍ，0.7・Ｓｕ）

注：運転状態Ⅰ及びⅡの最高温度（  ℃）に対する物性値 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
1
 R
0
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表 3-4(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態（供用状態）（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

機器等の 

区分 
許容応力状態 荷重の組合せ 

原子炉 

本体 

原子炉 

圧力容器 

内部 

構造物 

蒸気乾燥器 

気水分離器及びスタンドパイプ 

シュラウドヘッド

ジェットポンプ 

給水スパージャ 

高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ 

残留熱除去系配管 

高圧及び低圧炉心スプレイ配管 

差圧検出・ほう酸水注入管 

中性子計測案内管 

Ｓ － 

ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ*

ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ 

［記号の説明］ 

Ｄ ： 死荷重 

ＰＤ ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従属事象として運転状態Ⅳに包絡する状態があ

る場合にはこれを含む。）又は当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

ＭＤ ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従属事象として運転状態Ⅳに包絡する状態があ

る場合にはこれを含む。）又は当該設備に設計上定められた機械的荷重 

Ｓｄ* ： 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラス設備に適用される静的地震力 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-1 R2 



3
1
 

表 3-4(2)  荷重の組合せ及び許容応力状態（供用状態）（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1
機器等の 

区分 

許容応力状態 

（供用状態） 
荷重の組合せ 

原子炉 

本体 

原子炉 

圧力容器 

内部 

構造物 

ジェットポンプ 

高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ 

残留熱除去系配管 

高圧及び低圧炉心スプレイ配管 

差圧検出・ほう酸水注入管 

常設耐震／ 

防止 

常設／緩和 

－ 

ⅤＡＳ＊2 Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ
＊3 

Ｅ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ 

［記号の説明］ 

Ｄ ： 死荷重 

Ｐ ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態における圧力荷重 

Ｍ ： 地震及び死荷重以外で地震と組み合わすべきプラントの運転状態で設備に作用している機械的荷重 

ＰＳＡＤ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を考慮して当該設備に設計上定められた設計圧力による荷重 

ＭＳＡＤ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を考慮して当該設備に設計上定められた機械的荷重 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

注記  ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

＊3：「Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

注：許容応力状態ⅤＡＳにおける荷重の組合せで，重大事故後の状態における圧力荷重ＰＳＡＤ及びＭＳＡＤは，設計基準対象施設で想定される圧力及

び機械的荷重と比べて小さい。また，重大事故後の状態で設備に作用する機械荷重Ｍは発生しない。このことから，許容応力状態ⅤＡＳにおけ

る荷重の組合せによる評価は，設計基準対象施設の評価に包絡される。 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-1 R2 
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表 3-5(1) 原子炉圧力容器内部構造物用材料の許容限界 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等以外） 許容限界（ボルト等） 

一次一般膜応力強さ

一次一般膜＋

一次曲げ応力

強さ 

特別な応力限界 

一次一般膜応力強さ 

一次一般膜

＋一次曲げ

応力強さ 

一次＋二

次応力強

さ 
純せん断 

応力 
支圧応力 

ねじり

応力 

ⅢＡＳ 1.5・Ｓｍ 
左欄の 1.5 倍

の値 
0.9・Ｓｍ 

1.5・Ｓｙ

（2.25・Ｓｙ） 
1.2・Ｓｍ 

1.5・Ｓｍ 
左欄の 1.5

倍の値 ―

ただし，Ｓｕ＞690 MPa の材料に対しては 

①一次膜応力と二次膜応力を加えて求めた膜

応力強さは0.9・Ｓｙと2/3・Ｓｕの小さい方。

②一次応力と二次応力を加えて求めた応力強

さは，0.9・Ｓｙ。

ⅣＡＳ 2/3・Ｓｕ 

ただし，オーステナ

イト系ステンレス鋼

及び高ニッケル合金

については，2/3・Ｓ

ｕと 2.4・Ｓｍの小さ

い方。 

左欄の 1.5 倍

の値 
1.2・Ｓｍ 

2・Ｓｙ

（3・Ｓｙ） 
1.6・Ｓｍ 

2/3・Ｓｕ 

ただし，オーステナ

イト系ステンレス鋼

及び高ニッケル合金

については，2/3・Ｓ

ｕと 2.4・Ｓｍの小さ

い方。 

左欄の 1.5

倍の値 
― 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：設計・建設規格 CSS-3160(2)の崩壊荷重の下限に基づく評価を適用する場合は，この限りではない。 

＊2：設計・建設規格 CSS-3160(3)の崩壊荷重の下限に基づく評価を適用する場合は，この限りではない。 

＊3：（ ）内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値。 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-1 R1 

＊1 ＊3 

＊2
＊3 

＊1 

＊2

＊2

＊2 

＊1 

＊1
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表 3-5(2) 原子炉圧力容器内部構造物用材料の許容限界 

（単位：MPa）

応 力 分 類 一次一般膜応力強さ（Ｐｍ） 

状 態 許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 供用状態Ｅ 

温 度（℃） 

オーステナイト系

ステンレス鋼

SUS304 

SUS304TP 

SUSF304 

172 260 260 

SUS304LTP 145 232 232 

SUS316LTP 142 227 － 

許容応力強さの算出式 1.5・Ｓｍ 
Min 

（2.4・Ｓｍ，2/3・Ｓｕ） 

Min 

（2.4・Ｓｍ，2/3・Ｓｕ） 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-1 R2 
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表 3-5(3) 原子炉圧力容器内部構造物用材料の許容限界 

（単位：MPa）

応 力 分 類 一次一般膜応力強さ＋一次曲げ応力強さ（Ｐｍ＋Ｐｂ） 

状 態 許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 供用状態Ｅ 

温 度（℃） 

オーステナイト系

ステンレス鋼

SUS304 

SUS304TP 

SUSF304 

258 391 391 

SUS304LTP 218 348 348 

SUS316LTP 213 341 － 

許容応力強さの算出式 2.25・Ｓｍ 
Min 

（3.6・Ｓｍ，Ｓｕ） 

Min 

（3.6・Ｓｍ，Ｓu） 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-1 R2 
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表 3-5(4) 原子炉圧力容器内部構造物用材料の許容限界 

（単位：MPa）

応 力 分 類 純 せ ん 断 応 力 

状 態 許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 供用状態Ｅ 

温 度（℃） 

オーステナイト系

ステンレス鋼
SUS304 103 137 137 

許容応力の算出式 0.9・Ｓｍ 1.2・Ｓｍ 1.2・Ｓｍ 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-1 R1 
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表 4-1(1) 外荷重 

蒸気乾燥器外荷重 

記号 荷重名称 

鉛直力 水平力 

全体に加わる

荷重 

最長の蒸気乾燥

器ユニット列に

加わる荷重 

全体に加わる

荷重 

最長の蒸気乾燥

器ユニット列に

加わる荷重 

Ｖ1 

（kN） 

Ｖ2 

（kN） 

Ｈ1 

（kN） 

Ｈ2 

（kN） 

L04 死荷重 

L14 地震荷重Ｓｄ*

L16 地震荷重Ｓｓ 

注 1

注 2

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
1
 R
0
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表 4-1(2) 外荷重 

気水分離器及びスタンドパイプ外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点 

鉛直力 水平力 モーメント

Ｖ

（kN） 

Ｈ 

（kN） 

Ｍ＊ 

（kN･m） 

L04 死荷重 Ａ 

L14 地震荷重Ｓｄ* Ａ 

L16 地震荷重Ｓｓ Ａ 

注記  ＊：

注：

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
1
 R
0
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表 4-1(3) 外荷重 

シュラウドヘッド外荷重

記号 荷重名称 

鉛直力 水平力 モーメント

Ｖ1 

（kN） 

Ｖ2 

（kN） 

Ｈ 

（kN） 

Ｍ 

（kN･m） 

L04 死荷重 

L14 地震荷重Ｓｄ* 

L16 地震荷重Ｓｓ 

注 1

注 2

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
1
 R
1
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表 4-2 荷重の組合せ 

条件 荷重の組合せ 応力評価 

許容応力状態ⅢＡＳ L02＋L04＋L14 

Ｐｍ 

Ｐｍ＋Ｐｂ

極限解析 

許容応力状態ⅣＡＳ L02＋L04＋L16 

Ｐｍ 

Ｐｍ＋Ｐｂ

極限解析 

供用状態Ｅ L02＋L04 
Ｐｍ 

Ｐｍ＋Ｐｂ 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
1
 R
0
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表 5-1 応力の分類 

原子炉圧力容器 

内部構造物の要素
位 置 荷重の種類 応力の分類 

管状構造物 

不連続部よ

り遠い部分

圧力差 一般膜応力 Ｐｍ

外荷重又はモ

ーメント 

全断面について平均した一般膜応力

曲げ応力 

Ｐｍ

Ｐｂ

不連続部又

はその付近

外荷重又はモ

ーメント 

全断面について平均した一般膜応力

曲げ応力 

Ｐｍ

Ｐｂ

鏡板 
全胴部の 

任意断面 

圧力差 
全断面について平均した一般膜応

力，断面に垂直な応力成分 
Ｐｍ

外荷重又はモ

ーメント 

一般膜応力 

曲げ応力 

Ｐｍ

Ｐｂ

はり又は板 全般 

外荷重，モー

メント又は圧

力差 

全断面について平均した一般膜応

力，断面に垂直な応力成分 

曲げ応力 

Ｐｍ

Ｐｂ

注： 

Ｐｍ ：圧力差又は機械的荷重によって生じる膜応力であって，構造上の不連続性及び局部的形 

 状の変化によって生じる膜応力は除く。 

 ただし，実際の応力評価では，応力評価面を，構造上の不連続部にとることが多いので， 

 内径，板厚がその応力評価面での値に等しい単純な殻を仮定し，シェル理論又ははり理 

 論を用いて計算した応力を，その応力評価面におけるＰｍとする。 

Ｐｂ ：外力，内力及びモーメントに対して，単純な平衡の法則を満足する曲げ応力をいう。 
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添付 1  溶接部の継手効率 

原子炉圧力容器内部構造物の主な溶接部の継手効率は，設計・建設規格 CSS-3150 に従い，

付表-1 のとおりに定められる。 

付表-1 

継手の箇所 継手の分類 継手の種類 検査の種類＊ 継手効率

蒸気乾燥器 リングとサポートの継手

気水分離器及び 

スタンドパイプ
管と鏡板の周継手 

シュラウドヘッド
鏡板と胴の周継手 

管と管の周継手 

ジェットポンプ 

ライザの長手継手

ライザ下部の周継手

ディフューザ下部の 

周継手 

ライザブレースと原子炉

圧力容器内壁との継手 

給水スパージャ 

レジューサとティーの

周継手 

ティーとヘッダの周継手

高圧及び低圧炉心 

スプレイスパージャ

管端部の周継手 

管とヘッダの周継手 

残留熱除去系配管 

フランジネックとリング

の周継手 

サーマルスリーブとフラ

ンジネックの周継手

高圧及び低圧炉心 

スプレイ配管

ヘッダと管の周継手

ヘッダとサーマル

スリーブの周継手

管とスリーブの周継手 

差圧検出・ほう酸水

注入管 

管と管の周継手 

管とカップリングの周継

手 

管とアダプタの周継手 

中性子計測案内管 管と管の周継手 
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注記  ＊：検査の種類を示す記号は次のとおりである｡ 

 ＲＰＴ＋ＦＰＴ：設計・建設規格 CSS-3150 に規定する Dの検査 

 ＰＴ     ：設計・建設規格 CSS-3150 に規定する Eの検査 

 ＶＴ     ：設計・建設規格 CSS-3150 に規定する Fの検査 
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1. 一般事項 

本計算書は，蒸気乾燥器の耐震性についての計算書である。 

蒸気乾燥器は，原子炉圧力容器内部構造物であるため，添付書類「Ⅴ-2-3-4-3-1 原子炉圧力

容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」という。）に基づくものとする。 

 

1.1 記号の説明 

記号の説明は，「応力解析の方針」の 2 章に示す。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ａ0 

ｂ 

ｅ1 

ｅ2 

ｅ3 

ｅ4 

Ｆ1 

Ｆ2 

Ｆ3 

Ｆ4 

Ｆ5 

ｈ 

Ｉｙ 

Ｉｚ 

Ｌ 

Ｍ1 

Ｍ2 

Ｍ3 

Ｍ4 

Ｍ5 

ｗ1 

ｗ2 

ｗ3 

ｗ4 

ｗ5 

τａ 

ユニットサポートの断面積 

耐震サポートのせん断断面積 

受圧幅 

中立軸から各応力評価点までの距離 

中立軸から各応力評価点までの距離 

中立軸から各応力評価点までの距離 

中立軸から各応力評価点までの距離 

ユニットサポートに働くせん断力 

ユニットサポートに働くせん断力 

ユニットサポートに働くせん断力 

ユニットサポートに働くせん断力 

ユニットサポートに働くせん断力 

受圧高さ 

ユニットサポートの断面二次モーメント 

ユニットサポートの断面二次モーメント 

最長蒸気乾燥器ユニット列の全長 

最長蒸気乾燥器ユニット長さ 

ユニットサポートに働くモーメント 

ユニットサポートに働くモーメント 

ユニットサポートに働くモーメント 

ユニットサポートに働くモーメント 

ユニットサポートに働くモーメント 

ユニット列に働く単位長さ当たりの分布荷重 

ユニット列に働く単位長さ当たりの分布荷重 

ユニット列に働く単位長さ当たりの分布荷重 

ユニット列に働く単位長さ当たりの分布荷重 

ユニット列に働く単位長さ当たりの分布荷重 

許容せん断応力 

mm2 

mm2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

N 

N 

N 

N 

N 

mm 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N/mm 

N/mm 

N/mm 

N/mm 

N/mm 

MPa 
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記号 記 号 の 説 明 単 位 

1

2

3

4

ｂ1

ｂ2

耐震サポート溶接部長さ 

耐震サポート溶接部長さ 

耐震サポート溶接部長さ 

耐震サポート溶接部長さ 

耐震サポート溶接部脚長 

耐震サポート溶接部脚長 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

1.2 適用基準 

適用基準は，「応力解析の方針」の 1.3 節に示す。 

1.3 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1-1 に示す。 

1.4 解析範囲 

解析範囲を図 1-1 に示す。 

1.5 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1-1 に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 N
T
2
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図 1-1(1) 形状・寸法・材料・応力評価点（蒸気乾燥器）（単位：mm） 
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ｂ＝

（受圧幅）
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図 1-1(2) 形状・寸法・材料・応力評価点 

（ユニット及びユニットサポート）（単位：mm） 
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ｈ
＝

ユニットサポート

〔SUS304 相当〕 

ｙ 

ｅ3 

P01,P01’

図心 

P02,P02’

ｚ 

ｅ4 

ｅ
1
 

ｅ
2
 

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 
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図 1-1(3) 形状・寸法・材料・応力評価点（耐震サポート）（単位：mm） 
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原子炉圧力容器 

サポートブラケット

ｂ1

サポートリング

ｂ1

ｚ 

ｙ 

ｚ 

ｘ 

1 ＝ 2 ＝ 3 ＝ ， 4 ＝

ｂ1＝ ，ｂ2＝

2 1 2

3

Ａ

Ａ
4

Ａ～Ａ断面図 

耐震サポート 

〔SUS304 相当〕 

：応力評価面 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 

せん断面 

せん断面 

ｂ2



表 1-1(1) 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価点

ユニットサポート

SUS304 

ⅢＡＳ 2 172 P01-P02 10 258 P01’

ⅣＡＳ 3 260 P01-P02 15 391 P01’

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-2 R1 

6
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表 1-1(2) 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 
純せん断応力（MPa） 

平均せん断応力 許容せん断応力 

耐震サポート 

SUS304  

ⅢＡＳ 39 61 

ⅣＡＳ 63 82 
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2. 計算条件

2.1 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.2 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.3 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態は，「応力解析の方針」の 3.4 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1-1 に示す。 

2.5 物性値 

物性値は，「応力解析の方針」の 3.3 節に示す。 

2.6 荷重の組合せと応力評価 

荷重の組合せと応力評価は，「応力解析の方針」の 4.5 節に示す。 

2.7 許容限界 

許容限界は，「応力解析の方針」の 3.5 節に示す。 

2.8 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

なお，主応力の算出は，「応力解析の方針」の 5.4.1 項に示される式においてσｔ，σ ，σｒ，

τｔ をそれぞれσｘ，σｙ，σｚ，τｘｙ

に添字を置き換えて求める。 

σｘ ：x 方向応力 

σｙ ：y 方向応力 

σｚ ：z 方向応力 

τｘｙ ：せん断応力 

σｚ 

σｙ 

σｘ 
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3. 外荷重の条件 

3.1 死荷重 

蒸気乾燥器の評価に用いる死荷重を「応力解析の方針」の 4.4.1 項に示す。 

 

3.2 地震荷重 

蒸気乾燥器の評価に用いる地震荷重を「応力解析の方針」の 4.4.3 項に示す。 

 

4. 応力計算 

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1-1(2)及び(3)に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4-1 に示す。 

蒸気乾燥器には，6 列の蒸気乾燥器ユニット列が配置されているが，このうち最大応力の生

じる最長のものについて評価する。 

なお，強度は，図 1-1(2)の斜線で示した部分（ユニットサポート）が有効であるものとして

評価する。 

耐震サポートについては，6 章で純せん断応力の評価を行う。 

 

4.2 差圧による応力 

4.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4 章の図 4-1 に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

 

4.2.2 計算方法 

差圧Ｐ59による応力は，以下により求める。 

応力計算のモデル及び仮定した境界条件を，図 4-1 に示す。 

 

(1) 差圧による荷重 

a. 鉛直方向荷重 

ユニット列にかかる鉛直方向，単位長さ当たりの分布荷重ｗ1は，次式で求める。 

 

ｗ1＝Ｐ59・ｂ 

 

b. 水平方向荷重 

ユニット列にかかる水平方向，単位長さ当たりの分布荷重ｗ2は，次式で求める。 

 

ｗ2＝Ｐ59・ｈ 
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(2) 中央部及び端部のモーメント，せん断力

a. 中央部

ユニット列全長の中央部のユニットサポートにかかるモーメントＭ1及びせん断力

Ｆ1は，次式で求める。 

8

・Ｌｗ
＝Ｍ

2
1

1

Ｆ1＝0 

b. 端部

各ユニットの端部のユニットサポートにかかるモーメントＭ2及びせん断力Ｆ2は，次

式で求める。 

12

・ｗ
＝Ｍ

2
2

2

2

・ｗ
＝Ｆ

2
2

(3) 一次一般膜応力

P01 及び P01’

P02 及び P02’

(4) 一次曲げ応力

P01 及び P01’ ： 3
2

1
1

・ｅ 
Ｉ

Ｍ
＋・ｅ 

Ｉ

Ｍ
＝σ

zy
x

P02 及び P02’ ： 4
2

2
1

・ｅ 
Ｉ

Ｍ
－・ｅ 

Ｉ

Ｍ
＝－σ

zy
x
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xy



11 

4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

蒸気乾燥器ユニット列に働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.4 節に示す。 

 

4.3.2 計算方法 

外荷重による応力は，以下により求める。 

応力計算のモデル及び仮定した境界条件を図 4-1 に示す。 

 

(1) 死荷重（L04） 

a. ユニット列にかかる鉛直方向，単位長さ当たりの分布荷重ｗ3は，次式で求める。 

 

Ｌ

Ｖ
＝ｗ

2
3  

 

b. ユニット列全長の中央部のユニットサポートにかかるモーメントＭ3及びせん断力 

 Ｆ3は，次式で求める。 

 

8

・Ｌｗ
＝Ｍ

2
3

3  

 

Ｆ3＝0 

 

c. 一次曲げ応力 

 

P01 及び P01’ ： 1
3
・ｅ 

Ｉ

Ｍ
＝－σ

y
x  

 

P02 及び P02’ ： 2
3
・ｅ 

Ｉ

Ｍ
＝σ

y
x  

 

なお，せん断力Ｆ3＝0 であることより，一次一般膜応力は発生しない。 

 

(2) 地震荷重Ｓｄ*，Ｓｓ（L14，L16） 

a. 地震荷重Ｓｄ*，Ｓｓによる荷重 

(a) 鉛直方向荷重 

ユニット列にかかる鉛直方向，単位長さ当たりの分布荷重ｗ4は，次式で求める。 

 

Ｌ

Ｖ
＝ｗ

2
4  
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(b) 水平方向荷重

ユニット列にかかる水平方向，単位長さ当たりの分布荷重ｗ5は，次式で求める。

Ｌ

Ｈ
＝ｗ

2
5

b. 中央部及び端部のモーメント，せん断力

(a) 中央部

ユニット列全長の中央部のユニットサポートにかかるモーメントＭ4 及びせん断力

Ｆ4は，次式で求める。 

8

・Ｌｗ
＝Ｍ

2
4

4

Ｆ4＝0 

(b) 端部

各ユニット端部のユニットサポートにかかるモーメントＭ5及びせん断力Ｆ5は，次

式で求める。 

12

・ｗ
＝Ｍ

2
5

5

2

・ｗ
＝Ｆ

5
5

c. 一次一般膜応力

P01 及び P01’

P02 及び P02’

d. 一次曲げ応力

P01 及び P01’ ： 3
5

1
4

・ｅ 
Ｉ

Ｍ
＋・ｅ 

Ｉ

Ｍ
＝σ

zy
x

P02 及び P02’ ： 4
5

2
4

・ｅ 
Ｉ

Ｍ
＋・ｅ 

Ｉ

Ｍ
＝σ

zy
x

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
2
 R
1
 

Ａ

Ｆ
＝：τ

5
xy
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5. 応力強さの評価 

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-1 に示す。 

表 5-1 より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5 節に示す許

容値を満足する。 

 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-2 に示す。 

表 5-2 より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5

節に示す許容値を満足する。 

 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
2
 R
2
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6. 特別な評価

耐震サポートには，地震荷重Ｓｄ*（L14），地震荷重Ｓｓ（L16）の水平力Ｈ1により，純せん断応

力が生じるため，純せん断応力の評価を行う。 

6.1 純せん断応力の評価 

耐震サポートには，水平力Ｈ1により純せん断応力が生じる。

6.1.1 計算データ及び荷重 

(1) 計算データ

耐震サポート溶接部のせん断断面積（図 1-1(3)参照）

Ａ0＝

＝

＝

(2) 荷重

各運転条件における水平力を，「応力解析の方針」の 4.4 節に示す。

6.1.2 計算方法 

せん断面に発生する平均せん断応力τは， 

τ＝

6.1.3 純せん断応力の評価 

各許容応力状態における純せん断応力の評価を表 6-1 に示す。 

表 6-1 より，各許容応力状態における平均せん断応力は，「応力解析の方針」の 3.5 節に

示す許容値を満足する。 
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 ｗＨ：水平方向分布荷重（ｗ2又はｗ5） 

 

 

図 4-1(1) 応力計算モデル（水平方向荷重）（単位：mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｗＶ：鉛直方向分布荷重（ｗ1，ｗ3，ｗ4） 

 

 

図 4-1(2) 応力計算モデル（鉛直方向荷重）（単位：mm） 
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表4-1 断面性状 

応力評価点 
ｂ 

（mm） 

ｈ 

（mm）

Ｌ 

（mm） （mm）

ｅ1 

（mm）

ｅ2 

（mm） 

ｅ3 

（mm） 

ｅ4 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉｙ 

（mm4） 

Ｉｚ 

（mm4） 

P01，P01’

P02，P02’

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-2 R1 

1
6
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表 5-1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
2 172 3 260 

P01’

P02’
0 172 1 260 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
2
 R
1
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表 5-2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価点

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 4 258 10 391 

P01’ 10 258 15 391 

P02 4 258 6 391 

P02’ 4 258 6 391 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
2
 R
1
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表 6-1 純せん断応力の評価 

 

（単位：MPa） 

状態 
平均せん断応力 

τ 

許容せん断応力 

τａ 

許容応力状態ⅢＡＳ 39 61＊ 

許容応力状態ⅣＡＳ 63 82＊ 

注記 ＊：継手効率 を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，気水分離器及びスタンドパイプの耐震性についての計算書である。 

 

1.1 評価方針 

気水分離器及びスタンドパイプの耐震評価は，添付書類「Ⅴ-2-3-4-3-1 原子炉圧力容器内

部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」という。）に基づき，極限解析による評

価を実施する。極限解析による評価は，「1.6 評価部位」にて設定する部位において，「3.3 地

震荷重」で算出した設計用地震力が「4. 許容限界」に示す弾塑性解析にて求めた崩壊荷重の

下限から定まる許容限界内に収まることを確認することで実施する。 

気水分離器及びスタンドパイプの耐震評価フローを図 1－1に示す。 

 

 

図 1－1 気水分離器及びスタンドパイプの耐震評価フロー 

 

  

解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

荷重の負荷 

荷重変位線図の作成 
（弾塑性解析） 

崩壊荷重の下限の算定 

気水分離器及びスタンドパイプ 

の構造強度評価 

設計用地震力 

設計用地震力の設定 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
3
  
R
0
 



2 

1.2 記号の説明 

「応力解析の方針」の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ｄi 

Ｄo 

ｔ１

ｔ２

内径 

外径 

スタンドパイプ厚さ

シュラウドヘッド厚さ

mm 

mm 

mm 

mm 

1.3 適用基準 

適用基準は，「応力解析の方針」の 1.3 節に示す。 

1.4 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－2に示す。 

1.5 解析範囲 

解析範囲を図 1－2に示す。 

1.6 評価部位 

気水分離器及びスタンドパイプの耐震評価は，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用点

に着目し，評価上厳しくなるシュラウドヘッドとスタンドパイプの接合部（以下「スタンドパ

イプ付根部」という。）について実施する。

気水分離器及びスタンドパイプの耐震評価部位を図 1－2 に示す。

1.7 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 
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図 1－2(1) 形状・寸法・材料・評価部位（単位：mm） 
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スタンドパイプ

小補強板 

シュラウドヘッド 大補強板 

Ｃ部 

気水分離器 

Ａ

Ｂ～Ｂ断面図 

e

大補強板 

小補強板 

Ｂ 

Ａ～Ａ断面図 
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図 1－2(2) 形状・寸法・材料・評価部位（単位：mm） 

ＤＯ ＝ （外径） 

Ｄｉ ＝ （内径） 

ｔ１ ＝ （スタンドパイプ厚さ）

ｔ２＝ （シュラウドヘッド厚さ） 
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〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 

スタンドパイプ

〔SUS304TP 相当〕 

（

ＤＯ 

Ｄｉ 

Ｃ部（スタンドパイプ付根部）詳細図 

ｔ１ 

シュラウドヘッド

〔SUS304 相当〕 ｔ２ 

溶接部 



 

表 1－1 計算結果の概要 

 

部分及び材料 許容応力状態 
鉛直力Ｖ（kN） 水平力Ｈ（kN） モーメントＭ（kN･m）

地震荷重 許容荷重 地震荷重 許容荷重 地震荷重 許容荷重

スタンド 

パイプ 

SUS304TP 

ⅢＡＳ 1.49 1.64 10.3 11.3 29.2 32.3 

ⅣＡＳ 2.73 2.78 15.4 15.6 43.9 44.7 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-3  R0 

5
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2. 計算条件

2.1 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.2 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.3 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態は，「応力解析の方針」の 3.4 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－2 に示す。 

2.5 物性値 

物性値は，「応力解析の方針」の 3.3 節に示す。計算に使用する応力ひずみ線図は，図 2－1

に示す許容応力状態ⅢＡＳでは 1.5Ｓｍ，許容応力状態ⅣＡＳでは 2.3Ｓｍと 0.7Ｓｕの小さい方

を降伏点とした弾完全塑性体とする。 

図 2－1 弾完全塑性体の概要 

2.6 荷重の組合せと応力評価 

荷重の組合せと応力評価は，「応力解析の方針」の 4.5 節に示す。 

ひずみ 

（許容応力状態Ⅳ
Ａ
Ｓ）Min[2.3Sm,0.7Su] 

応力

（許容応力状態Ⅲ
Ａ
Ｓ）1.5Sm N

T
2
 
補
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-
2
-3
-
4
-3
-
3
  
R
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3. 荷重条件 

3.1 死荷重（L04） 

スタンドパイプ 1 本あたりの付根部に働く死荷重は「応力解析の方針」の 4.4.1 項に示す死

荷重を 225本で除したものとする。評価に用いる死荷重を表 3－1 に示す。 

 

3.2 差圧（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4 章の図 4－1に示す。 

 

3.3 地震荷重（L14 及び L16） 

スタンドパイプ 1 本あたりの付根部に働く地震荷重は「応力解析の方針」の 4.4.3 項に示す

地震荷重を 225 本で除したものとする。評価に用いる地震荷重を表 3－1に示す。 

 

4. 許容限界 

4.1 計算方法 

許容限界は，ＪＥＡＧ４６０１･補-1984 の許容応力編で認められた手法として設計・建設規

格 CSS-3160 の極限解析による評価（崩壊荷重の下限に基づく評価）にて求める。 

計算は，ソリッド要素を使用した有限要素法による弾塑性解析を用いて行う。また，解析コ

ード「ＡＢＡＱＵＳ」を用いて行う。 

 

4.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1－2に示し，解析モデル及び諸元を図 4－１に示す。 

解析モデルは，評価上厳しくなるスタンドパイプ付根部の許容限界を求めるため，1 本のス

タンドパイプ及びシュラウドヘッドの一部をソリッド要素でモデル化した３次元有限要素法モ

デルとする。境界条件は，シュラウドヘッド端部を全周固定とする。 

 

4.3 荷重変位線図 

図 4－1 に示す解析モデルに「3.1 死荷重」及び「3.2 差圧」を負荷し，その後，上端の断

面中心から荷重を段階的に負荷することで，荷重とそれによる変形量の関係（以下「荷重変位

線図」という。）を求める。上端の断面中心から負荷する荷重は，スタンドパイプの付根部に

「3.3 地震荷重」にて求めた各許容応力状態における地震荷重の比例倍となる荷重とする。 

荷重変位線図は，有限要素法による弾塑性解析を用いて求める。各許容応力状態における荷

重変位線図を図 4－2 に示す。荷重変位線図に示す荷重はスタンドパイプ付根部における荷重

とし，表 3－1 に示す各許容応力状態での地震荷重の荷重倍率として整理する。また，変位は解

析モデルの上端の断面中心の変位量とする。 
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4.4 崩壊荷重の下限及び許容荷重 

図 4－2 に示す荷重変位曲線から崩壊荷重の下限を求める。崩壊荷重の下限は，荷重とそれに

よる変形量の関係直線または曲線と荷重軸に対し弾性範囲の関係直線の勾配の 2倍の勾配を有

する直線が交わる点に対応する荷重とする。各許容応力状態における崩壊荷重の下限から，許

容荷重を算出する。 

許容荷重は許容応力状態ⅢＡＳでは許容応力状態ⅢＡＳでの崩壊荷重の下限と同じ値とし，許

容応力状態ⅣＡＳでは許容応力状態ⅣＡＳでの崩壊荷重の下限に 0.9 を乗じた値とする。許容荷

重を表 4－1 に示す。 

5. 評価結果

各許容応力状態における評価をまとめて表 5－1に示す。表 5－1により，各許容応力状態の地

震荷重は許容荷重を満足する。 
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表 3－1 評価に用いる外荷重 

 

記号 荷重名称 鉛直力Ｖ（kN） 水平力Ｈ（kN） モーメントＭ（kN･m）

L04 死荷重 2.52 － － 

L14 地震荷重Ｓｄ* 1.49 10.3 29.2 

L16 地震荷重Ｓｓ 2.73 15.4 43.9 
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図 4－1 解析モデル 
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図 4－2(1) 荷重変位線図（許容応力状態ⅢＡＳ） 

図 4－2(2) 荷重変位線図（許容応力状態ⅣＡＳ） 
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表 4－1 各許容応力状態における許容荷重 

条件 鉛直力Ｖ（kN） 水平力Ｈ（kN） モーメントＭ（kN･m）

許容応力状態ⅢＡＳ 1.64 11.3 32.3 

許容応力状態ⅣＡＳ 2.78 15.6 44.7 

表 5－1 評価のまとめ 

条件 
鉛直力Ｖ（kN） 水平力Ｈ（kN） モーメントＭ（kN･m）

地震荷重 許容荷重 地震荷重 許容荷重 地震荷重 許容荷重

許容応力状態ⅢＡＳ 1.49 1.64 10.3 11.3 29.2 32.3 

許容応力状態ⅣＡＳ 2.73 2.78 15.4 15.6 43.9 44.7 
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1. 一般事項

本計算書は，シュラウドヘッドの耐震性についての計算書である。

シュラウドヘッドは，原子炉圧力容器内部構造物であるため，添付書類「Ⅴ-2-3-4-3-1 原子

炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」という。）に基づくものとす

る。 

1.1 記号の説明 

記号の説明は，「応力解析の方針」の 2 章に示す。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ1

Ａ2 

Ｄｉ

Ｄｏ

Ｄｓｉ

Ｄｓｏ 

Ｒｍ 

ｔｓ

Ｒｓ

ｔ

鏡板の断面積 

外側スリーブの断面積 

フランジ内径

フランジ外径

外側スリーブ内径 

外側スリーブ外径 

球殻の平均半径 

鏡板厚さ 

球殻の内半径 

フランジ厚さ

mm2

mm2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

1.2 適用基準 

適用基準は，「応力解析の方針」の 1.3 節に示す。 

1.3 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1-1 に示す。 

1.4 解析範囲 

解析範囲を図 1-1 に示す。 

1.5 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1-1 に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
4
 R
3
 



2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1(1) 形状・寸法・材料・応力評価点（シュラウドヘッド）（単位：mm） 

  

フランジ 

〔SUS304 相当〕 

 

鏡 板 

〔SUS304 相当〕 

Ｄｏ

炉心シュラウド 
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P01,P01’ 

P02,P02’ 

Ｄｏ ＝

Ｒｓ ＝

ｔｓ ＝

ｔ ＝
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ｔｓ 

：応力評価点 

〔   〕 ：ＪＩＳ相当材 

（   ） ：材   料 
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図 1-1(2) 形状・寸法・材料・応力評価点（シュラウドヘッドボルト）（単位：mm） 
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：応力評価点 

（ ） ：材   料 

Ｄｓｉ ＝

Ｄｓｏ ＝

Ｄ
ｓ

ｏ
 

Ｄ
ｓ

ｉ
 

P04,P04’

P03,P03’

外側スリーブ 

（SUS316LTP） 



 

表 1-1 計算結果の概要 

 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価点

シュラウドヘッド 

SUS304 

ⅢＡＳ 52 111 P01’-P02’ 125 167 P01 

ⅣＡＳ 79 169 P01’-P02’ 187 254 P01 

シュラウドヘッドボルト 

SUS316LTP 

ⅢＡＳ 81 92 P03’-P04’ 81 138 P03’-P04’ 

ⅣＡＳ 131 147 P03’-P04’ 131 221 P03’-P04’ 

 

 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-4 R1 

4
 



5 

2. 計算条件

2.1 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.2 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.3 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態は，「応力解析の方針」の 3.4 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1-1 に示す。 

2.5 物性値 

物性値は，「応力解析の方針」の 3.3 節に示す。 

2.6 荷重の組合せと応力評価 

荷重の組合せと応力評価は，「応力解析の方針」の 4.5 節に示す。 

2.7 許容限界 

許容限界は，「応力解析の方針」の 3.5 節に示す。 

2.8 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

σｔ  ：周方向応力 

σ    ：軸方向応力 

σｒ  ：半径方向応力 

τｔ ：せん断応力 

τ ｒ ：せん断応力 

τｒｔ ：せん断応力 
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3. 外荷重の条件 

3.1 死荷重 

シュラウドヘッド及びシュラウドヘッドボルトの評価に用いる死荷重を「応力解析の方針」

の 4.4.1 項に示す。 

 

3.2 地震荷重 

シュラウドヘッド及びシュラウドヘッドボルトの評価に用いる地震荷重を「応力解析の方針」

の 4.4.3 項に示す。 

 

4. 応力計算 

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1-1 に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4-1 に示す。 

 

4.2 差圧による応力 

4.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4 章の図 4-1 に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

 

4.2.2 計算方法 

(1) 差圧による一次応力の計算 

a. シュラウドヘッド 

(a) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ45による一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

s

m
t

2・ｔ

・ＲＰ
＝＝σσ

45
 

 

2

Ｐ
＝－σ

45
r  

 

(b) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は

一次一般膜応力と同じである。 
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b. シュラウドヘッドボルト

(a) 差圧によるシュラウドヘッドの浮上がり力

差圧Ｐ45によるシュラウドヘッドの浮き上がり力ＦPは，次式で求める。

ＦP＝
π・Ｐ45・Ｄｉ

4×

(b) シュラウドヘッドの死荷重による押付け力

シュラウドヘッドの死荷重Ｖ1による押付け力ＦSHは，次式で求める。

ＦSH＝
Ｖ1

(c) 一次一般膜応力

差圧Ｐ45による一次一般膜応力は，次式で求める。

σ ＝－
ＦP－ＦSH

Ａ2

(d) 一次一般膜応力＋一次曲げ応力

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は

一次一般膜応力と同じである。 
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4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

シュラウドヘッドに働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.4 節に示す。 

 

4.3.2 計算方法 

(1) 外荷重による一次応力の計算 

a. シュラウドヘッド 

(a) 一次一般膜応力 

イ. 死荷重（L04） 

死荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

τ r＝
Ｖ1

Ａ1
 

 

ロ. 地震荷重（L14 及び L16） 

地震荷重による一次一般膜応力の計算は，ソリッド要素でモデル化したシュラウ

ドヘッドのＦＥＭモデルに 3.2 節に示す地震荷重を入力して求める。 

応力解析のモデル及び仮定した境界条件を，図 4-1 に示す。シュラウドヘッドの

モデル化範囲は鏡板とフランジとし，機器の対称性から 180°の分割モデルとする。

ここで，鏡板は を行う。 

境界条件は，対称面で水平方向の変位を拘束し，支持条件はフランジ下端の板厚

中央で，上下方向及び半径方向の変位を拘束されるものとする。 

以上の計算は，解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」を用いて行う。 

 

(b) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

イ. 死荷重（L04） 

死荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

 

τ r＝
Ｖ1

Ａ1
 

 

ロ. 地震荷重（L14 及び L16） 

地震荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力の計算は，4.3.2 項(1)a.(a)ロ「地震

荷重」に示す解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」を用いて行う。 
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b. シュラウドヘッドボルト

(a) 一次一般膜応力

イ. 死荷重及び地震荷重（L04，L14 及び L16）

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。

σ ＝－
Ｖ2

Ａ2

(b) 一次一般膜＋一次曲げ応力

イ. 死荷重及び地震荷重（L04，L14 及び L16）

外荷重による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応

力は一次一般膜応力と同じである。 

 4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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5. 応力強さの評価 

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-1 に示す。 

表 5-1 より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5 節に示す許

容値を満足する。 

 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-2 に示す。 

表 5-2 より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5

節に示す許容値を満足する。 
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図 4-1 解析モデル 
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表 4-1 断面性状 

 

応力評価点
Ｄｉ 

（mm）

Ｄｓｉ 

（mm）

Ｄｓｏ 

（mm） 

Ｒｍ 

（mm） 

ｔｓ 

（mm） 

Ａ1 

（mm2） 

Ａ2 

（mm2） 

P01，P02 

P03，P04 

注記 ＊：Ａ1＝π・Ｄｉ・ｔｓ 
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表 5-1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
50 111＊ 77 169＊ 

P01’

P02’
52 111＊ 79 169＊ 

P03 

P04 
19 92＊ 19 147＊ 

P03’

P04’
81 92＊ 131 147＊ 

注記 ＊：継手効率 を乗じた値を示す。 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
4
 R
2
 



14 

表 5-2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

 

（単位：MPa） 

応力 

評価点

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 125 167＊ 187 254＊ 

P01’ 120 167＊ 182 254＊ 

P02 92 167＊ 137 254＊ 

P02’ 81 167＊ 126 254＊ 

P03 

P04 
19 138＊ 19 221＊ 

P03’ 

P04’ 
81 138＊ 131 221＊ 

注記 ＊：継手効率 を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，ジェットポンプの耐震性についての計算書である。 

ジェットポンプは，原子炉圧力容器内部構造物であるため，添付書類「Ⅴ-2-3-4-3-1 原子炉

圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」という。）に基づくものとする。 

 

1.1 記号の説明 

記号の説明は，「応力解析の方針」の 2 章に示す。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ｄｉ 

Ｄｏ 

Ｉ 

ＩＰ 

ｔ 

断面積 

内 径 

外 径 

断面二次モーメント 

ねじり係数 

厚 さ 

mm2 

mm 

mm 

mm4 

mm4 

mm 

 

1.2 適用基準 

適用基準は，「応力解析の方針」の 1.3 節に示す。 

 

1.3 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1-1 に示す。 

 

1.4 解析範囲 

解析範囲を図 1-1 に示す。 

 

1.5 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1-1 に示す。 

 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 

  

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
5
 R
2
 



 2

 

 

図 1-1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

Ｃ～Ｃ矢視図

ライザ

〔SUS304TP 相当〕 

P03,P03’

原子炉圧力容器 
再循環水入口ノズル 

ロアーリング

〔NCF600 相当〕 

ブラケット 

スリップジョイント部

シュラウド

サポートプレート

ライザブレース

〔SUS304 相当〕 

Ａ～Ａ矢視図 

Ｂ～Ｂ矢視図 

P06,P06’

P05,P05’

Ｃ

Ｃ

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 

Ａ 

Ａ 

Ｂ 

Ｂ 

P01,P01’

P02,P02’

ディフューザ 

〔SUS304 相当〕 

P04,P04’

ミキサー
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表 1-1 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価面

ライザ

SUS304TP 

ⅢＡＳ 34 86 P01-P02 70 129 P01-P02 

ⅣＡＳ 35 130 P01-P02 78 195 P01-P02 

ディフューザ 

SUS304  

ⅢＡＳ 9 111 P03-P04 11 167 P03-P04 

ⅣＡＳ 10 169 P03-P04 14 254 P03-P04 

ライザブレース

SUS304 

ⅢＡＳ 13 111 P05-P06 71 167 P05-P06 

ⅣＡＳ 17 169 P05-P06 100 254 P05-P06 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-5 R1 



4 

2. 計算条件

2.1 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.2 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

2.4 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態は,「応力解析の方針」の 3.4 節に示す。 

2.5 材料 

各部の材料を図 1-1 に示す。 

2.6 物性値 

物性値は,「応力解析の方針」の 3.3 節に示す。 

2.7 荷重の組合せと応力評価 

荷重の組合せと応力評価は，「応力解析の方針」の 4.5 節に示す。 

2.8 許容限界 

許容限界は,「応力解析の方針」の 3.5 節に示す。 

2.9 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

σt   ：周方向応力 

σ    ：軸方向応力 

σr   ：半径方向応力 

τｔ ：せん断応力 
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3. 外荷重の条件 

3.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，3.2 節に示すはり要素でモデル化したジェットポンプの

ＦＥＭモデルにより死荷重及び固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点の軸力，

せん断力及びモーメントの最大値を求める。ここで，ジェットポンプの質量は，炉心，原子炉

圧力容器及び圧力容器内部構造物の全質量と比して小さいことから，これらとの連成系として

は考えず，これらの構造物の地震応答解析により得られた 3.4.2 項に示す設計震度を入力加速

度とする。 

以上の計算は，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

 

3.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1-1 に示し，解析モデルを図 3-1 に示す。 

また，各節点の座標及び解析モデルのデータ諸元を表 3-1 及び表 3-2 に示す。 

支持条件は，

する。 

 

3.3 死荷重 

ジェットポンプの評価に用いる死荷重を表 3-5 に示す。 

 

3.4  地震荷重 

3.4.1 固有周期 

ジェットポンプの固有値解析の結果を表 3-3 に示す。 

1 次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認し

た。また，鉛直方向は 2次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であるこ

とを確認した。 

 

3.4.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書

類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原

子炉本体の基礎の地震応答計算書」に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表 3-4 に示す。 

 

3.4.3 地震荷重の算出結果 

図 3-1 に示す解析モデルに 3.4.2 節で設定した地震力を入力することにより，ジェット

ポンプの評価位置に発生する荷重を地震荷重とする。 

算出された地震荷重を表 3-5 に示す。 

  

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
5
 R
2
 



6 

4. 応力計算

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1-1 に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4-1 に示す。 

4.2 差圧による応力 

4.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4 章の図 4-1 に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

4.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力

差圧Ｐ112，Ｐ122による一次一般膜応力は，次式で求める。

112・Ｐ
Ｙ－1

１
＝σt ， 122・Ｐ

Ｙ－1

１
＝σt

112・Ｐ
－1Ｙ

＝σ
2

1
， 122・Ｐ

－1Ｙ
＝σ

2

1

112・Ｐ
Ｙ＋1

＝－　σ
1

r ， 122・Ｐ
Ｙ＋1

＝－　σ
1

r

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

ジェットポンプに働く外荷重を表 3-5 に示す。 

 

4.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

Ａ

Ｆ
＝σ

L
 

 

m
p

S
t ・ｒ

Ｉ

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ  

 

ここで，ｒm：平均半径又はライザブレースの板厚 

 

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

 

1
L

・r 
Ｉ

Ｍ

Ａ

Ｆ
＝σ  

 

2
p

S
t ・r 

Ｉ

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ  

 

ここで，ｒ1：外半径又はライザブレースの中立軸から応力評価点までの距離 

    ｒ2：外半径又はライザブレースの板厚 

 

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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5. 応力強さの評価

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-1 に示す。 

表 5-1 より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5 節に示す許

容値を満足する。 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-2 に示す。 

表 5-2 より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5

節に示す許容値を満足する。 
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図 3-1 解析モデル 
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表 3-1 節点座標 

                  （単位：mm）

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

節点番号 
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

70 
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表 3-2 解析モデルのデータ諸元 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 内径 

 1～ 2，35～36 

 2～ 3，36～37 

 3～ 4，37～38 

 4～ 5，38～39 

 5～ 6，39～40 

 6～ 7，40～41 

 7～ 8，41～42 

 9～10，43～44 

10～11，44～45 

11～12，45～46 

12～13，46～47 

13～14，47～48 

14～21，48～54，54－21

21～22 

22～30 

30～31 

31～34 

  55～56，56－26， 

26－57，57～58 

59～63，66～70 

63～64，64－24， 

24－65，65～66 
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表 3-3 固有周期 

モード
固有周期 

卓越方向 
（ｓ） 

1 次 水平 
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表 3-4 設計用地震力 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力容器内 

EL.
ＣＨ＝0.98 ＣＶ＝0.73 ＣＨ＝1.61 ＣＶ＝1.36
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表 3-5 ジェットポンプ外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点

軸力 せん断力 ねじり 

モーメント

曲げ 

モーメント

ＦＬ 

（N） 

ＦＳ 

（N） 

Ｔ 

（N･m） 

Ｍ 

（N･m） 

L04 死荷重 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L14 地震荷重Ｓｄ*

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L16 地震荷重Ｓｓ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

注記  ＊：流体反力を含む。 
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表 4-1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄｏ 

（mm） 

Ｄｉ 

（mm） 

ｒｍ

（mm） 

ｒ1

（mm） 

ｒ2

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ＊5 

（mm4） 

Iｐ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

注記 ＊1：平均半径を示す。
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m

＊2：外半径を示す。
2

Ｄ
＝＝ｒ

o

21ｒ

＊3：ライザブレースの板厚を示す。 

＊4：ライザブレースの中立軸から応力評価点までの距離を示す。 

＊5：二段表記は上段が y軸まわり，下段が z軸まわりの値を示す。 

y 軸，z 軸それぞれの方向は下図のとおりである。 

z(=t) 

y(=r) 

x(= ) 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-5 R1 



16 

表 5-1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
34 86＊1 35 130＊1 

P01’

P02’
34 86＊1 35 130＊1 

P03 

P04 
9 111＊2 10 169＊2 

P03’

P04’
9 111＊2 9 169＊2 

P05 

P06 
13 111＊2 17 169＊2 

P05’

P06’
13 111＊2 16 169＊2 

注記 ＊1：継手効率 を乗じた値を示す。 

 ＊2：継手効率 を乗じた値を示す。 
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表 5-2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
70 129＊1 78 195＊1 

P01’ 

P02’ 
56 129＊1 64 195＊1 

P03 

P04 
11 167＊2 14 254＊2 

P03’ 

P04’ 
10 167＊2 14 254＊2 

P05 

P06 
71 167＊2 100 254＊2 

P05’ 

P06’ 
70 167＊2 99 254＊2 

注記 ＊1：継手効率 を乗じた値を示す。 

   ＊2：継手効率 を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，給水スパージャの耐震性についての計算書である。 

給水スパージャは，原子炉圧力容器内部構造物であるため，添付書類「Ⅴ-2-3-4-3-1 原子炉

圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」という。）に基づくものとする。 

 

1.1 記号の説明 

記号の説明は，「応力解析の方針」の 2 章に示す。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ｄｉ 

Ｄｏ 

Ｉ 

ｔ 

断面積 

内  径 

外  径 

断面二次モーメント 

厚  さ 

mm2 

mm 

mm 

mm4 

mm 

 

1.2 適用基準 

適用基準は，「応力解析の方針」の 1.3 節に示す。 

 

1.3 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1-1 に示す。 

 

1.4 解析範囲 

解析範囲を図 1-1 に示す。 

 

1.5 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1-1 に示す。 

 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1-1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 

P01,P01’

P02,P02’

P04,P04’

P03,P03’

Ａ 

ブラケット 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
6
 R
1
 

ティー

〔SUSF304 相当〕 

原子炉圧力容器 

ヘッダ

〔SUS304TP 相当〕 

給水ノズル

Ａ部詳細図 

ピン 
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表 1-1 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価面

ティー

SUSF304

ⅢＡＳ 3 111 P01-P02 9 167 P01-P02 

ⅣＡＳ 3 169 P01-P02 12 254 P01-P02 

ヘッダ

SUS304TP 

ⅢＡＳ 3 111 P03’-P04’ 22 167 P03-P04 

ⅣＡＳ 3 169 P03’-P04’ 23 254 P03-P04 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-6 R1 
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2. 計算条件

2.1 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.2 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.3 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態は,「応力解析の方針」の 3.4 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1-1 に示す。 

2.5 物性値 

物性値は,「応力解析の方針」の 3.3 節に示す。 

2.6 荷重の組合せと応力評価 

荷重の組合せと応力評価は，「応力解析の方針」の 4.5 節に示す。 

2.7 許容限界 

許容限界は,「応力解析の方針」の 3.5 節に示す。 

2.8 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

σｔ   ：周方向応力 

σ    ：軸方向応力 

σｒ  ：半径方向応力 

τｔ ：せん断応力 
σｒ

σｔ 

σ
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3. 外荷重の条件 

3.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，3.2 節に示すはり要素でモデル化した給水スパージャの

ＦＥＭモデルにより死荷重及び固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点の軸力，

せん断力及びモーメントの最大値を求める。ここで，給水スパージャの質量は，炉心，原子炉

圧力容器及び圧力容器内部構造物の全質量と比して小さいことから，これらとの連成系として

は考えず，これらの構造物の地震応答解析により得られた 3.4.2 項に示す設計震度を入力加速

度とする。 

以上の計算は，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

 

3.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1-1 に示し，解析モデルを図 3-1 に示す。 

また，各節点の座標及び解析モデルのデータ諸元を表 3-1 及び表 3-2 に示す。 

支持条件は，

ものとする。 

 

3.3 死荷重 

給水スパージャの評価に用いる死荷重を表 3-5 に示す。 

 

3.4  地震荷重 

3.4.1 固有周期 

給水スパージャの固有値解析の結果を表 3-3 に示す。 

1 次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認し

た。また，鉛直方向は 2次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であるこ

とを確認した。 

 

3.4.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書

類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原

子炉本体の基礎の地震応答計算書」に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表 3-4 に示す。 

 

3.4.3 地震荷重の算出結果 

図 3-1 に示す解析モデルに 3.4.2 節で設定した地震力を入力することにより，給水スパ

ージャの評価位置に発生する荷重を地震荷重とする。 

算出された地震荷重を表 3-5 に示す。 
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4. 応力計算

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1-1 に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4-1 に示す。 

4.2 差圧による応力 

4.2.1  荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4 章の図 4-1 に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

4.2.2  計算方法 

(1) 一次一般膜応力

差圧Ｐ65による一次一般膜応力は，次式で求める。

65・Ｐ
Ｙ－1

１
＝σt

65・Ｐ
－1Ｙ

＝σ
2

1

65・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－　σr

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

給水スパージャに働く外荷重を表 3-5 示す。 

 

4.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

Ａ

Ｆ
＝σ

L
 

 

m
S

t ・ｒ
・Ｉ 2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ  

 

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m  

 

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

 

2

Ｄ
・ 

ＩＡ
σ

oL ＭＦ
＝  

 

2

Ｄ
・　 

・Ｉ 2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t  

 

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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5. 応力強さの評価

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-1 に示す。 

表 5-1 より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5 節に示す許

容値を満足する。 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-2 に示す。 

表 5-2 より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5

節に示す許容値を満足する。 
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図 3-1 解析モデル 
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表 3-1 節点座標 

          （単位：mm） 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 
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表 3-2 解析モデルのデータ諸元 

 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 厚さ 

1～ 2 

2～ 3 

3～ 4 

4－15，15－ 5， 5～ 9，

4－16，16－10，10～14 
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表 3-3 固有周期 

 

モード 
固有周期 

卓越方向 
（ｓ） 

1 次 水平 
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表 3-4 設計用地震力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力容器内

EL.  
ＣＨ＝0.97 ＣＶ＝0.75 ＣＨ＝1.62 ＣＶ＝1.38
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表 3-5 給水スパージャ外荷重 

 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点

軸力 せん断力 ねじり 

モーメント

曲げ 

モーメント 

ＦＬ 

（N） 

ＦＳ 

（N） 

Ｔ 

（N･m） 

Ｍ 

（N･m） 

L04 死荷重 
Ａ 

Ｂ 

L14 地震荷重Ｓｄ* 
Ａ 

Ｂ 

L16 地震荷重Ｓｓ 
Ａ 

Ｂ 

注記  ＊：流体反力を含む。 
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表 4-1 断面性状 

 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄｏ 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 
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表 5-1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
3 111＊ 3 169＊ 

P01’ 

P02’ 
2 111＊ 3 169＊ 

P03 

P04 
3 111＊ 3 169＊ 

P03’ 

P04’ 
3 111＊ 3 169＊ 

注記 ＊：継手効率 を乗じた値を示す。 
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表 5-2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
9 167＊ 12 254＊ 

P01’ 

P02’ 
6 167＊ 10 254＊ 

P03 

P04 
22 167＊ 23 254＊ 

P03’ 

P04’ 
22 167＊ 23 254＊ 

注記 ＊：継手効率 を乗じた値を示す。 
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Ⅴ-2-3-4-3-7 高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ 
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1. 一般事項 

本計算書は，高圧及び低圧炉心スプレイスパージャの耐震性についての計算書である。 

高圧及び低圧炉心スプレイスパージャは，原子炉圧力容器内部構造物であるため，添付書類「Ⅴ

-2-3-4-3-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」という。）

に基づくものとする。 

 

1.1 記号の説明 

記号の説明は，「応力解析の方針」の 2 章に示す。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ｄｉ 

Ｄｏ 

Ｉ 

ｔ 

断面積 

内 径 

外 径 

断面二次モーメント 

厚 さ 

mm2 

mm 

mm 

mm4 

mm 

 

1.2 適用基準 

適用基準は，「応力解析の方針」の 1.3 節に示す。 

 

1.3 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1-1 に示す。 

 

1.4 解析範囲 

解析範囲を図 1-1 に示す。 

 

1.5 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1-1 に示す。 

 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1-1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
7
 R
1
 

炉心シュラウド 

サポート位置

Ａ

Ｂ 
Ｂ

Ａ 

サポート位置

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 

P01,P01’

P02,P02’

P04,P04’

P03,P03’

Ｃ部詳細図 

炉心シュラウド

Ｂ～Ｂ断面図 

ヘッダ

ブラケット 

ヘッダ

〔SUS304LTP 相当〕 

ブラケット（サポート位置） 

ヘッダ

パイプ 

〔SUS304LTP 相当〕 

Ｃ

Ａ～Ａ矢視図 



3
 

表 1-1 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価面

パイプ 

SUS304LTP 

ⅢＡＳ 7 94 P01-P02 12 141 P01-P02 

ⅣＡＳ 8 150 P01-P02 14 226 P01-P02 

ヘッダ

SUS304LTP 

ⅢＡＳ 6 94 P03-P04 37 141 P03-P04 

ⅣＡＳ 7 150 P03-P04 43 226 P03-P04 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-7 R1 
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2. 計算条件

2.1 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.2 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

2.4 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態は,「応力解析の方針」の 3.4 節に示す。 

2.5 材料 

各部の材料を図 1-1 に示す。 

2.6 物性値 

物性値は,「応力解析の方針」の 3.3 節に示す。 

2.7 荷重の組合せと応力評価 

荷重の組合せと応力評価は，「応力解析の方針」の 4.5 節に示す。 

2.8 許容限界 

許容限界は,「応力解析の方針」の 3.5 節に示す。 

2.9 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

σｔ  ：周方向応力 

σ    ：軸方向応力 

σｒ  ：半径方向応力 

τｔ ：せん断応力 
σ

σｒ 

σｔ 
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3. 外荷重の条件

3.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，3.2 節に示すはり要素でモデル化した高圧及び低圧炉心

スパージャのＦＥＭモデルにより死荷重及び固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する

各節点の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。ここで，高圧及び低圧炉心スパー

ジャの質量は，炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物の全質量と比して小さいことか

ら，これらとの連成系としては考えず，これらの構造物の地震応答解析により得られた 3.4.2

項に示す設計震度を入力加速度とする。 

以上の計算は，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

3.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1-1 に示し，解析モデルを図 3-1 に示す。 

また，各節点の座標及び解析モデルのデータ諸元を表 3-1 及び表 3-2 に示す。 

支持条件は，

とする。 

3.3 死荷重 

高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ評価に用いる死荷重を表 3-5 に示す。 

3.4 地震荷重 

3.4.1 固有周期 

高圧及び低圧炉心スプレイスパージャの固有値解析の結果を表 3-3 に示す。 

1 次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認し

た。また，鉛直方向は 2次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であるこ

とを確認した。 

3.4.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書

類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原

子炉本体の基礎の地震応答計算書」に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表 3-4 に示す。 

3.4.3 地震荷重の算出結果 

図 3-1 に示す解析モデルに 3.4.2 節で設定した地震力を入力することにより，高圧及び

低圧炉心スプレイスパージャの評価位置に発生する荷重を地震荷重とする。 

算出された地震荷重を表 3-5 に示す。 
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4. 応力計算

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1-1 に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4-1 に示す。 

4.2 差圧による応力 

4.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4 章の図 4-1 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

4.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力

差圧Ｐ74による一次一般膜応力は，次式で求める。

74・Ｐ
Ｙ－1

１
＝σt

74
2

・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ

74・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－　σr

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

高圧及び低圧炉心スプレイスパージャに働く外荷重を表 3-5 示す。 

4.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。

Ａ

Ｆ
＝σ

L

m
S

t ・ｒ
・Ｉ 2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。

2

Ｄ
・ 

Ｉ

Ｍ

Ａ

Ｆ
＝σ

oL

2

Ｄ
・　 

・Ｉ 2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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5. 応力強さの評価

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-1 に示す。 

表 5-1 より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5 節に示す許

容値を満足する。 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-2 に示す。 

表 5-2 より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5

節に示す許容値を満足する。 
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図 3-1 解析モデル 
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表 3-1 節点座標 

  （単位：mm）

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

N
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表 3-2 解析モデルのデータ諸元 

 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 厚さ 

1～2 

2～15，2～16，16～30 
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表 3-3 固有周期 

モード
固有周期 

卓越方向 
（ｓ） 

1 次 
水平 
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表 3-4 設計用地震力 

 

 

  

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力容器内

EL.  
ＣＨ＝1.68 ＣＶ＝0.77 ＣＨ＝2.54 ＣＶ＝1.42
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表 3-5 高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点

軸力 せん断力 ねじり 

モーメント

曲げ 

モーメント

ＦＬ

（N） 

ＦＳ 

（N） 

Ｔ 

（N･m） 

Ｍ 

（N･m） 

L04 死荷重 
Ａ 

Ｂ 

L14 地震荷重Ｓｄ*
Ａ 

Ｂ 

L16 地震荷重Ｓｓ 
Ａ 

Ｂ 

注記  ＊：流体反力を含む。 
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表 4-1 断面性状 

 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄｏ 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 
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表 5-1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
7 94＊ 8 150＊ 

P01’

P02’
7 94＊ 7 150＊ 

P03 

P04 
6 94＊ 7 150＊ 

P03’

P04’
6 94＊ 6 150＊ 

注記 ＊：継手効率 を乗じた値を示す。 
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表 5-2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
12 141＊ 14 226＊ 

P01’ 

P02’ 
10 141＊ 12 226＊ 

P03 

P04 
37 141＊ 43 226＊ 

P03’ 

P04’ 
36 141＊ 42 226＊ 

注記 ＊：継手効率 を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項

本計算書は，残留熱除去系配管（原子炉圧力容器内部）（以下「残留熱除去系配管」という。）

の耐震性についての計算書である。 

残留熱除去系配管は，原子炉圧力容器内部構造物であるため，添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-1 原子

炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」という。）に基づくものとす

る。 

1.1 記号の説明 

記号の説明は，「応力解析の方針」の 2 章に示す。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ

Ｄｉ 

Ｄｏ 

Ｉ 

ｔ 

断面積 

内 径 

外 径 

断面二次モーメント 

厚 さ 

mm2 

mm 

mm 

mm4

mm 

1.2 適用基準 

適用基準は，「応力解析の方針」の 3.1 節に示す。 

1.3 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.4 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

1.5 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
8
 R
1
 



 2

図 1－1  形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

P02,P02’

P01,P01’

P03,P03’

P04,P04’

カバー

原
子
炉
圧
力
容
器
側 

ベローズ 

フランジネック（3） 

〔SUS304 相当〕 

 

フランジネック（2）

〔SUS304 相当〕 

フランジネック（1）
〔SUSF304 相当〕 

（

炉
心
シ
ュ
ラ
ウ
ド
側 

フランジネック（4） 
〔SUSF304相当〕 

ピン
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サーマルスリーブ

P05,P05’

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 

P06,P06’

P07,P07’

P08,P08’

リング

〔SUS304 相当〕 

スリーブ 
〔SUS304TP 相当〕 



 

 

 

表 1－1 計算結果の概要 

 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価面

フランジネック（4） 

SUSF304  

ⅢＡＳ 1 111 P01-P02 1 167 P01-P02 

ⅣＡＳ 1 169 P01-P02 1 254 P01-P02 

スリーブ 

SUS304TP  

ⅢＡＳ 4 172 P03-P04 4 258 P03-P04 

ⅣＡＳ 4 260 P03-P04 4 391 P03-P04 

フランジネック（1） 

SUSF304  

ⅢＡＳ 2 68 P05-P06 2 103 P05-P06 

ⅣＡＳ 2 104 P05-P06 2 156 P05-P06 

リング 

SUS304 

ⅢＡＳ 4 172 P07-P08 4 258 P07-P08 

ⅣＡＳ 5 260 P07-P08 5 391 P07-P08 

  

 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-8 R1 

3
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2. 計算条件 

2.1 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

 

2.2 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

 

2.4 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態は,「応力解析の方針」の 3.5 節に示す。 

 

2.5 材料 

各部の材料を図 1－1 に示す。 

 

2.6 物性値 

物性値は,「応力解析の方針」の 3.4 節に示す。 

 

2.7 荷重の組合せと応力評価 

荷重の組合せと応力評価は，「応力解析の方針」の 4.5 節に示す。 

 

2.8 許容限界 

許容限界は,「応力解析の方針」の 3.6 節に示す。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

 

2.9 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

 

σｔ  ：周方向応力 

σ    ：軸方向応力 

σｒ  ：半径方向応力 

τｔ ：せん断応力 

 

 

 

 

 

σ  

σｒ 

σｔ 
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3. 外荷重の条件 

3.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，死荷重及び固有周期を求める。さらに，入力加速度に対

する各節点の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

 

3.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1－1に示し，解析モデルを図 3－1 に示す。 

また，各節点の座標及び解析モデルのデータ諸元を表 3－1及び表 3－2 に示す。 

支持条件は，

を考慮する。  

 

3.3 死荷重 

残留熱除去系配管の評価に用いる死荷重を表 3－5に示す。 

 

3.4  地震荷重 

3.4.1 固有周期 

残留熱除去系配管の固有値解析の結果を表 3－3に示す。 

1 次モードは鉛直方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認し

た。また，水平方向は 2次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であるこ

とを確認した。 

 

3.4.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書

類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原

子炉本体の基礎の地震応答計算書」に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表 3－4 に示す。 

 

3.4.3 地震荷重の算出結果 

図 3－1 に示す解析モデルに 3.4.2 節で設定した地震力を入力することにより，残留熱除

去系配管の評価位置に発生する荷重を地震荷重とする。 

算出された地震荷重を表 3－5に示す。 
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4. 応力計算 

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1 に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4－1 に示す。 

 

4.2 差圧による応力 

4.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

 

4.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ135による一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

135・Ｐ
Ｙ－1

１
＝σt  

 

135
2

・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ  

 

135・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－　σr  

 

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝  

 

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

残留熱除去系配管に働く外荷重を表 3－5 示す。 

 

4.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

Ａ

Ｆ
＝σ

L
 

 

m
S

t ・ｒ
・Ｉ 2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ  

 

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m  

 

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

 

2

Ｄ
・ 

Ｉ

Ｍ

Ａ

Ｆ
＝σ

oL
 

 

2

Ｄ
・　 

・Ｉ 2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t  

 

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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5. 応力強さの評価 

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－1に示す。 

表 5－1 より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7

節に示す許容値を満足する。 

 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－2に示す。 

表 5－2 より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6

節及び 3.7節に示す許容値を満足する。 
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図 3－1 解析モデル 
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表 3－1 節点座標 

              （単位：mm） 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 
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表 3－2 解析モデルのデータ諸元 

 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 厚さ 

  1～10 

 10～13 

 13～17 

 17～20 

 20～21 

 21～22 

  注：節点 12 に対しては，集中荷重 を付加させる。 

    節点 18 に対しては，集中荷重 を付加させる。 
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表 3－3 固有周期 

 

モード 
固有周期 

卓越方向 
（ｓ） 

1 次 鉛直 
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表 3－4 設計用地震力 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力容器内

EL.
0.007 ＣＨ＝1.68 ＣＶ＝0.77 ＣＨ＝2.54 ＣＶ＝1.42
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表 3－5 残留熱除去系配管外荷重 

 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点

軸力 せん断力 ねじり 

モーメント

曲げ 

モーメント 

ＦＬ 

（N） 

ＦＳ 

（N） 

Ｔ 

（N･m） 

Ｍ 

（N･m） 

L04 死荷重 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L14 地震荷重Ｓｄ* 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L16 地震荷重Ｓｓ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 
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表 4－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄｏ 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

P07，P08 
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表 5－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
1 111＊1 1 169＊1 

P01’ 

P02’ 
1 111＊1 1 169＊1 

P03 

P04 
4 172 4 260 

P03’ 

P04’ 
4 172 4 260 

P05 

P06 
2  68＊2 2 104＊2 

P05’ 

P06’ 
2  68＊2 2 104＊2 

P07 

P08 
4 172 5 260 

P07’ 

P08’ 
4 172 4 260 

注記 ＊1：継手効率 を乗じた値を示す。 

＊2：継手効率 を乗じた値を示す。 
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表 5－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
1 167＊1 1 254＊1 

P01’

P02’
1 167＊1 1 254＊1 

P03 

P04 
4 258 4 391 

P03’

P04’
4 258 4 391 

P05 

P06 
2 103＊2 2 156＊2 

P05’

P06’
2 103＊2 2 156＊2 

P07 

P08 
4 258 5 391 

P07’

P08’
4 258 4 391 

注記 ＊1：継手効率 を乗じた値を示す。 

＊2：継手効率 を乗じた値を示す。 
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Ⅴ-2-3-4-3-9 高圧及び低圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容器 

内部）の耐震性についての計算書 
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1. 一般事項

本計算書は，高圧及び低圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容器内部）（以下「高圧及び低圧炉

心スプレイ配管」という。）の耐震性についての計算書である。 

高圧及び低圧炉心スプレイ配管は，原子炉圧力容器内部構造物であるため，添付書類「Ⅴ-2-

3-4-3-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」という。）に

基づくものとする。 

1.1 記号の説明 

記号の説明は，「応力解析の方針」の 2 章に示す。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ

Ｄｉ 

Ｄｏ

Ｉ 

断面積 

内 径 

外 径 

断面二次モーメント 

mm2 

mm 

mm 

mm4 

1.2 適用基準 

適用基準は，「応力解析の方針」の 1.3 節に示す。 

1.3 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1-1 に示す。 

1.4 解析範囲 

解析範囲を図 1-1 に示す。 

1.5 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1-1 に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1-1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

（高圧炉心スプレイ配管） 
 

（低圧炉心スプレイ配管） 

クランプ 

炉心シュラウド 
  （上部胴） 

原子炉圧力容器 

Ａ 

Ｂ 

炉心スプレイノズル 

Ｂ部詳細図 

 

スリーブ 

〔SUS304LTP 相当〕 

P06,P06’ P12,P12’

P05,P05’ P11,P11’

注：（ ）内は低圧炉心スプレイ配管に適用する。 
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パイプ 

〔SUS304LTP 相当〕 

：応力評価点 

〔   〕 ：ＪＩＳ相当材

（   ） ：材   料 

サーマルスリーブ 

 

 

 

Ａ部詳細図 

P01,P01’ P07,P07’ 

P02,P02’ P08,P08’ 

P04,P04’ P10,P10’ 

P03,P03’ P09,P09’ 

 



 

表 1-1 計算結果の概要 

 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価面

高圧炉心スプレイ配管 

SUS304LTP 

ⅢＡＳ 37 65 P05’-P06’ 106 163 P03-P04 

ⅣＡＳ 54 104 P05’-P06’ 153 261 P03-P04 

低圧炉心スプレイ配管 

SUS304LTP 

ⅢＡＳ 47 65 P11’-P12’ 142 163 P09-P10 

ⅣＡＳ 78 104 P11’-P12’ 228 261 P09-P10 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-9 R1 

3
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2. 計算条件 

2.1 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

 

2.2 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

 

2.4 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態は,「応力解析の方針」の 3.4 節に示す。 

 

2.5 材料 

各部の材料を図 1-1 に示す。 

 

2.6 物性値 

物性値は,「応力解析の方針」の 3.3 節に示す。 

 

2.7 荷重の組合せと応力評価 

荷重の組合せと応力評価は，「応力解析の方針」の 4.5 節に示す。 

 

2.8 許容限界 

許容限界は,「応力解析の方針」の 3.5 節に示す。 

 

2.9 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

 

σｔ  ：周方向応力 

σ    ：軸方向応力 

σｒ  ：半径方向応力 

τｔ ：せん断応力 

 

 

 

  

σ  

σｒ 

σｔ 
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3. 外荷重の条件 

3.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，3.2 節に示すはり要素でモデル化した高圧及び低圧炉心

スプレイ配管のＦＥＭモデルにより死荷重及び固有周期を求める。さらに，入力加速度に対す

る各節点の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。ここで，高圧及び低圧炉心スプ

レイ配管の質量は，炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物の全質量と比して小さいこ

とから，これらとの連成系としては考えず，これらの構造物の地震応答解析により得られた

3.4.2 項に示す設計震度及び応答曲線（減衰定数 1.0％）を包絡して入力加速度とする。 

以上の計算は，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

 

3.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1-1 に示し，解析モデルを図 3-1 に示す。 

また，各節点の座標及び解析モデルのデータ諸元を表 3-1 及び表 3-2 に示す。 

支持条件は，

とする。 

 

3.3 死荷重 

高圧及び低圧炉心スプレイ配管の評価に用いる死荷重を表 3-5 及び表 3-6 に示す。 

 

3.4 地震荷重 

3.4.1 固有周期 

高圧及び低圧炉心スプレイ配管の固有周期を表 3-3 に，振動モード図を図 3-2 に示す。 

 

3.4.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書

類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原

子炉本体の基礎の地震応答計算書」及び「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基

づき設定する。また，減衰定数は添付書類「Ｖ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載

の減衰定数を用いる。 

評価に用いる設計用地震力を表 3-4 に示す。 

 

3.4.3 地震荷重の算出結果 

図 3-1 に示す解析モデルに 3.4.2 節で設定した地震力を入力とし，静的解析及びスペク

トルモーダル解析により，高圧及び低圧炉心スプレイ配管の評価位置に発生する荷重の包

絡値を地震荷重とする。 

算出された地震荷重を表 3-5 及び表 3-6 に示す。 
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4. 応力計算 

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1-1 に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4-1 に示す。 

 

4.2 差圧による応力 

4.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4 章の図 4-1 に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

 

4.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ75による一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

75・Ｐ
Ｙ－1

１
＝σt  

 

75
2

・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ  

 

75・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－　σr  

 

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝  

 

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

高圧及び低圧炉心スプレイ配管に働く外荷重を表 3-5，表 3-6 に示す。 

 

4.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

Ａ

Ｆ
＝σ

L
 

 

m
S

t ・ｒ
・Ｉ 2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ  

 

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m  

 

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

 

2

Ｄ
・ 

ＩＡ
σ

oL ＭＦ
＝  

 

2

Ｄ
・　 

・Ｉ 2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t  

 

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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5. 応力強さの評価 

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-1 に示す。 

表 5-1 より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5 節に示す許

容値を満足する。 

 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-2 に示す。 

表 5-2 より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5

節に示す許容値を満足する。 
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図 3-1 解析モデル 
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表 3-1 節点座標 

             （単位：mm） 

節点番号
座標＊ 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

               注記 ＊：（  ）内は，低圧炉心スプレイ配管に適用する。 
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表 3-2 解析モデルのデータ諸元 

 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 厚さ 

1～ 3 

3～ 4 

4～18， 4－20，20～29 

18～19，29～30 
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表 3-3(1) 固有周期（高圧炉心スプレイ配管） 

 

部分 次数 
固有周期 

卓越方向 
刺激係数 

（s） Ｘ Ｙ Ｚ 

高圧炉心 

スプレイ配管

1 次 水平 

2 次 鉛直 

3 次 水平 

 

 

表 3-3(2) 固有周期（低圧炉心スプレイ配管） 

 

部分 次数 
固有周期 

卓越方向 
刺激係数 

（s） Ｘ Ｙ Ｚ 

低圧炉心 

スプレイ配管

1 次 水平 

2 次 鉛直 

3 次 水平 
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図 3-2(1) 振動モード図（高圧炉心スプレイ配管 1 次 ） 

図 3-2(2) 振動モード図（高圧炉心スプレイ配管 2 次 ） 
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図 3-2(3) 振動モード図（低圧炉心スプレイ配管 1 次 ） 

図 3-2(4) 振動モード図（低圧炉心スプレイ配管 2 次 ） 
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表 3-4 設計用地震力 

注記 ＊1：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊3：溶接構造物に適用される減衰定数の値 

据付場所及び設置高さ(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(%) 

高圧炉心ス

プレイ配管

低圧炉心ス

プレイ配管

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉圧力容器内 

EL.

ＣＨ＝0.97 

又は＊1 

ＣＶ＝0.75 

又は＊1 

ＣＨ＝1.62 

又は＊2 

ＣＶ＝1.38 

又は＊2 
1.0＊3 1.0＊3 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-9 R2 
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表 3-5 高圧炉心スプレイ配管外荷重 

 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点

軸力 せん断力 ねじり 

モーメント

曲げ 

モーメント 

ＦＬ 

（N） 

ＦＳ 

（N） 

Ｔ 

（N･m） 

Ｍ 

（N･m） 

L04 死荷重 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L14 地震荷重Ｓｄ* 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L16 地震荷重Ｓｓ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

  注記  ＊：流体反力を含む。 
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表 3-6 低圧炉心スプレイ配管外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点

軸力 せん断力 ねじり 

モーメント

曲げ 

モーメント

ＦＬ 

（N） 

ＦＳ 

（N） 

Ｔ 

（N･m） 

Ｍ 

（N･m） 

L04 死荷重 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L14 地震荷重Ｓｄ*

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L16 地震荷重Ｓｓ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

注記  ＊：流体反力を含む。 
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表 4-1 断面性状 

 

応力評価点 
Ｄｏ 

（mm） 

Ｄｉ 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

P07，P08 

P09，P10 

P11，P12 
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表 5-1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
7 65＊1 9 104＊1 

P01’

P02’
7 65＊1 10 104＊1 

P03 

P04 
13 108＊2 19 174＊2 

P03’

P04’
14 108＊2 19 174＊2 

P05 

P06 
36 65＊1 54 104＊1 

P05’

P06’
37 65＊1 54 104＊1 

P07 

P08 
7 65＊1 11 104＊1 

P07’

P08’
7 65＊1 12 104＊1 

P09 

P10 
16 108＊2 25 174＊2 

P09’

P10’
17 108＊2 25 174＊2 

P11 

P12 
47 65＊1 78 104＊1 

P11’

P12’
47 65＊1 78 104＊1 

注記 ＊1：継手効率 を乗じた値を示す。 

 ＊2：継手効率 を乗じた値を示す。 
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表 5-2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
12 98＊1 17 156＊1 

P01’ 

P02’ 
13 98＊1 17 156＊1 

P03 

P04 
106 163＊2 153 261＊2 

P03’ 

P04’ 
106 163＊2 153 261＊2 

P05 

P06 
39 98＊1 57 156＊1 

P05’ 

P06’ 
40 98＊1 58 156＊1 

P07 

P08 
16 98＊1 24 156＊1 

P07’ 

P08’ 
16 98＊1 25 156＊1 

P09 

P10 
142 163＊2 228 261＊2 

P09’ 

P10’ 
142 163＊2 228 261＊2 

P11 

P12 
50 98＊1 83 156＊1 

P11’ 

P12’ 
51 98＊1 84 156＊1 

注記 ＊1：継手効率 を乗じた値を示す。 

 ＊2：継手効率 を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，差圧検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器内部）（以下「差圧検出・ほう酸水

注入管」という。）の耐震性についての計算書である。 

差圧検出・ほう酸水注入管は，原子炉圧力容器内部構造物であるため，添付書類「Ⅴ-2-3-4-

3-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」という。）に基づ

くものとする。 

 

1.1 記号の説明 

記号の説明は，「応力解析の方針」の 2 章に示す。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ｄｉ 

Ｄｏ 

Ｉ 

ｔ 

断面積 

内 径 

外 径 

断面二次モーメント 

厚 さ 

mm2 

mm 

mm 

mm4 

mm 

 

1.2 適用基準 

適用基準は，「応力解析の方針」の 1.3 節に示す。 

 

1.3 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1-1 に示す。 

 

1.4 解析範囲 

解析範囲を図 1-1 に示す。 

 

1.5 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1-1 に示す。 

 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用点に着

目し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1-1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
1
0 
R
0
 

 

 

炉心支持板 

炉心シュラウド

差圧検出・ほう酸水注入管ノズル（N10）

   〔NCF600 相当〕  

原
子
炉
圧
力
容
器 

シュラウド 
サポート 

Ａ

差圧検出管（1） 

〔SUS304TP 相当〕 

 

Ｂ

Ｃ

差圧検出管（2） 

〔SUS304TP 相当〕 

 

差圧検出・ほう酸水注入管ノズルセーフエンド 

〔SUSF304 相当〕 

 

Ａ部詳細図

Ｂ部詳細図 

 

Ｃ部詳細図

 

P03,P03’

P04,P04’

P05,P05’

P06,P06’

P07,P07’ 

P08,P08’ 

P01,P01’

P02,P02’

ほう酸水注入管（1） 

〔SUS304TP 相当〕 

 

ほう酸水注入管（2） 

〔SUS304TP 相当〕 

 

：応力評価点 

〔   〕 ：ＪＩＳ相当材

（   ） ：材   料 

ティー 

サポート 
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表 1-1 計算結果の概要 

 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値 

応力 

評価面 

応力 

強さ 
許容値 

応力 

評価面 

差圧検出管 

SUS304TP 

ⅢＡＳ 2 111 P01-P02 8 167 P01-P02 

ⅣＡＳ 2 169 P01-P02 10 254 P01-P02 

ほう酸水注入管 

SUS304TP 

ⅢＡＳ 6 68 P07-P08 39 103 P07-P08 

ⅣＡＳ 7 104 P07-P08 47 156 P07-P08 

 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-10 R1 
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2. 計算条件 

2.1 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

 

2.2 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

 

2.4 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態は,「応力解析の方針」の 3.4 節に示す。 

 

2.5 材料 

各部の材料を図 1-1 に示す。 

 

2.6 物性値 

物性値は,「応力解析の方針」の 3.3 節に示す。 

 

2.7 荷重の組合せと応力評価 

荷重の組合せと応力評価は，「応力解析の方針」の 4.5 節に示す。 

 

2.8 許容限界 

許容限界は,「応力解析の方針」の 3.5 節に示す。 

 

2.9 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

 

σｔ  ：周方向応力 

σ     ：軸方向応力 

σｒ  ：半径方向応力 

τｔ ：せん断応力 

 

 

 

  

σ  
σｒ 

σｔ 
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3. 外荷重の条件 

3.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，3.2 節に示すはり要素でモデル化した差圧検出・ほう酸

水注入管のＦＥＭモデルにより死荷重及び固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各

節点の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。ここで，差圧検出・ほう酸水注入管

の質量は，炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物の全質量と比して小さいことから，

これらとの連成系としては考えず，これらの構造物の地震応答解析により得られた 3.4.2 項に

示す設計震度及び応答曲線（減衰定数 1.0％）を包絡して入力加速度とする。 

以上の計算は，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

 

3.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1-1 に示し，解析モデルを図 3-1 に示す。 

また，各節点の座標及び解析モデルのデータ諸元を表 3-1 及び表 3-2 に示す。 

支持条件は，

とする。  

 

3.3 死荷重 

差圧検出・ほう酸水注入管の評価に用いる死荷重を表 3-5 に示す。 

 

3.4 地震荷重 

3.4.1 固有周期 

差圧検出・ほう酸水注入管の固有周期を表 3-3 に，振動モード図を図 3-2 に示す。 

 

3.4.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書

類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原

子炉本体の基礎の地震応答計算書」及び「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基

づき設定する。また，減衰定数は添付書類「Ｖ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載

の減衰定数を用いる。 

評価に用いる設計用地震力を表 3-4 に示す。 

 

3.4.3 地震荷重の算出結果 

図 3-1 に示す解析モデルに 3.4.2 節で設定した地震力を入力とし，静的解析及びスペク

トルモーダル解析により，差圧検出・ほう酸水注入管の評価位置に発生する荷重の包絡値

を地震荷重とする。 

算出された地震荷重を表 3-5 に示す。 
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4. 応力計算 

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1-1 に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4-1 に示す。 

 

4.2 差圧による応力 

4.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

 

4.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ13，Ｐ81及びＰ83による一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

13・Ｐ
Ｙ－1

Ｙ
＝－σt  ， 81・Ｐ

Ｙ－1

１
＝σt  ， 83・Ｐ

Ｙ－1

１
＝σt  

 

13
2

2

・Ｐ
－1Ｙ

Ｙ
＝－σ  ， 81

2
・Ｐ

－1Ｙ

1
＝σ  ， 83

2
・Ｐ

－1Ｙ

1
＝σ  

 

13・Ｐ
Ｙ＋1

Ｙ
＝－　σr  ， 81・Ｐ

Ｙ＋1
＝－　σ

1
r  ， 83・Ｐ

Ｙ＋1

1
＝－　σr  

 

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝  

 

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

差圧検出・ほう酸水注入管に働く外荷重を表 3-5 に示す。 

 

4.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

Ａ

Ｆ
＝σ

L  

 

m
S

t ・ｒ
・Ｉ 2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ  

 

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m  

 

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

 

2

Ｄ
・ 

Ｉ

Ｍ
±

Ａ

Ｆ
＝σ

oL  

 

2

Ｄ
・　 

・Ｉ 2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t  

 

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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5. 応力強さの評価 

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-1 に示す。 

表 5-1 より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5 節に示す許

容値を満足する。 

 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-2 に示す。 

表 5-2 より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5

節に示す許容値を満足する。 
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図 3-1 解析モデル 
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表 3-1 節点座標 

            （単位：mm） 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 
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表 3-2 解析モデルのデータ諸元 

 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 厚さ 

1～ 2 

2～ 3 

3～ 5 

5～ 9 

9～11 

4－12，12～19 

1－20 

20～21 

21～24 

5－25，25～29，29－24 
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表 3-3 固有周期 

 

次数 
固有周期 

卓越方向 
刺激係数 

（s） Ｘ Ｙ Ｚ 

1 次 水平 

2 次 水平 

 

 

 

図 3-2 振動モード図（1次 ｓ） 
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表 3-4 設計用地震力 

注記 ＊1：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊3：溶接構造物に適用される減衰定数の値 

 

 

 

  

据付場所及び設置高さ(m) 固有周期(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(%) 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉圧力容器内 

EL  

ＣＨ＝0.97 

又は＊1 

ＣＶ＝0.74 

又は＊1 

ＣＨ＝1.61 

又は＊2 

ＣＶ＝1.37 

又は＊2 
1.0＊3 1.0＊3 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-10 R2 
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表 3-5 差圧検出・ほう酸水注入管外荷重 

 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点

軸力 せん断力 ねじり 

モーメント

曲げ 

モーメント 

ＦL 

（N） 

ＦS 

（N） 

Ｔ 

（N･mm） 

Ｍ 

（N･mm） 

L04 死荷重 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

L14 地震荷重Ｓｄ* 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

L16 地震荷重Ｓｓ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

  注記  ＊：流体反力を含む。 
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表 4-1 断面性状 

 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄｏ 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

P07，P08 
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表 5-1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
2 111＊1 2 169＊1 

P01’ 

P02’ 
2 111＊1 2 169＊1 

P03 

P04 
8 111＊1 8 169＊1 

P03’ 

P04’ 
8 111＊1 8 169＊1 

P05 

P06 
6 68＊2 6 104＊2 

P05’ 

P06’ 
6 68＊2 6 104＊2 

P07 

P08 
6 68＊2 7 104＊2 

P07’ 

P08’ 
6 68＊2 7 104＊2 

注記 ＊1：継手効率 を乗じた値を示す。 

＊2：継手効率 を乗じた値を示す。 
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表 5-2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
8 167＊1 10 254＊1 

P01’ 

P02’ 
7 167＊1 10 254＊1 

P03 

P04 
8 167＊1 8 254＊1 

P03’ 

P04’ 
8 167＊1 8 254＊1 

P05 

P06 
6 103＊2 6 156＊2 

P05’ 

P06’ 
6 103＊2 6 156＊2 

P07 

P08 
39 103＊2 47 156＊2 

P07’ 

P08’ 
39 103＊2 47 156＊2 

注記 ＊1：継手効率 を乗じた値を示す。 

＊2：継手効率 を乗じた値を示す。 
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Ⅴ-2-3-4-3-11 中性子計測案内管の耐震性についての計算書 
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1. 一般事項 

本計算書は，中性子計測案内管の耐震性についての計算書である。 

中性子計測案内管は，原子炉圧力容器内部構造物であるため，添付書類「Ⅴ-2-3-4-3-1 原子

炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」という。）に基づくものとす

る。 

 

1.1 記号の説明 

記号の説明は，「応力解析の方針」の 2 章に示す。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ｄｉ 

Ｄｏ 

Ｉ 

断面積 

内 径 

外 径 

断面二次モーメント 

mm2 

mm 

mm 

mm4 

 

1.2 適用基準 

適用基準は，「応力解析の方針」の 1.3 節に示す。 

 

1.3 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1-1 に示す。 

 

1.4 解析範囲 

解析範囲を図 1-1 に示す。 

 

1.5 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1-1 に示す。 

 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1-1(1) 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

 

  

中性子計測案内管 

〔SUS304TP 相当〕 

 

Ａ部詳細図 

Ａ
P02,P02’

P01,P01’

：応力評価点 

〔   〕：ＪＩＳ相当材 

（   ）：材   料 

炉心支持板 

中性子計測案内管 
スタビライザ 

中性子計測ハウジング 

原子炉圧力容器下部鏡板 
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図 1-1(2) 形状・寸法・材料・応力評価点 
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表 1-1 計算結果の概要 

 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価面

中性子計測案内管 

SUS304TP 

ⅢＡＳ 3 68 P01’- P02’ 62 103 P01’- P02’ 

ⅣＡＳ 4 104 P01’- P02’ 102 156 P01’- P02’ 

 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-11 R1 

4
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2. 計算条件 

2.1 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

 

2.2 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

 

2.3 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態は，「応力解析の方針」の 3.4 節に示す。 

 

2.4 材料 

各部の材料を図 1-1 に示す。 

 

2.5 物性値 

物性値は,「応力解析の方針」の 3.3 節による。 

 

2.6 荷重の組合せと応力評価 

荷重の組合せと応力評価は，「応力解析の方針」の 4.5 節に示す。 

 

2.7 許容限界 

許容限界は,「応力解析の方針」の 3.5 節に示す。 

 

2.8 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

 

σｔ  ：周方向応力 

σ    ：軸方向応力 

σｒ  ：半径方向応力 

τｔ ：せん断応力 

 

 

 

 

σ  

σｒ 

σｔ 
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3. 外荷重の条件 

3.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，3.2 節に示すはり要素でモデル化した中性子計測案内管

のＦＥＭモデルにより死荷重及び固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点のせ

ん断力及びモーメントの最大値を求める。ここで，中性子計測案内管の質量は，炉心，原子炉

圧力容器及び圧力容器内部構造物の全質量と比して小さいことから，これらとの連成系として

は考えず，これらの構造物の地震応答解析により得られた 3.4.2 項に示す設計震度及び応答曲

線（減衰定数 1.0％）を包絡して入力加速度とする。 

以上の計算は，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

 

3.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1-1 に示し，解析モデルを図 3-1，図 3-2 及び図 3-3 に示す。 

また，各節点の座標及び解析モデルのデータ諸元を表 3-1 及び表 3-2 に，中性子計測案内管

スタビライザのばね定数を表 3-3 及び表 3-4 に示す。 

中性子計測案内管は，上端を炉心支持板により支持され，下端を中性子計測ハウジングに溶

接された全長約 4m の管であり，原子炉圧力容器内に 55 本設置されている。また，高さ方向の

中央部においてスタビライザにより互いに連結されている構成である。 

中性子計測案内管の下端を支持する中性子計測ハウジングは，原子炉圧力容器下鏡に溶接さ

れており，その炉内部分の長さは中央部から外周になるに従って短くなり，全体としては長さ

の異なる 55 本の中性子計測案内管－ハウジングが，スタビライザにより互いに連結されるこ

とにより独立な振動を防止する構造である。 

本解析モデルは，図 3-1，図 3-2 及び図 3-3 に示すように

とする。 

支持条件は，

とする。 
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3.3 死荷重 

中性子計測案内管の評価に用いる死荷重を表 3-7 に示す。 

 

3.4 地震荷重 

3.4 .1 固有周期  

中性子計測案内管の固有周期を表 3-5 に，振動モード図を図 3-4 に示す。 

鉛直方向については，0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

 

3.4.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書

類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原

子炉本体の基礎の地震応答計算書」及び「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基

づき設定する。また，減衰定数は添付書類「Ｖ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載

の減衰定数を用いる。 

評価に用いる設計用地震力を表 3-6 に示す。 

 

3.4.3 地震荷重の算出結果 

図 3-1 に示す解析モデルに 3.4.2 節で設定した地震力を入力とし，静的解析及びスペク

トルモーダル解析により，中性子計測案内管の評価位置に発生する荷重の包絡値を地震荷

重とする。 

算出された地震荷重を表 3-7 に示す。 
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4. 応力計算 

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1-1 に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4-1 に示す。 

 

4.2 差圧による応力 

4.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4 章の図 4-1 に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

 

4.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ110による一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

110・Ｐ 
Ｙ－1

Ｙ
－＝σt  

 

σ ＝0 

 

110・Ｐ 
Ｙ＋1

Ｙ
＝－σr  

 

ここで，
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝  

 

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

中性子計測案内管に働く外荷重を表 3-7 に示す。 

 

4.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

Ａ

Ｆ
＝σ

L
 

 

m
S

t ・ｒ
・Ｉ 2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ  

 

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m  

 

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

 

2

Ｄ
・ 

Ｉ

Ｍ
±

Ａ

Ｆ
＝σ

oL
 

 

2

Ｄ
・　 

・Ｉ 2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t  

 

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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5. 応力強さの評価 

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-1 に示す。 

表 5-1 より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5 節に示す許

容値を満足する。 

 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5-2 に示す。 

表 5-2 より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5

節に示す許容値を満足する。 
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図 3-1 解析モデル 
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Ｋｎ：並進ばね定数，Ｋθｎ：回転ばね定数（ｎ：1～9） 

図 3-2 解析モデル（中性子計測案内管スタビライザ） 
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図 3-3 中性子計測案内管と中性子計測案内管スタビライザの 

配置及びグループ分割 
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表 3-1 節点座標 

  （単位：mm） 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
15 
16 
17 
18 
19 
20 
21 
22 
23 
24 
25 
26 
27 
28 
29 
30 
31 
32 
33 
34 
35 
36 
37 
38 
39 
40 
41 
42 
43 
44 
45 
46 
47 
48 
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表 3-2 解析モデルのデータ諸元 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 厚さ 

 1～ 7 

 7～ 8 

 9～15 

15～16 

17～23 

23～24 

25～31 

31～32 

33～38 

38～39 

39～40 

41～47 

47～48 

 4－12 

12－20 

12－28 

20－28 

20－36 

20－44 

28－36 

28－44 

36－44 

注記 ＊：（ ）内は，G5グループ中の取り替えた中性子計測ハウジングの寸法を示す。 
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表 3-3 並進ばね定数 

（単位：N/mm） 

記号 

Ｋ1 

Ｋ2 

Ｋ3 

Ｋ4 

Ｋ5 

Ｋ6 

Ｋ7 

Ｋ8 

Ｋ9 

表 3-4 回転ばね定数 

(単位：N・mm/rad) 

記号 

Ｋθ1 

Ｋθ2 

Ｋθ3 

Ｋθ4 

Ｋθ5 

Ｋθ6 

Ｋθ7 

Ｋθ8 

Ｋθ9 
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表 3-5 固有周期 

モード
固有周期 

卓越方向 
刺激係数 

（s） Ｘ Ｙ Ｚ 

1 次 

2 次 

3 次 

4 次 

5 次 

6 次 

7 次 

8 次 

9 次 

注 ：鉛直方向については，0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 
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図 3-4(1) 振動モード図（1 次 ｓ） 

図 3-4(2) 振動モード図（2 次 ｓ） 
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図 3-4(3) 振動モード図（3 次 ｓ） 

図 3-4(4) 振動モード図（4 次 ｓ） 
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図 3-4(5) 振動モード図（5 次 ｓ） 

図 3-4(6) 振動モード図（6 次 ｓ） 
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図 3-4(7) 振動モード図（7 次 ｓ） 

図 3-4(8)  振動モード図（8次 ｓ） 
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表 3-6 設計用地震力 

注記 ＊1：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

＊2：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊4：溶接構造物に適用される減衰定数の値 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(%) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉圧力容器内 

EL.
0.05 以下＊1 ＣＨ＝0.97 

又は＊2 
ＣＶ＝0.74 

ＣＨ＝1.62 

又は＊3 
ＣＶ＝1.37 1.0＊4 －

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-3-11 R3 
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表 3-7 中性子計測案内管外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点 

軸力 せん断力 曲げ 

モーメント

ＦＬ 

（N） 

ＦＳ 

（N） 

Ｍ 

（N･m） 

L04 死荷重 Ａ 

L14 地震荷重Ｓｄ* Ａ

L16 地震荷重Ｓｓ Ａ
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1
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1
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表 4-1 断面性状 

 

応力評価点 
Ｄｏ 

（mm） 

Ｄｉ 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 
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表 5-1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
2 68＊ 3 104＊ 

P01’ 

P02’ 
3 68＊ 4 104＊ 

注記 ＊：継手効率 を乗じた値を示す。 
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表 5-2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 
61 103＊ 102 156＊ 

P01’

P02’
62 103＊ 102 156＊ 

注記 ＊：継手効率 を乗じた値を示す。 
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Ⅴ-2-4-1 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の耐震計算結果
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1. 概要 

本資料は，核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の設備の耐震計算の手法及び条件の整

理について説明するものである。 

 

2. 耐震評価条件整理 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の設備に対して，設計基準対象施設の耐震クラス，

重大事故等対処施設の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震

評価における手法及び条件について，既に認可を受けた実績と差異の有無を整理した。

また，重大事故等対処施設のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故

等対処施設の評価条件と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。結果を

表 2-1 に示す。 

核燃料物資の取扱施設及び貯蔵施設のうち、新設又は、新規登録の設計基準対象施設

並びに重大事故等対処施設の耐震計算は表 2-1 に示す計算書に記載することとする。 

なお，既設の設備における弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的地震力による耐震計算につ

いては，基準地震動Ｓｓによる評価結果が弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的地震力の許容限

界を満足する場合，省略することとする。弾性設計用地震動Ｓｄによる疲労評価につい

ては，弾性設計用地震動Ｓｄによる繰返し回数が，基準地震動Ｓｓで設定している繰返し

回数以内であることを確認しているため，省略する。 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（1/3） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計上

の重要度分

類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

核
燃
料
物
質
の
取
扱
施
設
及
び
貯
蔵
施
設 

使用済燃料

貯蔵設備 

使用済燃料 
プール 

S － Ⅴ-2-4-2-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-4-2-1 

使用済燃料貯蔵
ラック

S 無 Ⅴ-2-4-2-2 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-4-2-2 

使用済燃料乾式
貯蔵容器 

S 無 Ⅴ-2-4-2-3 － － － 

使用済燃料プー
ル温度（ＳＡ）

－ － － 
常設／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-4-2-4 

使用済燃料プー
ル水位・温度
（ＳＡ広域）

C 

(新規登録)
－ － 

常設／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-4-2-5 

使用済燃料

貯蔵槽冷却

浄化設備 

主配管 S 無 Ⅴ-2-4-3-1-1 － － － 

常設低圧代替注
水系ポンプ 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-5-5-5-1＊2

主配管 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ｖ-2-4-3-2-1 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（2/3） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

核
燃
料
物
質
の
取
扱
施
設 

及
び
貯
蔵
施
設 

使用済燃

料貯蔵槽

冷却浄化

設備 

代替燃料プール
冷却系熱交換器 

－ － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-4-3-3-1 

代替燃料プール
冷却系ポンプ 

－ － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-4-3-3-2 

主配管 － － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-4-3-3-3 

使用済燃料 
プール 

S(使用済

燃料貯蔵

設備に記

載) 

－ － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-4-2-1 

使用済燃料貯蔵
ラック

S(使用済

燃料貯蔵

設備に記

載) 

－ － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-4-2-2 

代替淡水貯槽 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-2-29＊3 

西側淡水貯水設
備 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-2-23＊3 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（3/3） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

核
燃
料
物
質
の

取
扱
施
設 

及
び
貯
蔵
施
設 

その他 

使用済燃料プー
ル監視カメラ

－ － － 
常設／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-4-4-1 

使用済燃料プー
ル監視カメラ用
空冷装置

－ － － 
常設／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-4-4-2 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備，「常設／防止」は常設耐震重

要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備を示す。 

＊2：原子炉冷却系統施設と兼用の設備であり、評価内容が共通であるため、耐震評価は添付書類「Ⅴ-2-5 原子炉冷却系統施設の

耐震性についての計算書」に記載する。 

＊3：代替淡水貯槽及び西側淡水貯水設備の耐震評価は，添付書類「Ⅴ-2-2 耐震設計上重要な設備を設置する施設の耐震性につい

ての計算書」に記載する。 
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Ⅴ-2-4-2-1 使用済燃料プールの耐震性についての計算書 
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別紙 1 鉄筋コンクリート構造物の重大事故等時の高温による影響（使用済燃料プール） 

別紙 2 原子炉建屋における改造工事に伴う重量増加を反映した検討（使用済燃料プール） 
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概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき，使用済燃料プールの地震時

の構造強度及び機能維持の確認について説明するものであり，その評価は，応力解析による評価

により行う。 

使用済燃料プールは，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設」に，重大事故等対処施

設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備」に分類される。 

以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 

 

  



2 

N
T
2
 
補

②
Ⅴ

-2
-
4
-2
-
1

R
0
 

基本方針 

位置 

使用済燃料プールは原子炉建屋の一部を構成している。使用済燃料プールを含む原子炉建屋

の設置位置を図 2-1 に示す。 

図 2-1 使用済燃料プールを含む原子炉建屋の設置位置 



 

3 

N
T
2
 
補

②
 

Ⅴ
-2
-
4
-2
-
1 

R
0
 

構造概要 

原子炉建屋は，主体構造が鉄筋コンクリート造で，鉄骨造陸屋根をもつ地下 2 階，地上 6階

の建物である。中央部には，平面が南北方向 45.5 m，東西方向 42.5 m の原子炉建屋原子炉棟

（以下「原子炉棟」という。）があり，その周囲には，平面が南北方向 68.5 m，東西方向

68.25 m の原子炉建屋付属棟（以下「付属棟」という。）を配置している。 

使用済燃料プールは原子炉棟の燃料取替床（EL.46.5 m）付近に位置する鉄筋コンクリート

構造物で，使用済燃料，制御棒及び使用済燃料輸送容器が収容される。使用済燃料プール内に

は，収容される機器の遮蔽及び冷却のため常時水が張られている。使用済燃料プール内面はス

テンレス鋼でライニングされており，漏水を防ぐと共に，保守，点検についても考慮されてい

る。なお，ＪＥＡＧ４６０１－1987 に基づき，鋼製ライナは耐漏洩機能を，鉄筋コンクリー

ト部分は支持機能を有する。 

また，使用済燃料プールの反対側には，原子炉ウェルをはさんで燃料交換時に蒸気乾燥器と

気水分離器を仮置きする蒸気乾燥器・気水分離器ピットがある。（以下，使用済燃料プール，

原子炉ウェル及び蒸気乾燥器・気水分離器ピットの全てを示す場合は，これを「プール部」と

いう。） 

使用済燃料プールはほぼ長方形で，その大きさは，内面寸法で 12.192 m×10.363 m，主要

な壁厚 2.154 m，底面スラブ厚 1.599 m である。 

使用済燃料プールを含む原子炉建屋の概略平面図及び概略断面図を図 2-2 及び図 2-3 に，使

用済燃料プール周りの概略平面図及び概略断面図を図 2-4 及び図 2-5 に示す。 
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 図 2-2 の概略平面図（EL.46.5 m） 

図 2-3 使用済燃料プールを含む原子炉建屋の概略断面図（A－A 断面 NS 方向） 
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図 2-4 の概略平面図（EL.38.80 m） 

 

 

  

 

図 2-5 使用済燃料プール周りの概略断面図（A－A 断面 NS 方向） 

 



6 

N
T
2
 
補

②
Ⅴ

-2
-
4
-2
-
1

R
1
 

評価方針 

使用済燃料プールは，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設」に，重大事故等対処

施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備」に分類される。 

使用済燃料プールの設計基準対象施設としての評価においては，弾性設計用地震動Ｓｄによ

る地震力または静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対する評価（以下「Ｓｄ地震時に対

する評価」という。）及び基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対す

る評価」という。）を行うこととし，それぞれの評価は，添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の

地震応答計算書」の結果を踏まえたものとする。 

使用済燃料プールの評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき，応力解

析による評価において断面の評価を行うことで，使用済燃料プールの地震時の構造強度の確認

を行う。なお，使用済燃料プールの地震時の構造強度の確認には，地震応答解析による評価に

おいてせん断ひずみ及び保有水平耐力の評価が必要であるが，使用済燃料プールが原子炉建屋

の一部であることを踏まえ，使用済燃料プールを含む原子炉建屋全体としての評価結果を添付

書類「Ⅴ-2-2-2 原子炉建屋の耐震性についての計算書」に示すこととする。評価に当たって

は，地盤物性のばらつきを考慮する。 

また，重大事故等対処施設としての評価においては，Ｓｓ地震時に対する評価を行う。ここ

で，使用済燃料プールでは，運転時，設計基準事故時及び重大事故等時の状態において，温度

の条件が異なるが，コンクリートの温度が上昇した場合においても，コンクリートの圧縮強度

の低下は認められず，剛性低下は認められるがその影響は小さいと考えられる（別紙 1「鉄筋

コンクリート構造物の重大事故等時の高温による影響（使用済燃料プール）」参照）こと，ま

た，「発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格」では部材内の温度差及び

拘束力により発生する熱応力は自己拘束的な応力であり充分な塑性変形能力がある場合は終局

耐力に影響しないこととされていることから，重大事故等対処施設としての評価は，設計基準

対象施設としての評価と同一となる。 

使用済燃料プールの評価フローを図 2-6 に示す。 
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図 2-6 使用済燃料プールの評価フロー 

断面の評価 

 

 

注記 ＊：添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計算書」の 

     結果を踏まえた評価を行う。 

評価開始 

基本方針 

＜応力解析による評価＊＞ ＜地震応答解析による評価＊＞ 

添付書類「Ⅴ-2-2-2 

原子炉建屋の耐震性について

の計算書」にて評価 
○構造強度の確認 

評価終了 
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適用規格・基準等 

使用済燃料プールの評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協会）

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（（社）日本電気協会）

・ 原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（（社）日本電気協会）

・ 建築基準法・同施行令

・ 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，

1999）

・ 原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005）

・ 発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，

2003）（以下「ＣＣＶ規格」という。）
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応力解析による評価方法 

評価対象部位及び評価方針 

使用済燃料プールの応力解析による評価対象部位は，プールを構成する壁及び底版とし，以

下の方針に基づき評価を行う。 

Ｓd 地震時及びＳｓ地震時に対する評価は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析による

こととし，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が，「ＣＣＶ規格」に基

づき設定した許容限界を超えないことを確認する。 

3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析にあたっては，添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋

の地震応答計算書」により得られた結果を用いて，荷重の組合せを行う。また，断面の評価に

ついては，地盤物性のばらつきを考慮した断面力に対して行うこととする。応力解析による評

価フローを図 3-1 に示す。 
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図 3-1 応力解析による評価フロー 

評価開始 

地震荷重
＊
 

（動水圧荷重を含む） 
固定荷重，積載荷重， 

静水圧荷重，長期ラック荷重 

運転時温度荷重 

荷重の組合せ 

＜Ｓ
d
地震時に対する評価＞ ＜Ｓ

d
地震時＋温度に対する評価＞ ＜Ｓ

s
地震時に対する評価＞

解析モデル及び諸元の設定 

Ｓ
d
地震時の応力解析 Ｓ

d
地震時＋温度の応力解析 Ｓ

s
地震時の応力解析 

断面の評価 

評価終了 

添付書類「Ｖ-2-2-1 
原子炉建屋の地震応答計算書」

許容限界の設定 
（「ＣＣＶ規格」に基づく） 

注記 ＊：地盤物性のばらつきを考慮する。
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荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している荷

重及び荷重の組合せを用いる。 
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 荷重 

固定荷重（G）及び積載荷重（P） 

解析モデルに考慮する固定荷重を表 3-1 に示す。 

解析モデルの床に考慮する積載荷重を表 3-2 に示す。これらは，床のＦＥＭ要素に面荷

重として与える。また，プール部に連続する床が負担する荷重のうち，プール部に考慮す

る荷重を表 3-3 に示す。 

表 3-1 固定荷重（床及び壁） 

部位 
使用済燃料プール

（kN/m3） 

蒸気乾燥器・気水分離器ピット

（kN/m3） 

床 24.0 24.0 

壁 24.0 24.0 

表 3-2 積載荷重（床） 

荷重 

使用済 

燃料プール

（kN/m2） 

蒸気乾燥器・ 

気水分離器ピット

（kN/m2） 

EL.46.5 m 床

（kN/m2） 

EL.38.8 m 床

（kN/m2） 

機器荷重 17.1 － (積載荷重に含む) (積載荷重に含む)

配管荷重 2.94 2.94 2.94 2.94 

積載荷重 4.90 4.90 48.1 9.32 

表 3-3 プール部に連続する床に作用する荷重 

荷重 
EL.46.5 m 

東側床 

EL.46.5 m 

西側床 

EL.38.8 m 

東側床 

EL.38.8 m 

西側床 

躯体自重＊1（kN/m2） 25.9 16.1 16.8 14.4 

積載荷重＊2（kN/m2） 48.1 48.1   9.32   9.32 

配管荷重＊2（kN/m2）   2.94   2.94   2.94   2.94 

考慮する床の幅＊3（m）   2.15   2.30   2.15   2.30 

注記 ＊1：単位体積重量γ＝24 kN/m3として設定。 

＊2：既工事計画認可申請書 第 1 回申請 添付書類「Ⅲ-5 原子炉建屋の強度計算書」に

基づき設定。 

＊3：隣接するスパン幅の半分を考慮。 
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静水圧荷重（Hs） 

解析モデルに考慮するプール内の静水圧荷重の算定条件を表 3-4 に示す。なお，プール

部の水位は通常運転時の状態を対象とし，使用済燃料プールが満水で蒸気乾燥器・気水分

離器ピット及び原子炉ウェルには水が無い状態とする。 

 

表 3-4 プールの静水圧荷重の算定条件 

部位 
最高水位 

（m） 

プール底面レベル 

（m） 

最大水深 

（m） 

使用済燃料プール EL. 46.195＊ EL. 34.689＊1 11.506 

注記 ＊：使用済燃料プールの通常運転時の水位及び底面レベルは，添付書類「Ⅴ-1-3-1 

使用済燃料貯蔵槽の温度，水位及び漏えいを監視する装置の構成に関する説明

書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」に基づき設定。 

 

長期ラック荷重（R0） 

解析モデルに考慮する使用済燃料プール底版に作用する使用済燃料ラックの長期荷重

（以下「長期ラック荷重」という。）を表 3-5 に示す値とする。なお，長期ラック荷重は

使用済燃料の重量を含んでいる。 

 

表 3-5 長期ラック荷重＊ 

（使用済燃料の重量を含む） 

部位 荷重 

使用済燃料プール 70.7 kN/m2 

注記 ＊：平成 6年 4 月 19 日付け 6 資庁第 2531 号にて認可され

た工事計画の「I 工事計画書」に基づき設定。 
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地震荷重（Sd，Ss） 

Ｓｄ地震荷重（Sd） 

水平方向のＳｄ地震荷重は，水平地震力及び動水圧荷重で構成される。鉛直方向の

Ｓｄ地震荷重は，鉛直地震力及び動水圧荷重で構成される。 

Ｓｄ地震荷重のうち，水平地震力は弾性設計用地震動Ｓｄに対する地震応答解析より

算定される動的地震力及び層せん断力係数 3.0Ci より算定される静的地震力より設定す

る。 

鉛直地震力は，弾性設計用地震動Ｓｄに対する地震応答解析より算定される動的地震

力に，及び震度 0.3 を基準とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮した高

さ方向に一定の鉛直震度より算定される静的地震力により設定する。このとき，弾性設

計用地震動Ｓｄに対する地震応答解析より算定される動的地震力は，添付書類「Ｖ-2-

2-1 原子炉建屋の地震応答計算書」に基づく応答値の最大値に地盤物性のばらつきを

考慮して設定する。 

Ｓs地震荷重（Ss） 

水平方向のＳｓ地震荷重は，水平地震力及び動水圧荷重で構成される。鉛直方向の

Ｓｓ地震荷重は，鉛直地震力及び動水圧荷重で構成される。 

Ｓｓ地震荷重のうち水平地震力及び鉛直地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答

解析より算定される動的地震力より設定する。このとき，基準地震動Ｓｓに対する地震

応答解析より算定される動的地震力は，添付書類「Ｖ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計

算書」に基づく応答値の最大値に地盤物性のばらつきを考慮して設定する。 

運転時温度荷重（T） 

運転時温度荷重は，通常運転時の夏季及び冬季の通常運転時温度荷重を考慮するものと

する。通常運転時における使用済燃料プールの水温及び雰囲気温度を既工事計画認可申請

書 第 1 回申請 添付書類「Ⅲ-2-1 原子炉格納容器の設計条件に関する説明書」及び東海

第二発電所原子炉設置変更許可 添付書類八 「4.燃料の貯蔵設備及び取扱設備 4.3.7

燃料プール浄化冷却系」に基づき設定し，表 3-6 及び図 3-2 に示す。 

原子炉建屋内の雰囲気温度は，既工事計画認可申請書 第 1回申請添付書類「Ⅲ-3-3-14 

原子炉格納容器底部コンクリートマット強度計算書」に基づき，冬季及び夏季においてそ

れぞれ 10 ℃及び 40 ℃と設定し，外気温は，東海第二発電所原子炉設置変更許可 添付

書類五 「5.気象 5.2 最寄りの気象官署の資料による一般気象」に基づき，それぞれ

3 ℃及び 25.2 ℃とする。 

プールの壁及び底版の温度分布設定箇所を図 3-3 に，各部位の表面温度を一定とした定

常温度分布解析から算出される温度分布を表 3-7 に示す。 
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表 3-6 雰囲気温度（通常運転時） 

荷重 
通常運転時

（℃） 

ドライウェル 66 

原子炉ウェル 66 

使用済燃料プール（水温） 52 

蒸気乾燥器・ 

気水分離器ピット 
10 （40）＊ 

注記 ＊1：蒸気乾燥器・気水分離器ピット内は

原子炉建屋内の雰囲気温度と同一。

カッコ内は夏季の温度を示す。

（a）通常運転時（冬季） 

図 3-2 雰囲気温度 
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（a）東側プール壁（A－A 矢視） 

（b）西側プール壁（B－B 矢視） 

図 3-3（1／3） 各壁及び底版の温度分布設定箇所 

PN

B

B

Ａ

Ａ
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（c）北側プール壁（C－C 矢視） 

（d）南側ウェル壁（D－D 矢視） 

図 3-3（2／3） 各壁及び底版の温度分布設定箇所 

PN

C C

D D
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（e）プール底版 

図 3-3（3／3） 各壁及び底版の温度分布設定箇所 

表 3-7 温度分布（通常運転時） 

部位 

表面温度（℃） 

冬季 夏季 

プール内側 プール外側 プール内側 プール外側

東側壁① 52.0 17.5 52.0 42.1 

西側壁① 52.0 20.7 52.0 43.0 

西側壁② 52.0 17.5 52.0 42.1 

南側壁① 52.0 62.8 52.0 62.8 

南側壁② 52.0 62.8 52.0 62.8 

南側壁③ 52.0 63.2 52.0 63.2 

北側壁① 52.0 17.9 52.0 42.3 

底版① 52.0 19.5 52.0 42.7 

底版①

4C

5C

6C

ML
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 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3-8 に示す。 

表 3-8 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

短期 

Ｓｄ地震時 GP＋Hs＋R0＋Sd 

Ｓｄ地震時＋温度 GP＋Hs＋R0＋Sd＋T 

Ｓｓ地震時 GP＋Hs＋R0＋Ss 

GP ：固定荷重及び積載荷重 

Hs ：静水圧荷重 

R0 ：長期ラック荷重 

Sd ：Ｓｄ地震荷重 

Ss ：Ｓｓ地震荷重 

T ：運転時温度荷重 
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許容限界 

応力解析による評価における使用済燃料プールの許容限界は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維

持の基本方針」に記載の構造強度上の制限の方針に基づき，表 3-9 及び表 3-10 のとおり設定

する。 

また，コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 3-11 及び表 3-12 に，コンクリート及び鉄筋

の許容ひずみを表 3-13 に示す。 

表 3-9 応力解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値）

― 
構造強度を 

有すること 

基準地震動

Ｓｓ 

使用済燃料

プール躯体 

部材に生じる応力及

びひずみが構造強度

を確保するための許

容限界を超えないこ

とを確認 

「ＣＣＶ規格」に

基づく荷重状態Ⅳ

の許容値 

弾性設計用

地震動Ｓｄ 

及び 

静的地震力

使用済燃料

プール躯体 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「ＣＣＶ規格」に

基づく荷重状態Ⅲ

の許容値 

表 3-10 応力解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値）

― 
構造強度を 

有すること 

基準地震動

Ｓｓ 

使用済燃料

プール躯体 

部材に生じる応力及

びひずみが構造強度

を確保するための許

容限界を超えないこ

とを確認 

「ＣＣＶ規格」に

基づく荷重状態Ⅳ

の許容値 
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表 3-11 コンクリートの許容応力度

外力の状態 

Fc＝22.1（N/mm2） 

応力状態 1＊1 応力状態 2＊2 

圧縮 

（N/mm2） 

せん断 

（N/mm2） 

圧縮 

（N/mm2） 

せん断 

（N/mm2） 

Ｓｄ地震時 

Ｓｄ地震時＋温度
14.7 1.06 16.5 1.06 

Ｓｓ地震時 18.7 1.06 － － 

注記 ＊1：「応力状態 1」とは，各荷重状態において温度荷重により生じる応力を除いた応

力が生じている状態をいう。 

＊2：「応力状態 2」とは，各荷重状態において温度荷重による応力が生じている状態

をいう。 

表 3-12 鉄筋の許容応力度 

外力の状態 

SD345＊ 

引張及び圧縮 

（N/mm2） 

面外せん断 

（N/mm2） 

Ｓｄ地震時 

Ｓｄ地震時＋温度

Ｓｓ地震時 

345 345 

注記 ＊：建設当時の鉄筋の種類は SD35 であるが現在の規格（SD345）に読み替えた許容応

力度を示す。 

表 3-13 コンクリート及び鉄筋の許容ひずみ 

外力の状態 
コンクリート

（圧縮ひずみ） 

鉄筋 

（圧縮ひずみ及び引張ひずみ） 

Ｓｓ地震時 0.003 0.005 
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解析モデル及び諸元 

モデル化の基本方針

基本方針 

応力解析は，3次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析を実施する。解析には，解析コ

ード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ ver 2016.1.1」を用いる。また，解析コードの検証及び妥

当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-1 計算機プログラム（解析コード）の概

要・ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」に示す。 

解析モデルは，使用済燃料プール，原子炉ウェル及び蒸気乾燥器・気水分離器ピットを

一体としてモデル化する。また，プール部に連続する壁及び床については，これらのプー

ル部に対する拘束効果を適切に反映した解析モデルとする。

解析モデル概要図を図 3-4 に示す。

使用要素 

解析モデルに使用するＦＥＭ要素は，プール部についてはシェル要素とする。プール部

の要素分割展開図を図 3-5 に示す。有限要素分割は四角形及び三角形で，要素は均質等方

性な板要素である。各要素には板の曲げと軸力を同時に考えるが，板の曲げには面外せん

断変形の影響も考慮する。 

境界条件 

水平地震力作用時及び温度荷重時以外 

応力解析モデルの原子炉ウェル下端について鉛直方向変位及び回転を拘束し内部ボッ

クス壁（I／W）下端を固定とする。応力解析モデルの下端以外の境界については，プー

ル部に取り付く一般床及び内部ボックス壁（I／W）の面内剛性による拘束効果を考慮

し，等価な曲げ・せん断剛性を有する梁要素でモデル化する。 

水平地震力作用時 

応力解析モデルの原子炉ウェル下端を固定とし，内部ボックス壁（I／W）端部にはプ

ール部と周辺構造物との間で生じる荷重の伝達を考慮し，鉛直方向の強制変位又は外力

を与える。応力解析モデルの下端以外の境界については，プール部に取り付く一般床及

び内部ボックス壁（I／W）の面内剛性による拘束効果を考慮し，等価な曲げ・せん断剛

性を有する梁要素でモデル化する。 

温度荷重時 

応力解析モデルの原子炉ウェル及び内部ボックス壁（I／W）下端について鉛直方向変

位及び回転を拘束する。応力解析モデルの下端以外の境界については，プール部に取り

付く一般床及び内部ボックス壁（I／W）の面内剛性による拘束効果を考慮し，等価な曲

げ・せん断剛性を有する梁要素でモデル化する。 



23 

N
T
2
 
補

②
Ⅴ

-2
-
4
-2
-
1

R
0
 

節点数：1028 

要素数：1192 

図 3-4 解析モデル概要図 
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（a）東側プール壁（A－A 矢視） 

（b）西側プール壁（B－B 矢視） 

図 3-5（1／3） プール部の要素分割展開図 

PN

B

B

Ａ

Ａ
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（c）北側プール壁（C－C 矢視） 

（d）南側ウェル壁（D－D 矢視） 

図 3-5（2／3） プール部の要素分割展開図 

PN

C C

D D
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（e）プール底版 

図 3-5（3／3） プール部の要素分割展開図 

4C

5C

6C

ML
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 解析諸元 

コンクリート及び鉄筋の物性値を表 3-14 に示す。なお，鉄筋は SD345（SD35）を使用し

ているが，弾性解析において鉄筋はモデル化しない。 

表 3-14（1／2） コンクリートの物性値 

コンクリートの

設計基準強度

Fc（N/mm2）

ヤング

係数

E（N/mm2） 

ポアソン比 

ν 

22.1 2.21×104 0.2 

表 3-14（2／2） 鉄筋の物性値 

鉄筋の種類 
ヤング係数

E（N/mm2）

SD345 相当 

（SD35） 
2.05×105 
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評価方法 

 応力解析方法 

使用済燃料プールについて，3次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析を実施する。 

荷重ケース 

Ｓｄ地震時，Ｓｄ地震時＋温度及びＳｓ地震時の応力は，単独荷重による解析で求まる応

力を組合せて求める。 

単独荷重の記号を以下に示す。 

GP ：固定荷重及び積載荷重 

Hs ：静水圧荷重 

R0 ：長期ラック荷重 

SdWE＊ ：Ｓｄ地震荷重  W→E方向 GP 及び R0による慣性力 

SdSN＊ ：Ｓｄ地震荷重  S→N方向 GP 及び R0による慣性力 

SdDU＊ ：Ｓｄ地震荷重  鉛直方向 GP 及び R0による慣性力 

HdWE＊ ：Ｓｄ地震荷重  W→E方向 水平地震力による動水圧荷重 

HdSN＊ ：Ｓｄ地震荷重  S→N方向 水平地震力による動水圧荷重 

HdDU＊ ：Ｓｄ地震荷重  鉛直方向 鉛直地震力による動水圧荷重 

SsWE＊ ：Ｓｓ地震荷重  W→E方向 GP 及び R0による慣性力 

SsSN＊ ：Ｓｓ地震荷重  S→N方向 GP 及び R0による慣性力 

SsDU＊ ：Ｓｓ地震荷重  鉛直方向 GP 及び R0による慣性力 

HsWE＊ ：Ｓｓ地震荷重  W→E方向 水平地震力による動水圧荷重 

HsSN＊ ：Ｓｓ地震荷重  S→N方向 水平地震力による動水圧荷重 

HsDU＊ ：Ｓｓ地震荷重  鉛直方向 鉛直地震力による動水圧荷重 

T01 ：運転時温度荷重（冬） 

T02 ：運転時温度荷重（夏） 

注記 ＊：加力方向により絶対値の差異はないため，計算上の座標軸を基本として，EW

方向は W→E 方向加力，NS 方向は S→N 方向加力，鉛直方向は上向き加力を

記載している。 
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荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 3-15～表 3-17 に示す。 

水平地震力と鉛直地震力による応力の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程ＪＥ

ＡＣ４６０１－2008（（社）日本電気協会，2008）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係

数は 1.0 と 0.4）を用いるものとする。 

表 3-15 荷重の組合せケース（Ｓｄ地震時） 

組合せ

係数 
鉛直 
方向 

水平 
方向 

ケース
No.

荷重の組合せ 

水平

1.0 

鉛直

0.4 

上 

W→E 1－1 GP＋Hs＋R0＋1.0SdWE＋1.0HdWE＋0.4SdDU＋0.4HdDU

E→W 1－2 GP＋Hs＋R0－1.0SdWE－1.0HdWE＋0.4SdDU＋0.4HdDU

S→N 1－3 GP＋Hs＋R0＋1.0SdSN＋1.0HdSN＋0.4SdDU＋0.4HdDU

N→S 1－4 GP＋Hs＋R0－1.0SdSN－1.0HdSN＋0.4SdDU＋0.4HdDU

下 

W→E 1－5 GP＋Hs＋R0＋1.0SdWE＋1.0HdWE－0.4SdDU－0.4HdDU

E→W 1－6 GP＋Hs＋R0－1.0SdWE－1.0HdWE－0.4SdDU－0.4HdDU

S→N 1－7 GP＋Hs＋R0＋1.0SdSN＋1.0HdSN－0.4SdDU－0.4HdDU

N→S 1－8 GP＋Hs＋R0－1.0SdSN－1.0HdSN－0.4SdDU－0.4HdDU

水平

0.4 

鉛直

1.0 

上 

W→E 1－9 GP＋Hs＋R0＋0.4SdWE＋0.4HdWE＋1.0SdDU＋1.0HdDU

E→W 1－10 GP＋Hs＋R0－0.4SdWE－0.4HdWE＋1.0SdDU＋1.0HdDU

S→N 1－11 GP＋Hs＋R0＋0.4SdSN＋0.4HdSN＋1.0SdDU＋1.0HdDU

N→S 1－12 GP＋Hs＋R0－0.4SdSN－0.4HdSN＋1.0SdDU＋1.0HdDU

下 

W→E 1－13 GP＋Hs＋R0＋0.4SdWE＋0.4HdWE－1.0SdDU－1.0HdDU

E→W 1－14 GP＋Hs＋R0－0.4SdWE－0.4HdWE－1.0SdDU－1.0HdDU

S→N 1－15 GP＋Hs＋R0＋0.4SdSN＋0.4HdSN－1.0SdDU－1.0HdDU

N→S 1－16 GP＋Hs＋R0－0.4SdSN－0.4HdSN－1.0SdDU－1.0HdDU
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表 3-16 荷重の組合せケース（Ｓｄ地震時＋温度） 

組合せ

係数 
鉛直 
方向 

水平 
方向 

ケース
No.

荷重の組合せ 

冬 

水平

1.0 

鉛直

0.4 

上 

W→E 2－1 GP＋Hs＋R0＋1.0SdWE＋1.0HdWE＋0.4SdDU＋0.4HdDU＋T01

E→W 2－2 GP＋Hs＋R0－1.0SdWE－1.0HdWE＋0.4SdDU＋0.4HdDU＋T01

S→N 2－3 GP＋Hs＋R0＋1.0SdSN＋1.0HdSN＋0.4SdDU＋0.4HdDU＋T01

N→S 2－4 GP＋Hs＋R0－1.0SdSN－1.0HdSN＋0.4SdDU＋0.4HdDU＋T01

下 

W→E 2－5 GP＋Hs＋R0＋1.0SdWE＋1.0HdWE－0.4SdDU－0.4HdDU＋T01

E→W 2－6 GP＋Hs＋R0－1.0SdWE－1.0HdWE－0.4SdDU－0.4HdDU＋T01

S→N 2－7 GP＋Hs＋R0＋1.0SdSN＋1.0HdSN－0.4SdDU－0.4HdDU＋T01

N→S 2－8 GP＋Hs＋R0－1.0SdSN－1.0HdSN－0.4SdDU－0.4HdDU＋T01

水平

0.4 

鉛直

1.0 

上 

W→E 2－9 GP＋Hs＋R0＋0.4SdWE＋0.4HdWE＋1.0SdDU＋1.0HdDU＋T01

E→W 2－10 GP＋Hs＋R0－0.4SdWE－0.4HdWE＋1.0SdDU＋1.0HdDU＋T01

S→N 2－11 GP＋Hs＋R0＋0.4SdSN＋0.4HdSN＋1.0SdDU＋1.0HdDU＋T01

N→S 2－12 GP＋Hs＋R0－0.4SdSN－0.4HdSN＋1.0SdDU＋1.0HdDU＋T01

下 

W→E 2－13 GP＋Hs＋R0＋0.4SdWE＋0.4HdWE－1.0SdDU－1.0HdDU＋T01

E→W 2－14 GP＋Hs＋R0－0.4SdWE－0.4HdWE－1.0SdDU－1.0HdDU＋T01

S→N 2－15 GP＋Hs＋R0＋0.4SdSN＋0.4HdSN－1.0SdDU－1.0HdDU＋T01

N→S 2－16 GP＋Hs＋R0－0.4SdSN－0.4HdSN－1.0SdDU－1.0HdDU＋T01

夏 

水平

1.0 

鉛直

0.4 

上 

W→E 2－17 GP＋Hs＋R0＋1.0SdWE＋1.0HdWE＋0.4SdDU＋0.4HdDU＋T02

E→W 2－18 GP＋Hs＋R0－1.0SdWE－1.0HdWE＋0.4SdDU＋0.4HdDU＋T02

S→N 2－19 GP＋Hs＋R0＋1.0SdSN＋1.0HdSN＋0.4SdDU＋0.4HdDU＋T02

N→S 2－20 GP＋Hs＋R0－1.0SdSN－1.0HdSN＋0.4SdDU＋0.4HdDU＋T02

下 

W→E 2－21 GP＋Hs＋R0＋1.0SdWE＋1.0HdWE－0.4SdDU－0.4HdDU＋T02

E→W 2－22 GP＋Hs＋R0－1.0SdWE－1.0HdWE－0.4SdDU－0.4HdDU＋T02

S→N 2－23 GP＋Hs＋R0＋1.0SdSN＋1.0HdSN－0.4SdDU－0.4HdDU＋T02

N→S 2－24 GP＋Hs＋R0－1.0SdSN－1.0HdSN－0.4SdDU－0.4HdDU＋T02

水平

0.4 

鉛直

1.0 

上 

W→E 2－25 GP＋Hs＋R0＋0.4SdWE＋0.4HdWE＋1.0SdDU＋1.0HdDU＋T02

E→W 2－26 GP＋Hs＋R0－0.4SdWE－0.4HdWE＋1.0SdDU＋1.0HdDU＋T02

S→N 2－27 GP＋Hs＋R0＋0.4SdSN＋0.4HdSN＋1.0SdDU＋1.0HdDU＋T02

N→S 2－28 GP＋Hs＋R0－0.4SdSN－0.4HdSN＋1.0SdDU＋1.0HdDU＋T02

下 

W→E 2－29 GP＋Hs＋R0＋0.4SdWE＋0.4HdWE－1.0SdDU－1.0HdDU＋T02

E→W 2－30 GP＋Hs＋R0－0.4SdWE－0.4HdWE－1.0SdDU－1.0HdDU＋T02

S→N 2－31 GP＋Hs＋R0＋0.4SdSN＋0.4HdSN－1.0SdDU－1.0HdDU＋T02

N→S 2－32 GP＋Hs＋R0－0.4SdSN－0.4HdSN－1.0SdDU－1.0HdDU＋T02
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表 3-17 荷重の組合せケース（Ｓｓ地震時） 

組合せ

係数 
鉛直 
方向 

水平 
方向 

ケース
No.

荷重の組合せ 

水平

1.0 

鉛直

0.4 

上 

W→E 3－1 GP＋Hs＋R0＋1.0SsWE＋1.0HsWE＋0.4SsDU＋0.4HsDU

E→W 3－2 GP＋Hs＋R0－1.0SsWE－1.0HsWE＋0.4SsDU＋0.4HsDU

S→N 3－3 GP＋Hs＋R0＋1.0SsSN＋1.0HsSN＋0.4SsDU＋0.4HsDU

N→S 3－4 GP＋Hs＋R0－1.0SsSN－1.0HsSN＋0.4SsDU＋0.4HsDU

下 

W→E 3－5 GP＋Hs＋R0＋1.0SsWE＋1.0HsWE－0.4SsDU－0.4HsDU

E→W 3－6 GP＋Hs＋R0－1.0SsWE－1.0HsWE－0.4SsDU－0.4HsDU

S→N 3－7 GP＋Hs＋R0＋1.0SsSN＋1.0HsSN－0.4SsDU－0.4HsDU

N→S 3－8 GP＋Hs＋R0－1.0SsSN－1.0HsSN－0.4SsDU－0.4HsDU

水平

0.4 

鉛直

1.0 

上 

W→E 3－9 GP＋Hs＋R0＋0.4SsWE＋0.4HsWE＋1.0SsDU＋1.0HsDU

E→W 3－10 GP＋Hs＋R0－0.4SsWE－0.4HsWE＋1.0SsDU＋1.0HsDU

S→N 3－11 GP＋Hs＋R0＋0.4SsSN＋0.4HsSN＋1.0SsDU＋1.0HsDU

N→S 3－12 GP＋Hs＋R0－0.4SsSN－0.4HsSN＋1.0SsDU＋1.0HsDU

下 

W→E 3－13 GP＋Hs＋R0＋0.4SsWE＋0.4HsWE－1.0SsDU－1.0HsDU

E→W 3－14 GP＋Hs＋R0－0.4SsWE－0.4HsWE－1.0SsDU－1.0HsDU

S→N 3－15 GP＋Hs＋R0＋0.4SsSN＋0.4HsSN－1.0SsDU－1.0HsDU

N→S 3－16 GP＋Hs＋R0－0.4SsSN－0.4HsSN－1.0SsDU－1.0HsDU
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荷重の入力方法 

固定荷重及び積載荷重 

固定荷重は，プール部の要素に作用する物体力として入力する。また，表 3-2 に示す

積載荷重は面荷重として，表 3-3 に示すプール部に連続する床に作用する荷重は線荷重

として入力する。 

静水圧荷重 

表 3-4 に示す静水圧荷重を，底版に面荷重として，壁に面荷重及び節点荷重として入

力する。 

長期ラック荷重 

表 3-5 に示す長期ラック荷重を使用済燃料プール底版に面荷重として入力する。 

地震荷重 

固定・積載荷重による慣性力 

水平地震力及び鉛直地震力は，弾性設計用地震動Ｓｄに対する地震応答解析より算

定される動的地震力及び静的地震力並びに基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より

算定される動的地震力に地盤物性のばらつきを考慮して設定する。 

水平地震力は地震応答解析モデルにおける質点レベルに，せん断力及び曲げモーメ

ントを節点力として入力する。なお，NS 方向の水平地震力として，プール部の壁が

負担する鉛直方向のせん断力についても考慮し，内部ボックス壁（I／W）端部に鉛直

方向の線荷重を入力する。また，EW 方向の水平地震力として，内部ボックス壁（I／

W）と原子炉ウェル部の回転変形の差から生じるねじりについても考慮し，内部ボッ

クス壁（I／W）と原子炉ウェル部の相対変形角を内部ボックス壁（I／W）端部の節点

に強制変形を入力する。入力するせん断力及び曲げモーメントを表 3-18 に，NS 方向

の水平地震時にプール部の壁に作用するせん断力を表 3-19 に，EW 方向の水平地震時

に内部ボックス壁（I／W）端部に生じる相対変形角を表 3-20 に示す。 

鉛直地震力は，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓにより算出される動的地

震力を包絡したプール部における鉛直震度とし，固定荷重及び機器荷重，配管荷重，

積載荷重及び長期ラック荷重に乗じて入力する。鉛直地震力の算定に用いる鉛直震度

を表 3-21 及び表 3-22 に示す。 

動水圧荷重 

水平地震力による動水圧荷重は，「ＪＥＡＧ４６０１－1987」に掲載されているハ

ウスナーの方法に基づき，添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計算書」に示

す弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる応答解析結果から衝撃圧及び揺動

圧を算定し，それらのうち最大となるケースとして，弾性設計用地震動ＳｄではＳｄ

－１３，基準地震動ＳｓではＳs－１３による評価値に対して地盤物性のばらつきを考

慮してプール部の壁及び床の各要素に面荷重として入力する。水平地震力による動水

圧荷重を図 3-7 及び図 3-8 に示す。 

鉛直地震力による動水圧荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓにより

算出される動的地震力を包絡したプール部における鉛直震度とし，静水圧荷重に乗じ
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面荷重として入力する。鉛直地震力による動水圧荷重の算定に用いる鉛直震度を表

3-21 及び表 3-22 に，地震応答解析モデルを図 3-6 に示す。

表 3-18 地震荷重（せん断力及び曲げモーメント） 

（a）NS 方向

EL. 

（m） 

せん断力（kN） 曲げモーメント（kN・m） 

Ｓｄ地震時 Ｓｓ地震時 Ｓｄ地震時 Ｓｓ地震時 

46.5 47400 65000 76300 151000 

38.8 -1670 -2200  8010  15400 

（b）EW 方向

EL. 

（m） 

せん断力（kN） 曲げモーメント（kN・m） 

Ｓｄ地震時 Ｓｓ地震時 Ｓｄ地震時 Ｓｓ地震時 

46.5 28000 31900 27000 66700 

38.8   970  4850  3680 10500 

表 3-19 地震荷重（プール壁に作用するせん断力） 

部位 
せん断力（kN） 

Ｓｄ地震時 Ｓｓ地震時 

使用済燃料プール 16300 24600 

蒸気乾燥器・ 

気水分離器ピット 
 6660 10100 

表 3-20 地震荷重（プール壁端部の相対変形角） 

相対変形角（×10-4 rad.） 

Ｓｄ地震時 Ｓｓ地震時 

0.980 1.33 
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表 3-21 鉛直地震力及び動水圧荷重の算定に用いる鉛直震度（Ｓｄ地震時） 

質点番号 
基 本＊1 
（cm/s2） 

地盤＋σ＊2

（cm/s2） 
地盤－σ＊2

（cm/s2） 
最大値 

（cm/s2） 
鉛直震度 

3 435 474 404 474 

0.49 4 414 451 384 451 

5 383 416 353 416 

注記 ＊1：Ｓｄ－Ｄ１，Ｓｄ－１１，Ｓｄ－１２，Ｓｄ－１３，Ｓｄ－１４，Ｓｄ－２１，

Ｓｄ－２２及びＳｄ－３１の最大値 

＊2：Ｓｄ－Ｄ１，Ｓｄ－２１，Ｓｄ－２２及びＳｄ－３１の最大値 

表 3-22 鉛直地震力及び動水圧荷重の算定に用いる鉛直震度（Ｓｓ地震時） 

質点番号 
基 本※1 
（cm/s2） 

地盤＋σ※2

（cm/s2） 
地盤－σ※2

（cm/s2） 
最大値 

（cm/s2） 
鉛直震度 

3 823 913 729 913 

0.94 4 785 869 693 869 

5 726 799 640 799 

注記 ＊1：Ｓｄ－Ｄ１，Ｓｄ－１１，Ｓｄ－１２，Ｓｄ－１３，Ｓｄ－１４，Ｓｄ－２１，

Ｓｄ－２２及びＳｄ－３１の最大値 

＊2：Ｓｄ－Ｄ１，Ｓｄ－２１，Ｓｄ－２２及びＳｄ－３１の最大値 

 

図 3-6 地震応答解析モデル（鉛直方向） 
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（a）NS 方向 （b）EW 方向

図 3-7 Ｓｄ地震時 水平地震力による動水圧荷重 

（a）NS 方向 （b）EW 方向

図 3-8 Ｓｓ地震時 水平地震力による動水圧荷重 

運転時温度荷重 

運転時温度荷重は，シェル要素に対し，要素の平均温度と温度勾配を入力する。温度

応力については，「ＣＣＶ規格」に準拠してひび割れ断面法により評価する。 
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断面の評価方法 

Ｓｄ地震時及びＳｄ地震時＋温度 

使用済燃料プールの断面の評価に用いる応力は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた応力解析

により得られた各荷重による応力（軸力，曲げモーメント及びせん断力）とする。 

壁 

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートの応力度，面内

せん断力並びに面外せん断力を算定し，「ＣＣＶ規格」に準拠して設定した各許容値を

超えないことを確認する。 

【軸力，曲げモーメント及び面内せん断力に対する断面の評価方法】 

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートの応力度の算定

においては，「ＣＣＶ規格」の CVE-3511 に基づき次の 2 つの計算式に示す等価膜力を考

慮した上で，「ＣＣＶ規格」の CVE-3511.1 に基づき，表 3-11 及び表 3-12 に示す各許容

値を超えないことを確認する。膜力と面内せん断力の関係図を図 3-9 に示す。 

N
φ
 *＝Nφ± 	Nφθ	

N
θ
 *＝Nθ± 	Nφθ	

ここで， 

N
φ
 *，N

θ
* ：φ，θ方向の等価膜力

Nφ，Nθ ：φ，θ方向の膜力

Nφθ ：面内せん断力 

（φ方向は子午線方向，θ方向は円周方向とする） 

上記の式のうち，「膜力」は「軸力」に読み替えることとする。また，「子午線方向」

は「縦方向」に，「円周方向」は「横方向」にそれぞれ読み替えることとする。 

図 3-9 膜力と面内せん断力の関係図 
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【面内せん断力に対する断面の評価方法】 

面内せん断力については，「ＣＣＶ規格」の CVE-3512.1 に基づき，評価対象部位に生

じる面内せん断応力度が，次の 2 つの計算式により計算した終局面内せん断応力度のい

ずれか小さい方の 0.75 倍の値を超えないことを確認する。 

τu＝0.5 	 ptφ fy－σ0φ	 ＋ ptθ fy－σ0θ	

τu=1.10	 Fc 

ここで， 

τu ：終局面内せん断応力度（N/mm2） 

	ptφ ：子午線方向主筋の鉄筋比 

	ptθ ：円周方向主筋の鉄筋比 

σ0φ	 ：外力による子午線方向の膜応力度（N/mm2）

（引張の場合のみを考慮し，符号を正とする）

σ0θ ：外力による円周方向の膜応力度（N/mm2） 

（引張の場合のみを考慮し，符号を正とする） 

fy	 ：鉄筋の許容引張応力度及び許容圧縮応力度であり，表 3-12 に示す

値（N/mm2）

Fc ：コンクリートの設計基準強度であり，表 3-11 に示す値（N/mm2） 

上記の式のうち，「子午線方向主筋」は「縦方向主筋」に，「円周方向主筋」は「横方

向主筋」にそれぞれ読み替えることとする。また，「子午線方向の膜応力度」は「縦方

向の軸応力度」に，「円周方向の膜応力度」は「横方向の軸応力度」にそれぞれ読み替

えることとする。 

【面外せん断力に対する断面の評価方法】 

面外せん断力については，「ＣＣＶ規格」の CVE-3513.1 に基づき，評価対象部位に生

じる面外せん断応力度が，次の 2 つの計算式により計算した終局面外せん断応力度のい

ずれか小さい方の 0.75 倍の値を超えないことを確認する。 

τR＝Φ	 0.1	 pt fy－σ0	＋0.5pw fy＋0.235	 Fc	

τR＝1.10	 Fc 

ここで， 

τR ：終局面外せん断応力度（N/mm2） 

	pt ：主筋の鉄筋比 

σ0 ：外力による膜応力度（N/mm2）（引張の符号を正とする） 
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 pw ：面外せん断力に対する補強筋の鉄筋比であって，次の計算式により計

算した値 

pw＝aw ሺb xሻ	

aw ：面外せん断力に対する補強筋の断面積（mm2） 

b ：断面の幅（mm） 

x ：面外せん断力に対する補強筋の間隔（mm） 

Φ ：低減係数であり，次の計算式により計算した値 

（1 を超える場合は 1，0.58 未満の場合は 0.58 とする） 

Φ=1 	 M ሺQ dሻ		

M ：曲げモーメント（N・mm） 

Q ：せん断力（N） 

d ：断面の有効せい（mm） 

なお，Fcは表 3-11 に，fyは表 3-12 による。また，上記の式のうち，「外力による

膜応力度」は「外力による軸応力度」に読み替えることとする。 

底版 

軸力，曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートの応力度並びに面外せん断力を算

定し，「ＣＣＶ規格」に準拠して設定した各許容値を超えないことを確認する。 

【軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法】 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートの応力度の算定については，

「ＣＣＶ規格」の CVE-3521.1 に基づき，表 3-11 及び表 3-12 に示す各許容値を超え

ないことを確認する。 

【面外せん断力に対する断面の評価方法】 

面外せん断力については，「ＣＣＶ規格」の CVE-3522 に基づき，評価対象部位に生

じる面外せん断力が，次式により計算した値を超えないことを確認する。 

QA＝b j	α fc s
+0.5 fw t

	 pw-0.002	

ここで， 

QA ：許容面外せん断力（N） 

b ：断面の幅（mm） 

j ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

fsc
 ：コンクリートの許容せん断応力度で，表 3-11 に示す値（N/mm2）

pw ：面外せん断力に対する補強筋の鉄筋比であり，次の計算式により計算

した値（0.002 以上とし，0.012 を超える場合は 0.012 とする） 
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pw＝aw ሺb xሻ	  

aw ：面外せん断力に対する補強筋の断面積（mm2） 

x ：面外せん断力に対する補強筋の間隔（mm） 

ftw
 ：面外せん断力に対する補強筋の許容引張応力度であり，表 3-12 に示

す値（N/mm2） 

		α ：割増し係数であり，次式により計算した値（2を超える場合は 2，1

未満の場合は 1とする） 

α＝
4

M ሺQ dሻ	 ＋1
 

M ：曲げモーメント（N・mm） 

Q ：せん断力（N） 

d ：断面の有効せい（mm） 
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Ｓｓ地震時 

使用済燃料プールの断面の評価に用いる応力は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた応力解析

により得られた各荷重による応力（軸力，曲げモーメント及びせん断力）とする。 

壁 

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートのひずみ，軸力

による圧縮応力度，面内せん断力並びに面外せん断力を算定し，「ＣＣＶ規格」に準拠

して設定した各許容値を超えないことを確認する。 

【軸力，曲げモーメント及び面内せん断力に対する断面の評価方法】 

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートのひずみの算

定においては，「ＣＣＶ規格」の CVE-3511 に基づき等価膜力を考慮した上で，「ＣＣ

Ｖ規格」の CVE-3511.2 に基づき，表 3-13 に示す各許容値を超えないことを確認す

る。膜力と面内せん断力の関係図を図 3-9 に示す。ここで，鉄筋のひずみ算定におい

て，発生応力が鉄筋の降伏応力度を超える場合は，エネルギ一定則に基づきひずみを

算定する。 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみを算定する際のコン

クリート及び鉄筋の応力度－ひずみ関係図を図 3-10 に示す。

(a) コンクリート (b) 鉄筋

図 3-10 コンクリート及び鉄筋の応力度－ひずみ関係図 

応力度

σ 

ひずみ 

ε 
0

0.85Fc

0
0.003 

応力度 

σ 

ひずみ

ε 0 0.005

fy 

0 



41 

N
T
2
 
補

②
Ⅴ

-2
-
4
-2
-
1

R
1
 

【軸力に対する断面の評価方法】 

軸力による圧縮応力度については，「ＣＣＶ規格」の CVE-3511.3 に基づきコンクリ

ートの設計基準強度の 2/3 倍の値を超えないことを確認する。 

【面内せん断力に対する断面の評価方法】 

面内せん断力については，「ＣＣＶ規格」の CVE-3512.2 に基づき，評価対象部位に

生じる面内せん断応力度が，次の 2つの計算式により計算した終局面内せん断応力度

のいずれか小さい方の値を超えないことを確認する。 

τu＝0.5 	 ptφ fy－σ0 ＋ ptθ fy－σ0θ	

τu=1.10	 Fc 

ここで， 

τu ：終局面内せん断応力度（N/mm2） 

	ptφ ：子午線方向主筋の鉄筋比 

	ptθ ：円周方向主筋の鉄筋比 

σ0φ ：外力による子午線方向の膜応力度（N/mm2）

（引張の場合のみを考慮し，符号を正とする） 

σ0θ ：外力による円周方向の膜応力度（N/mm2） 

（引張の場合のみを考慮し，符号を正とする） 

fy ：鉄筋の許容引張応力度及び許容圧縮応力度であり，表 3-12 に示す値

（N/mm2） 

Fc ：コンクリートの設計基準強度であり，表 3-11 に示す値（N/mm2） 

上記の式のうち，「子午線方向主筋」は「縦方向主筋」に，「円周方向主筋」は「横

方向主筋」にそれぞれ読み替えることとする。また，「子午線方向の膜応力度」は

「縦方向の軸応力度」に，「円周方向の膜応力度」は「横方向の軸応力度」にそれぞ

れ読み替えることとする。 

【面外せん断力に対する断面の評価方法】 

面外せん断力については，「ＣＣＶ規格」の CVE-3513.2 に基づき，評価対象部位に

生じる面外せん断応力度が，次の 2つの計算式により計算した終局面外せん断応力度

のいずれか小さい方の値を超えないことを確認する。 

τR＝Φ	 0.1 pt fy－σ0	＋0.5pw fy＋0.235	 Fc	

τR=1.10	 Fc 

ここで， 
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τR ：終局面外せん断応力度（N/mm2） 

	pt ：主筋の鉄筋比 

σ0 ：外力による膜応力度（N/mm2）（引張の符号を正とする） 

	pw ：面外せん断力に対する補強筋の鉄筋比であって，次の計算式により計

算した値 

pw＝aw ሺb xሻ	

aw ：面外せん断力に対する補強筋の断面積（mm2） 

b ：断面の幅（mm） 

x ：面外せん断力に対する補強筋の間隔（mm） 

Φ ：低減係数であり，次の計算式により計算した値 

（1 を超える場合は 1，0.58 未満の場合は 0.58 とする） 

Φ＝1 	 M ሺQ dሻ		

M ：曲げモーメント（N・mm） 

Q ：せん断力（N） 

d ：断面の有効せい（mm） 

なお，Fcは表 3-11 に，	fyは表 3-12 による。また，上記の式のうち，「外力による

膜応力度」は「外力による軸応力度」に読み替えることとする。 

底版 

軸力，曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん断力を算

定し，「ＣＣＶ規格」に準拠して設定した各許容値を超えないことを確認する。 

【軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法】 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみの算定については，

「ＣＣＶ規格」の CVE-3521.2 に基づき，表 3-13 に示す各許容値を超えないことを確

認する。ここで，鉄筋のひずみ算定において，発生応力が鉄筋の降伏応力度を超える

場合は，エネルギ一定則に基づきひずみを算定する。 

【面外せん断力に対する断面の評価方法】 

面外せん断力については，「ＣＣＶ規格」の CVE-3522 に基づき，評価対象部位に生

じる面外せん断力が，次式により計算した値を超えないことを確認する。 

QA＝b j	α fc s
+0.5 fw t

	 pw-0.002	

ここで， 

QA ：許容面外せん断力（N） 

b ：断面の幅（mm） 
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j ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

fsc
 ：コンクリートの許容せん断応力度で，表 3-11 に示す値（N/mm2）

pw ：面外せん断力に対する補強筋の鉄筋比であり，次の計算式により計算

した値（0.002 以上とし，0.012 を超える場合は 0.012 とする） 

pw＝aw ሺb xሻ	

aw ：面外せん断力に対する補強筋の断面積（mm2） 

x ：面外せん断力に対する補強筋の間隔（mm） 

ftw
 ：面外せん断力に対する補強筋の許容引張応力度であり，表 3-12 に示

す値（N/mm2） 

α ：割増し係数であり，次式により計算した値（2を超える場合は 2，1

未満の場合は 1とする） 

α＝
4

M ሺQ dሻ	 ＋1

M ：曲げモーメント（N・mm） 

Q ：せん断力（N） 

d ：断面の有効せい（mm） 
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評価結果 

「3.5.2 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。また，使用済燃料プー

ルの配筋一覧を表 4-1 に示す。

Ｓｄ地震時及びＳｄ地震時＋温度 

断面の評価結果を記載する要素を，以下のとおり選定する。 

壁 

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートの応力度，面内

せん断力並びに面外せん断力に対する評価については，発生値に対する許容値の割合が

最小となる要素をそれぞれ選定する。 

底版 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートの応力度並びに面外せん断力に

対する評価については，発生値に対する許容値の割合が最小となる要素をそれぞれ選定

する。 

選定した要素の位置を図 4-1 及び図 4-2 に，評価結果を表 4-2 及び表 4-3 に示す。 

Ｓｄ地震時及びＳｄ地震時＋温度において，壁については，軸力，曲げモーメント及

び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートの応力度，面内せん断力並びに面外せん断

力が，各許容値を超えないことを確認した。 

また，底版については，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートの応力

度並びに面外せん断力が，各許容値を超えないことを確認した。 

Ｓｓ地震時 

断面の評価結果を記載する要素を，以下のとおり選定する。 

壁 

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートのひずみ，軸力

による圧縮応力度，面内せん断力並びに面外せん断力に対する評価については，発生値

に対する許容値の割合が最小となる要素をそれぞれ選定する。 

底版 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん断力に

対する評価については，発生値に対する許容値の割合が最小となる要素をそれぞれ選定

する。 

選定した要素の位置を図 4-3 に，評価結果を表 4-4 に示す。 
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Ｓｓ地震時において，壁については，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による

鉄筋及びコンクリートのひずみ，軸力による圧縮応力度，面内せん断力並びに面外せん

断力が，各許容値を超えないことを確認した。 

また，底版については，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひず

み並びに面外せん断力が，各許容値を超えないことを確認した。 
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表 4-1 使用済燃料プールの配筋一覧 

(a) 壁

部位 
レベル

EL.（m） 

壁厚 

（cm） 

配筋 

縦筋 横筋 

北側壁 

34.689～ 

39.191
200 

D35@200 2 段 内 

D29@200 2 段 外 
D29@200 2 段 内外共 

39.191～ 

46.5 
200 D29@200 2 段 内外共 D29@200 2 段 内外共 

東側壁 

34.689～ 

39.191
  215.4 

D35@200 2 段 内 

D29@200 2 段 外 
D29@200 2 段 内外共 

39.191～ 

46.5 
  215.4 D29@200 2 段 内外共 D29@200 2 段 内外共 

南側壁 
34.689～ 

46.5 
  157.6 D38@200 2 段 内外共 D38@200 2 段 内外共 

西側壁 

34.689～ 

39.191
  215.4 

D35@200 2 段 内 

D29@200 2 段 外 
D29@200 2 段 内外共 

39.191～ 

41.547
  215.4 D29@200 2 段 内外共 D29@200 2 段 内外共 

41.547～ 

43.198
  137.2 D29@200 2 段 内外共 D29@200 2 段 内外共 

43.198～ 

46.5 
  137.2 D29@200 2 段 内外共 D29@150 2 段 内外共 

(b) 底版

部位 
版厚 

（cm） 

配筋 

主筋 せん断補強筋 

底版 159.9 

EW 方向 D38@200 2 段 内外共 

D19@200×200 

NS 方向 D38@200 2 段 内外共 
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図 4-1（1／4） 結果を記載する要素の位置 Ｓｄ地震時 
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(a) 北側壁

(b) 東側壁

図 4-1（2／4） 結果を記載する要素の位置 Ｓｄ地震時 
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(c) 南側壁

(d) 西側壁

図 4-1（3／4） 結果を記載する要素の位置 Ｓｄ地震時 
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(e) 底版

図 4-1（4／4） 結果を記載する要素の位置 Ｓｄ地震時 
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(a) 北側壁

(b) 東側壁

図 4-2（1／3） 結果を記載する要素の位置 Ｓｄ地震時＋温度 
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(c) 南側壁

(d) 西側壁

図 4-2（2／3） 結果を記載する要素の位置 Ｓｄ地震時＋温度 
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(e) 底版

図 4-2（3／3） 結果を記載する要素の位置 Ｓｄ地震時＋温度 
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(a) 北側壁

(b) 東側壁

図 4-3（1／3） 結果を記載する要素の位置 Ｓｓ地震時 
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(c) 南側壁

(d) 西側壁

図 4-3（2／3） 結果を記載する要素の位置 Ｓｓ地震時 
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(e) 底版

図 4-3（3／3） 結果を記載する要素の位置 Ｓｓ地震時 
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表 4-2 評価結果 Ｓｄ地震時 

評価項目 
要素 

位置 

組合せ 

ケース

解析 

結果 
許容値 備考 

軸力 

＋ 

曲げモーメント

＋ 

面内せん断力※

北側壁

コンクリート
（N/mm2）

2219 1－8    1.48   14.7 圧縮側

鉄筋 
（N/mm2） 

2272 1－5  313  345 引張側

東側壁

コンクリート
（N/mm2）

1535 1－5    1.56   14.7 圧縮側

鉄筋 
（N/mm2） 

1546 1－8  248  345 引張側

南側壁

コンクリート
（N/mm2）

3055 1－15    4.05   14.7 圧縮側

鉄筋 
（N/mm2） 

3037 1－5  277  345 引張側

西側壁

コンクリート
（N/mm2）

1035 1－6    1.66   14.7 圧縮側

鉄筋 
（N/mm2） 

1046 1－8  248  345 引張側

底版 

コンクリート
（N/mm2）

4054 1－7    5.59   14.7 圧縮側

鉄筋 
（N/mm2） 

4054 1－16  166  345 引張側

面内せん断力 

北側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
2272 1－5    0.422  1.23 

東側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
1586 1－7    0.923  1.67 

南側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
3037 1－5    1.97    3.00 

西側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
1086 1－7    0.922  1.61 

面外せん断力 

北側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
2228 1－8    0.526  0.987

東側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
1536 1－5    0.366  1.01 

南側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
7801 1－6    0.964  1.53 

西側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
1033 1－6    0.388  0.994

底版 
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
4053 1－15    1.64    3.01 

注 ：底版については，面内せん断力は考慮しない。 
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表 4-3 評価結果 Ｓｄ地震時＋温度 

評価項目 
要素 
位置 

組合せ 
ケース

解析 
結果 

許容値 備考 

軸力 

＋ 

曲げモーメント

＋ 

面内せん断力※

北側壁

コンクリート
（N/mm2）

2204 2－1    4.16   16.5 圧縮側

鉄筋 
（N/mm2） 

2272 2－21  299  345 引張側

東側壁

コンクリート
（N/mm2）

1582 2－3    5.46   16.5 圧縮側

鉄筋 
（N/mm2） 

1567 2－7  268  345 引張側

南側壁

コンクリート
（N/mm2）

3055 2－15    6.26   16.5 圧縮側

鉄筋 
（N/mm2） 

3031 2－18  262  345 引張側

西側壁

コンクリート
（N/mm2）

1082 2－3    5.45   16.5 圧縮側

鉄筋 
（N/mm2） 

1085 2－7  264  345 引張側

底版 

コンクリート
（N/mm2）

4054 2－23    5.74   16.5 圧縮側

鉄筋 
（N/mm2） 

4054 2－32  165  345 引張側

面内せん断力 

北側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
2205 2－6    0.559    1.62 

東側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
1586 2－7    0.998    1.65 

南側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
3043 2－2    2.27    3.87 

西側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
1086 2－23    0.975    1.56 

面外せん断力 

北側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
2228 2－8    0.545    0.986

東側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
1536 2－5    0.471    1.00 

南側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
7801 2－6    1.23    1.59 

西側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
1033 2－22    0.376    1.00 

底版 
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
4054 2－15    1.75    3.01 

注 ：底版については，面内せん断力は考慮しない。 
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表 4-4 評価結果 Ｓｓ地震時 

評価項目 
要素 
位置 

組合せ 
ケース

解析 
結果 

許容値 備考 

軸力 
＋ 

曲げモーメント
＋ 

面内せん断力※

北側壁

コンクリート
（×10-3）

2219 3－16   0.142    3.00 圧縮側

鉄筋 
（×10-3） 

2272 3－5   1.77    5.00 引張側

東側壁

コンクリート
（×10-3）

1535 3－5   0.135    3.00 圧縮側

鉄筋 
（×10-3） 

1590 3－7   1.78    5.00 引張側

南側壁

コンクリート
（×10-3）

3055 3－15   0.393    3.00 圧縮側

鉄筋 
（×10-3） 

3037 3－5   1.46    5.00 引張側

西側壁

コンクリート
（×10-3）

1035 3－6   0.145    3.00 圧縮側

鉄筋 
（×10-3） 

1046 3－8   1.58    5.00 引張側

底版 

コンクリート
（×10-3）

4054 3－15   0.542    3.00 圧縮側

鉄筋 
（×10-3） 

4054 3－16   1.06    5.00 引張側

軸力 

北側壁
圧縮応力度 
（N/mm2） 

2272 3－2   0.701   14.7 

東側壁
圧縮応力度 
（N/mm2） 

1581 3－8   1.36   14.7 

南側壁
圧縮応力度 
（N/mm2） 

3055 3－15   3.15   14.7 

西側壁
圧縮応力度 
（N/mm2） 

1090 3－8   1.54   14.7 

面内せん断力 

北側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
2268 3－13   0.648     1.97

東側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
1590 3－7   1.06     1.50

南側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
3037 3－5   2.08     3.93

西側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
1087 3－7   1.10     1.90

面外せん断力 

北側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
2228 3－16   0.666     1.28

東側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
1546 3－13   0.424     1.27

南側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
7803 3－15   0.895     1.60

西側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
1033 3－6   0.457     1.32

底版 
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
4054 3－15   2.15     3.01

注 ：底版については，面内せん断力は考慮しない。 
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別紙 1 鉄筋コンクリート構造物の重大事故等時の高温による影響 

（使用済燃料プール） 
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概要 

原子炉建屋原子炉棟内の燃料貯蔵設備である使用済燃料プールは，主要構造体を鉄筋コンクリ

ート造の壁と床で構成する。使用済燃料プールの冷却機能や注水機能を喪失する重大事故等時に

おいて，使用済燃料プールの水温は高温状態が一定期間継続すると推定される。 

よって，使用済燃料プールについて，既往の文献・規格等に基づき，高温時の健全性を確認す

る。 

コンクリート及び鉄筋の温度の影響に関する調査

鉄筋コンクリートの高温時の特性

鉄筋コンクリートは，コンクリートと鉄筋で構成され，日本建築学会「構造材料の耐火性ガ

イドブック（（社）日本建築学会，2009）」によると，一般に，コンクリート・鉄筋は，温度の

上昇と共に強度・剛性は劣化し，ひずみが大きくなる傾向にあるとされている。 

コンクリートについては，セメント水和物及びその吸着水，水和物で構成される細孔内に存

在する毛管水，毛管より大きな空隙に存在する自由水から成る多孔体である。一般的にコンク

リートの温度が 70 ℃程度では，コンクリートの基本特性に大きな影響を及ぼすような自由水

の逸散は生じず，100 ℃以下では圧縮強度の低下は小さいとされる。また，コンクリートの温

度が大気圧において 100 ℃を超すと自由水が脱水し始め，その温度作用時間が長期間になる

と結晶水も脱水し始める。コンクリート温度が 190 ℃付近では結晶水が解放され始め，さら

に高温になると脱水現象が著しくなるため，コンクリートの特性に影響が出始めるとされる。 

鉄筋については，「構造材料の耐火性ガイドブック（（社）日本建築学会，2009）」によると，

強度及び剛性は，概ね 200 ℃から 300 ℃までは常温時の特性を保持するとされている。 
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既往の文献による高温時のコンクリートの特性 

使用済燃料プールは，ステンレス鋼によりライニングされており，また，重大事故等時には，

代替注水設備によりプールへの注水が行われるため，高温によるコンクリートからの水分逸散

のないシール状態にある。それを踏まえ，シール状態で高温加熱を受けたコンクリートの文献

収集を行った。高温を受けたコンクリートの圧縮強度に関する文献を表 2-1 に示す。 

文献 No.1 及び No.2 では，加熱温度 175 ℃のコンクリートへの影響について検討されてい

る。文献 No.1 では，シール状態において強度は熱水反応により一様な変化は示さないとされ

ており，加熱期間 91 日までは，概ね加熱前と強度は同等と考えられる。アンシール状態では

加熱期間 28 日までの低下率は 10 ％以内に収まるとされている。文献 No.2 では，シール状態

においては，加熱期間 91日まで強度の低下は認められない。 

また，文献 No.3～No.7 は，加熱温度 110 ℃のコンクリートへの影響について検討されてい

る。No.4 は加熱期間 50 日について検討されており，強度低下は認められないとされている。

また，No.3 は加熱期間 3.5 年間，No.5～No.7 は加熱期間 2 年間について検討され，いずれも

強度の低下傾向は認められないとされている。 

それぞれの加熱温度における剛性に着目すると，加熱温度 175 ℃において，アンシールの

条件下では，加熱期間 1日でも急激に低下する場合があるとされており，水分の逸散と高い相

関があると考えられる。一方，シール状態では大きな低下はなく，加熱温度 110 ℃では加熱

後ごく初期に剛性の変化は収束するとされている。 

以上より，175 ℃程度までの高温環境によるコンクリート強度への影響は小さい。また，コ

ンクリートの剛性については，高温環境による水分逸散の影響が大きく，シール状態において

も剛性の低下の傾向は認められるが，加熱後ごく初期に収束するため影響はない。 
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表 2-1 高温を受けたコンクリートの圧縮強度に関する文献一覧 

No. 
文献名 

（出典） 
著者 

試験条件 

温度 加熱期間 水分 

1 
高温（175 ℃）を受けたコンクリートの強度性状 

（セメント・コンクリート No.449，July 1984）
川口 徹，高橋久雄 175 ℃ 1～91 日 

シール 

アンシール

2 
高温履歴を受けるコンクリートの物性に関する実験的研究 

（日本建築学会構造系論文集 第 457 号，1994 年 3月） 
長尾覚博，中根 淳 40～175，300，600℃ 

1～91 日（～175℃） 

7 日（300，600℃） 

シール 

アンシール

3 
熱影響場におけるコンクリートの劣化に関する研究 

（第 48回セメント技術大会講演集，1994） 

長尾覚博，鈴木智巳， 

田渕正昭 

①65，90，110℃の一定

加熱

②20～110℃のサイクル

熱

1 日～3.5 年間 
シール 

アンシール

4 
長期高温加熱がコンクリートの力学特性に及ぼす影響の検討 

（日本建築学会大会学術講演梗概集（北陸），2010 年 9月） 

木場将雄，山本知弘， 

久野通也，島本 龍， 

一瀬賢一，佐藤 立 

①20℃の一定加熱

②110℃のサイクル加熱

①50日

②1～50サイクル

（1サイクル：1日）

（注）110℃の期間：9h

シール 

アンシール

5 

長期間加熱を受けたコンクリートの物性変化に関する実験的研

究 

（その 1 実験計画と結果概要） 

（日本建築学会大会学術講演梗概集（中国），1999 年 9月） 

薗田 敏，長尾覚博， 

北野剛人，守屋正裕， 

池内俊之，大池 武 

①20，110，180，325℃

の一定加熱

②～110℃，～180℃ 

～325℃のサイクル加

熱 

①1日～24か月

②1～180 サイクル

（1サイクル：72 時間）

（注）

高温保持時間：24時間

シール 

アンシール
6 

長期間加熱を受けたコンクリートの物性変化に関する実験的研

究 

（その 2 普通コンクリートの力学特性試験結果）） 

（日本建築学会大会学術講演梗概集（中国），1999 年 9月） 

池内俊之，長尾覚博， 

北野剛人，守屋正裕， 

薗田 敏，大池 武 

7 

長期間加熱を受けたコンクリートの物性変化に関する実験的研

究 

（その 3 耐熱コンクリートの力学特性試験結果） 

（日本建築学会大会学術講演梗概集（中国），1999 年 9月） 

大池 武，池内俊之， 

北野剛人，長尾覚博， 

薗田 敏，守屋正裕 
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施設を構成する部材の構造特性 

部材内の温度差及び拘束により発生する熱応力は，使用済燃料プールの壁が周囲の壁，床に比

べて厚く，さらに取り付く床が少ないため，拘束応力のレベルが低いことに加え，「発電用原子

力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，2003）」では，自己拘束

的な応力であることから，十分な塑性変形能力がある場合，終局耐力に影響しないこととされて

いる。 

以上を踏まえ，施設を構成する部材の構造特性については，高温時においても設計基準状態と

の相違は小さい。 

まとめ 

鉄筋コンクリート構造物の高温時の健全性について，既往の文献・規格基準に基づき評価を行

い，使用済燃料プールの重大事故等時における高温状態に対しても，鉄筋コンクリート構造物の

強度及び剛性への影響は小さいことを確認した。 
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別紙 2 原子炉建屋における改造工事に伴う重量増加を 

反映した検討（使用済燃料プール） 
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概要 

原子炉建屋の設備の補強や追加等の改造工事に伴う重量増加を考慮した応答増幅の影響につい

ての検討を行う。 

添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計算書 別紙 原子炉建屋における改造工事に伴

う重量増加を反映した地震応答解析」に示した地震応答解析結果の応答比率を用いて，使用済燃

料プールの応力解析による評価結果への影響を検討する。 

検討方針 

使用済燃料プールを対象として，設備の補強や追加等の改造工事に伴う重量増加を考慮した応

答比率と応力評価結果より影響検討を行う。 

使用済燃料プールは，水平地震時荷重として，せん断力分配解析による内部ボックス壁（I／

W）の EL.46.5 m～EL.34.7 m 位置（要素番号(3)及び要素番号(4)）でのせん断力を考慮し，鉛直

震度として EL.46.5 m～EL.34.7 m 位置（質点番号 3～質点番号 5）の鉛直方向最大応答加速度よ

り算出した値を考慮することから，NS 方向及び EW 方向は要素番号(3)及び要素番号(4)の最大応

答せん断力の応答比率の最大値を，UD 方向は質点番号 3～質点番号 5の最大応答加速度の応答比

率の最大値を応答比率とし，各方向の応答比率の最大値を割増係数として設定し，応力評価結果

の発生値に乗じて各許容値を超えないことを確認する。 

表 2-1 に要素番号(3)及び要素番号(4)の最大応答せん断力の応答比率及び質点番号 3～質点番

号 5 の最大応答加速度の応答比率，並びに割増係数を示す。 
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表 2-1 重量増加を考慮した割増係数：使用済燃料プール 

NS 方向 EW 方向 UD 方向 

要素番号(3)及び要素番号(4) 

の最大値 
1.03＊1 1.04＊1 －

質点番号 3～質点番号 5 

の最大値 
－ － 1.00＊2 

割増係数 1.04＊3 

注記 ＊1：添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計算書 別紙 原子炉建

屋における改造工事に伴う重量増加を反映した地震応答解析」に示す

要素番号(3)及び要素番号(4)の最大応答せん断力の応答比率の最大値 

＊2：添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計算書 別紙 原子炉建

屋における改造工事に伴う重量増加を反映した地震応答解析」に示す

質点番号 3～質点番号 5の最大応答加速度の応答比率の最大値 

＊3：各方向の応答比率の最大値 

  NS 方向及び EW方向   UD 方向 

EL.
(m)

-9.00

-4.00

2.00

8.20

14.00

20.30

29.00

34.70
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46.50

57.00
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9

8

7

6

5

4

3

2

1

Ｋ6

地盤ばね

Ｋ5

Ｋ1

Ｋ2

Ｋ3

Ｋ4
(11)

(10)

(9)

(8)

(7)

(6)

(5)

(4)

(3)

(2)

(1)

EL.
(m)

-9.00

-4.00

2.00

8.20

14.00

20.30

29.00

34.70

38.80

46.50

57.00

63.65

12
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10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 22 23 24 25

外壁・
シェル壁部 屋根トラス部

C.L.

地盤ばね　Ｋ1

Ｋθ

基礎スラブ(11)

(10)

(9)

(8)

(7)

(6)

(5)

(4)

(3)

(2)

(1)

(21) (22) (23) (24)



別紙 2-3 

N
T
2
 
補

②
Ⅴ

-2
-
4
-2
-
1

別
紙

2
R
0 

検討結果 

各荷重時における評価結果を表 3-1～表 3-3 に示す。 

重量増加を考慮した割増係数を乗じた結果においても，各許容値を超えないことを確認した。 
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表 3-1 重量増加を考慮した評価結果:Ｓｄ地震時 

評価項目 
要素 
位置 

解析 
結果 
① 

割増 
係数 
② 

①×② 許容値

軸力 
＋ 

曲げモーメント
＋ 

面内せん断力＊

北側壁

コンクリート
（N/mm2）

2219    1.48 1.04    1.54   14.7 

鉄筋 
（N/mm2） 

2272  313 1.04  326  345 

東側壁

コンクリート
（N/mm2）

1535    1.56 1.04    1.63   14.7 

鉄筋 
（N/mm2） 

1546  248 1.04  258  345 

南側壁

コンクリート
（N/mm2）

3055    4.05 1.04    4.22   14.7 

鉄筋 
（N/mm2） 

3037  277 1.04  289  345 

西側壁

コンクリート
（N/mm2）

1035    1.66 1.04    1.73   14.7 

鉄筋 
（N/mm2） 

1046  248 1.04  258  345 

底版 

コンクリート
（N/mm2）

4054    5.59 1.04    5.82   14.7 

鉄筋 
（N/mm2） 

4054  166 1.04  173  345 

面内せん断力 

北側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
2272    0.422 1.04    0.439    1.23 

東側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
1586    0.923 1.04    0.960    1.67 

南側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
3037    1.97 1.04    2.05    3.00 

西側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
1086    0.922 1.04    0.959    1.61 

面外せん断力 

北側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
2228    0.526 1.04    0.548    0.987

東側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
1536    0.366 1.04    0.381    1.01 

南側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
7801    0.964 1.04    1.01    1.53 

西側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
1033    0.388 1.04    0.404    0.994

底版 
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
4053    1.64 1.04    1.71    3.01 

注記 ＊：底版については，面内せん断力は考慮しない。 
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表 3-2 重量増加を考慮した評価結果:Ｓｄ地震時＋温度 

評価項目 
要素 
位置 

解析 
結果 
① 

割増 
係数 
② 

①×② 許容値

軸力 
＋ 

曲げモーメント
＋ 

面内せん断力＊

北側壁

コンクリート
（N/mm2）

2204    4.16 1.04    4.33   16.5 

鉄筋 
（N/mm2） 

2272  299 1.04  311  345 

東側壁

コンクリート
（N/mm2）

1582    5.46 1.04    5.68   16.5 

鉄筋 
（N/mm2） 

1567  268 1.04  279  345 

南側壁

コンクリート
（N/mm2）

3055    6.26 1.04    6.52   16.5 

鉄筋 
（N/mm2） 

3031  262 1.04  273  345 

西側壁

コンクリート
（N/mm2）

1082    5.45 1.04    5.67   16.5 

鉄筋 
（N/mm2） 

1085  264 1.04  275  345 

底版 

コンクリート
（N/mm2）

4054    5.74 1.04    5.97   16.5 

鉄筋 
（N/mm2） 

4054  165 1.04  172  345 

面内せん断力 

北側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
2205    0.559 1.04    0.582    1.62 

東側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
1586    0.998 1.04    1.04    1.65 

南側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
3043    2.27 1.04    2.37    3.87 

西側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
1086    0.975 1.04    1.02    1.56 

面外せん断力 

北側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
2228    0.545 1.04    0.567    0.986

東側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
1536    0.471 1.04    0.490    1.00 

南側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
7801    1.23 1.04    1.28    1.59 

西側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
1033    0.376 1.04    0.392    1.00 

底版 
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
4054    1.75 1.04    1.82    3.01 

注記 ＊：底版については，面内せん断力は考慮しない。 
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表 3-3 重量増加を考慮した評価結果:Ｓｓ地震時 

評価項目 
要素 
位置 

解析 
結果 
① 

割増 
係数 
② 

①×② 許容値

軸力 
＋ 

曲げモーメント
＋ 

面内せん断力＊

北側壁

コンクリート
（×10-3）

2219   0.142 1.04    0.148    3.00 

鉄筋 
（×10-3） 

2272   1.77 1.04    1.85    5.00 

東側壁

コンクリート
（×10-3）

1535   0.135 1.04    0.141    3.00 

鉄筋 
（×10-3） 

1590   1.78 1.04    1.86    5.00 

南側壁

コンクリート
（×10-3）

3055   0.393 1.04    0.409    3.00 

鉄筋 
（×10-3） 

3037   1.46 1.04    1.52    5.00 

西側壁

コンクリート
（×10-3）

1035   0.145 1.04    0.151    3.00 

鉄筋 
（×10-3） 

1046   1.58 1.04    1.65    5.00 

底版 

コンクリート
（×10-3）

4054   0.542 1.04    0.564    3.00 

鉄筋 
（×10-3） 

4054   1.06 1.04    1.11    5.00 

軸力 

北側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
2272   0.701 1.04    0.730   14.7 

東側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
1581   1.36 1.04    1.42   14.7 

南側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
3055   3.15 1.04    3.28   14.7 

西側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
1090   1.54 1.04    1.61   14.7 

面内せん断力 

北側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
2268   0.648 1.04    0.674    1.97 

東側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
1590   1.06 1.04    1.11    1.50 

南側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
3037   2.08 1.04    2.17    3.93 

西側壁
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
1087   1.10 1.04    1.15    1.90 

面外せん断力 

北側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
2228   0.666 1.04    0.693    1.28 

東側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
1546   0.424 1.04    0.441    1.27 

南側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
7803   0.895 1.04    0.931    1.60 

西側壁
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
1033   0.457 1.04    0.476    1.32 

底版 
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
4054   2.15 1.04    2.24    3.01 

注記 ＊：底版については，面内せん断力は考慮しない。 
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まとめ 

原子炉建屋における改造工事に伴う重量増加を反映した地震応答解析に基づき影響検討を行

い，重量増加を考慮した場合においても安全上問題とならないことを確認した。 
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Ⅴ-2-4-2-2 使用済燃料貯蔵ラックの耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計

方針に基づき，使用済燃料貯蔵ラック（以下「ラック」という。）が設計用地震力に対して十

分な構造強度を有していることを説明するものである。 

ラックは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処施設においては常

設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象施

設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

ラックの構造計画を表 2-1 に示す。



 

 

NT2 補③ Ⅴ-2-4-2-2 R0 

2
 

表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

 

ラックは，たて置形

で原子炉建屋の使用

済燃料プールの床に

置かれた共通ベース

上に設置されラック

取付ボルトで固定し

ている。共通ベース

は，使用済燃料プー

ル床に取り付けてあ

る基礎ボルトにより

固定している。 

 

角管市松模様

配列構造ラック 

 

使用済燃料貯蔵ラッ

クは，70 体ラック

が 7 個，110 体ラ

ックが 16 個ある。

 

 

 

 

 

 

寸法は 110 体ラックの値（単位：mm） 
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2.2 評価方針 

ラックの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち「3.1 構造強度

上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」

にて示すラックの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モ

デル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力

等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確

認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

ラックの耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 ラックの耐震評価フロー 

 

 

  

解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

ラックの構造強度評価 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） ＪＳＭ

Ｅ Ｓ ＮＣ1－2005/2007（日本機械学会） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

 Ａｂ 

 ＣＨ 

 ＣＶ 

 Ｅ 

 Ｆ 

 Ｆ 

Ｆｉ 

 Ｆａｉ 

Ｆｂｉ 

 ｆｊｉ 

 

 ƒｓ 

 

 ƒｓｂ 

 

 ƒｔ 

 

 ƒｔｏ 

 

 ƒｔｓ 

 

  Ｇ 

 ｇ 

  ｈ1 

  ｈ2 

 ｇｉ

ｊｉ 

 Ｍｉ 

 Ｍａｉ 

Ｍｂｉ 

Ｍｃｉ 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1 又は SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 

ラックベース底部に働くせん断力（70 体又は 110 体） 

110 体ラックベース底部に働くせん断力 

共通ベース底部に働くせん断力 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに働く引張力（1 本当た

り） 

部材の許容せん断応力（ｆｓを1.5倍した値又はｆｓを1.5倍し

た値） 

せん断力のみを受けるラック取付ボルト又は基礎ボルトの許

容せん断応力（ｆｓを 1.5 倍した値又はｆｓを 1.5 倍した値）

部材の許容引張応力（ｆｔを 1.5 倍した値又はｆｔを 1.5 倍し

た値） 

引張力のみを受けるラック取付ボルト又は基礎ボルトの許容

引張応力（ｆｔを 1.5 倍した値ｆｔを 1.5 倍した値） 

引張力とせん断力を同時に受けるラック取付ボルト又は基礎

ボルトの許容引張応力 

せん断弾性係数 

重力加速度（=9.80665） 

使用済燃料貯蔵時のラック重心高さ 

共通ベース高さ 

ラックベース端又は共通ベース端から重心までの距離 

ラックベース端又は共通ベース端から各ボルトまでの距離 

ラックベース底部の転倒モーメント（70 体又は 110 体） 

110 体ラックベース底部の転倒モーメント 

共通ベース底部の転倒モーメント 

110 体ラックのせん断力による共通ベース底部の転倒モーメ

ント 

mm2 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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記号 記号の説明 単位 

Ｍｔｉ 

ｎ 

 ｎｊｉ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

ｔ 

ｍ 

ｍａ 

ｍｂ 

ｍＦ 

ｍＲ 

ｍｔ 

ｍＷ 

 σｂ 

 σｘ,σｙ 

 σｆａ 

 τｂ 

 τｘｙ 

ラック据付時の全体の転倒モーメント 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトの全本数 

ラック取付ボルト又は基礎ボルト各部の本数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

部材の板厚 

使用済燃料貯蔵時のラック全質量（70 体又は 110 体） 

110 体ラックの全質量 

共通ベースの質量 

燃料の質量 

ラックの質量 

ラック据付時の共通ベースの全質量 

ラックに含まれる水の質量 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに生じる引張応力 

部材に生じる引張応力 

部材に生じる組合せ応力 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに生じるせん断応力 

部材に生じるせん断応力 

N･mm 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

mm 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 注 1：Ｆｉ，Ｆａｉ，Ｆｂｉ，ｆｊｉ， ｇｉ， ｊｉ，Ｍｉ，Ｍａｉ，Ｍｂｉ，Ｍｃｉ，Ｍｔｉ及び 

ｎｊｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

                 ｉ＝Ｎ：ＮＳ方向 

                       ｉ＝Ｅ：ＥＷ方向 

  注 2：ｆｊｉ， ｊｉ及びｎｊｉの添字ｊはボルトの列番号を示す。 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2-2 に示すとおりとする。 

 

表 2-2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第3位

設計震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第2位

最高使用温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ mm － － 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における設計引張強さ 

及び設計降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て， 

整数位までの値とする。 

 

 

 

  



 

8 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-2
 
R
0 

3. 評価部位 

ラックの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐

震評価上厳しくなる角管及びプレート，シートプレート及びラックベース，ラック取付ボルト，

基礎ボルトについて実施する。ラックの耐震評価部位については，表 2-1 の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1)地震応答解析には，シェル要素を用いた有限要素法モデルによるスペクトルモーダル解析

を用いる。 

(2)ラックは，原子炉建屋の使用済燃料プールの底部（EL.34.69 m）に置かれた共通ベース上

に設置され，ラック取付ボルトにより固定されるものとする。 

(3)ラックの質量には，使用済燃料の質量とラック自身の質量のほか，ラックに含まれる水の

質量及びラック外形の排除水質量＊を考慮する。 

(4)地震力は，ラックに対して水平方向から作用するものとする。 

ここで，水平方向地震力は，ラックの長辺方向に作用する場合と短辺方向に作用する場合

を考慮する。 

また，鉛直方向地震力は，水平方向地震力と同時に不利な方向に作用するものとする。 

(5)構造概念図（110 体ラックの例）を図 4-1 に，各ラックの構造概要図を図 4-2 及び図 4-3

に示す。 

 

注記 ＊：排除水質量とは，水中の機器の形状により排除される機器周囲の流体の質量である。 
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図 4-1 構造概念図（110 体ラック）

シートプレート 

角管 

プレート 

ラックベース
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図 4-2 構造概要図（70 体ラック）（単位：mm） 
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図 4-3 構造概要図（110 体ラック）（単位：mm） 
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 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ラックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表4-1に,重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4-2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

ラックの許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき表4-3のと

おりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ラックの許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表4-4に,重

大事故等対処設備の評価に用いるものを表4-5に示す。 

 



 

 

NT2 補③ Ⅴ-2-4-2-2 R0 

1
3
 

表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設) 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の 

取扱施設及び 

貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 

使用済燃料 

貯蔵ラック 
Ｓ －＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ＊2 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊1：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊2：Ｓｓと組合せ，ⅢＡＳの評価を実施する。 

 

表 4-2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備) 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の 

取扱施設及び 

貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 

使用済燃料 

貯蔵ラック 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
 ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備,「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表4-3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物) 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り せん断 引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5･ft 1.5･fs 1.5･ft 1.5･fs 

ⅣＡＳ 

1.5･ft 1.5･fs 1.5･ft 1.5･fs 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる）

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

  

 

 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 



 

 

NT2 補③ Ⅴ-2-4-2-2 R0 

1
5
 

表 4-4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ
*1 

(MPa) 

Ｓｕ
*1 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)*2 

(MPa) 

角管及び 

プレート  最高使用温度 66 － 188
＊3

 479
＊3

 205
＊3

 

シート 

プレート 
SUS304L 最高使用温度 66 － 160 443 175 

ラック 

ベース 
SUS304L 最高使用温度 66 － 160 443 175 

ラック取付 

ボルト 
SUS304 最高使用温度 66 － 188 479 205 

基礎ボルト SUS304 最高使用温度 66 － 188 479 205 

注記 ＊1：最高使用温度（66 ℃）で算出 

＊2：室温で算出 

＊3： のＳｙ，Ｓｕの値は，SUS304 の規格値を上回っているので安全側の評価とするため，Ｓｙ，Ｓｕの値は，

SUS304 の値を使用する。 
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表 4-5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ
*1

(MPa) 

Ｓｕ
*1 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)*2

(MPa) 

角管及び 

プレート 
最高使用温度 100 － 171＊3

 441
＊3

205
＊3

シート

プレート 
SUS304L 最高使用温度 100 － 145 408 175 

ラック

ベース
SUS304L 最高使用温度 100 － 145 408 175 

ラック取付

ボルト
SUS304 最高使用温度 100 － 171 441 205 

基礎ボルト SUS304 最高使用温度 100 － 171 441 205 

注記 ＊1：最高使用温度（100 ℃）で算出 

＊2：室温で算出 

＊3： のＳｙ，Ｓｕの値は，SUS304 の規格値を上回っているので安全側の評価とするため，Ｓｙ，Ｓｕの値は，

SUS304 の値を使用する。 
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4.3 解析モデル及び諸元 

ラックの解析モデルを図 4-4 及び図 4-5 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器

の諸元を表 4-6 に示す。 

ラックは，70 体，110 体ラック各々について，シェル要素を用いた有限要素法モデルとす

る。 

ラックは，ラックベース底部で取付ボルトを介し共通ベースに固定されている。共通ベース

は剛構造であるため，ラックはそれぞれ独立した系として計算する。 

また，ラックの質量には使用済燃料の質量，ラック自身の質量，ラックに含まれる水の質量

及び排除水質量を考慮し，これら使用済燃料，ラックに含まれる水の質量及び排除水質量は角

管及びプレート全長にわたって等分布に与える。 

本ラックに使用する であり，

縦弾性係数は を用いるものとする。 

また，計算に用いる設計条件，固有周期の算出及び部材とラック取付ボルト，基礎ボルトの

応力評価に用いる要目を 4 章及び 5章に示す。 

解析コードは，「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要につい

ては，添付書類「Ⅴ-5-3 計算機プログラム（解析コード）の概要・ＳＡＰ－Ⅳ」に示す。 
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図 4-4  70 体ラック解析モデル
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図 4-5  110 体ラック解析モデル
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表4-6 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 

－ － 
SUS304L（シートプレ

ート及びラックベー

ス），

SUS304（ラック取付ボ

ルト及び基礎ボルト）

質量 
m kg 

温度条件 

（最高使用温度）
Τ ℃ 66 

縦弾性係数 

Ε*1 MPa 

192000（シートプレー

ト及びラックベー

ス），

192000（ラック取付ボ

ルト及び基礎ボルト）

ポアソン比 ν － 

要素数 
－ 個 

節点数 
－ 個 

注記 ＊1：最高使用温度（66 ℃）で算出 

＊2：
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4-7 に，振動モード図を図 4-6～図 4-11 に示す。鉛直方向は，5 次

モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。

表 4-7 固有値解析結果 

ラック モード
固有周期 

（ｓ） 
卓越方向 

刺激係数 

Ｘ Ｙ Ｚ 

70 体 

ラック

1 

2 

3 

4 

110 体

ラック

1 

2 

3 

4 

図 4-6 振動モード（70体ラック 1 次モード ） 
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図 4-7 振動モード（70体ラック 2 次モード ） 

図 4-8 振動モード（70体ラック 3 次モード ） 
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図 4-9 振動モード（110 体ラック 1 次モード ） 

図 4-10 振動モード（110 体ラック 2次モード ） 
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図 4-11 振動モード（110 体ラック 3次モード  
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4.5 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類

「Ｖ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数は添付書類

「Ｖ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

評価に用いる設計用地震力を表4-8及び表4-9に示す。 

表 4-8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

a. 70 体ラック

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉建屋 

EL. 34.7＊1 

0.05 

以下＊2
－*3 －*3 

ＣＨ＝

1.10 

又は＊4 

ＣV＝0.90 1.0＊5 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

＊3：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

＊4：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

＊5：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 

b. 110 体ラック

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉建屋 

EL. 34.7＊1 

0.05 

以下＊2 
－*3 －*3 

ＣＨ＝

1.10 

又は＊4 

ＣV＝0.90 1.0＊5 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

＊3：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

＊4：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

＊5：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 
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表 4-9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

a. 70 体ラック

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉建屋 

EL. 34.7＊1 

0.05 

以下*2
－ － 

ＣＨ＝

1.10 

又は＊3 

ＣV＝0.90 1.0＊4 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

＊4：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 

b. 110 体ラック

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉建屋 

EL. 34.7＊1 

0.05 

以下*2 
－ － 

ＣＨ＝

1.10 

又は＊3 

ＣV＝0.90 1.0＊4 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

＊4：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力の計算方法 

4.6.1.1 部材の応力 

部材についての応力計算は，図 4-4，図 4-5 の解析モデルにて，角管及びプレー

ト，シートプレート，ラックベースから成る系全体での応力計算を解析コード「Ｓ

ＡＰ－Ⅳ」を使用して行い，引張応力，せん断応力を求め，本項に示す計算方法に

従って組合せ応力を計算する。 

解析コード内では，各部材の局所座標系及びせん断応力τｘｙ，引張応力σｘ,σｙ

の働く向きを図 4-6 に示すように設定している。 

各シェル部材の組合せ応力σｆａは，上述で計算したせん断応力τｘｙ，引張応力 

σｘ,σｙを用いて（4.6.1）式より求める。 

                                      （4.6.1） 

Ｙ

Ｘ
σｙ

τｘｙ

σｘ

τｘｙ

σｙ

τｘｙ

τｘｙ

σｘ

図 4-6 部材の応力計算モデル 

2

ｘｙｙｘ

2

ｙ

2

ｘｆａ τ･3＋σ･σ－σ＋σ＝σ
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4.6.1.2 ラック取付ボルトの応力 

ラックの系全体での荷重計算を解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用して行い，求め

られた地震時のラックに作用する転倒モーメントＭｉ及びラックベース底部に作

用するせん断力Ｆｉが，ラックに図 4-7 のように負荷されるものとしてラック取付

ボルトの応力を求める。 

ラック取付ボルトの荷重状態を図 4-7 に示す。

図 4-7 ラック取付ボルトの荷重状態 
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(1) 引張応力

図 4-7において支点回りのモーメントの平衡によりラック取付ボルト 1 本当たりの引

張力ｆ1ｉ～ｆｊｉを求める。 

ｆ1ｉ＞ｆ2ｉ＞・・・・＞ｆｊｉの関係にあるのでｆ1ｉのみを（4.6.2）式より求める。 

       （4.6.2） 

したがって，引張力ｆ1ｉによりラック取付ボルトに生じる引張応力σｂは，（4.6.3）式よ

り求める。 

  
ｂ

ｉ1
ｂ

Ａ

ｆ
＝σ  （4.6.3） 

 ただし，ｆ1ｉの値が負となった場合は，引張力が生じないので以後の引張応力の計算 

 は省略する。 

(2) せん断応力

せん断力Ｆｉによりラック取付ボルトに生じるせん断応力τｂは，（4.6.4）式より求め

る。 

         （4.6.4） 

1i・{ Ｍi
2
＋(Ｃｖ・ｍ・g・ gi)

2 
－ｍ・g・ gi}

ｆ1i＝
ｎ1i・ 1i

2
＋ｎ2i・ 2i

2
＋・・・・・・＋ｎji・ ji

2

ｂ

ｉ
ｂ

Ａ･ｎ

Ｆ
＝τ
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4.6.1.3 基礎ボルトの応力 

共通ベースの種類としては 110 体ラック 1 台と 70 体ラック 1 台設置用が 4 

台，110 体ラック 2 台設置用が 3 台，110 体ラック 2 台と 70 体ラック 1 台設置

用が 3 台あり，この中で荷重条件が厳しい 110 体ラック 2 台設置用について以下

に示す。 

本ケースのラック及び共通ベースに作用する水平方向の力は合計 18 本の共通ベ

ース基礎ボルトで固定される。地震時に発生するラック据付時の全体の転倒モーメ

ントＭｔｉ及び共通ベース底部に作用するせん断力Ｆｂｉが，ラック及び共通ベース

から成る系全体において図 4-8 のように負荷されるものとして基礎ボルトの応力を

求める。 

基礎ボルトの荷重状態を図 4-8 に示す。 

図 4-8 基礎ボルトの荷重状態 
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(1) 引張応力

図 4-8 において支点回りのモーメントの平衡により基礎ボルト 1 本当たりの引張力

ｆ1ｉ～ｆｊｉを求める。 

ｆ1ｉ＞ｆ2ｉ＞・・・・＞ｆｊｉの関係にあるのでｆ1ｉのみを（4.6.5）式より求める。 

       （4.6.5） 

ここで， 

   

したがって，引張力ｆ1ｉにより基礎ボルトに生じる引張応力σｂは，（4.6.6）式より 

 求める。 

  
ｂ

ｉ1
ｂ

Ａ

ｆ
＝σ  （4.6.6） 

 ただし，ｆ1ｉの値が負となった場合は，引張力が生じないので以後の引張応力の計算 

 は省略する。 

(2) せん断応力

せん断力Ｆｂｉにより基礎ボルトに生じるせん断応力τｂは，（4.6.7）式より求める。

         （4.6.7） 

1i・{ Ｍt i
2
＋(Ｃｖ・ｍt・g・ gi)

2
－ｍt・g・ gi}

ｆ1i＝
ｎ1i・ 1i

2
＋ｎ2i・ 2i

2
＋・・・・・・＋ｎji・ ji

2

ｂ

ｂｉ

ｂ
Ａ･ｎ

Ｆ
＝τ

2

ｔｉ ａｉ ｂｉ ｃｉ

ｃｉ ａｉ 2

ｔ ａ ｂ

Ｍ ＝2･Ｍ ＋Ｍ ＋2･Ｍ

Ｍ ＝Ｆ ･ｈ

ｍ＝ ・ｍ＋ｍ
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重は，本計算書の【使用済燃料貯蔵ラックの耐震性についての

計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 部材の応力評価 

4.6.1.1 項で求めた各部材の引張応力σｘ，σｙ及び組合せ応力σｆａが，許容引張応力 

ƒｔ以下であること。 

また，4.6.1.1 項で求めた各部材のせん断応力τｘｙが，許容せん断応力 ƒｓ以下であるこ

と。 

ただし，ƒｔ及び ƒｓは下表による。 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

許容引張応力 ƒｔ 1.5･
1.5

Ｆ  ＊ 1.5･
1.5

Ｆ  ＊ 

許容せん断応力 ƒｓ 1.5･
3･1.5

Ｆ  ＊ 1.5･
3･1.5

Ｆ  ＊ 

注記 ＊： の引張強さと降伏点（0.2 ％耐力）の値は，SUS304 

      の規格値を上回っているので安全側の評価とするため，Ｆ値は SUS304 の値 

      を使用する。 

 

4.8.2 ラック取付ボルト及び基礎ボルトの応力評価 

4.6.1.2 項，4.6.1.3 項で求めたラック取付ボルト，基礎ボルトの引張応力σｂが，次式

より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下であること。 

また，4.6.1.2 項，4.6.1.3 項で求めたラック取付ボルト，基礎ボルトのせん断応力τｂ

が，せん断力のみを受けるラック取付ボルト，基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であ

ること。 

  ƒｔｓ＝1.4 ･ƒｔｏ－1.6 ･τｂ                                                    （4.8.1） 

        かつ，                          

  ƒｔｓ≦ƒｔｏ                                                         （4.8.2） 

        ただし，ƒｔｏ及び ƒｓｂは下表による。 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

許容引張応力 ƒｔｏ 1.5･
2

Ｆ  1.5･
2

Ｆ
 

許容せん断応力 ƒｓｂ 1.5･
3･1.5

Ｆ
 1.5･

3･1.5

Ｆ
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ラックの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足し

ており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。なお，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震度は

基準地震動Ｓｓを下回っており，基準地震動Ｓｓによる発生値が，弾性設計用地震動Ｓｄ又

は静的震度に対する評価における許容限界を満足するため，弾性設計用地震動Ｓｄ又は静

的震度による発生値の算出を省略した。 

 

5.2  重大事故等対処設備としての評価結果 

ラックの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【使用済燃料貯蔵ラックの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ（m） 
ラック

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向 

使用済燃料貯蔵ラック Ｓ 
原子炉建屋 

EL. 34.7＊1 

70 体ラック 0.05 以下＊2 －*3 －*3 ＣＨ＝1.10又は＊4 ＣＶ＝0.90 
－ 66 － 

110 体ラック 0.05 以下＊2 －*3 －*3 ＣＨ＝1.10又は＊4 ＣＶ＝0.90 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

＊3：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

＊4：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

1.2 ラック取付ボルトの応力評価に用いる要目 

ラック
ｍ 

（kg）
ｍＦ 

（kg）
ｍＲ 

（kg）
ｍＷ 

（kg）
ｈ１ 

 （mm） 
１Ｎ 

（mm） 
２Ｎ 

（mm） 
３Ｎ 

（mm） 
４Ｎ 

（mm）
１Ｅ 

（mm）
２Ｅ 

（mm）
３Ｅ 

（mm）
４Ｅ 

（mm） 
gＮ 

（mm） 
gＥ 

（mm） 

70 体ラック 2100 1072 909 257 94 1561 1398 257 94 583 827.5 

110 体ラック 2100 1724 1561 257 94 1561 1398 257 94 909 827.5 

Ａｂ

（mm2） 
ｎ ｎ１Ｎ ｎ２Ｎ ｎ３Ｎ ｎ４Ｎ ｎ１Ｅ ｎ２Ｅ ｎ３Ｅ ｎ４Ｅ 

1017.9 
（M36） 

16 4 4 4 4 4 4 4 4 

1017.9 
（M36） 

16 4 4 4 4 4 4 4 4 

注記 ＊1：最高使用温度（66 ℃）で算出 
＊2：室温で算出 

ラック取付
ボルト材料

Ｓｙ
＊1

（MPa） 
Ｓｙ（ＲＴ）＊2

（MPa） 
Ｓｕ

＊1

（MPa） 

Ｆ（ラック取付ボル
ト）

（MPa） 

Ｆ  （ラック取付ボル
ト）

（MPa） 

SUS304 188 205 479 205 205 

SUS304 188 205 479 205 205 

ラック 地震力の種類 
ＦＮ

（N） 
ＦＥ

（N） 
ＭＮ

（N･mm） 
ＭＥ

（N･mm） 

70 体ラック 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

－ － － － 

基準地震動Ｓｓ 4.767×105 3.465×105 1.152×109 7.993×108 

110 体ラック 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

－ － － － 

基準地震動Ｓｓ 5.407×105 5.407×105 1.263×109 1.341×109 

* 
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1.3 基礎ボルトの応力評価に用いる要目 

ｍｔ 
（kg）

ｍｂ 
（kg）

ｈ２ 
（mm） 

１Ｎ 

（mm）
２Ｎ 

（mm） 
３Ｎ 

（mm） 
４Ｎ 

（mm） 
５Ｎ 

 （mm） 
６Ｎ 

（mm） 
７Ｎ 

（mm）
８Ｎ 

（mm）
９Ｎ 

（mm）
１Ｅ 

（mm） 
２Ｅ 

（mm） 
３Ｅ 

（mm） 
４Ｅ 

（mm） 

共通ベース 195 3264 3191 2634 2561 1374 1301 744 671 114 1572 1415 270 113 

ｇＮ 

（mm） 
ｇＥ 

（mm） 
Ａｂ

（mm2） 
ｎ ｎ１Ｎ ｎ２Ｎ ｎ３Ｎ ｎ４Ｎ ｎ５Ｎ ｎ６Ｎ ｎ７Ｎ ｎ８Ｎ ｎ９Ｎ ｎ１Ｅ ｎ２Ｅ ｎ３Ｅ ｎ４Ｅ 

1929.75 842.5 
1551.8 

（1 3/4-5UNC）
18 2 2 2 2 2 2 2 2 2 4 5 4 5 

注記 ＊1：最高使用温度（66 ℃）で算出 

＊2：室温で算出 

基礎ボルト材料 
Ｓｙ

＊1

（MPa） 
Ｓｙ（ＲＴ）＊2

（MPa） 
Ｓｕ

＊1

（MPa） 

Ｆ（基礎ボル
ト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボル
ト）

（MPa） 

SUS304 188 205 479 205 205 

地震力の種類 
ＦａＮ

（N） 

ＦａＥ

（N） 

ＦｂＮ

（N） 

ＦｂＥ

（N） 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

－ － － － 

基準地震動Ｓｓ 5.407×105 5.407×105 1.103×106 1.103×106 

ＭａＮ

（N･mm） 

ＭａＥ

（N･mm） 

ＭｂＮ

（N･mm） 

ＭｂＥ

（N･mm） 

－ － － － 

1.263×109 1.341×109 2.151×106 2.151×106

* 
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1.4 計算数値 

1.4.1 部材に生じる応力 

(1) 角管及びプレート 

（単位：MPa）  

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

70 体 

ラック 

引張り σｘ － － 5 5 

引張り σｙ － － 37 21 

せん断τｘｙ － － 28 17 

組合せσｆａ － － 59 35 

110 体 

ラック 

引張り σｘ － － 7 5 

引張り σｙ － － 31 36 

せん断τｘｙ － － 30 19 

組合せσｆａ － － 59 47 

 

 

(2) シートプレート及びラックベース 

（単位：MPa）  

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

70 体 

ラック 

SUS304L 

引張り σｘ － － 14 5 

引張り σｙ － － 55 20 

せん断τｘｙ － － 10 4 

組合せσｆａ － － 52 19 

110 体 

ラック 

引張り σｘ － － 14 12 

引張り σｙ － － 20 42 

せん断τｘｙ － － 15 15 

組合せσｆａ － － 31 46 
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1.4.2 ラック取付ボルトに生じる応力

（単位：MPa） 

ラック取付

ボルト
材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

70 体 

ラック
SUS304 

引張り σｂ － － 126 50 

せん断 τｂ － － 30 22 

110 体 

ラック

引張り σｂ － － 68 85 

せん断 τｂ － － 34 34 

1.4.3 基礎ボルトに生じる応力 

（単位：MPa） 

基礎ボルト 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

共通ベース SUS304 
引張り σｂ － － 36 108 

せん断 τｂ － － 40 40 
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1.5 応力 

(1) 部材に生じる応力

a. 角管及びプレート

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

70 体 

ラック

引張り σｘ ＝ 5＊ ƒｔ＝205 σｘ ＝ 5 ƒｔ＝205

引張り σｙ ＝37＊ ƒｔ＝205 σｙ ＝37 ƒｔ＝205

せん断 τｘｙ＝28＊ ƒｓ＝118 τｘｙ＝28 ƒｓ＝118

組合せ σｆａ＝59＊ ƒｔ＝205 σｆａ＝59 ƒｔ＝205

110 体 

ラック

引張り σｘ ＝ 7＊ ƒｔ＝205 σｘ ＝ 7 ƒｔ＝205

引張り σｙ ＝31＊ ƒｔ＝205 σｙ ＝31 ƒｔ＝205

せん断 τｘｙ＝30＊ ƒｓ＝118 τｘｙ＝30 ƒｓ＝118

組合せ σｆａ＝59＊ ƒｔ＝205 σｆａ＝59 ƒｔ＝205

注記 ＊：基準地震動Ｓｓによる算出応力の値 

すべて許容応力以下である。 

b. シートプレート及びラックベース

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

70 体 

ラック

SUS304L 

引張り σｘ ＝14＊ ƒｔ＝175 σｘ ＝14 ƒｔ＝175

引張り σｙ ＝55＊ ƒｔ＝175 σｙ ＝55 ƒｔ＝175

せん断 τｘｙ＝10＊ ƒｓ＝101 τｘｙ＝10 ƒｓ＝101

組合せ σｆａ＝52＊ ƒｔ＝175 σｆａ＝52 ƒｔ＝175

110 体 

ラック

引張り σｘ ＝12＊ ƒｔ＝175 σｘ ＝12 ƒｔ＝175

引張り σｙ ＝42＊ ƒｔ＝175 σｙ ＝42 ƒｔ＝175

せん断 τｘｙ＝15＊ ƒｓ＝101 τｘｙ＝15 ƒｓ＝101

組合せ σｆａ＝46＊ ƒｔ＝175 σｆａ＝46 ƒｔ＝175

注記 ＊：基準地震動Ｓｓによる算出応力の値 

すべて許容応力以下である。 
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(2) ラック取付ボルトに生じる応力

（単位：MPa） 

ラック取付

ボルト
材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

70 体 

ラック

SUS304 

引張り σｂ＝126＊1 ƒｔｓ＝153＊2 σｂ＝126 ƒｔｓ＝153＊2

せん断 τｂ＝ 30＊1 ƒｓｂ＝118 τｂ＝ 30 ƒｓｂ＝118

110 体 

ラック

引張り σｂ＝ 85＊1 ƒｔｓ＝153＊2 σｂ＝ 85 ƒｔｓ＝153＊2

せん断 τｂ＝ 34＊1 ƒｓｂ＝118 τｂ＝ 34 ƒｓｂ＝118

注記 ＊1：基準地震動Ｓｓによる算出応力の値 

＊2： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出 

すべて許容応力以下である。 

(3) 基礎ボルトに生じる応力

（単位：MPa） 

基礎ボルト 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

共通ベース SUS304 

引張り σｂ＝108＊1 ƒｔｓ＝150＊2 σｂ＝108 ƒｔｓ＝150＊2

せん断 τｂ＝ 40＊1 ƒｓｂ＝118 τｂ＝ 40 ƒｓｂ＝118

注記 ＊1：基準地震動Ｓｓによる算出応力の値 

＊2：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

すべて許容応力以下である。 
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【使用済燃料貯蔵ラックの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ（m） 
ラック

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向 

使用済燃料貯蔵ラック 
常設耐震／防止

常設／緩和 

原子炉建屋 

EL. 34.7＊1 

70 体ラック 0.05 以下＊2 － － ＣＨ＝1.10又は＊3 ＣＶ＝0.90 
－ 100 － 

110 体ラック 0.05 以下＊2 － － ＣＨ＝1.10又は＊3 ＣＶ＝0.90 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

2.2 ラック取付ボルトの応力評価に用いる要目 

ラック
ｍ 

（kg）
ｍＦ 

（kg）
ｍＲ 

（kg）
ｍＷ 

（kg）
ｈ１ 

 （mm） 
１Ｎ 

（mm） 
２Ｎ 

（mm） 
３Ｎ 

（mm） 
４Ｎ 

（mm）
１Ｅ 

（mm）
２Ｅ 

（mm）
３Ｅ 

（mm）
４Ｅ 

（mm） 
gＮ 

（mm） 
gＥ 

（mm） 

70 体ラック 2100 1072 909 257 94 1561 1398 257 94 583 827.5 

110 体ラック 2100 1724 1561 257 94 1561 1398 257 94 909 827.5 

Ａｂ

（mm2） 
ｎ ｎ１Ｎ ｎ２Ｎ ｎ３Ｎ ｎ４Ｎ ｎ１Ｅ ｎ２Ｅ ｎ３Ｅ ｎ４Ｅ 

1017.9 
（M36） 

16 4 4 4 4 4 4 4 4 

1017.9 
（M36） 

16 4 4 4 4 4 4 4 4 

注記 ＊1：最高使用温度（100 ℃）で算出 
＊2：室温で算出 

ラック 地震力の種類 
ＦＮ

（N） 
ＦＥ

（N） 
ＭＮ

（N･mm） 
ＭＥ

（N･mm） 

70 体ラック 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

－ － － － 

基準地震動Ｓｓ 4.767×105 3.465×105 1.152×109 7.993×108 

110 体ラック 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

－ － － － 

基準地震動Ｓｓ 5.407×105 5.407×105 1.263×109 1.341×109 

ラック取付
ボルト材料

Ｓｙ
＊1

（MPa） 
Ｓｙ（ＲＴ）＊2

（MPa） 
Ｓｕ

＊1

（MPa） 

Ｆ（ラック取付ボル
ト）

（MPa） 

Ｆ  （ラック取付ボル
ト）

（MPa） 

SUS304 171 205 441 205 205 

SUS304 171 205 441 205 205 

40 

* 
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2.3 基礎ボルトの応力評価に用いる要目 

ｍｔ 
（kg）

ｍｂ 
（kg）

ｈ２ 
（mm） 

１Ｎ 

（mm）
２Ｎ 

（mm） 
３Ｎ 

（mm） 
４Ｎ 

（mm） 
５Ｎ 

 （mm） 
６Ｎ 

（mm） 
７Ｎ 

（mm）
８Ｎ 

（mm）
９Ｎ 

（mm）
１Ｅ 

（mm） 
２Ｅ 

（mm） 
３Ｅ 

（mm） 
４Ｅ 

（mm） 

共通ベース 195 3264 3191 2634 2561 1374 1301 744 671 114 1572 1415 270 113 

ｇＮ 

（mm） 
ｇＥ 

（mm） 
Ａｂ

（mm2） 
ｎ ｎ１Ｎ ｎ２Ｎ ｎ３Ｎ ｎ４Ｎ ｎ５Ｎ ｎ６Ｎ ｎ７Ｎ ｎ８Ｎ ｎ９Ｎ ｎ１Ｅ ｎ２Ｅ ｎ３Ｅ ｎ４Ｅ 

1929.75 842.5 
1551.8 

（1 3/4-5UNC）
18 2 2 2 2 2 2 2 2 2 4 5 4 5 

注記 ＊1：最高使用温度（100 ℃）で算出 

＊2：室温で算出 

基礎ボルト材料 
Ｓｙ

＊1

（MPa） 
Ｓｙ（ＲＴ）＊2

（MPa） 
Ｓｕ

＊1

（MPa） 

Ｆ（基礎ボル
ト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボル
ト）

（MPa） 

SUS304 171 205 441 205 205 

地震力の種類 
ＦａＮ

（N） 

ＦａＥ

（N） 

ＦｂＮ

（N） 

ＦｂＥ

（N） 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

－ － － － 

基準地震動Ｓｓ 5.407×105 5.407×105 1.103×106 1.103×106 

ＭａＮ

（N･mm） 

ＭａＥ

（N･mm） 

ＭｂＮ

（N･mm） 

ＭｂＥ

（N･mm） 

－ － － － 

1.263×109 1.341×109 2.151×106 2.151×106

41 

* 
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2.4 計算数値 

2.4.1 部材に生じる応力 

(1) 角管及びプレート

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

70 体 

ラック

引張り σｘ － － 5 5 

引張り σｙ － － 37 21 

せん断τｘｙ － － 28 17 

組合せσｆａ － － 59 35 

110 体 

ラック

引張り σｘ － － 7 5 

引張り σｙ － － 31 36 

せん断τｘｙ － － 30 19 

組合せσｆａ － － 59 47 

(2) シートプレート及びラックベース

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

70 体 

ラック

SUS304L 

引張り σｘ － － 14 5 

引張り σｙ － － 55 20 

せん断τｘｙ － － 10 4 

組合せσｆａ － － 52 19 

110 体 

ラック

引張り σｘ － － 14 12 

引張り σｙ － － 20 42 

せん断τｘｙ － － 15 15 

組合せσｆａ － － 31 46 
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2.4.2 ラック取付ボルトに生じる応力 

（単位：MPa） 

ラック取付 

ボルト 
材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

70 体 

ラック 
SUS304 

引張り σｂ － － 126 50 

せん断 τｂ － － 30 22 

110 体 

ラック 

引張り σｂ － － 68 85 

せん断 τｂ － － 34 34 

 

 

2.4.3 基礎ボルトに生じる応力 

（単位：MPa） 

基礎ボルト 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

共通ベース SUS304 
引張り σｂ － － 36 108 

せん断 τｂ － － 40 40 
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2.5 応力 

(1) 部材に生じる応力

a. 角管及びプレート

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

70 体 

ラック

引張り － － σｘ ＝ 5 ƒｔ＝205

引張り － － σｙ ＝37 ƒｔ＝205

せん断 － － τｘｙ＝28 ƒｓ＝118

組合せ － － σｆａ＝59 ƒｔ＝205

110 体 

ラック

引張り － － σｘ ＝ 7 ƒｔ＝205

引張り － － σｙ ＝31 ƒｔ＝205

せん断 － － τｘｙ＝30 ƒｓ＝118

組合せ － － σｆａ＝59 ƒｔ＝205

すべて許容応力以下である。 

b. シートプレート及びラックベース

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

70 体 

ラック

SUS304L 

引張り － － σｘ ＝14 ƒｔ＝175

引張り － － σｙ ＝55 ƒｔ＝175

せん断 － － τｘｙ＝10 ƒｓ＝101

組合せ － － σｆａ＝52 ƒｔ＝175

110 体 

ラック

引張り － － σｘ ＝12 ƒｔ＝175

引張り － － σｙ ＝42 ƒｔ＝175

せん断 － － τｘｙ＝15 ƒｓ＝101

組合せ － － σｆａ＝46 ƒｔ＝175

すべて許容応力以下である。 
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(2) ラック取付ボルトに生じる応力

（単位：MPa） 

ラック取付

ボルト
材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

70 体 

ラック

SUS304 

引張り － － σｂ＝126 ƒｔｓ＝153＊

せん断 － － τｂ＝ 30 ƒｓｂ＝118

110 体 

ラック

引張り － － σｂ＝ 85 ƒｔｓ＝153＊

せん断 － － τｂ＝ 34 ƒｓｂ＝118

注記 ＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

すべて許容応力以下である。 

(3) 基礎ボルトに生じる応力

（単位：MPa） 

基礎ボルト 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

共通ベース SUS304 

引張り － － σｂ＝108 ƒｔｓ＝150＊

せん断 － － τｂ＝ 40 ƒｓｂ＝118

注記 ＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

すべて許容応力以下である。 



Ⅴ-2-4-2-3 使用済燃料乾式貯蔵容器の耐震性についての計算書 
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1. 概  要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針

に基づき，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅠ）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていることを説明するものである。 

使用済燃料乾式貯蔵容器は，使用済燃料を貯蔵していること及び想定されるいかなる場合にも

収納する使用済燃料の臨界を防止する必要があることから，Ｓクラス施設に分類される。以下，

構造強度評価を示す。 

2. 一般事項

 2.1  構造計画 

使用済燃料乾式貯蔵容器の構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1  構造計画（タイプⅠ） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

使用済燃料乾式貯蔵容器は

縦置型で，トラニオンを介

し支持構造物で支持され，

アンカーボルトで基礎に固

定される。 

使用済燃料はキャスク容器

＊内に配置されたバスケッ

トにより支持される。

縦置円筒型

容器 

＊：キャスク容器とは，内胴，中間胴，上部フランジ，底板，一次蓋，一次蓋締付けボルト，バルブカバー，バルブカバー締付けボルト，底部プ

ラグをいう。

A－A 断面拡大図 

［単位：mm］
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 2.2  評価方針 

使用済燃料乾式貯蔵容器の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」の

「3.1  構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.1  構造計画」にて示す使用済燃料乾式貯蔵容器の部位を踏まえ，「3.  固有周期」にて

算出した固有周期に基づく設計用地震力に対して算出する応力等が許容限界内に収まること

を確認することで実施する。 

使用済燃料乾式貯蔵容器の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

図 2-1 使用済燃料乾式貯蔵容器の耐震評価フロー 

2.3  適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（社）日本電気協会

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４６０１・補－1984

（社）日本電気協会

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（社）日本電気協会

(4) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ

Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」とい

う。）

計算モデルの設定

固有周期の算出

設計用地震力

応力計算式による地震時の

応力評価

トラニオン，支持構造物の

構造強度評価

応力解析モデルの設定

応力解析モデルによる地震時の

応力評価

キャスク容器，バスケット，

二次蓋の構造強度評価
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2.4  記号の説明 

計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

A 

CH 

CV 

D 

E 

ｇ 
Pb 

PL 

Pm 

Q 

Ｓｄ
＊ 

 

Ｓｓ 

S12 

S23 

S31 

Sm 

Su 

Sy 

S  

 S ' 

K 

U 

T  

N 

W 

α 

ft 

断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

直径 

縦弾性係数 

重力加速度(=9.80665) 

一次曲げ応力 

一次局部膜応力 

一次一般膜応力 

二次応力 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力

のいずれか大きい方 

基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

主応力差  │σ1 ―σ2│ 

主応力差  │σ2 ―σ3│ 

主応力差  │σ3 ―σ1│ 

設計応力強さ 

設計引張強さ 

設計降伏点 

繰返しピーク応力強さ 

縦弾性係数を補正した繰返しピーク応力強さ 

応力集中係数 

疲労累積係数 

締付けトルク 

許容繰返し回数 

質量 

熱膨張係数 

許容引張応力 

mm2 

― 

― 

mm 

MPa 

m／s2 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

― 

 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

― 

― 

N・mm 

回 

㎏ 

㎜／㎜℃ 

MPa 
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計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

fs 

fc 

fb 

fp

  ft
* 1) 

  fs
* 1) 

  fc
* 1) 

  fb
* 1) 

  fp
* 1)

σ1 

σ2 

σ3 

σb 

σbb

cσbb

tσbb

σcc 

σp 

σs 

σtt 

σn 

σt 

σθ 

τn t 

τtθ 

τnθ

αH

αV

Ⅰ＋Ｓｄ
＊

Ⅰ＋Ｓｓ 

FX 

FY 

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

許容支圧応力 

許容引張応力 

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

許容支圧応力 

主応力 

主応力 

主応力 

圧縮応力 

曲げ応力 

圧縮側曲げ応力 

引張側曲げ応力 

圧縮応力 

平均支圧応力 

平均せん断応力 

引張応力 

評価断面に垂直な方向の応力 

評価断面に平行な方向の応力 

円周方向応力 

せん断応力 

せん断応力 

せん断応力 

水平方向設計加速度 

鉛直方向設計加速度 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
＊地震力

が作用した場合の許容応力区分 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｓ地震力が

作用した場合の許容応力区分 

単位長さあたりの X 方向荷重 

単位長さあたりの Y 方向荷重 

MPa 

MPa

MPa

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa

MPa

MPa

MPa 

MPa

MPa

MPa

MPa 

MPa

MPa 

MPa 

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

m／s2 

m／s2

― 

― 

N／mm 

N／mm 
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計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

L 

LS 

Z 

αH 

αV 

ρ 

σx 

σy 

σz 

τxy 

τyz 

τzx 

a1 

 

a2 

 

FW 

ft 

hCG 

M 

cσb 

tσb 

τ 

Ｅ 

Ｆｃ 

Ｆ1 

Ｆ2 

fT 

Ｗc 

ＷS 

D 

Md 

Pd 

 

S 

バスケット全長 

サポートガイドの長さ 

断面係数 

水平方向設計加速度 

鉛直方向設計加速度 

密度 

評価断面に垂直な方向の応力(x 方向) 

評価断面に平行な方向の応力(y 方向) 

評価断面に平行な方向の応力(z 方向) 

せん断応力 

せん断応力 

せん断応力 

地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台①のトラニ

オン固定金具中心までの距離 

地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台②のトラニ

オン固定金具中心評価位置までの距離 

トラニオンに作用する荷重 

許容引張応力 

貯蔵容器底面から重心までの高さ 

曲げモーメント 

圧縮側曲げ応力 

引張側曲げ応力 

せん断応力 

縦弾性係数 

圧縮力 

支持台①の引張力 

支持台②の引張力 

せん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

貯蔵容器質量 

支持台 1 個の質量 

死荷重 

当該設備に設計上定められた機械的荷重 

当該設備に設計上定められた最高使用圧力による機

械的荷重 

最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 

Part5 表 5に規定する材料の許容引張応力 

mm 

mm 

mm3 

m／s2 

m／s2 

㎏／mm3 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

 

mm 

 

N 

MPa 

mm 

N・mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

MPa 

kg 

kg 

－ 

－ 

MPa 

 

MPa 
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計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

ƒｓ

ƒｔ

ƒc

ƒb

ƒp

許容せん断応力（fs を 1.5 倍した値又は fs
*を 1.5

倍した値） 

許容引張応力（ftを 1.5 倍した値又は ft
*を 1.5 倍し

た値） 

許容圧縮応力（fc を 1.5 倍した値又は fc
*を 1.5 倍

した値） 

許容曲げ応力（fb を 1.5 倍した値又は fb
*を 1.5 倍

した値） 

許容支圧応力（fp を 1.5 倍した値又は fp
*を 1.5 倍

した値） 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記 1)：ft
*, fs

*, fc
*, fb

*, fp
*：ft, fs, fc, fb, fp の値を算出する際に設計・建設規格

SSB-3121.1(1)における「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏点」

とあるのを「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏点の 1.2 倍の

値」と読み替えて算出した値。 
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2.5  計算精度と数値の丸め方 

表示する数値の丸め方は表 2-2 に示すとおりとする。 

 

表 2-2  表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理法 表示最小桁 

最高使用圧力 MPa － － 設計値 

最高使用温度 ℃ － － 設計値 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

許容応力値 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数 

計算応力値＊ MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数 

長さ ㎜ － － 設計値 

設計震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

角度 ° － － 設計値 

質量 kg － － 設計値 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

注記 ＊：応力成分は，小数点以下第 2位を四捨五入し，小数点以下第 1位までの値 

を記載する。 

 

  



9 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-3
-
1
 R
0
 

3. 固有周期

3.1 固有周期の計算方法 

使用済燃料乾式貯蔵容器をはりでモデル化すると，上端自由及び下端固定のはりの固有周

期（Ｔ）は次式で表わされる。 

Ｔ ＝  ・
   

ｍ ＝   （3.1） 

Ｉ ＝ 

ここで， 

Ｌ ：貯蔵容器の全長（＝ 5.725 m） 

Ｅ ：胴の縦弾性係数（＝ 1.85×1011 Pa） 

Ｉ ：胴の断面二次モーメント（＝ 0.207 m4） 

ｍＴ ：貯蔵容器（内部も含む）の総質量（＝ 1.18×105 kg） 

ｄｍｏ：中間胴の外径（＝ 1.979 m） 

ｄｍｉ：中間胴の内径（＝ 1.899 m） 

ｄｉｏ：内胴の外径（＝ 1.679 m） 

ｄｉｉ：内胴の内径（＝ 1.569 m） 

3.2 固有周期の評価 

 3.1 項の計算により得られた固有周期の計算結果を表 3-1 に示す。計算結果より，剛であ

ることを確認した。 

表 3-1 固有周期の計算結果 

固有周期（秒） 

Ｔ＝

2・π・Ｌ2 

1.8752 

ｍ

Ｅ・Ｉ 

ｍＴ

Ｌ 

（ｄｍｏ
4－ｄｍｉ

4）＋ 
π

64 
（ｄｉｏ

4－ｄｉｉ
4） 

π

64 
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4. 構造強度評価

 4.1  構造強度評価方法 

(1) 地震力は使用済燃料乾式貯蔵容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとす

る。 

(2) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を用いる。

 4.2  荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料乾式貯蔵容器の荷重の組合せ及び許容応力状態を表 4-1 に示す。 

4.2.2 許容応力 

使用済燃料乾式貯蔵容器の許容応力については，添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本

方針」のとおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料乾式貯蔵容器の使用材料の許容応力評価条件については，表 4-2 に示す。 
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表 4-1 荷重の組合せ及び許容限界 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

核燃料物質の取扱

施設及び貯蔵施設 

使用済燃料貯蔵

用容器 
使用済燃料乾式貯蔵容器 Ｓ － 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ
＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

表 4-2 使用材料の許容応力評価条件 

評価部材 材料 温度条件（℃） 
Ｓ 

（MPa） 

Ｓｍ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

キャスク容器 内胴，中間胴 SUS304 最高使用温度 160 - 135 152 418 

一次蓋，上部フランジ，底板

底部プラグ，密封シール部 
SUSF304 最高使用温度 160 - 135 152 418 

一次蓋締付けボルト SNB23-3 最高使用温度 160 - 275 825 - 

バルブカバー SUS304 最高使用温度 160 - 135 152 418 

バルブカバー締付けボルト SNB23-3 最高使用温度 160 - 275 825 - 

バスケット チャンネル A5052TD-H34 最高使用温度 210 - 16 124 185 

サポートブロック，底板 A5083FH-O 最高使用温度 210 - 13 100 169 

補強板，仕切板 A5083P-O 最高使用温度 210 13 100 169 

サポートガイド SUS304 最高使用温度 160 135 152 418 

トラニオン トラニオン SUS630 最高使用温度 140 - - 645 845 

支持構造物 支持台座 SFVC2B 最高使用温度 130 - - 222 438 

トラニオン固定金具 SNB23-3 最高使用温度 130 - - 839 912 

容器押え金具 SNB23-3 最高使用温度 130 - - 839 912 

トラニオン固定ボルト SNB23-3 最高使用温度 130 - - 839 912 

リブ SM490B 最高使用温度 130 - - 272 441 

アンカーボルト SCM435 最高使用温度 130 - - 665 847 

二次蓋 二次蓋 SUSF304 最高使用温度 160 - - 152 418 

二次蓋締付けボルト SNB23-3 最高使用温度 160 200 - - -
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 4.3  設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4-3 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書

類「Ⅴ-2-1-7  設計用床応答曲線の策定方針」に基づき設定する。 

表 4-3  設計用地震力 

据付場所及び

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

使用済燃料乾

式貯蔵建屋

EL8.3m＊１ 

－ ＣＨ=0.72 ＣＶ=0.36 ＣＨ=1.17 ＣＶ=0.65

注 ＊１：基準床レベルを示す。 

 4.4  計算方法 

使用済燃料乾式貯蔵容器の計算方法については，以下の各図書「3. 計算方法」に示す。 

キャスク容器：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-1-1 キャスク容器の耐震性についての計算書」

バスケット ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-1-2 バスケットの耐震性についての計算書」 

トラニオン ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-1-3 トラニオンの耐震性についての計算書」

支持構造物 ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-1-4 支持構造物の耐震性についての計算書」 

二次蓋 ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-1-5 二次蓋の耐震性についての計算書」 

 4.5  応力の評価 

4.4 項で求めた計算値が，4.2.2 項で示した許容応力以下であること。 

5. 評価結果

使用済燃料乾式貯蔵容器の応力の評価結果については，以下の各図書「応力の評価」に示

す。計算値は許容応力以下であり，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認した。 

キャスク容器：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-1-1 キャスク容器の耐震性についての計算書」

バスケット ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-1-2 バスケットの耐震性についての計算書」 

トラニオン ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-1-3 トラニオンの耐震性についての計算書」

支持構造物 ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-1-4 支持構造物の耐震性についての計算書」 

二次蓋 ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-1-5 二次蓋の耐震性についての計算書」 
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Ⅴ-2-4-2-3-1-1  キャスク容器の耐震性についての計算書 

（タイプⅠ）
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1. 概  要 

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅠ）のキャスク容器に関する耐震性につ

いての計算書である。 

 

2.  評価部位 

 キャスク容器及び中間胴の評価部位は，次のとおりである(図 2-1 参照)。 

(1) 内胴 

(2) 中間胴 

(3) 上部フランジ 

(4) 底板 

(5) 一次蓋 

(6) 一次蓋締付けボルト 

(7) バルブカバー 

(8) バルブカバー締付けボルト 

(9) 密封シール部 

(10) 底部プラグ 

 

3. 計算方法 

(1)キャスク容器及び中間胴の応力計算は，想定される圧力荷重，機械的荷重を基に，キャ

スク容器及び中間胴の実形状をモデル化し，汎用解析コードである 

「ＡＢＡＱＵＳ」及び応力評価式を用いて行う。 

  解析コードの検証および妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-5  計算機

プログラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。 

(2)応力計算は代表事象毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の２つである。 

a. 内圧 

b. 機械的荷重 

自重(燃料集合体を含む貯蔵容器(二次蓋を含む)の貯蔵時の設計重量を用いる)，

衝撃荷重及びその他の負荷荷重をいう。 

（3）計算モデルは次の方針に従う。 

a. モデル化に当たっては，キャスク容器，中間胴，ガンマ線遮へい体の形状の対称

性及び荷重の対称性を考慮する。 

b. 解析モデルは，1／2 対称の三次元固体（連続体）要素による解析モデルとす

る。また，モデル化に当たり対称性を考慮して境界条件を設定する。モデル図及び

境界条件を応力計算書に示す。 

（4）構造及び材料の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）

は，応力計算書に示す。応力評価は，この応力評価点（面）について行う。 

（5）溶接部については，母材と同等の物性値及び機械的性質を用いる。 
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4. 応力の評価

 応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎

に分類し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σθ ：円周方向応力 

σn ：評価断面に垂直な方向の応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 

τnθ ：せん断応力 

τnt ：せん断応力 

τtθ ：せん断応力 

キャスク容器用材料の許容応力値を表 4-1 及び表 4-2 に示す。

また，中間胴用材料の許容応力値を表 4-3 及び表 4-4 に示す。 

(1) キャスク容器（ボルトを除く）及び中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分）

の応力評価 

キャスク容器及び中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分）の応力評価は，設

計・建設規格 PVB-3110 に従い以下の項目について添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持

の基本方針」で示した許容応力以下であることを確認する。 

a. 一次応力強さ

b. 一次＋二次応力強さ

c. 繰返し荷重の評価

d. 特別な応力の検討

(a) 純せん断応力の評価

(b) 支圧応力の評価

(c) 圧縮応力の評価

(2) ボルトの応力評価

ボルトの応力評価は，設計・建設規格 PVB-3120 に従い，添付書類「Ⅴ-2-1-9

機能維持の基本方針」で示した許容応力以下であることを確認する。 

(3) 中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分を除く）の応力評価

中間胴の応力評価は，設計・建設規格 SSB-3010 に従い以下の項目について添付書類

「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応力以下であることを確認する。 

a. 一次応力強さ

b. 一次＋二次応力強さ

c. 組合せ応力

評価断面

σt

σθ

σn
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5. 計算結果 

5.1 応力評価点 

キャスク容器及び中間胴の応力評価点（面）を図 5-1 に示す。 

 

5.2 貯蔵時（Ｓｄ
＊及びＳｓ地震力が作用する場合） 

5.2.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ
＊及びＳｓ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとす

る。 

キャスク容器内圧力（－0.1MPa)＋蓋間圧力(0.4MPa)＋ボルト初期締付け力 

＋地震力＋自重 

 

5.2.2 計算方法 

（1）一次応力及び一次＋二次応力 

a. 内胴，上部フランジ，底板，中間胴，一次蓋及び一次蓋締付けボルト 

解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」の三次元固体（連続体）要素による解析モデルを図

5-2 に示す。 

加速度として次の値を用いる。 

Ｇ1 ＝ αH， Ｇ2 ＝ 9.81 － αV 

ここで，αH：水平方向設計加速度 (＝ ＣHｇ ＝ 11.48m/s2) 

αV：鉛直方向設計加速度 (＝ ＣVｇ ＝  6.38m/s2) 

（2）支圧応力 

バスケット底面との接触部の底板に発生する平均支圧応力（σp）は次式で表わされ

る。 

σp ＝ ＷG・ＧZ／Ａ 

ここで，ＷG：バスケット及び燃料の質量（＝ 25200 kg） 

ＧZ：鉛直方向加速度 (＝ 9.81＋αV ＝ 16.19 m/s2) 

Ａ ：接触面積 (＝ 1.17×106 mm2) 

（3）座屈応力 

中間胴に生じる圧縮応力（σb）は（1）a.の計算方法と同様である。 

 

5.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 
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6. 評価結果 

6.1 キャスク容器（ボルトを除く）の応力評価 

評価結果を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊地震力およびＳｓ地震力が作用する際の一次

一般膜応力強さ（Ｐｍ），一次局部膜応力強さ（ＰＬ），一次膜＋一次曲げ応力強さ 

（ＰＬ+Ｐｂ）及び一次応力と二次応力を加えて求めた応力強さ（ＰＬ+Ｐｂ+Ｑ）は添付書

類「Ｖ-2-1-9  機能維持の基本方針」の各規定を満足する。 

 

6.2  ボルトの応力評価 

評価結果を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊地震力およびＳｓ地震力が作用する際の平

均引張応力及び平均引張応力＋曲げ応力は添付書類「Ｖ-2-1-9  機能維持の基本方針」の

各規定を満足する。 

 

6.3  中間胴の応力評価 

評価結果を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊地震力およびＳｓ地震力が作用する際のキ

ャスク容器との溶接部近接部分における一次一般膜応力強さ（Ｐｍ），一次局部膜応力

強さ（ＰＬ），一次膜＋一次曲げ応力強さ（ＰＬ+Ｐｂ）及び一次応力と二次応力を加えて

求めた応力強さ（ＰＬ+Ｐｂ+Ｑ）は添付書類「Ｖ-2-1-9  機能維持の基本方針」の各規定を

満足する。 

また，上記以外の範囲における引張応力，せん断応力，圧縮応力，曲げ応力，支圧応

力及び座屈応力並びに地震時の組合せ応力は添付書類「Ｖ-2-1-9  機能維持の基本方針」

の各規定を満足する。 

 

6.4  特別な応力の評価 

（1）純せん断応力 

純せん断応力（σs）に該当する評価箇所がないため，評価を省略する。 

（2）支圧応力 

評価結果を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊地震力およびＳｓ地震力が作用する際の

平均支圧応力（σp）は添付書類「Ｖ-2-1-9  機能維持の基本方針」の各規定を満足する。 

（3）圧縮応力 

各設計事象における評価を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊地震力およびＳｓ地震力が作用する際の

圧縮応力（σb）は添付書類「Ｖ-2-1-9  機能維持の基本方針」の各規定を満足する。 
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6.5 繰り返し荷重の評価 

6.5.1 キャスク容器（ボルトを除く）の評価 

地震力により発生する応力の全振幅を表 5-1 及び表 5-2 に示した応力強さ（一次＋二次応

力：地震力のみによる全振幅を示す）の最大値（Ｓmax ＝ 62 MPa）とすると，この応力値

は，設計・建設規格 添付 4-2 3.2 において 1011乗を許容繰返し回数としたときにこれに

対応する繰返しピーク応力強さの値の 114 MPa（設計・建設規格 添付 4-2-2 曲線Ｂに相

当）以下となる（表 5-1）。したがって，地震力による応力は設計・建設規格 PVB-3140 の

規定を満足しているので，疲労評価を必要としない。 

 

6.5.2 ボルトの評価 

6.5.1 項において疲労評価が不要となる条件を満足することから，一次蓋締付けボ

ルト及びバルブカバー締付けボルトについて，地震動のみによる疲労累積係数が 1.0 以下

となることを示す。 

 

6.5.2.1 設計・建設規格 PVB-3122 及び添付 4-2 3.4 に対する検討 

(1) 一次蓋締付けボルト及びバルブカバー締付けボルトの最小引張強さは 1000 MPa であ

り，設計・建設規格 PVB-3122(2)に従い，設計疲労曲線として設計・建設規格  

添付 4-2 3.4 を使用する。 

(2) ねじは三角ねじであり，ねじ底部の半径は一次蓋締付けボルトが 0.375 ㎜，バル

ブカバー締付けボルトが 0.25 ㎜であって 0.07 ㎜より大である。 

(3) シャンク部の直径に対するシャンク部の端の丸みの半径の比は， 

一次蓋締付けボルト   ：
31
2.2

 ＝ 0.071 

バルブカバー締付けボルト：
13
1.0

 ＝ 0.077 

であって，0.06 以上である。 

 

6.5.2.2 一次蓋締付けボルトの疲労解析 

一次蓋締付けボルトに生じる繰返しピーク応力強さは，次式で計算する。 

A
GW

KS 1・
・＝p                                            （6.1） 

ここで，Ｓｐ ：繰返しピーク応力強さ（MPa） 

Ｋ ：一次蓋締付けボルトのねじ部の応力集中係数（＝4） 

Ｗ  ：一次蓋の質量（＝ 5400 kg） 

Ｇ1 ：軸方向の加速度 

（地震時 Ｓｄ
＊地震力が作用する場合 ＝ 6.38 m/s2） 

（地震時 Ｓｓ 地震力が作用する場合 ＝ 6.38 m/s2） 

Ａ ：全数のボルト最小断面積（＝ 3.01×104㎜2） 
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また，繰返しピーク応力強さは次式で計算する。ただし，Sp はピーク応力強さの変動

範囲である。 

pS
2
1

S ・＝  （6.2） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.4 (4)のとおり，縦弾性係数（2.07×105）と材料の使用

温度における縦弾性係数（E＝1.83×105 MPa）の比を繰返しピーク応力強さに乗じて

補正する。 

E
102.07

SS
5

・＝’  （6.3） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.4 により，補正した繰返しピーク応力強さ（ S '）に対

する許容繰返し回数を求める。繰返し回数と許容繰返し回数との比は表 6-1 に示す通

りとなり，地震時における疲労累積係数の和は 1.0 以下となるため，添付書類「Ｖ-

2-1-9  機能維持の基本方針」の規定を満足する。

6.5.2.3 バルブカバー締付けボルトの疲労解析 

バルブカバー締付けボルトの疲労解析は一次蓋締付けボルトの場合と同様である。 

ただし，Ｗ  ：バルブカバーの質量（＝ 8 kg） 

Ａ ：全数のボルト最小断面積（＝ 1.06×103 ㎜2） 

繰返し回数と許容繰返し回数との比は表 6-2 に示すとおりである。 

したがって，地震時における疲労累積係数の和は 1.0 以下となるため，添付書類

「Ｖ-2-1-9  機能維持の基本方針」の規定を満足する。 
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7．穴の補強 

 設計・建設規格 PVB-3520 により貫通孔の補強が不要となることを示す。 

 貫通孔部の応力強さは，応力集中係数を用いて次式で表わされる。 

Ｓc＝Ｋ・Ｓ                                                      （7.1） 

 ここで，Ｓc ：貫通孔部の応力強さ(MPa) 

Ｋ ：応力集中係数（＝ 3.0） 

Ｓ ：貫通孔を無視した場合の一次蓋の応力強さ(MPa) 

 貫通孔を無視した場合の一次蓋の応力強さ（Ｓ）は表 5-1 及び表 5-2 より求められる。 

 したがって，貫通孔部の応力強さ（Ｓc）は表 7-1 に示す通りとなり，すべて許容応力を

満足するため，貫通孔の補強は不要となる。 
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図 2-1  キャスク容器及び中間胴の応力解析箇所 
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図 5-1 キャスク容器及び中間胴の応力評価点（面）
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図 5-2 キャスク容器及び中間胴の解析モデル（地震時） 
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表 4-1 キャスク容器用材料の許容応力値 

(単位：MPa) 

許容応力 

区    分 
応  力  の  種  類 

許容応力値 

オーステナイト系ステンレス鋼

密封シール部 

以外の部位 1) 
密封シール部 

SUS 304 

SUS F304 

許容値 

基準 
SUS F304

許容値 

基準 

設計事象 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ 

一次一般膜応力強さ   Pm 162 1.2Sm 152 
Min{Sy, 

1.2Sm} 

一次膜＋一次曲げ応力強さ  PL＋Pb

4） 243 1.8Sm 152 Sy 

一次＋二次応力強さ   PL＋Pb＋Q 3） 405 3Sm 152 Sy 

純せん断応力   σs 81 0.6Sm

支圧応力      σp
2) 152(228) Sy(1.5Sy) 

設計事象 

Ⅰ＋Ｓｓ 

一次一般膜応力強さ   Pm 278 
Min{2.4Sm,

2/3Su} 
152 Sy 

一次膜＋一次曲げ応力強さ  PL＋Pb

4） 418 
Min{3.6Sm,

Su} 
152 Sy 

一次＋二次応力強さ   PL＋Pb＋Q 3） 405 3Sm 152 Sy 

純せん断応力   σs 167 0.4Su

支圧応力      σp
2) 418(627) Su(1.5Su) 

注記１）：底部プラグ溶接部の許容応力値は表に示される値の 1／2 とする。 

２）：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大

きい場合の値。 

  ３）：Ｓｄ
＊又はＳｓ地震力のみによる全振幅について評価する。 

  ４）：PLの許容応力は PL＋Pbの許容応力と同一とする。
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表 4-2 キャスク容器用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容応力 

区    分 
応  力  の  種  類 

許  容  応  力  値 

合金鋼 SNB23－3 許 容 値 基 準 

設計事象

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ 

平均引張応力 550 2 Sm 

平均引張応力＋曲げ応力 825 3 Sm 

設計事象

Ⅰ＋Ｓｓ 

平均引張応力 825  Sy 

平均引張応力＋曲げ応力 825  Sy 

表 4-3 中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分）用材料の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容応力 

区    分 
応  力  の  種  類 

許容応力値 

オーステナイト系ステンレス鋼

SUS 304 許容値基準 

設計事象

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ 

一次一般膜応力強さ  Pm 162 1.2 Sm 

一次膜＋一次曲げ応力強さ  PL＋Pb

3） 243 1.8 Sm 

一次＋二次応力強さ  PL＋Pb＋Q 2） 405 3 Sm 

純せん断応力    σs 81 0.6 Sm 

支圧応力    σp
1) 152(228) Sy(1.5Sy) 

設計事象

Ⅰ＋Ｓｓ 

一次一般膜応力強さ  Pm 278 
Min 

{2.4Sm,2/3Su} 

一次膜＋一次曲げ応力強さ  PL＋Pb

3） 418 
Min 

{3.6Sm,Su} 

一次＋二次応力強さ  PL＋Pb＋Q 2） 405 3 Sm 

純せん断応力    σs 167 0.4 Su 

支圧応力    σp
1) 418(627) Su(1.5Su) 

注記１）：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大

きい場合の値。 

  ２）：Ｓｄ
＊又はＳｓ地震力のみによる全振幅について評価する。 

  ３）：PLの許容応力は PL＋Pbの許容応力と同一とする。
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表 4-4(1) 中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分を除く）用材料の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容応力 

区    分 応  力  の  種  類 

許  容  応  力  値 

オーステナイト系ステンレス鋼

SUS304 許 容 値 基 準 

設計事象 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊1）

一
次
応
力 

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

204 

204 

117 

204 

279 

ƒｔ

ƒc

ƒｓ

ƒb

ƒp

一
次
＋
二
次
応
力 

引張・圧縮応力 2) 

せん断応力 2) 

曲げ応力 2) 

支圧応力 

座屈応力 

408 

234 

408 

279 

117 

2ƒｔ

2ƒｓ

2ƒb

ƒp 

ƒb, ƒｓ又は ƒc

注記１)：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力とせん断応力を組み合わせた応力

(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。

2
n

2
t

2
ntnttn

22
t

2
nT 333･－･－･－

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。

b

bbc

c

cc

f51f51 ..
≦1 かつ 

t

ccbbt

f51.

－
≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。

t

bbttt

f51.
≦1 かつ 

b

ttbbc

f51.

－
≦1 

ただし，②及び③において，一次応力については上式による。一次＋二次応力

の場合，分母の 1.5 fc，1.5 fb，1.5 ftは，3 fc，3 fb，3 ftとする。 

  ２)：Ｓｄ
＊地震力のみによる応力振幅について評価する。 
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表 4-4(2) 中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分を除く）用材料の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容応力 

区    分 応  力  の  種  類 

許  容  応  力  値 

オーステナイト系ステンレス鋼

SUS304 許 容 値 基 準 

設計事象 

Ⅰ＋Ｓｓ 
1） 

一
次
応
力 

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

204 

204 

117 

204 

279 

ƒｔ

ƒc

ƒｓ

ƒb

ƒp

一
次
＋
二
次
応
力 

引張・圧縮応力 2) 

せん断応力 2) 

曲げ応力 2) 

支圧応力 

座屈応力 

408 

234 

408 

279 

117 

2ƒｔ

2ƒｓ

2ƒb

ƒp 

ƒb, ƒｓ又は ƒc

注記１)：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力とせん断応力を組み合わせた応力

(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。

2
n

2
t

2
ntnttn

22
t

2
nT 333･－･－･－

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。

b

bbc

c

cc

f51f51 ..
≦1 かつ 

t

ccbbt

f51.

－
≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。

t

bbttt

f51.
≦1 かつ 

b

ttbbc

f51.

－
≦1 

ただし，②及び③において，一次応力については上式による。一次＋二次応力

の場合，分母の 1.5 fc，1.5 fb，1.5 ftは，3 fc，3 fb，3 ftとする。 

２)：Ｓｓ地震力のみによる応力振幅について評価する。 
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表 5-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (1／5) 
（貯蔵時：Ｓｄ

＊地震力が作用する場合） 
       （単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

一 

次 

蓋 

① 

Pm 17 162

PL+Pb 7 243

PL+Pb+Q2) 1 405

σs － － 

σp － － 

① ′ 

Pm 17 162

PL+Pb 27 243

PL+Pb+Q2) 1 405

σs － － 

σp － － 

② 

Pm － － 

PL+Pb 20 243

PL+Pb+Q2) 2 405

σs － － 

σp － － 

② ′ 

Pm － － 

PL+Pb 10 243

PL+Pb+Q2) 1 405

σs － － 

σp － － 

一
次
蓋 

締
付
け 

ボ
ル
ト 

③ 

平均引張応力 211 550

平均引張応力
+曲げ応力 218 825

内 
 

胴 

④ 

Pm － － 

PL 45 243

PL+Pb+Q2) 6 405

σs － － 

σp － － 

④ ′ 

Pm － － 

PL 45 243

PL+Pb+Q2) 6 405

σs － － 

σp － － 

 
注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：円周方向応力 
 σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 
  ２）： Ｓｄ

＊地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 5-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (2／5) 
（貯蔵時：Ｓｄ

＊地震力が作用する場合） 
（単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

内 
 

胴 

⑤ 

Pm 62 162 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 15 405 

σs － － 

σp － － 

⑤′ 

Pm 62 162 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 11 405 

σs － － 

σp － － 

⑥ 

Pm － － 

PL 72 243 

PL+Pb+Q2) 48 405 

σs － － 

σp － － 

⑥′ 

Pm － － 

PL 72 243 

PL+Pb+Q2) 62 405 

σs － － 

σp － － 

上
部
フ
ラ
ン
ジ 

⑨ 

Pm － － 

PL 32 243 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

⑨′ 

Pm － － 

PL 32 243 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

  ２）： Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 5-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (3／5) 
               （貯蔵時：Ｓｄ

＊地震力が作用する場合） 
       （単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

上
部
フ
ラ
ン
ジ 

⑩ 

Pm － － 

PL 19 243 

PL+Pb+Q2) 4 405 

σs － － 

σp － － 

⑩′ 

Pm － － 

PL 19 243 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

底 
 

板 

⑪ 

Pm 30 162 

PL+Pb 39 243 

PL+Pb+Q2) 9 405 

σs － － 

σp 1 152 

⑪′ 

Pm 30 162 

PL+Pb 23 243 

PL+Pb+Q2) 14 405 

σs － － 

σp 1 152 

⑫ 

Pm － － 

PL+Pb 36 243 

PL+Pb+Q2) 34 405 

σs － － 

σp － － 

⑫′ 

Pm － － 

PL+Pb 29 243 

PL+Pb+Q2) 31 405 

σs － － 

σp － － 

密
封 

シ
ー
ル
部

⑬ 

Pm 29 152 

PL+Pb 48 152 

PL+Pb+Q2) 2 152 

 
注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：円周方向応力 
 σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 
  ２）： Ｓｄ

＊地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 5-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (4／5) 

（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合） （単位：MPa） 

部位 
評価点

(面) 
応 力 分 類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

中
間
胴
（
キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分
を
除
く
） 

⑯ 

一
次
応
力 

引張応力 105 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 2 117 
曲げ応力 79 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 93 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 79 2043)

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力2) 3 408 
せん断応力2) 3 234 
曲げ応力 2) 3 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 5 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 3 4083)

⑰ 

一
次
応
力 

引張応力 125 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 3 117 
曲げ応力 77 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 110 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 77 2043)

一
次
＋
二
次
応
力 

引張･圧縮応力2) 10 408 
せん断応力2) 6 234 
曲げ応力 2) 10 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 12 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 10 4083)

⑱ 

一
次
応
力 

引張応力 113 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 7 117 
曲げ応力 107 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 110 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 107 2043)

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力2) 71 408 
せん断応力2) 14 234 
曲げ応力 2) 71 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 65 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 71 4083)

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

  ２）： Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について示す。 

  ３）：ft＝fc＝fbであるので組合せ応力が引張応力に対する許容値以下であれば規定を満足する。 
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表 5-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (5／5) 
               （貯蔵時：Ｓｄ

＊地震力が作用する場合） 
       （単位：MPa） 

部位 
評価点 

（面） 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τt τnθ 

中
間
胴(

キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分) 

⑦ 

Pm － － 

PL 65 243 

PL+Pb+Q2) 5 405 

σs － － 

σp － － 

⑦′

Pm － － 

PL 65 243 

PL+Pb+Q2) 4 405 

σs － － 

σp － － 

⑧ 

Pm － － 

PL 113 243 

PL+Pb+Q2) 116 405 

σs － － 

σp － － 

⑧′

Pm － － 

PL 113 243 

PL+Pb+Q2) 36 405 

σs － － 

σp － － 

底
部
プ
ラ
グ
溶
接
部 

⑲ 

Pm 68 81 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 94 202 

σs － － 

σp － － 

 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：円周方向応力 
 σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

  ２）： Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 5-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (1／5) 
（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

一 

次 

蓋 

① 

Pm 17 278

PL+Pb 7 418

PL+Pb+Q2) 1 405

σs － － 

σp － － 

① ′ 

Pm 17 278

PL+Pb 27 418

PL+Pb+Q2) 1 405

σs － － 

σp － － 

② 

Pm － － 

PL+Pb 20 418

PL+Pb+Q2) 2 405

σs － － 

σp － － 

② ′ 

Pm － － 

PL+Pb 10 418

PL+Pb+Q2) 1 405

σs － － 

σp － － 

一
次
蓋 

締
付
け 

ボ
ル
ト 

③ 

平均引張応力 211 825

平均引張応力
+曲げ応力 218 825

内 
 

胴 

④ 

Pm － － 

PL 45 418

PL+Pb+Q2) 6 405

σs － － 

σp － － 

④ ′ 

Pm － － 

PL 45 418

PL+Pb+Q2) 6 405

σs － － 

σp － － 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

  ２）： Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 5-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (2／5) 
（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合） 

 （単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

内 
 

胴 

⑤ 

Pm 62 278 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 15 405 

σs － － 

σp － － 

⑤′ 

Pm 62 278 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 11 405 

σs － － 

σp － － 

⑥ 

Pm － － 

PL 72 418 

PL+Pb+Q2) 48 405 

σs － － 

σp － － 

⑥′ 

Pm － － 

PL 72 418 

PL+Pb+Q2) 62 405 

σs － － 

σp － － 

上
部
フ
ラ
ン
ジ 

⑨ 

Pm － － 

PL 32 418 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

⑨′ 

Pm － － 

PL 32 418 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

 
注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：円周方向応力 
 σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 
  ２）： Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 5-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (3／5) 
 （貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

上
部
フ
ラ
ン
ジ 

⑩ 

Pm － － 

PL 19 418 

PL+Pb+Q2) 4 405 

σs － － 

σp － － 

⑩′ 

Pm － － 

PL 19 418 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

底 
 

板 

⑪ 

Pm 30 278 

PL+Pb 39 418 

PL+Pb+Q2) 9 405 

σs － － 

σp 1 418 

⑪′ 

Pm 30 278 

PL+Pb 23 418 

PL+Pb+Q2) 14 405 

σs － － 

σp 1 418 

⑫ 

Pm － － 

PL+Pb 36 418 

PL+Pb+Q2) 34 405 

σs － － 

σp － － 

⑫′ 

Pm － － 

PL+Pb 29 418 

PL+Pb+Q2) 31 405 

σs － － 

σp － － 

密
封 

シ
ー
ル
部

⑬ 

Pm 29 152 

PL+Pb 48 152 

PL+Pb+Q2) 2 152 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

  ２）： Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 5-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (4／5) 

 （貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合） （単位：MPa） 

部位 
評価点

(面) 
応 力 分 類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

中
間
胴
（
キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分
を
除
く
） 

⑯ 

一
次
応
力 

引張応力 105 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 2 117 
曲げ応力 79 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 93 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 79 2043)

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力2) 3 408 
せん断応力2) 3 234 
曲げ応力 2) 3 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 5 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 3 4083)

⑰ 

一
次
応
力 

引張応力 125 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 3 117 
曲げ応力 77 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 110 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 77 2043)

一
次
＋
二
次
応
力 

引張･圧縮応力2) 10 408 
せん断応力2) 6 234 
曲げ応力 2) 10 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 12 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 10 4083)

⑱ 

一
次
応
力 

引張応力 113 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 7 117 
曲げ応力 107 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 110 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 107 2043)

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力2) 71 408 
せん断応力2) 14 234 
曲げ応力 2) 71 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 65 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 71 4083)

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：円周方向応力 
 σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 
  ２）： Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す。 
  ３）：ft＝fc＝fb及び ft*＝fc*＝fb*であるので組合せ応力が引張応力に対する許容値以下 

であれば規定を満足する。 
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表 5-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (5／5) 
 （貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 
評価点 

（面） 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τt τnθ 

中
間
胴(

キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分) 

⑦ 

Pm － － 

PL 65 418 

PL+Pb+Q2) 5 405 

σs － － 

σp － － 

⑦′

Pm － － 

PL 65 418 

PL+Pb+Q2) 4 405 

σs － － 

σp － － 

⑧ 

Pm － － 

PL 113 418 

PL+Pb+Q2) 116 405 

σs － － 

σp － － 

⑧′

Pm － － 

PL 113 418 

PL+Pb+Q2) 36 405 

σs － － 

σp － － 

底
部
プ
ラ
グ
溶
接
部 

⑲ 

Pm 68 139 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 94 405 

σs － － 

σp － － 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

  ２）： Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 5-2 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合) (1／3) 

（単位：MPa） 

部  位 評価点（面） 応力分類 計算値 1) 許容応力 

一 次 蓋 

①－①’ Pm 17 162 

① 
PL+Pb 

7 243 

①’ 27 243 

① 
PL+Pb+Q 

1 405 

①’ 1 405 

② 
PL+Pb 

20 243 

②’ 10 243 

② 
PL+Pb+Q 

2 405 

②’ 1 405 

一次蓋締付け 

ボルト 
③ 

平均引張応力 211 550 

平均引張応力+ 

曲げ応力 
218 825 

内  胴 

④－④’ PL 45 243 

④ 
PL+Pb+Q 

6 405 

④’ 6 405 

⑤－⑤’ Pm 62 162 

⑤ 
PL+Pb+Q 

15 405 

⑤’ 11 405 

⑥－⑥’ PL 72 243 

⑥ 
PL+Pb+Q 

48 405 

⑥’ 62 405 

注記１）： PL+Pb+Q はＳｄ
＊地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 5-2 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合) (2／3) 

（単位：MPa） 

部 位 評価点（面） 応力分類 計算値 1) 許容応力 

上部フランジ 

⑨－⑨’ PL 32 243 

⑨ 
PL+Pb+Q 

2 405 

⑨’ 2 405 

⑩－⑩’ PL 19 243 

⑩ 
PL+Pb+Q 

4 405 

⑩’ 2 405 

底 板 

⑪－⑪’
Pm 30 162 

σP 1 152 

⑪ 
PL+Pb 

39 243 

⑪’ 23 243 

⑪ 
PL+Pb+Q 

9 405 

⑪’ 14 405 

⑫ 
PL+Pb 

36 243 

⑫’ 29 243 

⑫ 
PL+Pb+Q 

34 405 

⑫’ 31 405 

密封シール部 ⑬ 

Pm 29 152 

PL+Pb 48 152 

PL+Pb+Q 2 152 

中間胴 

(キャスク容器との

溶接部近接部分)

⑦-⑦’ PL 65 243 

⑦ 
PL+Pb+Q 

5 405 

⑦’ 4 405 

⑧-⑧’ PL 113 243 

⑧ 
PL+Pb+Q 

116 405 

⑧’ 36 405 

底部プラグ溶接部 ⑲ 
Pm 68 81 

PL+Pb+Q 94 202 

注記１）： PL+Pb+Q はＳｄ
＊地震力のみによる全振幅について評価する。（密封シール部を除く） 
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表 5-2 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合) (3／3) 

(単位：MPa） 

部位 
評価点 

（面） 
応 力 分 類 計 算 値 許容応力 

中
間
胴
（
キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分
を
除
く
） 

⑯ 

一
次
応
力 

引張応力 105 204 

圧縮応力 － － 

せん断応力 2 117 

曲げ応力 79 204 

垂直応力+せん断応力 93 204 2) 

圧縮応力+曲げ応力 － － 

引張応力+曲げ応力 79 204 2) 

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 1) 3 408 

せん断応力 1) 3 234 

曲げ応力 1) 3 408 

座屈応力 － － 

垂直応力+せん断応力 1) 5 408 2) 

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 3 408 2) 

⑰ 

一
次
応
力 

引張応力 125 204 

圧縮応力 － － 

せん断応力 3 117 

曲げ応力 77 204 

垂直応力+せん断応力 110 204 2) 

圧縮応力+曲げ応力 － － 

引張応力+曲げ応力 77 204 2) 

一
次
＋
二
次
応
力 

引張・圧縮応力 1) 10 408 

せん断応力 1) 6 234 

曲げ応力 1) 10 408 

座屈応力 － － 

垂直応力+せん断応力 1) 12 408 2) 

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 10 408 2) 

⑱ 

一
次
応
力 

引張応力 113 204 

圧縮応力 － － 

せん断応力 7 117 

曲げ応力 107 204 

垂直応力+せん断応力 110 204 2) 

圧縮応力+曲げ応力 － － 

引張応力+曲げ応力 107 204 2) 

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 1) 71 408 

せん断応力 1) 14 234 

曲げ応力 1) 71 408 

座屈応力 － － 

垂直応力+せん断応力 1) 65 408 2) 

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 71 408 2) 

注記１） ：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について示す。 

  ２） ：ft=fc=fbであるので，組合せ応力が引張応力に対する許容値以下であれば規定を 

満足する。 
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表 5-2 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合) (1／3) 

（単位：MPa） 

部 位 評価点（面） 応力分類 計算値 1) 許容応力 

一 次 蓋 

①－①’ Pm 17 278 

① 
PL+Pb 

7 418 

①’ 27 418 

① 
PL+Pb+Q 

1 405 

①’ 1 405 

② 
PL+Pb 

20 418 

②’ 10 418 

② 
PL+Pb+Q 

2 405 

②’ 1 405 

一次蓋締付け 

ボルト 
③ 

平均引張応力 211 825 

平均引張応力+ 

曲げ応力 
218 825 

内 胴 

④－④’ PL 45 418 

④ 
PL+Pb+Q 

6 405 

④’ 6 405 

⑤－⑤’ Pm 62 278 

⑤ 
PL+Pb+Q 

15 405 

⑤’ 11 405 

⑥－⑥’ PL 72 418 

⑥ 
PL+Pb+Q 

48 405 

⑥’ 62 405 

注記１）： PL+Pb+Q はＳｓ地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 5-2 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合) (2／3) 

（単位：MPa） 

部  位 評価点（面） 応力分類 計算値 1) 許容応力 

上部フランジ 

⑨－⑨’ PL 32 418 

⑨ 
PL+Pb+Q 

2 405 

⑨’ 2 405 

⑩－⑩’ PL 19 418 

⑩ 
PL+Pb+Q 

4 405 

⑩’ 2 405 

底  板 

⑪－⑪’ 
Pm 30 278 

σP 1 418 

⑪ 
PL+Pb 

39 418 

⑪’ 23 418 

⑪ 
PL+Pb+Q 

9 405 

⑪’ 14 405 

⑫ 
PL+Pb 

36 418 

⑫’ 29 418 

⑫ 
PL+Pb+Q 

34 405 

⑫’ 31 405 

密封シール部 ⑬ 

Pm 29 152 

PL+Pb 48 152 

PL+Pb+Q 2 152 

 

 

中間胴 

(キャスク容器との

溶接部近接部分)

⑦-⑦’ PL 65 418 

⑦ 
PL+Pb+Q 

5 405 

⑦’ 4 405 

⑧-⑧’ PL 113 418 

⑧ 
PL+Pb+Q 

116 405 

⑧’ 36 405 

底部プラグ溶接部 ⑲ 
Pm 68 139 

PL+Pb+Q 94 202 

注記１）： PL+Pb+Q はＳｓ地震力のみによる全振幅について評価する。（密封シール部を除く） 
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表 5-2 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合) (3／3) 

(単位：MPa） 

部位 
評価点 

（面） 
応 力 分 類 計 算 値 許容応力 

中
間
胴
（
キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分
を
除
く
） 

⑯ 

一
次
応
力 

引張応力 105 204 

圧縮応力 － － 

せん断応力 2 117 

曲げ応力 79 204 

垂直応力+せん断応力 93 204 2) 

圧縮応力+曲げ応力 － － 

引張応力+曲げ応力 79 204 2) 

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 1) 3 408 

せん断応力 1) 3 234 

曲げ応力 1) 3 408 

座屈応力 － － 

垂直応力+せん断応力 1) 5 408 2) 

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 3 408 2) 

⑰ 

一
次
応
力 

引張応力 125 204 

圧縮応力 － － 

せん断応力 3 117 

曲げ応力 77 204 

垂直応力+せん断応力 110 204 2) 

圧縮応力+曲げ応力 － － 

引張応力+曲げ応力 77 204 2) 

一
次
＋
二
次
応
力 

引張・圧縮応力 1) 10 408 

せん断応力 1) 6 234 

曲げ応力 1) 10 408 

座屈応力 － － 

垂直応力+せん断応力 1) 12 408 2) 

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 10 408 2) 

⑱ 

一
次
応
力 

引張応力 113 204 

圧縮応力 － － 

せん断応力 7 117 

曲げ応力 107 204 

垂直応力+せん断応力 110 204 2) 

圧縮応力+曲げ応力 － － 

引張応力+曲げ応力 107 204 2) 

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 1) 71 408 

せん断応力 1) 14 234 

曲げ応力 1) 71 408 

座屈応力 － － 

垂直応力+せん断応力 1) 65 408 2) 

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 71 408 2) 

注記１） ：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す。 

  ２）：ft=fc=fb及び ft*=fc*=fb*であるので，組合せ応力が引張応力に対する許容値以下で 

あれば規定を満足する。 
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表 6-1 繰返し回数と許容繰返し回数（一次蓋締付けボルト） 

事 象 

繰返し数

Ｎc

（回） 

繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ （MPa） 

縦弾性係数を補正

した繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ ’(MPa) 

許容繰返

し回数 

Ｎa（回） 

繰返し回数と許容

繰返し回数の比

Ｎc／Ｎa（－） 

地震時 
Ｓｄ

＊ 10000※ 5 6 1.00×106 0.01 

Ｓｓ 10000※ 5 6 1.00×106 0.01 

Ｕ（地震時） 0.02 

※：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984（社）日本機械学会 参考資料Ⅲ 耐震設計評価手法 「1. 

地震動に対する機器の疲労評価の方法」に定められる疲労評価不要となる繰返し回数により

定めた。 

 

表 6-2 繰返し回数と許容繰返し回数（バルブカバー締付けボルト） 

事 象 

繰返し数

Ｎc

（回） 

繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ （MPa） 

縦弾性係数を補正

した繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ ’(MPa) 

許容繰返

し回数 

Ｎa（回） 

繰返し回数と許容

繰返し回数の比

Ｎc／Ｎa（－） 

地震時 
Ｓｄ

＊ 10000※ 1 2 1.00×106 0.01 

Ｓｓ 10000※ 1 2 1.00×106 0.01 

Ｕ（地震時） 0.02 

※：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984（社）日本機械学会 参考資料Ⅲ 耐震設計評価手法 「1. 

地震動に対する機器の疲労評価の方法」に定められる疲労評価不要となる繰返し回数により

定めた。 
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表 7-1 貫通孔部の応力強さ 

（単位：MPa）

設計事象 応力分類 

貫通孔を無視した 

場合の応力強さ 

貫通孔部の応力 

許容応力 

（Ｓ） （Ｓｃ） 

 I＋Ｓｄ
＊ 

PL+Pb 27 81 243 

PL+Pb+Q  2  6 405 

I＋Ｓｓ 
PL+Pb 27 81 418 

PL+Pb+Q  2  6 405 
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Ⅴ-2-4-2-3-1-2  バスケットの耐震性についての計算書 

（タイプⅠ） 
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1. 概 要 

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅠ）のバスケットに関する耐震性につ

いての計算書である。 

2. 評価部位

バスケットの評価部位を行う箇所は次のとおりである(図 2-1 参照)。

(1) チャンネル

(2) サポートブロック

(3) 補強板①

(4) 補強板②

(5) 仕切板

(6) 底板

(7) サポートガイド

(8) サポートガイド溶接部

3. 計算方法

(1)バスケット及びサポートガイドの応力計算は，想定される機械的荷重を基にバスケッ

ト及びサポートガイドの実形状をモデル化し，汎用解析コードである「ＡＢＡＱＵＳ」

及び応力評価式を用いて行う。 

解析コードの検証および妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-5  計算機

プログラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。 

(2)応力計算は代表事象毎に行う。荷重条件として与えられるものは以下のとおりである。 

ａ. 機械的荷重 

自重（燃料集合体を含む貯蔵容器の貯蔵時の設計重量を用いる。），地震荷重を

いう。 

(3) 計算モデルは次の方針に従う。

ａ. モデル化にあたっては，バスケットの形状の対称性及び荷重の対称性を考慮し，

1／2 形状の２次元平面固体要素及びはり要素による解析モデルとする。 

ｂ. 中性子吸収板は非構造強度部材としてモデルより除外する。 

(4) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点(面)をとる。評価点(面)は，計算書に示す。

応力評価は，この応力評価点(面)について行う。
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4.  応力評価 

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎に分

類し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σｘ ：評価断面に垂直な方向の応力(ｘ方向) 

σｙ ：評価断面に平行な方向の応力(ｙ方向) 

σｚ ：評価断面に平行な方向の応力(ｚ方向) 

τxy：せん断応力 

τyz：せん断応力 

τzx：せん断応力 

 

 

バスケット用材料の許容応力値を表 4-1 に示す。 

 

(1) バスケット及びサポートガイドの応力評価 

バスケット及びサポートガイドの応力評価は，設計・建設規格 CSS-3110 及び

SSB-3120 に従い以下の項目について添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」

で示した許容応力以下であることを確認する。 

ａ. 一次応力強さ 

ｂ. 特別な応力の検討 

(a) 純せん断応力の評価 

(b) 支圧応力の評価 

(c) 座屈応力の評価 

  

σｘ σｚ 

評価断面 

σｙ 
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5. 応力計算

5.1 応力評価点 

バスケットの応力評価点(面)を図 5-1 に示す。 

5.2 貯蔵時（Ｓｄ
＊及びＳｓ地震力が作用する場合） 

5.2.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ
＊及びＳｓ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとす

る。 

地震力＋自重 

5.2.2 計算方法 

(1) チャンネル，サポートブロック，補強板及び仕切板

a．一次応力強さ 

(a) 鉛直方向(Z 方向)の加速度による応力

鉛直方向加速度により発生するバスケット軸方向の応力(σy)は次式で表される。 

σy=－ρ・G1・L

ここで， ρ ：材料の密度（＝2.70×10－６ ㎏／㎜３） 

G1 ：鉛直方向加速度（m/s2） 

   L ：バスケット全長（＝4495 ㎜） 

他の応力成分は零である。 

 ただし，G1＝9.81＋αv 

αv：鉛直方向設計加速度（＝Cvｇ＝6.38 m/s2）

(b) 水平方向（X 方向または Y 方向）の加速度による応力

解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」の二次元平面固体(連続体)要素及びはり要素による

解析モデルを図 5-2(1)及び図 5-2(2)に示す。

各部材間は相互の接触を考慮し，サポートブロックは内胴に設置されているサポ

ートガイド接触面と接触境界を設けている。加速度は X 方向または Y 方向に作用

されるものとし，その大きさは以下の通りとする。

X 方向加速度：G2（＝αH） 

 Y 方向加速度：G3（＝αH） 

ただし， αH：水平方向設計加速度（＝CHｇ＝11.48 m/s2）
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b．支圧応力 

水平方向加速度によりサポートブロックにおいてサポートガイドとの接触部に発

生する平均支圧応力(σp)は次式で表される。 

A4
αW H

pσ  

ここで， W ：バスケット＋使用済燃料(61 体)の質量（=25200 kg） 

 A ：サポートガイドとの接触面積（＝1.76×105 ㎜ 2） 

 αH ：a.と同じ 

c．座屈応力 

チャンネル及び仕切板に発生する圧縮応力は a.と同様にして求められる。 

 

(2) サポートガイド 

a．一次応力強さ 

解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」の二次元平面固体(連続体)要素による解析モデルを図

5-3 に示す。 

 水平方向（X 方向または Y 方向）に加速度がバスケットに作用する場合，サポー

トガイド１個に作用する貯蔵容器軸方向単位長さ当たりの荷重は次式で与えられる。 

S

2
X L4

GW
F   

S

3
Y L4

GW
F  

ここで， FX：X 方向荷重（N/㎜） 

 FY：Y 方向荷重（N/㎜） 

 W：バスケット＋使用済燃料(61 体)の質量（=25200 kg） 

 G2：X 方向加速度（= αH =11.48 m/s2） 

 G3：Y 方向加速度（= αH =11.48 m/s2） 

 LS：サポートガイドの長さ（＝4350 ㎜） 

したがって， 

 FX = 16.6 N/㎜， FY = 16.6 N/㎜ 

内胴との溶接部(コーナー)を拘束する。 
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(3) サポートガイド溶接部

a．平均せん断応力 

サポートガイド溶接部において発生する平均せん断応力(σｓ)は次式で表される。

A4

GW
σ 2
s  または 

A4

GW
σ 3
s

ここで，W，G2，G3 ：(2)と同じ 

A ：サポートガイド溶接部の断面積（=4.31×104mm2） 

(4) 底板

a．支圧応力

底板底面に発生する平均支圧応力(σｐ)は次式で表される。 

A
GW

σ 1
p

ここで， W ：(2)と同じ 

G1 ：(1)と同じ 

A ：底板底面のキャスク容器との接触面積（＝1.17×106 ㎜ 2） 

5.2.3  計算結果 

応力計算結果を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 
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6. 評価結果 

6.1 応力強さの評価 

 各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

 表 5-1 及び表 5-2 より，各設計事象の一次一般膜応力強さ(Ｐｍ)及び一次膜＋一次曲

げ応力強さ(Ｐｍ＋Ｐｂ)は添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」の規定を満足する。 

 

6.2 特別な応力の評価 

6.2.1 純せん断応力 

 各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

 表 5-1 及び表 5-2 より，各設計事象の平均せん断応力(σｓ)は添付書類「Ｖ-2-1-

9 機能維持の基本方針」の規定を満足する。 

6.2.2 支圧応力 

 各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

 表 5-1 及び表 5-2 より，各設計事象の平均支圧応力(σｐ)は添付書類「Ｖ-2-1-9 

機能維持の基本方針」の規定を満足する。 

6.2.3 座屈応力 

 各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

 表 5-1 及び表 5-2 より，各設計事象の座屈応力(σb)は添付書類「Ｖ-2-1-9 機能

維持の基本方針」の規定を満足する。 
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(単位：㎜) 

図 5-2(1) バスケットの解析モデル 

（Ｘ方向の加速度が作用する場合） 
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(単位：㎜) 

図 5-2(2) バスケットの解析モデル 

（Ｙ方向の加速度が作用する場合） 
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(単位：㎜) 

図 5-3  サポートガイドの解析モデル 
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表 4-1  バスケット用材料の許容応力値 

許容応力 

区  分 
応  力  の  種  類 

許容応力値（MPa） 

アルミニウム合金 2) ｵｰｽﾃﾅｲﾄ系ｽﾃﾝﾚｽ鋼 

A5052TD 

-H34 

A5083FH-O2) 

及び

A5083P-O 

許容値 

基 準 
SUS3042) 許容値 

基 準 

設計事象 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ 

一次一般膜応力強さ 

        Pm 1.5 Sm 202 1.5 Sm 

一次膜＋一次曲げ応力強さ

        Pm＋Pb 
2.25 Sm 303 2.25 Sm 

純せん断応力  

           σs 
0.9 Sm 121 0.9 Sm 

支圧応力  

             σp
1） 

1.5 Sy 

(2.25 Sy) 

228 

(342) 

1.5 Sy 

(2.25 Sy) 

座屈応力  

             σb 

1.5fb,1.5fs
又は 1.5 fc 

117 
1.5fb,1.5fs

又は 1.5 fc

設計事象 

Ⅰ＋Ｓｓ 

一次一般膜応力強さ 

        Pm 
2／3 Su 278 

Min{2.4Sm, 

 2／3Su} 

一次膜＋一次曲げ応力強さ

        Pm＋Pb 
Su 418 

Min{3.6Sm, 

 Su} 

純せん断応力  

           σs 
1.2 Sm 162 1.2 Sm 

支圧応力  

             σp
1） 

2 Sy 

(3 Sy) 

304 

(456) 

2 Sy 

(3 Sy) 

座屈応力  

             σb 

1.5fb,1.5fs
又は 1.5 fc 

117 
1.5fb,1.5fs
又は 1.5 fc

注記 1)：(  )内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大

きい場合の値。 

   2)：サポートブロック内の周溶接は完全溶込み溶接とし，設計・建設規格 CSS-3150     

に定められる検査の種類を A とするため，溶接効率は 1.0 である。また，サポ

ートガイドと内胴との溶接は片側すみ肉溶接とし，設計・建設規格 CSS-3150 に

定められる検査の種類を E とするため，溶接効率は 0.4 である。
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表 5-1 Ｓｄ
＊地震力が作用する場合のバスケットの応力計算結果 (1/2) 

（単位：MPa） 

部位 応力分類
評価点

（面）

応力成分１） 
計算値

許容 

応力 σｘ σｙ σｚ τｘｙ τｙｚ τｘｚ 

チ 

ャ 

ン 

ネ 

ル 

Pm 

① 1 

② 1 

③ 1 

Pm+Pb 

① 3 

② 2 

③ 3 

σs － －

σp － －

σb ① 1 

補 

強 

板 

① 

Pm 
④ 1 

⑤ 1 

Pm+Pb 
④ 2 

⑤ 3 

σs － －

σp － －

σb － －

補 

強 
板 
② 

Pm 
⑥ 1 

⑦ 1 

Pm+Pb 
⑥ 4 

⑦ 4 

σs － －

σp － －

σb － －

仕 

切 

板 

Pm 
⑧ 1 

⑨ 1 

Pm+Pb 
⑧ 2 

⑨ 3 

σs － － 

σp － － 

σb ⑨ 1 

注記 1） σx ：評価断面に垂直な方向の応力 

   σy ：評価断面に平行な方向の応力 

σz ：評価断面に平行な方向の応力 

τｘｙ,τｙｚ,τｚｘ ：評価断面上のせん断応力 



 

14 

 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
-
1
-
2
 
R
0
 

表 5-1 Ｓｄ
＊地震力が作用する場合のバスケットの応力計算結果 (2/2) 

（単位：MPa） 

部位 応力分類
評価点

（面）

応力成分１） 
計算値

許容 

応力 σｘ σｙ σｚ τｘｙ τｙｚ τｘｚ 

サ
ポ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク 

Pm 
⑩ 2 

⑪ 3 

Pm+Pb 
⑩ 3 

⑪ 6 

σs － － 

σp ⑫ 1 

σb － － 

サ
ポ
ー
ト
ガ
イ
ド 

Pm ⑭ 4 202 

Pm+Pb ⑭ 6 303 

σs － － － 

σp － － － 

σb － － － 

 
 

溶
接
部 

 

サ
ポ
ー
ト
ガ
イ
ド 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs ⑮ 2 48 

σp － － － 

σb － － － 

底 
 

板 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs － － － 

σp ⑬ 1 150 

σb － － － 

注記 1） σx ：評価断面に垂直な方向の応力 

      σy ：評価断面に平行な方向の応力 

 σz ：評価断面に平行な方向の応力 

 τｘｙ,τｙｚ,τｚｘ ：評価断面上のせん断応力 
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表 5-1 Ｓｓ地震力が作用する場合のバスケットの応力計算結果 (1/2) 

（単位：MPa） 

部位 応力分類
評価点

（面）

応力成分１） 
計算値

許容 

応力 σｘ σｙ σｚ τｘｙ τｙｚ τｘｚ 

チ 

ャ 

ン 

ネ 

ル 

Pm 

① 1 

② 1 

③ 1 

Pm+Pb 

① 3 

② 2 

③ 3 

σs － －

σp － －

σb ① 1 

補 

強 

板 

① 

Pm 
④ 1 

⑤ 1 

Pm+Pb 
④ 2 

⑤ 3 

σs － －

σp － －

σb － －

補 

強 
板 
② 

Pm 
⑥ 1 

⑦ 1 

Pm+Pb 
⑥ 4 

⑦ 4 

σs － －

σp － －

σb － －

仕 

切 

板 

Pm 
⑧ 1 

⑨ 1 

Pm+Pb 
⑧ 2 

⑨ 3 

σs － － 

σp － － 

σb ⑨ 1 

注記 1） σx ：評価断面に垂直な方向の応力 

   σy ：評価断面に平行な方向の応力 

σz ：評価断面に平行な方向の応力 

τｘｙ,τｙｚ,τｚｘ ：評価断面上のせん断応力 
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表 5-1 Ｓｓ地震力が作用する場合のバスケットの応力計算結果 (2/2) 

（単位：MPa） 

部位 応力分類
評価点

（面）

応力成分１） 
計算値

許容 

応力 σｘ σｙ σｚ τｘｙ τｙｚ τｘｚ 

サ
ポ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク 

Pm 
⑩ 2 

⑪ 3 

Pm+Pb 
⑩ 3 

⑪ 6 

σs － － 

σp ⑫ 1 

σb － － 

サ
ポ
ー
ト
ガ
イ
ド 

Pm ⑭ 4 278 

Pm+Pb ⑭ 6 418 

σs － － － 

σp － － － 

σb － － － 

 
 

溶
接
部 

 

サ
ポ
ー
ト
ガ
イ
ド 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs ⑮ 2 64 

σp － － － 

σb － － － 

底 
 

板 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs － － － 

σp ⑬ 1 200 

σb － － － 

注記 1） σx ：評価断面に垂直な方向の応力 

      σy ：評価断面に平行な方向の応力 

 σz ：評価断面に平行な方向の応力 

 τｘｙ,τｙｚ,τｚｘ ：評価断面上のせん断応力 
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表 5-2 バスケットの応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合） 

 (単位：MPa)

部位 応力の種類 評価点（面） 計算値 許容応力 

チャンネル

Pm ① 1 

Pm+Pb ① 3

σs － －

σp － －

σb ① 1

補強板① 

Pm ⑤ 1

Pm+Pb ⑤ 3

σs － －

σp － －

σb － －

補強板② 

Pm ⑥ 1

Pm+Pb ⑥ 4

σs － －

σp － －

σb － －

仕切板 

Pm ⑨ 1

Pm+Pb ⑨ 3

σs － －

σp － －

σb ⑨ 1

サポートブロック

Pm ⑪ 3

Pm+Pb ⑪ 6

σs － －

σp ⑫ 1 

σb － －

サポートガイド

Pm ⑭ 4 202 

Pm+Pb ⑭ 6 303 

σs － － －

σp － － －

σb － － －

サポートガイド

溶 接 部

Pm － － －

Pm+Pb － － －

σs ⑮ 2 48

σp － － －

σb － － －

底    板 

Pm － － －

Pm+Pb － － －

σs － － －

σp ⑬ 1 150 

σb － － －
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表 5-2 バスケットの応力評価（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合） 

 (単位：MPa) 

部位 応力の種類 評価点（面） 計算値 許容応力 

チャンネル 

Pm ①  1 

Pm+Pb ① 3 

σs － －

σp － －

σb ① 

補強板① 

Pm ⑤ 1 

Pm+Pb ⑤ 3 

σs － －

σp － －

σb － －

補強板② 

Pm ⑥ 1 

Pm+Pb ⑥ 4 

σs － －

σp － －

σb － －

仕切板 

Pm ⑨ 1 

Pm+Pb ⑨ 3 

σs － －

σp － －

σb ⑨ 

サポートブロック 

Pm ⑪ 3 

Pm+Pb ⑪ 6 

σs － －

σp ⑫ 1 

σb － －

サポートガイド 

Pm ⑭ 4 278 

Pm+Pb ⑭ 6 418 

σs － － － 

σp － － － 

σb － － － 

サポートガイド 

溶 接 部 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs ⑮ 2 64 

σp － － － 

σb － － － 

底    板 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs － － － 

σp ⑬ 1 200 

σb － － － 
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Ⅴ-2-4-2-3-1-3  トラニオンの耐震性についての計算書 

（タイプⅠ）
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1. 概  要 

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅠ）のトラニオンに関する耐震性についての

計算書である。 

 

2.  評価部位 

トラニオンの評価部位は，次のとおりである(図 2-1 参照)。 

(1) トラニオン 

 

3.  計算方法 

  (1)トラニオンの応力計算は，想定される機械的荷重を基に応力評価式を用いて行う。 

(2) 応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは以下のとおりである。 

ａ. 機械的荷重 

(3) 貯蔵時においては，地震力が作用する場合の鉛直方向及び水平方向荷重は，下部 

トラニオン４個で支持する。 

 なお，荷重作用点位置は荷重支持面の中央点とする。 

(4) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，応力計 

算書に示す。 

 応力評価は，この応力評価点（面）について行う。 

 

4.  応力評価 

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎に分類

し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σ：評価断面に垂直な方向の応力 

τ：せん断応力 

 

 

 

 

トラニオン用材料の許容応力値を表 4-1 に示す。 

 

(1) トラニオンの応力評価 

トラニオンの応力評価は，設計・建設規格 SSB-3120 に従い以下の項目について添付

書類「Ⅴ-2-1-2-9  機能維持の基本方針」で示した許容応力以下であることを確認する。 

a. 一次応力 

b. 一次＋二次応力 

c. 組合せ応力 

τ 

σ 

評価断面 
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5. 応力計算

5.1 応力評価点 

トラニオンの応力評価点(面)を図 5-1 に示す。

5.2 貯蔵時（Ｓｄ
＊及びＳｓ地震力が作用する場合） 

5.2.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ
＊及びＳｓ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。

地震力＋自重 

5.2.2 計算方法 

(1) 一次応力

a. せん断応力

最大応力が発生する箇所は，図 5-1 に示す下部トラニオンの評価点①である。

水平方向加速度及び鉛直方向加速度により発生するせん断応力(τ)は，次式で表わさ

れる(図 5-1 参照)。 

A

F
τ W

1
1

2
2

23CG1
W

a
a

a2

aGhGW
F

・－・・

ここで，Ｇ1＝αH，Ｇ3＝9.81－αV

ｈCG ：貯蔵容器底面から重心までの高さ（＝2870 mm） 

a1 ：支点Ｏから支持台①のトラニオン固定金具中心までの距離 

 （＝2077.5 mm） 

a2 ：支点Ｏから支持台②のトラニオン固定金具中心評価位置までの 

距離（＝949.5mm）

ＦＷ ：地震力によりトラニオンに作用する荷重（=1.19×106 Ｎ） 

Ｗ ：貯蔵容器の質量(=118000 ㎏) 

Ａ ：図 5-1 の評価点①の断面積(=1.75×104 ㎜ 2) 

αH ：水平方向設計加速度(=CHｇ=11.48 m/s2)

αV ：鉛直方向設計加速度(=CVｇ=6.38 m/s2)

b. 曲げ応力

最大応力が発生する箇所は，図 5-1 に示す下部トラニオンの評価点④である。水平方

向加速度及び鉛直方向加速度により発生する曲げ応力(σb)は，次式で表わされる。 

(5.1) 
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Z
LFW

b
・

σ                                         (5.2) 

ここで， ＦＷ ：(5.1)式と同じ 

 Ｚ ：図 5-1 の評価点④の断面係数(=1.04×106 ㎜ 3) 

 Ｌ ：図 5-1 の評価点④と荷重作用位置との距離(=184.5 ㎜) 

 

ｃ. 支圧応力 

応力が発生する箇所は，図 5-1 の下部トラニオンの評価点⑤である。トラニオン固

定金具によって生じる支圧応力は（σp）は，次式で表される。 

5

w
p A

F
σ                                            (5.3) 

ここで， 

ＦＷ  ：(5.1)式と同じ 

Ａ5  ：評価点⑤に接触するトラニオン固定金具の投影面積（＝1.94×103 mm2） 

ｄ. 組合せ応力 

  せん断応力（τ）と曲げ応力（σb）との組合せ応力（σＴ）は，次式で表される。 

22
b 3σ τ＋σＴ                                (5.4) 

 

ここで，  

σb ：(5.2)式と同じ 

τ ：(5.1)式と同じ 

 (2) 一次＋二次応力 

a. せん断応力 

 せん断応力の全振幅(τ)は，(5.1）式と同様に与えられる。 

b. 曲げ応力 

 曲げ応力の全振幅(σb)は，(5.2)式と同様に与えられる。 

ｃ. 支圧応力 

支圧応力の全振幅（σp）は，(5.3)式と同様に与えられる。 

ｄ. 組合せ応力 

せん断応力（τ）と曲げ応力（σb）との組合せ応力（σＴ）は，(5.4)式と同様に与

えられる。 

 

5.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 5-1 に示す。 
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6．評価結果 

6.1 一次応力の評価 

各設計事象における評価を表 5-1 に示す。 

表 5-1 より，各設計事象の一次応力は添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」の規定

を満足する。 

6.2 一次＋二次応力の評価 

各設計事象における評価を表 5-1 に示す。 

 表 5-1 より，各設計事象の一次＋二次応力は添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」

の規定を満足する。 

6.3 組合せ応力の評価 

各設計事象における評価を表 5-1 に示す。 

 表 5-1 より，地震時における組合せ応力は添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」の

規定を満足する。 
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図 2-1 トラニオンの応力解析箇所 

 

 

荷重作用点

運搬時荷重支持面

注記）貯蔵時に地震力が作用する場合は，下

部トラニオンのみで荷重を支持する。
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 図 5-1 形状・寸法・材料・応力評価点（面） 

4 

φ
21

9.
5 

184.5 

5 

下部トラニオン

53.5 
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表 4-1  トラニオン用材料の許容応力値 

許容応力 

区    分 
応  力  の  種  類 

許容応力値（MPa） 

析出硬化ステンレス鋼 

SUS630 H1150 許 容 値 基 準 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊1) 

一

次

応

力

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

 588 

 570 

 339 

 588 

 801 

ƒｔ 

ƒc 

ƒｓ 

ƒb 

ƒp 

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 2） 

せん断応力 2） 

曲げ応力 2） 

支圧応力 

座屈応力 

1176 

 678 

1176 

 801 

 339 

2ƒｔ 

2ƒｓ 

2ƒb 

ƒp 

ƒb, ƒｓ又は ƒc 

Ⅰ＋Ｓｓ 
1) 

一

次

応

力

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

 588 

 570 

 339 

 588 

 801 

ƒｔ 

ƒc 

ƒｓ 

ƒb 

ƒp 

一
次
＋
二
次
応
力 

引張・圧縮応力 2） 

せん断応力 2） 

曲げ応力 2） 

支圧応力 

座屈応力 

1176 

 678 

1176 

 801 

 339 

2ƒｔ 

2ƒｓ 

2ƒb 

ƒp 

ƒb, ƒｓ又は ƒc 

注記１)：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力(σ)とせん断応力(τ)を組み合わ

せた応力(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

 22
T 3・  

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

** .. b

bc

c

c

f51f51
≦1 かつ *. t

cbt

f51

－
≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

*. t

btt

f51
≦1 かつ *. b

tbc

f51

－
≦1 

ただし，②及び③において，I＋Ｓｄ
＊の一次応力については上式による。 

I＋Ｓｓの一次応力の場合，分母の 1.5 fc，1.5 fb，1.5 ftは，1.5 fc*，1.5 fb*，1.5 ft*

とする。一次＋二次応力の場合，分母の 1.5 fc，1.5 fb，1.5 ftは，3 fc，3 fb，3 ft

とする。 

２)：地震力のみによる全振幅について評価する。
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表 5-1 トラニオンの応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力及びＳｓ地震力が作用する場合） 

  （単位：MPa） 

部 

位 
応力の種類 

Ｓｄ
＊地震力 Ｓｓ地震力 

許容応力
計算値 

評価点 

（面） 
計算値 

評価点 

（面） 

下

部 

ト

ラ

ニ

オ

ン 

一

次

応

力 

せん断応力 68 ① 68 ① 339 

曲げ応力 212 ④ 212 ④ 588 

支圧応力 614 ⑤ 614 ⑤ 801 

組合せ応力 243 ④ 243 ④ 588 

1)

一

次

＋

二

次

応

力 

せん断応力 68 ① 68 ① 678 

曲げ応力 212 ④ 212 ④ 1176 

支圧応力 614 ⑤ 614 ⑤ 801 

組合せ応力 243 ④ 243 ④ 1176 

注記 1)：地震力のみによる全振幅について評価する。 
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Ⅴ-2-4-2-3-1-4  支持構造物の耐震性についての計算書 

（タイプⅠ） 
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1. 概  要

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅠ）の支持構造物に関する耐震性につ

いての計算書である。 

2. 評価部位

支持構造物の評価部位は次のとおりである。(図 2-1 参照)

(1) 支持台座

(2) トラニオン固定金具

(3) 容器押え金具

(4) トラニオン固定ボルト

(5) リブ

(6) アンカーボルト

3. 計算方法

(1)支持構造物の応力解析は，想定される機械的荷重を基に応力評価式を用いて行う。 

(2)応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは以下のとおりである。

ａ. 機械的荷重

(3)貯蔵時に貯蔵容器に地震力が作用する場合の上方向，下方向，水平方向荷重は，そ

れぞれトラニオン固定金具，支持台座，容器押え金具で支持する。

なお，荷重作用点位置は荷重支持面の中央点とする。 

(4)構造の不連続性を考慮して応力評価点(面)をとる。評価点(面)は，応力計算書に示

す。

応力評価は，この応力評価点(面)について行う。 

4. 応力評価

応力の計算結果は，設計･建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎に分 

類し，以下の評価を応力計算書に示す。 

    なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σ：評価断面に垂直な方向の応力 

τ：せん断応力 

τ

σ 

評価断面
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支持構造物用材料の許容応力値を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

 

(1) 支持構造物（ボルトを除く）の応力評価 

支持構造物の応力評価は，設計・建設規格 SSB-3120 に従い以下の項目について

添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応力以下であることを確

認する。 

a. 一次応力 

b. 一次＋二次応力 

c. 組合せ応力 

(2) ボルトの応力評価 

ボルトの応力評価は，設計・建設規格 SSB-3130 に従い添付書類「Ⅴ-2-1-9  機

能維持の基本方針」で示した許容応力以下であることを確認する。 

 

5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

支持構造物の応力評価点（面）を図 5-1 に示す。 

 

5.2 貯蔵時（Ｓｄ
＊及びＳｓ地震力が作用する場合） 

5.2.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ
＊及びＳｓ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとす

る。 

地震力＋自重＋熱荷重 

 

5.2.2 計算方法 

 トラニオン固定ボルト，トラニオン固定金具，リブ，アンカーボルト，容器押え

金具及び支持台座の応力計算は以下に示すとおりである。 

 

(1) トラニオン固定ボルト 

a. 引張応力 

 トラニオン固定ボルトに作用する最大引張力(Ｆ1)は，図 5-2 に示す支持台①に

生じ，次式により与えられる。 

C

1
1

2
2

22CG1
1 W

a+
a
a2

aGhG
=F

・－・

                          (5.1) 

ここで，Ｇ1 =αH，Ｇ2 =9.81－αv 

       αH ：水平方向設計加速度（=CHｇ＝11.48 m/s2） 

       αv ：鉛直方向設計加速度（=CVｇ＝6.38 m/s2） 

       hCG ：貯蔵容器底面から重心までの高さ（＝2870 mm） 
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  a1 ：支点Ｏから支持台①のトラニオン固定金具中心までの距離 

（＝2077.5 mm） 

  a2 ：支点Ｏから支持台②のトラニオン固定金具中心までの距離 

（＝949.5 mm） 

  Ｗｃ ：貯蔵容器質量（＝118000 kg） 

 この引張力(Ｆ1)によりトラニオン固定ボルトに発生する引張応力(σt)は次式

で表わされる。 

σt＝Ｆ1／(ｎ・Ａ)                                (5.2) 

  ここで，Ｆ1 ：引張力（＝1.19×106 N） 

ｎ ：トラニオン固定金具１組当たりのボルトの本数（＝2） 

Ａ  ：トラニオン固定ボルト(M45)の断面積（＝1.59×10
3 mm2） 

(2) トラニオン固定金具

a. 一次応力

(a) 曲げ応力

トラニオン固定金具にはトラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ1)により曲げ応力

(σb)が発生し，次式により与えられる。 

1b F
Z4

L
σ

　
(5.3) 

ここで，Ｆ1 ：引張力（＝1.19×10
6
 N）

Ｌ ：トラニオン固定ボルト間距離（＝245 mm） 

Ｚ ：トラニオン固定金具の断面係数（＝1.53×10
5 mm3） 

b. 一次＋二次応力

(a) 曲げ応力

トラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ1)による曲げ応力の全振幅(σb)は，(5.3)式

と同様に与えられる。 

(3) リ ブ 

a. 一次応力

(a) 引張応力

トラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ1)によりリブに発生する引張応力(σt)は，

次式により与えられる。 

σt＝Ｆ1／Ａ  (5.4)

ここで，Ｆ1 :引張力（＝ 1.19×106 N） 

Ａ ：断面積（＝ 5.29×10
4
 mm2） 

(b) 圧縮応力

リブに作用する最大圧縮力(Ｆc)は支持台③に生じ，次式により与えられる。 
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Ｆｃ = Ｇ2×(Ｗｃ+Ｗｓ)+2Ｆ2+Ｆ1                   (5.5) 

     ここで，Ｇ1= αH，Ｇ2 = 9.81+αv 

     αH ：5.2.2 項(1)a.と同じ 

     αv ：5.2.2 項(1)a.と同じ 

     Ｗｃ ：貯蔵容器質量（＝118000 kg） 

     Ｗｓ ：支持台 1 個の質量（＝700 kg） 

     Ｆ1 ：(5.1)式と同じ（＝1.19×106 Ｎ） 

     Ｆ2 ：支持台②での引張力（＝ 1
1

2 F
a
a

 =5.44×105 Ｎ） 

        a1 ：5.2.2 項(1)a.と同じ 

        a2 ：5.2.2 項(1)a.と同じ 

この圧縮力(Ｆｃ)によりリブに発生する圧縮応力(σc)は次式で表わされる。 

σc＝Ｆｃ／Ａ                                     (5.6) 

ここで， Ｆｃ ：圧縮力（＝4.20×106 N） 

Ａ ：断面積（＝5.29×10
4
 mm2） 

 

b. 一次＋二次応力 

(a) 引張・圧縮応力 

 地震力のみによる応力の全振幅(σ)は，次式で表わされる。 

   σ＝σt＋σc                               (5.7) 

ここで，σt：5.2.2 項(3)a.(a)と同じ     

    σc：5.2.2 項(3)a.(b)と同じ     

 

(4)  アンカーボルト 

a. 引張応力 

(5.1)式により与えられる引張力(Ｆ1)によりアンカーボルトに生じる引張応

力(σt)は次式により与えられる。 

σt＝Ｆ1／(ｎ・Ａ)                               (5.8) 

   ここで，Ｆ1 ：(5.1)式と同じ（＝1.19×10
6
 N） 

          ｎ  ：支持台１個当たりのアンカーボルトの本数（＝6） 

          Ａ  ：アンカーボルト(M36)の断面積（＝1.01×10
3 mm2） 

 

b. せん断応力 

 アンカーボルトに作用する最大水平力(ＦH)は支持台③に生じ，次式により与え

られる。 

ＦH = αH・(Ｗｃ+Ｗｓ)                             (5.9) 

 ここで，αH    ：5.2.2項(1)a.と同じ 

Ｗｃ，Ｗｓ：5.2.2項(3)a.(b)と同じ 

この水平力(ＦＨ)によりアンカーボルトに発生するせん断応力(τ)は，次式で表
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わされる。 

τ＝ＦＨ／(ｎ・Ａ)  (5.10) 

ここで，ＦＨ ：水平力（＝1.36×10
6
 N） 

ｎ，Ａ ：5.2.2 項(4)a.と同じ 

(5) 容器押え金具

a. 一次応力

(a) 圧縮応力

容器押え金具に作用する最大水平力(ＦＨ)は支持台③に生じ，次式により与えら

れる。 

ＦＨ = αH・Ｗｃ                                  (5.11) 

ここで，αH ：5.2.2項(1)a.と同じ

   Ｗｃ ：5.2.2項(3)a.(b)と同じ 

水平力(ＦＨ)より容器押え金具に発生する圧縮応力(σc)は次式で表わされる。 

σc＝ＦＨ／(ｎ・Ａ)                              (5.12) 

ここで，ＦＨ ：水平力（＝1.35×10
6
 N）

ｎ ：支持台１個当たりの容器押え金具の本数（＝2） 

Ａ ：容器押え金具の断面積（＝1.78×10
3 mm2）

b. 一次＋二次応力

(a) 引張・圧縮応力

地震力のみによる応力の全振幅(σ)は，(5.12)式と同様に与えられる。

(6) 支持台座

a. 一次応力

(a) 支圧応力

支持台座に作用する最大圧縮力(Ｆｃ)は支持台③に生じ，次式により与えられる。 

Ｆｃ = Ｇ2×Ｗｃ+2Ｆ2+Ｆ1  (5.13) 

ここで，Ｇ1= αH，Ｇ2 = 9.81+αv 

αH，αv ：5.2.2 項(1)a.と同じ 

Ｗｃ ：5.2.2 項(3)a.(b)と同じ 

Ｆ1，Ｆ2 ：5.2.2 項(3)a.(b)と同じ

圧縮力(Ｆｃ)により発生する支圧応力(σp)は次式で表わされる。 

σp＝Ｆｃ／Ａ                                     (5.14) 

ここで，Ｆｃ ：圧縮力（＝4.19×10
6
 N）

Ａ ：支持台座のキャスク容器底面接触面積（＝1.18×10
5
mm2） 
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b. 一次＋二次応力 

(a) 支圧応力 

 地震力のみによる支圧応力の全振幅(σp)は(5.14)式と同様に与えられる。 

 

5.3.3 計算結果 

応力計算結果を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 
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6. 応力の評価

6.1 一次応力の評価

評価を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，一次応力は添付書類｢Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針｣の規

定を満足する。 

6.2 一次＋二次応力の評価 

評価を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

 表 5-1 及び表 5-2 より，一次＋二次応力は添付書類｢Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針｣

の規定を満足する。 

6.3 組合せ応力の評価 

各設計事象において，組合せ応力の評価はない。 
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図 2-1 支持構造物の応力解析箇所 
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図 5-1 形状・寸法・材料・応力評価点(面) 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3-1-4 R0 

9
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◯：支持台番号

図 5-2 地震時に作用する荷重の計算モデル 
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表 4-1（1）  支持構造物用材料の許容応力値 

許容応力 

区    分 
応 力 の 種 類 

許  容  応  力  値（MPa） 

炭素鋼 合金鋼 合金鋼 

許容値基準リ ブ 支持台座 
ﾄﾗﾆｵﾝ

固定金具 

容器押え 

金具 
SM490B SFVC2B SNB23-3 SNB23-3 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊

1)

一次

応力 

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

271

271 

156

271 

370 

222

220 

127

222 

301 

637 

631 

367 

637 

870 

637 

543 

367 

637 

870 

ƒｔ 

ƒc

ƒｓ

ƒb

ƒp

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力
2) 543 444 1275 1275 2ƒｔ

せん断応力 2)

曲げ応力 2) 

支圧応力 

312

543 

370 

255

444 

301 

735 

1275 

870 

735 

1275 

870 

2ƒｓ

2ƒb

ƒp

座屈応力 156 127 367 367 
ƒb, ƒｓ 

又は ƒc

注記１)：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力(σ)とせん断応力(τ)を組み

合わせた応力(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。

22
T 3・

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。

b

bc

c

c

ff
≦1 かつ

t

cbt

f

－
≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。

t

btt

f
≦1 かつ

b

tbc

f

－
≦1 

ただし，②及び③において，設計事象Ⅰの一次応力については上式による。 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊の一次応力の場合，分母の fc，fb，ftは，1.5 fc，1.5 fb，1.5 ftとする。 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊の一次＋二次応力の場合，分母の fc，fb，ft は，3 fc，3 fb，3 ft と

する。 

  ２)：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について評価する。
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表 4-1（2）  支持構造物用材料の許容応力値 

許容応力 

区    分 
応 力 の 種 類

許  容  応  力  値（MPa） 

炭素鋼 合金鋼 合金鋼 

許容値基準
リ ブ 支持台座 

ﾄﾗﾆｵﾝ 

固定金具 

容器押え 

金具 

SM490B SFVC2B SNB23-3 SNB23-3 

Ⅰ＋Ｓｓ
1) 

一

次

応

力 

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

307 

307 

177 

307 

420 

265 

265 

153 

265 

361 

637 

631 

367 

637 

870 

637 

543 

367 

637 

870 

ƒｔ 

ƒc 

ƒｓ 

ƒb 

ƒp 

一
次
＋
二
次
応
力 

引張・圧縮応
力 2) 543 444 1275 1275 2ƒｔ 

せん断応力 2)

曲げ応力 2) 

支圧応力 

312 

543 

420 

255 

444 

361 

735 

1275 

870 

735 

1275 

870 

2ƒｓ 

2ƒb  

ƒp 

座屈応力 156 127 367 367 
ƒb, ƒｓ 

又は ƒc 

注記１)：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力(σ)とせん断応力(τ)を組み

合わせた応力(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

 22
T 3・  

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

** .. b

bc

c

c

f51f51
≦1 かつ *. t

cbt

f51

－
≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

*. t

btt

f51
≦1 かつ *. b

tbc

f51

－
≦1 

ただし，②及び③において，一次応力については上式による。一次＋二次応力の場合，

分母の 1.5 fc
*，1.5 fb

*，1.5 ft
*は，3 fc，3 fb，3 ftとする。 

  ２)：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について評価する。  
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表 4-2  支持構造物用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

許容応力 

区    分 
応 力 の 種 類

許  容  応  力  値（MPa） 

合金鋼 低合金鋼 

許容値基準 ﾄﾗﾆｵﾝ固定ﾎﾞﾙﾄ ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ

SNB23-3 SCM435 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊  1) 

引張応力 

せん断応力 

     4781)  

367 

     2611)  

340 

ƒｔ

ƒｓ 

Ⅰ＋Ｓｓ
 1) 

引張応力 

せん断応力 

     4781)  

367 

     2611)  

340 

ƒｔ

ƒｓ 

注記１)：組合せ応力が考えられる場合の許容引張応力値は，次の２つの計算式により計

算した値のいずれか小さい方の値とする。 

fT=1.4 ft－1.6τ 

fT=ft

ここで，τ：ボルトに発生するせん断応力（MPa） 

ただし,設計事象Ⅰの一次応力については上式による。 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊の場合, ft は 1.5 ft とする。 

Ⅰ＋Ｓｓの場合, ft は 1.5 ft
*とする。
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表 5-1 支持構造物の応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部 位 応力の種類 計算値 
評価点 

（面） 
許容応力 2)

トラニオン 

固定金具 

一次応力 曲げ応力 477 ③ 637 

一次＋二次応力 1) 曲げ応力 477 ③ 1275 

リ  ブ 

一次応力 

引張応力  23 ①  271 

圧縮応力  80 ①  271 

一次＋二次応力 1) 
引張・圧縮 

応力 
103 ①  543 

容器押え金具 

一次応力 圧縮応力 380 ④  543 

一次＋二次応力 1) 
引張・圧縮 

応力 
380 ④ 1275 

支持台座 

一次応力 支圧応力  36 ②  301 

一次＋二次応力 1) 支圧応力  36 ②  301 

トラニオン 

固定ボルト 
― 引張応力 375 ⑤  478 

アンカーボルト ― 

引張応力 197 ⑥  261 

せん断応力 225 ⑥  340 

 

注記 1)：地震力のみによる全振幅について評価する。 

2)：許容応力状態ⅢＡＳの許容応力にて評価を行う。 
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表 5-2 支持構造物の応力評価（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部 位 応力の種類 計算値 
評価点 

（面） 
許容応力 2)

トラニオン

固定金具

一次応力 曲げ応力 477 ③ 637 

一次＋二次応力 1) 曲げ応力 477 ③ 1275 

リ ブ

一次応力 

引張応力  23 ①  307 

圧縮応力  80 ①  307 

一次＋二次応力 1) 
引張・圧縮 

応力 
103 ①  543 

容器押え金具 

一次応力 圧縮応力 380 ④  543 

一次＋二次応力 1) 
引張・圧縮 

応力 
380 ④ 1275 

支持台座 

一次応力 支圧応力  36 ②  361 

一次＋二次応力 1) 支圧応力  36 ②  361 

トラニオン

固定ボルト 
― 引張応力 375 ⑤  478 

アンカーボルト ― 

引張応力 197 ⑥  261 

せん断応力 225 ⑥  340 

注記 1)：地震力のみによる全振幅について評価する。 

2)：許容応力状態ⅣＡＳの許容応力にて評価を行う。 
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1. 概  要

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅠ）の二次蓋に関する耐震性についての計算

書である。 

2. 評価部位

二次蓋の評価部位を図 2-1 に示す。

3. 計算方法

(1)二次蓋の応力計算は，二次蓋の実形状をモデル化し，汎用解析コードである

「ＡＢＡＱＵＳ」を用いて行う。

解析コードの検証および妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-5  計算

機プログラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。 

(2)応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の３つである。

a.最高使用圧力（0.4 MPa）

b.ボルト初期締付け力（4.6×106 N）

c.地震力

(3)計算モデルは次の方針に従う。

a.モデル化に当たっては，二次蓋の形状の対称性及び荷重の対称性を考慮する。

b.解析モデルは三次元固体（連続体）要素による解析モデルとする。

4. 応力の評価

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎に分類

し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は下記のとおりである。 

σθ ：円周方向応力 

σn ：評価断面に垂直な方向の応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 

τnθ ：せん断応力 

τnt ：せん断応力 

τtθ ：せん断応力 

二次蓋用材料の許容応力値を表 4-1 に示す。 

二次蓋締付けボルトの許容応力値を表 4-2 に示す。 

評価断面

σt

σθ

σn
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(1) 二次蓋の応力評価 

二次蓋の応力評価は，以下の項目について添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」

で示した許容応力以下であることを確認する。 

a. 一次応力強さ 

b. 一次＋二次応力強さ（地震力のみによる応力振幅） 

 

(2) 二次蓋締付けボルトの応力評価 

二次蓋締付けボルトの応力評価は添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した

許容応力以下であることを確認する。 

 

5.  計算結果 

5.1 応力評価点 

評価対象として応力評価点（面）を図 5-1 に示す。 

  

5.2  計算方法 

解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」の三次元固体（連続体）要素による解析モデルを図 5-2 に

示す。また，加速度として次の値を用いる。 

Ｓｄ
＊地震力が作用する場合：αH＝CHｇ＝11.48 m/s2，αV＝CVｇ＝6.38 m/s2 

Ｓｓ 地震力が作用する場合：αH＝CHｇ＝11.48 m/s2，αV＝CVｇ＝6.38 m/s2 

 

 5.3  計算結果 

応力計算結果を表 5-1 に示す。 

 

6. 評価結果 

各設計事象における二次蓋及び二次蓋締付けボルトの評価を表 6-1 に示す。 

表 6-1 より各部の一次応力は許容値を満足する。また，二次蓋の一次＋二次応力は 2 Sy以下

となり，疲労評価不要の条件を満足する。 
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図 2-1 二次蓋の構造
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図 5-1 応力評価点（面） 
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表 4-1 二次蓋の許容応力値 

(単位：MPa) 

許容応力 

区分 

荷重の 

組合せ 
応力の種類 

許容応力値 

オーステナイト系ステンレス鋼

SUSF304 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ D+Pd+Md+Sd＊

一次一般膜応力(Pm) 152 
Min{Sy,0.6Su}と

1.2Sの大きい方

一次膜＋一次曲げ応力(PL+Pb) 228 上記の 1.5 倍 

一次＋二次応力 1)(PL+Pb+Q) 304 2Sy 

Ⅰ＋Ｓｓ D+Pd+Md+SS 

一次一般膜応力(Pm) 250 0.6Su 

一次膜＋一次曲げ応力(PL+Pb) 376 0.9Su 

一次＋二次応力 1)(PL+Pb+Q) 304 2Sy 

注記１)：Ｓｄ
＊又はＳｓ地震動のみによる応力振幅について評価する。 

表 4-2 二次蓋締付けボルトの許容応力値 

(単位：MPa) 

許容応力

区分 

荷重の 

組合せ 
応力の種類 

許容応力値 

合金鋼 SNB23-3 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ D+Pd+Md+Sd＊ 平均引張応力 300 1.5S 

Ⅰ＋Ｓｓ D+Pd+Md+Sｓ 平均引張応力 400 2S 
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表 5-1(1) 二次蓋の応力計算結果（荷重組合せ：D+Pd+Md+Sd
＊の場合） 

（単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類

応 力 成 分1） 
計算値 許容応力

σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

二 

次 

蓋 

①-①’ PL+Pb 23 228 

① 
PL+Pb+Q2)

1 304 

①’ 1 304 

②-②’ PL+Pb 22 228 

② 
PL+Pb+Q2)

1 304 

②’ 1 304 

③-③’ PL+Pb 18 228 

③ 
PL+Pb+Q2)

1 304 

③’ 1 304 

④-④’ Pm 5 152 

④ 
PL+Pb 34 228 

PL+Pb+Q2) 1 304 

④’ 
PL+Pb 25 228 

PL+Pb+Q2) 1 304 

二
次
蓋 

締
付
け 

ボ
ル
ト

⑤ 
平均引張 

応力 
146 300 

注記１）：σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 5-1(2) 二次蓋の応力計算結果（荷重組合せ：D+Pd+Md+Sｓの場合） 

       （単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類

応 力 成 分1） 
計算値 許容応力

σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

二 

次 

蓋 

①-①’ PL+Pb 23 376 

① 
PL+Pb+Q2)

1 304 

①’ 1 304 

②-②’ PL+Pb 22 376 

② 
PL+Pb+Q2)

1 304 

②’ 1 304 

③-③’ PL+Pb 18 376 

③ 
PL+Pb+Q2)

1 304 

③’ 1 304 

④-④’ Pm 5 250 

④ 
PL+Pb 34 376 

PL+Pb+Q2) 1 304 

④’ 
PL+Pb 25 376 

PL+Pb+Q2) 1 304 

二
次
蓋 

締
付
け 

ボ
ル
ト

⑤ 
平均引張 

応力 
146 400 

注記１）：σn ：評価断面に垂直な方向の応力  σθ ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力  τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 6-1 二次蓋の応力評価 

  (単位：MPa) 

許容応力 

区分 
荷重の組合せ 部 位 応力分類 評価点 計算値 

許容 

応力値 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ D+Pd+Md+Sd＊ 

二次蓋 

Pm ④－④’   5 152 

PL+Pb ④  34 228 

PL+Pb+Q1) ②   1 304 

二次蓋 

締付けボルト 平均引張応力 ⑤ 146 300 

Ⅰ＋Ｓｓ D+Pd+Md+Sｓ 

二次蓋 

Pm ④－④’   5 250 

PL+Pb ④  34 376 

PL+Pb+Q1) ②   1 304 

二次蓋 

締付けボルト 平均引張応力 ⑤ 146 400 

注記１)：Ｓｄ
＊及びＳｓ地震動のみによる応力振幅について評価する。 
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1. 概  要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針

に基づき，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅡ）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていることを説明するものである。 

使用済燃料乾式貯蔵容器は，使用済燃料を貯蔵していること及び想定されるいかなる場合にも

収納する使用済燃料の臨界を防止する必要があることから，Ｓクラス施設に分類される。以下，

構造強度評価を示す。 

2. 一般事項

 2.1  構造計画 

使用済燃料乾式貯蔵容器の構造計画を表 2-1 に示す。 



2
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表 2-1  構造計画（タイプⅡ） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

使用済燃料乾式貯蔵容器は縦置型

で，トラニオンを介し支持構造物

で支持され，アンカーボルトで基

礎に固定される。 

使用済燃料はキャスク容器＊内に

配置されたバスケットにより支持

される。 

縦置円筒型容器

＊：キャスク容器とは，胴，底板，一次蓋，一次蓋締付けボルト，バルブカバー，バルブカバー締付けボルトをいう。 

A－A 断面拡大図 

［単位：mm］
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 2.2  評価方針 

使用済燃料乾式貯蔵容器の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」の

「3.1  構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.1  構造計画」にて示す使用済燃料乾式貯蔵容器の部位を踏まえ，「3.  固有周期」にて

算出した固有周期に基づく設計用地震力に対して算出する応力等が許容限界内に収まること

を確認することで実施する。 

使用済燃料乾式貯蔵容器の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

図 2-1 使用済燃料乾式貯蔵容器の耐震評価フロー 

2.3  適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（社）日本電気協会

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４６０１・補－1984

（社）日本電気協会

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（社）日本電気協会

(4) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ

Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」とい

う。）

計算モデルの設定

固有周期の算出

設計用地震力

応力計算式による地震時の

応力評価

バスケット，トラニオン， 

支持構造物の構造強度評価

応力解析モデルの設定

応力解析モデルによる地震時の

応力評価

キャスク容器，二次蓋の

構造強度評価
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2.4  記号の説明 

計算書の記号 記号の説明 単位 

Ａ 

Ｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｅ 

ｇ 
Ｇ1 

Ｇ2 

Ｋ 

ｍ 

Ｎａ 

Ｎｃ 

Ｐｂ 

Ｐｄｏ 

ＰＬ 

Ｐｍ 

Ｑ 

Ｓｄ
＊ 

 

Ｓｓ 

Ｓ12 

Ｓ23 

Ｓ31 

Ｓｍ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓ  

Ｓ ’ 

Ｔｒ 

Ｕｆ 

ｆc
＊ 

断面積 

「設計・建設規格」付録材料図表 Part7 図 2の縦軸のＢ値 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

縦弾性係数 

重力加速度（＝9.80665） 

水平方向加速度 

鉛直方向加速度 

応力集中係数 

質量 

許容繰返し回数 

繰返し回数 

一次曲げ応力 

最高使用圧力（外圧） 

一次局部膜応力 

一次一般膜応力 

二次応力 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれ

か大きい方 

基準地震動Ｓｓによる地震力 

主応力差  σ1－σ2 

主応力差  σ2－σ3 

主応力差  σ3－σ1 

設計応力強さ 

設計引張強さ 

設計降伏点 

繰返しピーク応力強さ 

縦弾性係数を補正した繰返しピーク応力強さ 

締付けトルク 

疲労累積係数 

許容圧縮応力＊ 

mm2 

－ 

－ 

－ 

MPa 

m/s2 

m/s2 

m/s2 

－ 

kg 

回 

回 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

－ 

 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

N･mm 

－ 

MPa 
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計算書の記号 記号の説明 単位 

α 

σ1 

σ2

σ3 

σｐ 

σｓ 

σｎ 

σｔ 

σθ 

τｎｔ 

τｔθ 

τθｎ 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ 

Ⅰ＋Ｓｓ 

ｆｓ 

ｆｃ 

ｆｂ 

Ｚ 

ρ 

σｘ 

σｙ 

σｚ 

τｘｙ 

τｙｚ 

τｚｘ 

Ａｂ 

ａ1 

ａ2 

Ｃｃ 

Ｃｔ

ＣＶ 

Ｄｂｉ 

熱膨張係数 

主応力 

主応力 

主応力 

平均支圧応力 

平均せん断応力 

評価断面に垂直な方向の応力 

評価断面に平行な方向の応力 

円周方向応力 

せん断応力 

せん断応力 

せん断応力 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
＊地震力が作用し

た場合の許容応力状態 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｓ地震力が作用した

場合の許容応力状態 

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

バスケットプレート長さ 

断面係数 

密度 

評価断面に垂直な方向の応力（ｘ方向） 

評価断面に平行な方向の応力（ｙ方向） 

評価断面に平行な方向の応力（ｚ方向） 

せん断応力 

せん断応力 

せん断応力 

トラニオンボルトの断面積

地震時の乾式貯蔵キャスク回転支点Ｏから支持台①のトラニ

オン固定金具中心までの距離

地震時の乾式貯蔵キャスク回転支点Ｏから支持台②のトラニ

オン固定金具中心までの距離

トラニオンボルト計算における係数

トラニオンボルト計算における係数

鉛直方向設計震度 

トラニオンボルト取付部の内径

mm/(mm･℃) 

 MPa 

 MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm3 

kg/mm3 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm2 

mm 

mm 

－ 

－ 

－ 

mm 
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計算書の記号 記号の説明 単位 

Ｄｂｏ 

Ｄｃ 

ｅ 

Ｆｃｃ 

Ｆｍ 

Ｆｔｂ 

Ｆ1 

ｆＴ 

ｆｔ 

ｆｔ
＊ 

ｆｓ
＊ 

ｆｂ
＊ 

ｈＣＧ 

ｋ 

Ｌ 

ｔ1 

ｔ2 

Ｚ 

ｚ 

σ 

σｃｃ 

σＴ 

σｔｂ 

Ｆｃ 

Ｆ１ 

Ｆ２ 

Ｆ３ 

ＦH 

ｆｐ 

ｆｐ
＊ 

Ｌ 

ｍｃ 

ｍｓ 

ｎ1 

ｃσｂ 

ｔσｂ 

σＴ 

Ｄ 

トラニオンボルト取付部の外径 

トラニオンボルトのピッチ円直径 

トラニオンボルト計算における係数 

キャスク容器に作用する圧縮力 

トラニオンに作用する荷重 

トラニオンボルトに作用する引張力 

トラニオン固定ボルトの初期締付け力 

せん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

許容引張応力 

許容引張応力 ＊ 

許容せん断応力 ＊ 

許容曲げ応力 ＊ 

乾式貯蔵キャスク底面から重心までの高さ 

トラニオンボルト計算における中立軸の荷重係数 

荷重位置と評価点との距離 

トラニオンボルト面積相当幅 

圧縮側相当幅 

トラニオンの断面係数 

トラニオンボルト計算における係数 

トラニオンの評価断面に垂直な方向の応力 

キャスク容器の圧縮応力 

トラニオンの組合せ応力 

トラニオンボルトの引張応力 

圧縮力 

支持台①の引張力 

支持台②の引張力 

トラニオン固定ボルトの初期締付け力 

水平力 

許容支圧応力 

許容支圧応力 ＊ 

トラニオン固定ボルト間距離 

貯蔵容器質量 

支持台１個の質量 

支持台の数 

圧縮側曲げ応力 

引張側曲げ応力 

組合せ応力 

死荷重 

mm 

mm 

－ 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

－ 

mm 

mm 

mm 

mm3 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N  

MPa 

MPa 

mm 

kg 

kg 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

－ 
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計算書の記号 記号の説明 単位 

ｄｏ 

ｄｉ 

Ｅ 

Ｉ 

Ｌ 

Ｍｄ 

Ｐｄ 

Ｓ 

Ｔ

ƒｓ

ƒｔ

ƒc

ƒb

ƒp

胴の外径 

胴の内径 

胴の縦弾性係数 

胴の断面二次モーメント 

貯蔵容器の全長 

当該設備に設計上定められた機械的荷重 

当該設備に設計上定められた最高使用圧力による機械的荷重 

許容引張応力 

貯蔵容器の固有周期

許容せん断応力（fs を 1.5 倍した値又は fs
*を 1.5 倍した

値） 

許容引張応力（ftを 1.5 倍した値又は ft
*を 1.5 倍した値） 

許容圧縮応力（fcを 1.5 倍した値又は fc
*を 1.5 倍した値） 

許容曲げ応力（fbを 1.5 倍した値又は fb
*を 1.5 倍した値） 

許容支圧応力（fpを 1.5 倍した値又は fp
*を 1.5 倍した値） 

mm 

mm 

MPa 

mm4 

mm 

－ 

－ 

MPa 

S 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記 ＊：ｆｔ
＊，ｆｓ

＊，ｆｂ
＊は，各々ｆｔ，ｆｓ，ｆｂの値を算出する際に設計・建設規格 

SSB-3121.1(1)a.の本文中「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏

点」とあるのを「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏点の 1.2 倍

の値」と読み替えて算出した値。 
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2.5  計算精度と数値の丸め方 

表示する数値の丸め方は表 2-2 に示すとおりとする。 

 

表 2-2  表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理法 表示最小桁 

最高使用圧力 MPa － － 設計値 

最高使用温度 ℃ － － 設計値 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

許容応力値 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数 

計算応力値＊ MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数 

長さ ㎜ － － 設計値 

設計震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

角度 ° － － 設計値 

質量 kg － － 設計値 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

注記 ＊：応力成分は，小数点以下第 2位を四捨五入し，小数点以下第 1位までの値 

を記載する。 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の計算方法 

使用済燃料乾式貯蔵容器をはりでモデル化すると，上端自由及び下端固定のはりの固有周

期（Ｔ）は次式で表わされる。 

Ｔ ＝  ・
   

ｍ ＝  （3.1） 

Ｉ ＝ 

ここで， 

Ｌ ：貯蔵容器の全長（＝ 5.435 m） 

Ｅ ：胴の縦弾性係数（＝ 1.93×1011 Pa） 

Ｉ ：胴の断面二次モーメント（＝ 0.583 m4） 

ｍＴ ：貯蔵容器（内部も含む）の総質量（＝ 1.18×105 kg） 

ｄｏ ：胴の外径（＝ 2.059 m） 

ｄｉ ：胴の内径（＝ 1.571 m） 

3.2 固有周期の評価 

 3.1 項の計算により得られた固有周期の計算結果を表 3-1 に示す。計算結果より，剛であ

ることを確認した。 

表 3-1 固有周期の計算結果 

固有周期（秒） 

Ｔ＝

2・π・Ｌ2 

1.8752 

ｍ

Ｅ・Ｉ 

ｍＴ

Ｌ 

・（ｄｏ
4－ｄｉ

4）
π

64 
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4.  構造強度評価 

 4.1  構造強度評価方法 

(1) 地震力は使用済燃料乾式貯蔵容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとす

る。 

(2) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

 4.2  荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料乾式貯蔵容器の荷重の組合せ及び許容応力状態を表 4-1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

使用済燃料乾式貯蔵容器の許容応力については，添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本

方針」のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料乾式貯蔵容器の使用材料の許容応力評価条件については，表 4-2 に示す。 

 



1
1

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3-2 R0 

表 4-1 荷重の組合せ及び許容限界 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

核燃料物質の取扱

施設及び貯蔵施設 

使用済燃料貯蔵

用容器 
使用済燃料乾式貯蔵容器 Ｓ － 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ
＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

表 4-2 使用材料の許容応力評価条件 

評価部材 材料 温度条件（℃） 
Ｓ 

（MPa） 

Ｓｍ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

キャスク容器 胴，底板，密封シール部 GLF1 最高使用温度 170 - 120 181 377 

一次蓋 GLF1 最高使用温度 170 - 120 181 377 

一次蓋締付けボルト SNB23-3 最高使用温度 170 - 275 825 - 

バルブカバー SUS304 最高使用温度 170 - 133 150 414 

バルブカバー締付けボルト SNB23-3 最高使用温度 170 - 275 825 - 

バスケット バスケットプレート B-SUS 最高使用温度 260 - 134 207 404 

サポートシリンダ SUS304 最高使用温度 260 - 120 133 395 

トラニオン トラニオン SUS630 最高使用温度 140 - - 646 845 

トラニオンボルト SNB23-3 最高使用温度 140 - - 836 907 

支持構造物 支持台座 SFVC2B 最高使用温度 130 - - 222 438 

トラニオン固定金具 SUS630 最高使用温度 130 - - 650 845 

容器押えボルト SNB23-3 最高使用温度 130 - - 839 912 

トラニオン固定ボルト SNB23-3 最高使用温度 130 - - 839 912 

リブ SM520C 最高使用温度 130 - - 314 487 

アンカーボルト SCM435 最高使用温度 130 - - 665 847 

二次蓋 二次蓋 GLF1 最高使用温度 100 - - 187 377 

二次蓋締付けボルト SNB23-3 最高使用温度 100 200 - - -
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 4.3  設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4-3 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書

類「Ⅴ-2-1-7  設計用床応答曲線の策定方針」に基づき設定する。 

表 4-3  設計用地震力 

据付場所及び

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

使用済燃料乾

式貯蔵建屋

EL8.3m＊１ 

－ ＣＨ=0.72 ＣＶ=0.36 ＣＨ=1.17 ＣＶ=0.65

注 ＊１：基準床レベルを示す。 

 4.4  計算方法 

使用済燃料乾式貯蔵容器の計算方法については，以下の各図書「3. 計算方法」に示す。 

キャスク容器：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-2-1 キャスク容器の耐震性についての計算書」

バスケット ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-2-2 バスケットの耐震性についての計算書」 

トラニオン ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-2-3 トラニオンの耐震性についての計算書」

支持構造物 ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-2-4 支持構造物の耐震性についての計算書」 

二次蓋 ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-2-5 二次蓋の耐震性についての計算書」 

 4.5  応力の評価 

4.4 項で求めた計算値が，4.2.2 項で示した許容応力以下であること。 

5. 評価結果

使用済燃料乾式貯蔵容器の応力の評価結果については，以下の各図書「応力の評価」に示

す。計算値は許容応力以下であり，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認した。 

キャスク容器：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-2-1 キャスク容器の耐震性についての計算書」

バスケット ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-2-2 バスケットの耐震性についての計算書」 

トラニオン ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-2-3 トラニオンの耐震性についての計算書」

支持構造物 ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-2-4 支持構造物の耐震性についての計算書」 

二次蓋 ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-2-5 二次蓋の耐震性についての計算書」 
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Ⅴ-2-4-2-3-2-1 キャスク容器の耐震性についての計算書 

(タイプⅡ)
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1.  概  要 

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅡ）のキャスク容器に関する耐震性についての

計算書である。 

 

2. 評価部位 

キャスク容器の評価部位は，次の通りである（図 2-1 参照）。 

(1) 胴 

(2) 底板 

(3) 一次蓋 

(4) 一次蓋締付けボルト 

(5) バルブカバー 

(6) バルブカバー締付けボルト 

(7) 密封シール部 

 

3. 計算方法 

 (1)  キャスク容器の応力計算は，想定される圧力荷重，機械的荷重を基に，キャスク容器の実

形状をモデル化し，解析コードである「ＡＢＡＱＵＳ」及び応力評価式を用いて行う。 

    解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-5  計算機プロ

グラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。 

(2)  応力計算は荷重ごとに行う。荷重条件として与えるものは次の 2つである。 

      a. 内圧 

       b. 機械的荷重 

         自重（燃料集合体含む貯蔵容器（二次蓋含む。）の貯蔵時の設計質量を用いる。），

衝撃荷重及びその他の付加荷重をいう。 

   (3)  計算モデルは次の方針に従う。 

       a. モデル化に当たっては，キャスク容器及び底部中性子遮へい体カバーの形状の対称 

性及び荷重の対称性を考慮する。 

  b. 荷重が局部的に作用する事象については，その局部的荷重による発生応力を評価す

るため三次元固体（連続体）要素による解析モデルとする。 

また，モデル化に当たり，対称性を考慮して境界条件を設定する。モデル図及び境 

界条件を応力計算書に示す。 

(4) 構造及び材料の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，計算

書の形状図中に，番号〔例①〕で示す。 

     (5) 応力評価は，この応力評価点（面）について行う。 

    (6) 溶接部については，母材と同等の物性値及び機械的性質を用いる。 
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4. 応力の評価

応力の計算結果は，「設計・建設規格」GNR-2130 による定義に従い，応力種類ごとに分類し，

以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は下記の通りである。 

σθ   ： 円周方向応力 

σｎ   ： 評価断面に垂直な方向の応力 

σｔ   ： 評価断面に平行な方向の応力

τθｎ  ： せん断応力 

τｎｔ  ： せん断応力 

τｔθ  ： せん断応力 

キャスク容器用材料の許容応力値を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

(1) キャスク容器（ボルトを除く）の応力評価

キャスク容器の応力評価は，「設計・建設規格」PVB-3110 に従い，以下の項目について添付

書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応力以下であることを確認する。 

a. 一次応力強さ

b. 一次＋二次応力強さ

c. 繰返し荷重の評価

d. 特別な応力の検討

(a) 純せん断応力の評価

(b) 支圧応力の評価

(2) ボルトの応力評価

ボルトの応力評価は，「設計・建設規格」PVB-3120 に従い，添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持

の基本方針」で示した許容応力以下であることを確認する。 

5. 計算結果

5.1 応力評価点 

キャスク容器の応力評価点（面）を図 5-1 に示す。

5.2 貯蔵時（Ｓｄ
＊地震力及びＳｓ地震力が作用する場合） 

5.2.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ
＊地震力及びＳｓ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとす

る。なお，地震力にはＳｓ地震力を適用する。 

キャスク容器内圧力（－0.1 MPa）＋蓋間圧力（0.4 MPa）＋ボルト初期締付け力

＋地震力＋自重 

評価断面

σｔ

σθ 
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5.2.2 計算方法 

(1) 一次応力及び一次＋二次応力 

a. 胴，底板，一次蓋及び一次蓋締付けボルト 

(a) 圧力及びボルト初期締付け力が作用する場合 

解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」の軸対称固体（連続体）要素による解析モデルを 

図 5-2 に示す。 

 (b) 地震力が作用する場合 

解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」の三次元固体（連続体）要素による解析モデルを 

図 5-3 に示す。 

加速度として次の値を用いる。 

Ｇ1＝ＣＨ・g，Ｇ2＝（1－ＣＶ）・g ･･･････････････････････････････（5.1） 

ここで，ＣＨ ：水平方向設計震度（＝1.17） 

ＣＶ ：鉛直方向設計震度（＝0.65） 

(2) 支圧応力 

バスケット底面との接触部である底板に発生する平均支圧応力（σｐ）は次式で計算す

る。 

σｐ＝
ｍＧ・Ｇ2

Ａ
 ･･････････････････････････････････････････････（5.2） 

ここで，Ｇ2 ＝（1＋ＣＶ）・g 

ｍＧ ：バスケット及び燃料の質量（＝  kg） 

Ａ  ：接触面積（＝  mm2） 

ＣＶ ：(1)a.（b）と同じ 

 

5.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 
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6. 評価結果

6.1 キャスク容器（ボルトを除く。）の応力評価 

評価結果を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊地震力およびＳｓ地震力が作用する際の一次一般膜

応力強さ（Ｐｍ），一次局部膜応力強さ（ＰＬ ），一次膜＋一次曲げ応力強さ（ＰＬ＋Ｐｂ）及び

一次応力と二次応力を加えて求めた応力強さ（ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ）は添付書類「Ｖ-2-1-9  機能

維持の基本方針」の各規定を満足する。 

6.2 ボルトの応力評価 

評価結果を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊地震力およびＳｓ地震力が作用する際の平均引張応

力及び平均引張応力＋曲げ応力は添付書類「Ｖ-2-1-9  機能維持の基本方針」の各規定を満足

する。 

6.3 特別な応力の評価 

(1) 純せん断応力

平均せん断応力（σs）を評価すべき箇所がないため，評価を省略する。

(2) 支圧応力

評価結果を表 5-1 及び表 5-2 に示す。

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊地震力およびＳｓ地震力が作用する際の平均支圧

応力（σｐ）は添付書類「Ｖ-2-1-9  機能維持の基本方針」の規定を満足する。 

(3) 軸圧縮応力

軸圧縮応力（σb）を評価すべき箇所がないため，評価を省略する。

6.4 繰返し荷重の評価 

6.4.1 キャスク容器（ボルトを除く。）の評価 

設計・建設規格 PVB-3140 により，疲労解析が不要となる条件を満足する評価の詳細を以

下の(1)から(6)に示し，表 5－1にその評価結果のまとめを示す。なお，燃料装荷･取出しサ

イクルは通常 1回であるが，本評価においては 100 回に想定しても条件を満足することを示

す。

(1) 設計・建設規格 PVB-3140(1) （大気圧－使用圧力－大気圧の変動）

大気圧から使用圧力になり，再び大気圧に戻る繰返し回数（Ｎ１）は，燃料装荷・取出し想

定回数である 100 回として評価する。 

Ｎ１＝100（回） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，設計温度における設計応力強さ 3・Ｓｍ（362 

MPa）を繰返しピーク応力強さとした場合に，これに対応する許容繰返し回数（Ｎa）は，

Ｎａ＝3756（回） 

である。したがって， 
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Ｎ１ ＜ Ｎａ 

であり，条件を満足する。 

(2) 設計・建設規格 PVB-3140(2)（燃料装荷・取出し及び耐圧試験等を除く設計事象Ⅰ及び設

計事象Ⅱにおける圧力変動） 

燃料装荷・取出しを除く設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱにおける圧力変動の全振幅の許容値 

（Ａｍ）は，次式で計算する。 

ｍ
ｍ

Ｓ 

Ｓ
 ・Ｐ・ 

3

1
＝Ａ ＝0.23 MPa ･･････････････････････････････････････････ （6.1） 

ここで，Ｐ ：最高使用圧力（＝1.0 MPa） 

Ｓｍ ：設計応力強さ（＝120 MPa） 

Ｓ ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，106回を許容繰返し回数とした場

合に，これに対応する繰返しピーク応力強さの値（＝86 MPa） 

また，（6.1）式で計算される値を超えるものにあっては，許容値（Ａｍ）は，次式で計算する。 

Ｓ 

Ｓ
 ・Ｐ・

3

1
＝Ａ

ｍ

ａ
ｍ 　

 ････････････････････････････････････････････････････（6.2） 

ここで，Ｓａ ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，(5.1)式による値を超える実際の

圧力変動の回数を許容繰返し回数とした場合に，これに対応する繰返しピー

ク応力強さの値（MPa） 

（6.1）式より，圧力変動の全振幅の許容値（Ａｍ）は，0.23 MPa となる。地震力が作用す

る場合における実際の圧力は密封容器のため 0.23 MPa を超える変動は生じないと考えられ

るが，変動回数を安全側に燃料装荷･取出し想定回数である 100 回として（6.2）式を用いて

評価すると， 

Ｓａ＝1413 MPa 

Ａｍ＝3.88 MPa 

となる。 

したがって，燃料装荷・取出しを除く設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ及び地震力が作用する場合

における圧力変動の全振幅を最高使用圧力（Ｐ＝1.0 MPa）と仮定しても， 

Ｐ ＜ Ａｍ 

であり，条件を満足する。 

(3) 設計・建設規格 PVB-3140(3) （燃料装荷・取出し時の温度差） 

キャスク容器の任意の 2点間の距離（ｐ）は，次式で計算する。 

ｐ＝2・ Ｒ・ｔ ＝942 mm ･･･････････････････････････････････････････････（6.3） 

ここで，Ｒ ：キャスク容器の平均半径（＝907.5 mm） 

ｔ ：キャスク容器の板厚（＝244 mm） 

キャスク容器の燃料装荷・取出し時において，相互の距離がｐを超えない任意の 2 点間の

温度差の許容値（Ｔ）は，次式で計算する。なお，2点間の平均温度はキャスク容器の最高使

用温度（Ｔｍａｘ＝170 ℃）とする。 

Ｔ＝
2・Ｅ・α

Ｓａ ＝ 277 ℃ ･････････････････････････････････････････････（6.4） 
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ここで，Ｅ ：2 点間の平均温度における縦弾性係数（＝1.93×105 MPa） 

α ：2 点間の平均温度における瞬時熱膨張係数(＝13.07×10-6 mm/(mm･℃)) 

Ｓａ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，燃料装荷･取出しの回数（100

回）を許容繰返し回数とした場合，それに対応する繰返しピーク応力強さ 

（＝1413 MPa） 

したがって，任意の 2 点間において生じる温度差を最高使用温度（Ｔｍａｘ）と常温との差 

（ΔＴ＝150 ℃）と仮定しても， 

ΔＴ ＜ Ｔ 

であり，条件を満足する。 

(4) 設計・建設規格 PVB-3140(4) （燃料装荷・取出し時を除く設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱの

温度差変動） 

燃料装荷・取出し時を除く設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱにおいて，相互の距離がｐを超えな

い任意の 2点間の温度差の変動の全振幅の許容値（Ｔ）は，次式で計算する。 

Ｔ＝
2・Ｅ・α

Ｓａ ･･････････････････････････････････････････････････････（6.5） 

ここで，Ｅ,α：（3）と同じ 

Ｓａ ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，(6.6)式により計算した値を超え

る温度差の変動回数を許容繰返し回数とした場合に，これに対応する繰返し

ピーク応力強さの値（MPa） 

Ｔ′＝
2・Ｅ・α

Ｓ
＝17.0 ℃････････････････････････････････････････････（6.6） 

ここで，Ｓ：（2）と同じ 

設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ及び地震力が作用する場合においてキャスク容器は密封容器であ

りかつ温度変動する加熱源を収納していないので，任意の 2 点間の温度差の変動が(6.6)式

により計算した値の 17.0 ℃を超えることはないと考えられるが，変動回数を安全側に燃料

装荷･取出し想定回数である 100 回として（6.5）式を用いて評価すると， 

Ｓａ ＝ 1413 MPa

Ｔ ＝ 277 ℃ 

したがって，キャスク容器の任意の 2 点間の温度差の変動の全振幅を最高使用温度 

（Ｔｍａｘ）と常温との差（ΔＴ＝150 ℃）と仮定しても， 

ΔＴ ＜ Ｔ 

であり，条件を満足する。

(5) 設計・建設規格 PVB-3140(5)（異なる材料で作られた部分の温度変動）

一次蓋締付けボルトとバルブカバー締付けボルトは同種の合金鋼を使用しており，一次蓋

は炭素鋼，バルブカバーはステンレス鋼を使用している。 

ここでは，縦弾性係数及び熱膨張係数の差が大きく，評価が厳しくなる組合せであるバル

ブカバーとバルブカバー締付けボルトを代表として評価する。 

バルブカバーとバルブカバー締付けボルトの部分の温度変動の許容値（Ｔ）は，（6.7）式
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で計算する。なお，縦弾性係数及び熱膨張係数はキャスク容器の最高使用温度（Ｔｍａｘ＝170℃）

に対する値とする。 

Ｔ＝
）・α－Ｅ・α・(Ｅ 2

Ｓ

２２１１

＝61.9 ℃  ･･････････････････････････････････（6.7） 

ここで，Ｓ ：設計・建設規格 添付 4-2 3.2 において，許容繰返し回数 1×1011回に対する 

繰返しピーク応力強さ（＝94 MPa） 

    Ｅ１：バルブカバーの縦弾性係数（＝1.84×105 MPa） 

    Ｅ２：バルブカバー締付けボルトの縦弾性係数（＝1.82×105 MPa） 

    α１：バルブカバーの瞬時熱膨張係数（＝17.27×10－6 mm/(mm･℃)） 

    α２：バルブカバー締付けボルトの瞬時熱膨張係数（＝13.29×10－6 mm/(mm･℃)） 

また，（6.7）式で計算される値を超えるものにあっては，許容値（Ｔ）は，（6.8）式で計

算する。 

Ｔ＝
）・α－Ｅ・α・(Ｅ 2

Ｓ

２２１１

a  ････････････････････････････････････････････（6.8） 

ここで，Ｓa ：設計・建設規格 添付 4-2 3.2 において，（6.7）式により計算した値を超

える温度差の変動回数を許容繰返し回数とした場合，それに対応する繰返し

ピーク応力強さ（MPa） 

設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ及び地震力が作用する場合においてキャスク容器は密封容器であ

りかつ温度変動する加熱源を収納していないので，温度変動は，気温変動によるものと考え

ると，（6.7）式により計算した値の 61.9℃を超えることはないと考えられるが，変動回数を

安全側に燃料装荷･取出しサイクルにおいて 1回とし，計 100 回として評価すると， 

Ｓa＝1.8×103  MPa 

Ｔ ＝1185.9 ℃ 

したがって，設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ及び地震力が作用する場合において生じる温度の変

動を最高使用温度（Ｔｍａｘ）と常温との差（ΔＴ=150 ℃）と仮定しても， 

ΔＴ＜Ｔ 

であり，条件を満足する。 

(6) 設計・建設規格 PVB-3140(6) （機械的荷重の変動） 

Ｓｄ
＊及びＳｓ地震による繰返し回数10000回に対する許容繰返しピーク応力強さ（262 MPa）

に対し，地震力により発生する応力の全振幅は表 6-1 に示すとおりすべて下回っている。ま

た，地震力による疲労累積係数は 1.0 を下回っていることから， 

Δσ≦S 

である。 

なお，Ｓｄ
＊及びＳｓ地震による繰返し回数は，ＪＥＡＧ４６０１・補－1984（社）日本機

械学会 参考資料Ⅲ 耐震設計評価手法 「1. 地震動に対する機器の疲労評価の方法」に

定められる疲労評価不要となる繰返し回数により定めた。 
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(7) 検討結果

以上の(1)から(6)より，設計・建設規格 PVB-3140 の規定を全て満足しているので，疲労

解析を必要としない。 

6.4.2 ボルトの評価 

6.4.1 項において疲労評価が不要となる条件を満足することから，一次蓋締付けボルト及

びバルブカバー締付けボルトについて，地震動のみによる疲労累積係数が 1.0 以下となるこ

とを示す。 

6.4.2.1 設計･建設規格 PVB-3122 及び添付 4-2 3.4 に対する検討 

(1) 一次蓋締付けボルト及びバルブカバー締付けボルトの最小引張強さは 1000 MPa であり，

設計・建設規格 PVB-3122(2)に従い，設計疲労曲線として設計・建設規格 添付 4-2 3.4

を使用する。

(2) 一次蓋締付けボルト及びバルブカバー締付けボルトの平均引張応力＋曲げ応力の許容値を

3・Ｓｍとしたので，設計疲労曲線として，設計・建設規格 添付 4-2 3.4 の“曲線 2”を

使用する。

(3) ねじは三角ねじであり，ねじ底部の半径は一次蓋締付けボルトが ㎜，バルブカバ

ー締付けボルトが  mm であって 0.07 mm より大である。

(4) シャンク部の直径に対するシャンク部の端の丸みの半径の比は，

一次蓋締付けボルト ： ＝0.062 

バルブカバー締付けボルト ： ＝0.072 

であって，0.06 以上である。 

6.4.2.2 一次蓋締付けボルトの疲労解析 

一次蓋締付けボルトに生じる繰返しピーク応力強さは，次式で計算する。 

 ･･････････････････････････････････････････････ （6.9）

ここで，Ｓ ：ボルトのピーク応力強さ（MPa） 

Ｋ ：一次蓋締付けボルトのねじ部の応力集中係数（＝4） 

Ａ ：全数のボルト最小断面積（＝  mm2） 

ｍ  ：一次蓋の質量（＝4900 kg） 

Ｇ1 ：軸方向の加速度 

地 震 Ｓｄ
＊  6.38 m/s2 

Ｓｓ  6.38 m/s2 

また，繰返しピーク応力強さは次式で計算する。 

Ｓ＝Ｋ・（±
ｍ ・Ｇ1

Ａ
）
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･･････････････････････････････････････････････････（6.10） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.4（4）のとおり，縦弾性係数（Ｅ0＝2.07×105 MPa）と解析

に用いる縦弾性係数（Ｅ＝1.82×105 MPa）との比を考慮し補正する。 

････････････････････････････････････････････････ （6.11） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.4 により，補正した繰返しピーク応力強さ（Ｓ ’）に対す

る許容繰返し回数（Ｎ）を求める。繰返し回数（ＮＣ）と許容繰返し回数（Ｎａ）との比は 

表 6-1 に示す通りとなり，地震時における疲労累積係数の和は 1.0 以下となるため，添付書

類「Ｖ-2-1-9  機能維持の基本方針」の規定を満足する。 

 

6.4.2.3 バルブカバー締付けボルトの疲労解析 

バルブカバー締付けボルトの疲労解析は一次蓋締付けボルトの場合と同様である。 

ただし， 

ｍｒ ：バルブカバーの質量（＝6 kg） 

Ａ ：全数のボルト最小断面積（＝  mm2） 

 

繰返し回数と許容繰返し回数との比は表 6-2 に示すとおりである。 

したがって，地震時における疲労累積係数の和は 1.0 以下となるため添付書類「Ｖ-2-1-9  

機能維持の基本方針」の規定を満足する。 

 

Ｓ ＝
1

2
・ＳＰ

Ｓ ’＝Ｓ ・
Ｅ0

Ｅ
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7. 穴の補強

設計・建設規格 PVB-3520 により貫通孔の補強が不要となることを示す。

貫通孔部の応力強さは，応力集中係数を用いて次式で計算する。

Ｓｃ＝Ｋ・Ｓ   ･･････････････････････････････････････････････････････････（7.1） 

ここで，Ｓｃ ：貫通孔部の応力強さ（MPa） 

Ｋ ：応力集中係数（＝4.0） 

Ｓ ：貫通孔を無視した場合の一次蓋の応力強さ（MPa） 

貫通孔を無視した場合の一次蓋の応力強さ（Ｓ）と貫通孔部の応力強さ（Ｓｃ）は表 7-1 に示す

通りとなり，すべて許容応力を満足するため，貫通孔の補強は不要となる。 
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図 2-1 キャスク容器の応力解析箇所（全体断面図） 

胴 

底板 

：キャスク容器 

一次蓋締付けボルト 一次蓋 密封シール部 

バルブカバー締付けボルト バルブカバー 
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図 5-1 キャスク容器の応力評価点（面） 

応力評価点 評価部位

① 一次蓋（中央）

② 一次蓋（端部）

③ 一次蓋締付けボルト

④ 胴（密封シール部）

⑤ 胴（中央）

⑥ 胴（下部）

⑦ 胴（上端部）

⑧ 底板（中央）

⑨ 底板（端部）

⑩ 一次蓋（密封シール部）

⑦’

④

③

④’

②

⑩’

②’ ⑦

⑩

①

①’

⑤ ⑤’

⑥’

⑧

⑧’

⑨

⑥

⑨’
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図 5-2 キャスク容器の解析モデル

（圧力＋ボルト初期締付け力作用時） 
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図 5-3 キャスク容器の解析モデル（地震時）
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表 4-1 キャスク容器用材料の許容応力値（1／2） 

（単位：MPa） 

許容応力 

区分 
応力の種類 

許容応力値 

炭素鋼 

密封シール部以外 密封シール部 

GLF1 許容値基準 GLF1 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ 

一次一般膜応力強さ Ｐｍ 181 
Min 

{Ｓｙ，2/3Ｓｕ} 
181

Min 

{Ｓｙ，2/3Ｓｕ}

一次膜＋一次曲げ応力強さ  ＰＬ＋Ｐｂ 271 
Min 

{1.5Ｓｙ，Ｓｕ} 
181 Ｓｙ 

一次＋二次応力強さ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 362 3Ｓｍ 181 Ｓｙ 

平均せん断応力 σｓ 72 0.6Ｓｍ

平均支圧応力  σｐ
＊1 181(271) Ｓｙ（1.5Ｓｙ） 

Ⅰ＋Ｓｓ 

一次一般膜応力強さ Ｐｍ 251 2/3Ｓｕ 181 Ｓｙ 

一次膜＋一次曲げ応力強さ ＰＬ＋Ｐｂ 377 Ｓｕ 181 Ｓｙ 

一次＋二次応力強さ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 362 3Ｓｍ 181 Ｓｙ 

平均せん断応力 σｓ 150 0.4Ｓｕ

平均支圧応力  σｐ
＊1 377(565) Ｓｕ（1.5Ｓｕ） 

注記 ＊1：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場

合の値 

  ＊2：Ｓｄ
＊又はＳｓ地震力のみによる全振幅について評価する。 



16

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-3
-
2
-1
 
R
0

表 4-1 キャスク容器用材料の許容応力値（2／2） 

（単位：MPa） 

許容応力

区分 
応力の種類 

許容応力値 

ステンレス鋼

密封シール部以外 

SUS304 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊

一次一般膜応力強さ  Ｐｍ 160 1.2Ｓｍ 

一次膜＋一次曲げ応力強さ   ＰＬ＋Ｐｂ 240 1.8Ｓｍ 

一次＋二次応力強さ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 401 3Ｓｍ 

平均せん断応力 σｓ 80 0.6Ｓｍ 

平均支圧応力  σｐ
＊1 

150

（225） 
Ｓｙ（1.5Ｓｙ） 

Ⅰ＋Ｓｓ

一次一般膜応力強さ  Ｐｍ 276 
Min 

{2.4Ｓｍ，2/3Ｓｕ}

一次膜＋一次曲げ応力強さ  ＰＬ＋Ｐｂ 414 
Min 

{3.6Ｓｍ，Ｓｕ} 

一次＋二次応力強さ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 401 3Ｓｍ 

平均せん断応力  σｓ 165 0.4Ｓｕ 

平均支圧応力 σｐ
＊1 

414

（621） 
Ｓｕ（1.5Ｓｕ） 

注記 ＊1：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大

きい場合の値 

＊2：Ｓｄ
＊又はＳｓ地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 4-2 キャスク容器用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

（単位：MPa）

許容応力

区分 
応力の種類 

許容応力値 

低合金鋼 

一次蓋締付けボルト 

バルブカバー締付けボルト 

SNB23-3 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊
平均引張応力 547 2Ｓｍ 

平均引張応力＋曲げ応力 821 3Ｓｍ 

Ⅰ＋Ｓｓ

平均引張応力 820 Ｓｙ 

平均引張応力＋曲げ応力 820 Ｓｙ 
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表 5-1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（1／3） 

（単位：MPa） 

部位 
応力 

評価点
応力分類 

応力成分＊1

計算値
σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ 

一次蓋 

（中央） 

 ① 

Ｐｍ 3 

ＰＬ＋Ｐｂ 10 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 2 

σｓ －

σｐ －

①’

Ｐｍ 3 

ＰＬ＋Ｐｂ 8 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 2 

σｓ －

σｐ －

一次蓋 

（端部） 

② 

ＰＬ －

ＰＬ＋Ｐｂ 42 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 28 

σｓ －

σｐ －

②’

ＰＬ －

ＰＬ＋Ｐｂ 33 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 17 

σｓ －

σｐ －

一次蓋締付け

ボルト 
 ③ 

平均引張 

応力 
272 

平均引張応力 

＋曲げ応力 
335 

胴 

（密封シール部）

 ④ 

Ｐｍ 6 

ＰＬ＋Ｐｂ 17 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 12 

σｓ －

σｐ －

④’

Ｐｍ 6 

ＰＬ＋Ｐｂ 6 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 10 

σｓ －

σｐ －

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力 τｎｔ，τｔθ，τθｎ   ：せん断応力 

＊2：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 5-1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（2／3） 

（単位：MPa） 

部位 
応力 

評価点
応力分類 

  応力成分＊1   
計算値

σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ 

胴 

（中央） 

 ⑤ 

Ｐｍ 4 

ＰＬ＋Ｐｂ － 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 7 

σｓ － 

σｐ － 

 ⑤’

Ｐｍ 4 

ＰＬ＋Ｐｂ － 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 5 

σｓ － 

σｐ － 

胴 

（下部） 

 ⑥ 

ＰＬ － 

ＰＬ＋Ｐｂ 27 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 93 

σｓ － 

σｐ － 

 ⑥’

ＰＬ － 

ＰＬ＋Ｐｂ 27 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 123 

σｓ － 

σｐ － 

胴 

（上端部） 

 ⑦ 

ＰＬ － 

ＰＬ＋Ｐｂ 2 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1 

σｓ － 

σｐ － 

 ⑦’

ＰＬ － 

ＰＬ＋Ｐｂ 2 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 2 

σｓ － 

σｐ  － 

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力    τｎｔ，τｔθ，τθｎ   ：せん断応力 

 ＊2：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 5-1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（3／3） 

（単位：MPa） 

部位 
応力 

評価点
応力分類 

応力成分＊1

計算値
σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ 

底板 

（中央） 

 ⑧ 

Ｐｍ 3 

ＰＬ＋Ｐｂ 4 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 8 

σｓ －

σｐ －

⑧’

Ｐｍ 3 

ＰＬ＋Ｐｂ 3 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 5 

σｓ －

σｐ  1

底板 

（端部） 

 ⑨ 

ＰＬ －

ＰＬ＋Ｐｂ 11 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 38 

σｓ －

σｐ －

⑨’

ＰＬ －

ＰＬ＋Ｐｂ 11 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 45 

σｓ －

σｐ  1

一次蓋 

（密封シール部）

 ⑩ 

Ｐｍ 10 

ＰＬ＋Ｐｂ 26 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 23 

σｓ －

σｐ －

⑩’

Ｐｍ 10 

ＰＬ＋Ｐｂ 9 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 12 

σｓ －

σｐ －

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力 τｎｔ，τｔθ，τθｎ   ：せん断応力 

 ＊2：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 5-1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（1／3） 

（単位：MPa） 

部位 
応力 

評価点
応力分類 

応力成分＊1

計算値
σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ 

一次蓋 

（中央） 

 ① 

Ｐｍ 3 

ＰＬ＋Ｐｂ 10 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 2 

σｓ －

σｐ －

①’

Ｐｍ 3 

ＰＬ＋Ｐｂ 8 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 2 

σｓ －

σｐ －

一次蓋 

（端部） 

 ② 

ＰＬ －

ＰＬ＋Ｐｂ 42 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 28 

σｓ －

σｐ －

②’

ＰＬ －

ＰＬ＋Ｐｂ 33 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 17 

σｓ －

σｐ －

一次蓋締付け

ボルト 
 ③ 

平均引張 

応力 
272 

平均引張応力

＋曲げ応力
335 

胴 

（密封シール部）

 ④ 

Ｐｍ 6 

ＰＬ＋Ｐｂ 17 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 12 

σｓ －

σｐ －

④’

Ｐｍ 6 

ＰＬ＋Ｐｂ 6 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 10 

σｓ －

σｐ －

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力  τｎｔ，τｔθ，τθｎ   ：せん断応力 

 ＊2：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す。 



22

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-3
-
2
-1
 
R
0 

表 5-1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（2／3） 

（単位：MPa） 

部位 
応力 

評価点
応力分類 

応力成分＊1

計算値
σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ 

胴 

（中央） 

 ⑤ 

Ｐｍ 4 

ＰＬ＋Ｐｂ －

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 7 

σｓ －

σｐ －

⑤’

Ｐｍ 4 

ＰＬ＋Ｐｂ －

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 5 

σｓ －

σｐ －

胴 

（下部） 

 ⑥ 

ＰＬ －

ＰＬ＋Ｐｂ 27 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 93 

σｓ －

σｐ －

⑥’

ＰＬ －

ＰＬ＋Ｐｂ 27 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 123 

σｓ －

σｐ －

胴 

（上端部） 

 ⑦ 

ＰＬ －

ＰＬ＋Ｐｂ 2 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1 

σｓ －

σｐ －

⑦’

ＰＬ －

ＰＬ＋Ｐｂ 2 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 2 

σｓ －

σｐ －

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力  τｎｔ，τｔθ，τθｎ   ：せん断応力 

 ＊2：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 5-1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（3／3） 

（単位：MPa） 

部位 
応力 

評価点
応力分類 

  応力成分＊1   
計算値

σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ 

底板 

（中央） 

 ⑧ 

Ｐｍ 3 

ＰＬ＋Ｐｂ 4 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 8 

σｓ  － 

σｐ  － 

⑧’

Ｐｍ 3 

ＰＬ＋Ｐｂ 3 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 5 

σｓ  － 

σｐ   1 

底板 

（端部） 

 ⑨ 

ＰＬ  － 

ＰＬ＋Ｐｂ 11 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 38 

σｓ  － 

σｐ  － 

⑨’

ＰＬ  － 

ＰＬ＋Ｐｂ 11 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 45 

σｓ  － 

σｐ   1 

一次蓋 

（密封シール部） 

 ⑩ 

Ｐｍ 10 

ＰＬ＋Ｐｂ 26 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 23 

σｓ  － 

σｐ  － 

⑩’

Ｐｍ 10 

ＰＬ＋Ｐｂ 9 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 12 

σｓ  － 

σｐ  － 

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ               ：周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力    τｎｔ，τｔθ，τθｎ   ：せん断応力 

 ＊2：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 5-2 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（1／2） 

（単位：MPa） 

部 位 応力評価点 応力分類 計算値 許容応力 

一次蓋 

（中央） 

①－①’ Ｐｍ 3 251 

① ＰＬ＋Ｐｂ 10 271 

①’ ＰＬ＋Ｐｂ 8 271 

① ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 2 362 

①’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 2 362 

一次蓋 

（端部） 

② ＰＬ＋Ｐｂ 42 271 

②’ ＰＬ＋Ｐｂ 33 271 

② ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 28 362 

②’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 17 362 

一次蓋締付け 

ボルト 
③ 

平均引張応力 272 547 

平均引張応力＋ 

曲げ応力 335 821 

胴 

(密封シール部)

④－④’ Ｐｍ 6 181 

④ ＰＬ＋Ｐｂ 17 181 

④’ ＰＬ＋Ｐｂ 6 181 

④ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 12 181 

④’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 10 181 

胴 

(中央) 

⑤－⑤’ Ｐｍ 4 181 

⑤ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 7 362 

⑤’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 5 362 

注記 ＊：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 5-2 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（2／2） 

（単位：MPa） 

部  位 応力評価点 応力分類 計算値 許容応力 

胴 

(下部) 

⑥ ＰＬ＋Ｐｂ 27 271 

⑥’ ＰＬ＋Ｐｂ 27 271 

⑥ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 93 362 

⑥’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 123 362 

胴 

(上端部) 

⑦ ＰＬ＋Ｐｂ 2 271 

⑦’ ＰＬ＋Ｐｂ 2 271 

⑦ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 1 362 

⑦’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 2 362 

底板 

(中央) 

⑧－⑧’ Ｐｍ 3 181 

⑧’ σｐ 1 181 

⑧ ＰＬ＋Ｐｂ 4 271 

⑧’ ＰＬ＋Ｐｂ 3 271 

⑧ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 8 362 

⑧’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 5 362 

底板 

(端部) 

⑨’ σｐ 1 181 

⑨ ＰＬ＋Ｐｂ 11 271 

⑨’ ＰＬ＋Ｐｂ 11 271 

⑨ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 38 362 

⑨’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 45 362 

一次蓋 

(密封シール部)

⑩－⑩’ Ｐｍ 10 181 

⑩ ＰＬ＋Ｐｂ 26 181 

⑩’ ＰＬ＋Ｐｂ 9 181 

⑩ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 23 181 

⑩’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 12 181 

注記 ＊：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 5-2 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（1／2） 

（単位：MPa） 

部 位 応力評価点 応力分類 計算値 許容応力 

一次蓋 

（中央） 

①－①’ Ｐｍ 3 251 

① ＰＬ＋Ｐｂ 10 377 

①’ ＰＬ＋Ｐｂ 8 377 

① ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 2 362 

①’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 2 362 

一次蓋 

（端部） 

② ＰＬ＋Ｐｂ 42 377 

②’ ＰＬ＋Ｐｂ 33 377 

② ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 28 362 

②’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 17 362 

一次蓋締付け 

ボルト 
③ 

平均引張応力 272 820 

平均引張応力＋ 

曲げ応力 335 820 

胴 

(密封シール部)

④－④’ Ｐｍ 6 181 

④ ＰＬ＋Ｐｂ 17 181 

④’ ＰＬ＋Ｐｂ 6 181 

④ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 12 181 

④’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 10 181 

胴 

(中央) 

⑤－⑤’ Ｐｍ 4 251 

⑤ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 7 362 

⑤’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 5 362 

注記 ＊：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 5-2 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（2／2） 

（単位：MPa） 

部  位 応力評価点 応力分類 計算値 許容応力 

胴 

(下部) 

⑥ ＰＬ＋Ｐｂ 27 377 

⑥’ ＰＬ＋Ｐｂ 27 377 

⑥ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 93 362 

⑥’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 123 362 

胴 

(上端部) 

⑦ ＰＬ＋Ｐｂ 2 377 

⑦’ ＰＬ＋Ｐｂ 2 377 

⑦ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 1 362 

⑦’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 2 362 

底板 

(中央) 

⑧－⑧’ Ｐｍ 3 251 

⑧’ σｐ 1 377 

⑧ ＰＬ＋Ｐｂ 4 377 

⑧’ ＰＬ＋Ｐｂ 3 377 

⑧ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 8 362 

⑧’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 5 362 

底板 

(端部) 

⑨’ σｐ 1 377 

⑨ ＰＬ＋Ｐｂ 11 377 

⑨’ ＰＬ＋Ｐｂ 11 377 

⑨ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 38 362 

⑨’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 45 362 

一次蓋 

(密封シール部)

⑩－⑩’ Ｐｍ 10 181 

⑩ ＰＬ＋Ｐｂ 26 181 

⑩’ ＰＬ＋Ｐｂ 9 181 

⑩ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 23 181 

⑩’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 12 181 

注記 ＊：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について評価する。  
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表 6-1 キャスク容器（ボルトを除く。）の疲労解析不要の評価結果 

設計・建設規格

PVB-3140 
繰返し荷重 設定繰返し回数 評価値 許容値 評価 

(1) 大気圧→使用圧力→大気圧 100 
繰返し数 

Ｎ1＝100 

3Ｓmに対する許容繰返し数 

Ｎa＝3756 

Ｎ1＜Ｎaであるので本条件

を満足 

(2) 
燃料装荷及び燃料取出しを除く 

設計事象Ⅰ，Ⅱにおける圧力変動
100 

圧力変動振幅 

Ｐ＝1.0 MPa 

圧力変動許容値 

Ａm＝3.88 MPa 

Ｐ＜Ａm であるので本条件

を満足 

(3) 
燃料装荷及び燃料取出しでの 2点

間の温度差 
100 

温度差 

ΔＴ＝150 ℃ 

温度差許容値 

Ｔ＝277 ℃ 

ΔＴ＜Ｔであるので本条件

を満足 

(4) 

燃料装荷及び燃料取出しを除く 

設計事象Ⅰ，Ⅱにおける 2 点間 

の温度差変動 

100 
温度差変動振幅 

ΔＴ＝150 ℃ 

温度差変動許容値 

Ｔ＝277 ℃ 

ΔＴ＜Ｔであるので本条件

を満足 

(5) 異種材結合部の温度変動 100 
温度変動振幅 

ΔＴ＝150 ℃ 

温度変動許容値 

Ｔ＝1185.9 ℃ 

ΔＴ＜Ｔであるので本条件

を満足 

(6) 機械的荷重の変動 地震力 1×104 ※ 

応力の全振幅 
Δσ＝123 MPa 

1×104回に対する許容 

繰返しピーク応力強さ 

Ｓ＝262 MPa 

Δσ＜Ｓであるので本条

件を満足 

繰返し数 
Ｎc＝10000 

ピーク応力強さに対する 
許容繰返し回数 

Ｎa＝151811 

繰返し回数と許容繰返し
回数の比 
（Ｎc／Ｎa）＝0.0659 
Ｕ＝0.132≦1.0 であるの
で本条件を満足 

※：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984（社）日本機械学会 参考資料Ⅲ 耐震設計評価手法 「1. 地震動に対する機器の疲労評価の方法」に定めら

れる疲労評価不要となる繰返し回数により定めた。 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3-2-1 R0 
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表 6-2 疲労累積係数（一次蓋締付けボルト） 

事象 

繰返し数

Ｎc

（回）

繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ （MPa） 

縦弾性係数を補正

した繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ ’(MPa) 

許容繰返

し回数 

Ｎa (回) 

繰返し回数と許容

繰返し回数の比

Ｎc／Ｎa (－) 

地震時 
Ｓｄ

＊
10000※ 2 3 1.00×106 0.01 

Ｓｓ 10000※ 2 3 1.00×106 0.01 

Ｕ（地震時） 0.02 

※：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984（社）日本機械学会 参考資料Ⅲ 耐震設計評価手法 「1. 地

震動に対する機器の疲労評価の方法」に定められる疲労評価不要となる繰返し回数により定め

た。 

表 6-2 疲労累積係数（バルブカバー締付けボルト） 

事象 

繰返し数

Ｎc

（回）

繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ （MPa） 

縦弾性係数を補正

した繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ ’(MPa) 

許容繰返

し回数 

Ｎa (回) 

繰返し回数と許容

繰返し回数の比

Ｎc／Ｎa (－) 

地震時 
Ｓｄ

＊
10000※ 1 2 1.00×106 0.01 

Ｓｓ 10000※ 1 2 1.00×106 0.01 

Ｕ（地震時） 0.02 

※：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984（社）日本機械学会 参考資料Ⅲ 耐震設計評価手法 「1. 地

震動に対する機器の疲労評価の方法」に定められる疲労評価不要となる繰返し回数により定め

た。 



30 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-3
-
2
-1
 
R
0
E 

表 7-1 貫通孔部の応力強さ 

（単位：MPa）

設計事象 応力評価点 応力分類
貫通孔を無視した場

合の応力強さ（Ｓ）

貫通孔部の応力

（Ｓｃ）
許容応力

Ⅰ＋Ｓｄ
＊

⑬ ＰＬ＋Ｐｂ 7 29 271 

⑬ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 7 27 362 

Ⅰ＋Ｓｓ

⑬ ＰＬ＋Ｐｂ 7 29 377 

⑬ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 7 27 362 
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1. 概  要

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅡ）のバスケットに関する耐震性についての計

算書である。 

2． 評価部位 

バスケットの評価部位を図 2-1 に示す。 

3. 応力解析の手順

(1)バスケットの応力計算は，想定される機械的荷重を基に応力評価式を用いて行う。 

(2)応力計算は荷重ごとに行う。荷重条件として与えられるものは，以下のとおりである。

a.機械的荷重

(3)伝熱プレートは，非構造強度部材として評価対象より除外する。

(4)構造の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，計算書の形状

図中に，番号〔例①〕で示す。

応力評価は，この応力評価点（面）について行う。

4. 応力の分類

応力の計算結果は，表 4-1 に示すように応力の種類ごとに分類して，応力計算書に示す。こ

のときの応力の定義と分類は，設計・建設規格 GNR-2130 に従い以下の項目について添付書類

「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応力以下であることを確認する。

なお，応力の記号とその方向は以下の通りである。 

σｘ ：評価断面に垂直な方向の応力（ｘ方向） 

σｙ ：評価断面に平行な方向の応力（ｙ方向） 

σｚ ：評価断面に平行な方向の応力（ｚ方向） 

τｘｙ ：せん断応力 

τｙｚ ：せん断応力 

τｚｘ ：せん断応力 

4.1 応力の評価 

4.4.1 主応力 

計算された各種の荷重による応力を重ね合わせ，各応力評価点（面）の組合せ応力を求

める。 

組合せ応力は，一般にσｘ，σｙ，σｚ，τｘｙ，τｙｚ，τｚｘの 6成分をもち，応力評価点

（面）の主応力は，引用文献(1)の A4 編 1.4.1 項により次式を満足する 3根として計算す

る。 

評価断面

σx

σz

σy
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σ３－（σｘ＋σｙ＋σｚ）・σ２＋（σｘ・σｙ＋σｙ・σｚ＋σｚ・σｘ－τｘｙ
２ 

－τｙｚ
２－τｚｘ

２）・σ－σｘ・σｙ・σｚ＋σｘ・τｙｚ
２＋σｙ・τｚｘ

２ 

＋σｚ・τｘｙ
２－2・τｘｙ・τｙｚ・τｚｘ＝0 

上式により主応力σ１，σ２，σ３が求まる。 

 

4.4.2 応力強さ 

下記の 3 つの主応力差の絶対値で最大のものを応力強さとする。 

Ｓ１２＝σ１－σ２ 

Ｓ２３＝σ２－σ３ 

Ｓ３１＝σ３－σ１ 

 

4.4.3 一次応力強さ 

機械的荷重により発生する一次一般膜応力強さ及び一次膜応力と一次曲げ応力を加えて

求めた応力強さが，添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応力以下で

あることを確認する。 

 

4.2 特別な応力の検討 

4.2.1 純せん断応力の評価 

純せん断荷重を受ける部分が，添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許

容応力以下であることを確認する。 

 

4.2.2 支圧応力の評価 

支圧荷重を受ける部分が，添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応

力以下であることを確認する。 

 

4.2.3 軸圧縮応力の評価 

軸方向に圧縮荷重を受ける円筒形の胴の部分が，添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本

方針」で示した許容応力以下であることを確認する。 

 

4.2.4 座屈応力の評価 

圧縮荷重を受ける部分が，添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応

力以下であることを確認する。  
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5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

バスケットの応力評価点（面）を図 5-1 に示す。 

 

5.2 貯蔵時（Ｓｄ
＊地震力及びＳｓ地震力が作用する場合） 

5.2.1 荷重条件 

貯蔵時において，Ｓｄ
＊地震力及びＳｓ地震力が作用する場合の荷重は，次に示す組合せ

とする。荷重の方向を図 5－2に示す。なお，地震力には，Ｓｓ地震力を適用する。 

地震力＋自重 

 

5.2.2 計算方法 

(1) バスケットプレート 

a. 一次一般膜応力 

最大応力が発生するのは，バスケットプレート端部（図 5-1①部）である。 

水平方向加速度により発生する応力（σｘ）は，次式で計算する。 

σｘ＝
ｍＡ・Ｇ１

Ａ１

  

ここで，Ｇ１＝ＣＨ・ｇ 

ｍＡ：図 5-1 に示す斜線部Ａに含まれる使用済燃料とバスケットプレー 

ト等の合計質量（＝  kg） 

    Ａ１：バスケットプレートの断面積（＝  mm2） 

ＣＨ：水平方向設計震度（＝1.17） 

ｇ ：重力加速度（＝9.80665 m/s2） 

下方向加速度により発生する応力（σy）は，次式で計算する。 

σｙ＝
ｍｂ・Ｇ２

Ａｂ

  

ここで，Ｇ２＝（１＋ＣＶ）・ｇ 

    ｍｂ：バスケットプレートの全質量（＝  kg） 

ＣＶ：鉛直方向設計震度（＝0.65） 

Ａｂ：バスケットプレート底部の全面積（＝  mm2） 

他の応力成分は，零である。 

b. 一次一般膜＋一次曲げ応力 

最大応力が発生するのは，バスケットプレート格子端部（図 5－1②部）である。 

水平方向加速度により発生する応力（σｘ，τｚｘ）は，次式で計算する。 

 

 

 

 

 

σｘ＝
Ｍ

Ｚ
  

Ｍ＝
ｍＢ・Ｇ１・ ｐ

12・
 ｗ
2

 

･････････････････････････････････････（5.1）

･････････････････････････････････････（5.2）

･･･････････････････････････････（5.3）
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τｚｘ＝
ｍＢ・Ｇ１

2・
Ａ１

2

  

 ここで，Ｍ ：バスケットプレート格子中央部の単位幅当たりの曲げモーメント 

（N･mm/mm） 

    Ｚ  ：バスケットプレートの単位幅当たりの断面係数（＝  mm3/mm） 

    ｍＢ ：図 5－1に示す斜線部Ｂに含まれる使用済燃料，伝熱プレート及び 

バスケットプレートの合計質量（＝  kg） 

    ｐ   ：バスケットプレートの内のり（＝  mm） 

      ｗ   ：バスケットプレートのキャスク容器軸方向長さ（燃料集合体の負荷 

面の軸方向長さ）（＝  mm） 

ただし，バスケットプレート同士の嵌合のための切欠きがあるた 

め実際の荷重負荷面の長さを ｗ／2 とする。 

     Ｇ１ ：a.と同じ 

下方向加速度により発生する応力（σy）は，一次一般膜応力と同様である。 

ここで，Ｇ２：a.と同じ 

他の応力成分は，零である。 

c. 純せん断応力 

バスケットプレート格子端部（図 5-1②部）に発生する平均せん断応力（σｓ）は，（5.4）

式で計算する。 

d. 支圧応力 

バスケットプレート端部（図 5-1①部）に発生する平均支圧応力（σｐ）は，(5.1)式

で計算する。 

e. 座屈応力 

バスケットプレート下端部（図 5-1③部）に発生する座屈応力（σｂ）は，（5.2）式

で計算する。 

 (2) サポートシリンダ 

a. 一次一般膜応力 

最大応力が発生するのは，サポートシリンダ下端部（図 5-1④部）であり，下方向加速

度により発生する応力（σｘ）は，次式で計算する。 

σｘ＝
ｍＳ・Ｇ２

ＡＳ

  

ここで，Ｇ２：(1)a.と同じ 

ＡＳ：サポートシリンダの断面積（＝  mm2） 

ｍＳ：サポートシリンダの質量（＝  kg） 

 

b. 一次一般膜＋一次曲げ応力 

サポートシリンダには，曲げ応力は発生しないので，一次一般膜応力と同様である。 

 

･････････････････････････････････････（5.4）

･････････････････････････････････････（5.5）
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c. 支圧応力 

サポートシリンダのバスケットプレート支持部（図 5-1⑤部）に発生する平均支圧応

力（σｐ）は，（5.1）式で計算する。 

d. 軸圧縮応力 

サポートシリンダ下端部（図 5-1④部）に発生する軸圧縮応力（σｃ）は，（5.5）式

で計算する。 

 

5.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 
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6. 評価結果 

6.1 応力強さの評価 

地震時における応力強さの計算結果と許容応力を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，地震時の一次一般膜応力強さ（Ｐｍ）及び一次一般膜＋一次曲げ応

力強さ（Ｐｍ＋Ｐｂ）は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」の各規定を満足する。 

 

6.2 特別な応力の評価 

6.2.1 純せん断応力 

地震時における応力計算結果と許容応力を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，地震時の平均せん断応力（σｓ）は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能

維持の基本方針」の規定を満足する。 

 

6.2.2 支圧応力 

地震時における応力計算結果と許容応力を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，地震時の平均支圧応力（σｐ）は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維

持の基本方針」の規定を満足する。 

 

6.2.3 軸圧縮応力 

地震時における応力計算結果と許容応力を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，地震時の軸圧縮応力（σｃ）は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持

の基本方針」の規定を満足する。 

 

6.2.4 座屈応力 

地震時における応力計算結果と許容応力を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，地震時の座屈応力（σｂ）は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の

基本方針」の規定を満足する。 
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図 2-1 バスケットの応力解析箇所

7
 

サポートシリンダ 

バスケットプレート 



 

 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3-2-2 R0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 バスケットの応力評価点（面）
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サポートシリンダ 

〔SUS304〕 

斜線部Ａ 

③ 

斜線部Ａ’ 

④ 
② 

①（バスケットプレート側） 
⑤（サポートシリンダ側） ①～⑤：応力評価点（面） 

〔 〕：材料 

斜線部Ｂ 

バスケットプレート 

〔B-SUS〕 
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図 5-2 地震時におけるバスケットの姿勢と荷重方向 
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Ｇ１ 鉛直方向 
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表 4-1 バスケット用材料の許容応力値 
（単位：MPa） 

許容応力 
区分 

応力の種類 

許容応力値 

バスケットプレート サポートシリンダ 

B-SUS 許容値基準 SUS304 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ 

一次一般膜応力強さ    Ｐｍ 201 1.5Ｓｍ 180 1.5Ｓｍ 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

            Ｐｍ＋Ｐｂ 
301 2.25Ｓｍ 270 2.25Ｓｍ 

平均せん断応力       σｓ 120 0.9Ｓｍ 108 0.9Ｓｍ 

平均支圧応力         σｐ
＊1 

311 

(467) 

1.5Ｓｙ 

（2.25Ｓｙ） 

200 

(300) 

1.5Ｓｙ 

（2.25Ｓｙ）

軸圧縮応力＊2       σｃ － － 92 

1.5×Min{ 

Ｓｍ， 

Ｂ＊3} 

座屈応力           σｂ 180 

1.5ｆｂ， 

1.5ｆｓ 

又は 1.5ｆｃ 

－ － 

Ⅰ＋Ｓｓ 

一次一般膜応力強さ    Ｐｍ 269 
Min{2.4Ｓｍ， 

2/3Ｓｕ} 
263 

Min{2.4Ｓｍ，

2/3Ｓｕ} 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

            Ｐｍ＋Ｐｂ 
404 

Min{3.6Ｓｍ， 

Ｓｕ} 
395 

Min{3.6Ｓｍ，

Ｓｕ} 

平均せん断応力       σｓ 160 1.2Ｓｍ 144 1.2Ｓｍ 

平均支圧応力        σｐ
＊1 415(622) 2Ｓｙ(3Ｓｙ) 266(400) 2Ｓｙ(3Ｓｙ)

軸圧縮応力＊2        σｃ － － 123 
2×Min{Ｓｍ，

Ｂ＊3} 

座屈応力          σｂ 180 

1.5ｆｂ， 

1.5ｆｓ 

又は 1.5ｆｃ 

－ － 

注記 ＊1：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値。 

   ＊2：円筒形の軸方向の圧縮に対して適用する。 

  ＊3：Ｂ値は，設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1から図 20までにより求められた値。 
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表 5-1 バスケットの応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 応力の種類 
評価点 

（面） 計算値 許容応力

バスケット 

プレート 

Ｐｍ ① 2 201 

Ｐｍ＋Ｐｂ ② 7 301 

σｓ ② 1 120 

σｐ ① 2 311 

σｂ ③ 1 180 

サポート 

シリンダ 

Ｐｍ ④ 1 180 

Ｐｍ＋Ｐｂ ④ 1 270 

σｓ － － 108 

σｐ ⑤ 2 200 

σｃ ④ 1 92 
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表 5-2 バスケットの応力評価（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 応力の種類 
評価点 

（面） 計算値 許容応力

バスケット 

プレート 

Ｐｍ ① 2 269 

Ｐｍ＋Ｐｂ ② 7 404 

σｓ ② 1 160 

σｐ ① 2 415 

σｂ ③ 1 180 

サポート 

シリンダ 

Ｐｍ ④ 1 263 

Ｐｍ＋Ｐｂ ④ 1 395 

σｓ － － 144 

σｐ ⑤ 2 266 

σｃ ④ 1 123 
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Ⅴ-2-4-2-3-2-3 トラニオンの耐震性についての計算書 

(タイプⅡ) 
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1. 概  要 

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅡ）のトラニオンに関する応力計算書である。 

 

2.  評価部位 

  トラニオンの評価部位を図 2-1 に示す。 

 

3.  計算方法 

(1)トラニオンの応力計算は，想定される機械的荷重及び熱荷重を基に応力評価式を用いて行う。 

(2)応力計算は荷重ごとに行う。荷重条件として与えられるものは以下のとおりである。 

a. 機械的荷重 

(3)貯蔵時において，地震力が作用する場合の鉛直方向及び水平方向荷重は，下部トラニオン 4個

で支持する。 

なお，荷重作用点位置は荷重支持面の中央部とする。 

(4)構造の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，計算書の形状図中に，

番号〔例①〕で示す。 

応力評価は，この応力評価点（面）について行う。 
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4.  応力の評価 

応力の計算結果は表 4-1 及び表 4-2 に示すように応力の種類ごとに分類して，応力計算書に

示す。このときの応力の定義と分類は設計・建設規格 GNR-2130 による。 

なお，応力の記号とその方向は，以下の通りである。 

σ：評価断面に垂直な方向の応力 

τ：せん断応力 

 

 

 

 

 

4.1 応力の評価（ボルトを除く） 

4.1.1 一次応力 

機械的荷重により発生する一次応力が，添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で

示した許容応力以下であることを確認する。 

 

4.1.2 一次＋二次応力 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
＊地震力及びＳｓ地震力のみによって発生する

一次応力と二次応力（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて求めた応

力が，添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応力以下であることを確

認する。 

 

4.1.3 組合せ応力 

応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9  

機能維持の基本方針」で示した許容応力以下であることを確認することにより行う。 

 

4.2 ボルトの応力評価 

ボルトの応力評価として，添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応力

以下であることを確認する。 

 

評価断面 

σ 

τ 
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5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

トラニオンの応力評価点（面）を図 5-1 に示す。 

 

5.2 貯蔵時（Ｓｄ
＊地震力及びＳｓ地震力が作用する場合） 

5.2.1 荷重条件 

貯蔵時において，Ｓｄ
＊地震力及びＳｓ地震力が作用する場合の荷重は，次に示す組合せ

とする。なお，地震力には，Ｓｓ地震力を適用する。 

地震力＋自重＋トラニオン固定ボルトの初期締付け力 

 

5.2.2 計算方法 

(1) トラニオン 

a. 一次応力 

(a) せん断応力 

最大応力が発生する箇所は，図 5-1 に示す下部トラニオンの評価点①である。 

水平方向加速度及び鉛直方向加速度により発生するせん断応力(τ)は，次式で計算

する(図 5-2 参照)。 

Ａ

＋ＦＦ
＝τ １ｍ  

                  ･････････････････････ （5.1） 

Ｆｍ＝
ｍ・(Ｇ1・ｈＣＧ－Ｇ2・ａ2)

2・ａ2
2

ａ1

＋ａ1

 

 

ここで，Ｇ1＝ＣＨ･ｇ，Ｇ2＝(1－ＣＶ)･ｇ 

Ｇ1 ：水平方向加速度(m/s2) 

Ｇ2 ：鉛直方向加速度(m/s2) 

ｈＣＧ ：貯蔵容器底面から重心までの高さ（＝2720 mm） 

ａ1 ：支点Ｏから支持台①のトラニオン固定金具中心までの距離 

（＝2238 mm） 

ａ2 ：支点Ｏから支持台②のトラニオン固定金具中心評価位置までの 

距離（＝924.5 mm） 

Ｆｍ ：地震力によりトラニオンに作用する荷重（N） 

ｍ ：貯蔵容器の質量(＝ ㎏)  

Ａ ：図 5－1の評価点①の断面積(＝  mm2) 

ＣＨ ：水平方向設計震度(＝1.17) 

ＣＶ ：鉛直方向設計震度(＝0.65) 

Ｆ1 ：トラニオン固定ボルトの初期締付け力（＝  N） 

ｇ ：重力加速度（＝9.80665 m/s2） 



 

4 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
 
R
0
 

(b) 曲げ応力 

最大応力が発生する箇所は，図 5-1 に示す下部トラニオンの評価点②である。 

水平方向加速度及び鉛直方向加速度により発生する曲げ応力(σｂ)は，次式で計算

する。 

・Ｌ＋ＦＦＭ＝

Ｚ

Ｍ
＝σ

１ｍ

ｂ

   ･････････････････････････････ (5.2) 

ここで，Ｆｍ ：(5.1)式と同じ 

Ｆ1 ：(a)と同じ 

Ｚ ：図 5-1 の評価点②の断面係数(＝ mm3) 

Ｌ ：図 5-1 の評価点②と荷重作用位置との距離(＝274 mm) 

(c) 組合せ応力 

イ. せん断応力と曲げ応力 

最大応力が発生する箇所は，図 5-1 に示す下部トラニオンの評価点②である。 

せん断応力(τ)と曲げ応力(σｂ)との組合せ応力(σＴ)は，次式で計算する。 

22
ｂＴ ＋3･τσ＝σ    ･････････････････････････････ （5.3） 

ここで，σｂ ：(5.2)式と同じ 

 τ ：(5.1)式と同じ 

 Ａ ：図 5-1 の評価点②の断面積(＝ mm2) 

b. 一次＋二次応力 

(a) せん断応力 

せん断応力(τ)の全振幅は，(5.1)式で計算する。 

(b) 曲げ応力 

曲げ応力(σｂ)の全振幅は，(5.2)式で計算する。 

(c) 組合せ応力 

せん断応力(τ)と曲げ応力(σｂ)との組合せ応力(σＴ)は，(5.3)式で計算する。 

ここで，σｂ ：(5.2)式と同じ 

 τ ：(5.1)式と同じ 

 Ａ ：a.(c).と同じ 

(2) トラニオンボルト 

トラニオンボルトに発生する引張応力(σｔｂ)は，次のように求める。 

曲げモーメントが作用した場合に生じるトラニオンボルトの引張荷重とキャスク容器の

圧縮荷重については，図 5-1 に示すように荷重の釣合い条件を考慮することにより求める。 

以下にその手順を示す。 

a. σｔｂ及びσｃｃを仮定してトラニオンボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋ

を求める。 
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ｃｃ

ｔｂ

σ

σ
1＋

1
ｋ＝

   ････････････････････････････････ （5.4） 

ここで，ｋ   ：トラニオンボルト計算における中立軸の荷重係数(－) 

σｔｂ ：トラニオンボルトの引張応力(MPa) 

σｃｃ ：キャスク容器の圧縮応力(MPa) 

b. トラニオンボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

α＝cos－1（1－2・ｋ）   ･･････････････････････ （5.5） 

ここで，α ：トラニオンボルト計算における中立軸を定める角度(rad) 

c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

ｅ＝
1

2
・

π－α ・cos α＋
1

2
・ π－α ＋

3

2
・sinα・cosα

π－α ・cosα＋sinα

２( ) ( )

( )
 

＋
α

1

2
・α－

3

2
・sinα・cosα＋α・cos α

sinα－α・cos

２

 ･････ （5.6） 

ｚ＝
α

1

2
・ cosα＋

1

2
・α－

3

2
・sinα・cosα＋α・cos α

sinα－α・cos

２

 

                 ･････････････････ （5.7） 

Ｃ ＝
π－α

＋cosα
ｔ

2・ ・cosα＋sinα

1

{( ) }
 ････････････････ （5.8） 

Ｃ ＝
－cosα

ｃ
2・ sinα－α・cosα

1

( )
    ････････････････ （5.9） 

ここで，ｅ，ｚ，Ｃｔ，Ｃｃ ：トラニオンボルト計算における係数(－) 

d. 各定数を用いてＦｔｂ及びＦｃｃを求める。 

ｃ
ｔｂ

Ｄｅ

Ｍ
Ｆ    ･････････････････････････････････ （5.10） 

Ｆｃｃ＝Ｆｔｂ   ･････････････････････････････････ （5.11） 

ここで，Ｆｔｂ ：トラニオンボルトに作用する引張力(N) 

Ｍ ：（5.2）式と同じ 

Ｌ ：図 5-1 のトラニオンボルトと荷重作用点との距離(＝342 mm) 

Ｄｃ ：トラニオンボルトのピッチ円直径(＝340 mm) 

Ｆｃｃ ：キャスク容器に作用する圧縮力(N) 

e. σｔｂ及びσｃｃを求める。 

ｔｃ

ｔｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

ｔｂσ    ･･････････････････････････ （5.12） 
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ｃｃ

ｃｃ
ｃｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｔｔ(

2・Ｆ
＝

１２

σ    ･･･････････････････ （5.13） 

ｃ

ｂ

・Ｄπ

ｎ・Ａ
＝ｔ１    ････････････････････････････････ （5.14） 

１２ ｔ－)－ＤＤ・(
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ    ･････････････････････ （5.15） 

ここで，ｔ1 ：トラニオンボルト面積相当板幅(mm) 

ｔ2 ：圧縮側相当幅(mm) 

ｎ ：トラニオンボルト本数(＝16) 

Ａｂ ：トラニオンボルト(M36)の断面積(＝1.018×103 mm2) 

Ｄｂｏ ：トラニオンボルト取付部の外径(＝419.2 mm) 

Ｄｂｉ ：トラニオンボルト取付部の内径(＝200.5 mm) 

 

5.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 5-1 に示す。 
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6. 評価結果 

6.1 一次応力の評価 

地震時における評価を表 5-1 に示す。 

表 5-1 より，地震時の一次応力は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」の各規定を

満足する。 

 

6.2 一次＋二次応力の評価 

地震時における評価を表 5-1 に示す。 

表 5-1 より，地震時の一次＋二次応力は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」の各

規定を満足する。 

 

6.3 組合せ応力の評価 

地震時における評価を表 5-1 に示す。 

表 5-1 より，地震時における組合せ応力は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」の

各規定を満足する。 
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図 2-1 トラニオンの応力解析箇所 

  

Ａ 

Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

トラニオンボルト

トラニオン
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（単位 ：mm） 

[ ] ：材料 

①～③ ：応力評価点（面） 

 

図 5-1 形状・寸法・材料・応力評価点（面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記 ＊：貯蔵時の荷重作用点

までの距離 
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表 4-1 トラニオン用材料の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容応力 

区分 
応力の種類 

許容応力値 

トラニオン 
許容値基準 

SUS630 H1150 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ ＊1

一次 

応力 

せん断応力 

曲げ応力 

341 

591 

ƒｓ 

ƒb 

一次＋ 

二次応力 

 せん断応力 ＊2 

曲げ応力 ＊2 

682 

1182 

2ƒｓ 

2ƒb 

Ⅰ＋Ｓｓ
 ＊1

一次 

応力 

せん断応力 

曲げ応力 

341 

591 

ƒｓ 

ƒb 

一次＋ 

二次応力 

せん断応力＊2 

曲げ応力＊2 

682 

1182 

2ƒｓ 

2ƒb 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力（σ）とせん断応力（τ）を組 

み合わせた応力（σＴ）は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

 

＊2：地震力のみによる全振幅について評価する。

22
Ｔ 3・τ＋σσ
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表 4-2 トラニオン用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

（単位：MPa） 

設計応力 

区分 
応力の種類 

許容応力値 

トラニオン 

ボルト 許容値基準 

SNB23-3 

Ⅰ＋ Ｓｄ
＊ ＊ 

引張応力 

せん断応力 

475 

366 

ƒｔ 

ƒｓ 

Ⅰ＋ Ｓｓ
  ＊ 

引張応力 

せん断応力 

475 

366 

ƒｔ 

ƒｓ 

注記 ＊：組合せ応力が考えられる場合の許容引張応力値は，次の 2つの計算式により計算し 

     た値のいずれか小さい方の値とする。 

      ｆＴ＝1.4・ｆｔ－1.6・τ 

      ｆＴ≦ｆｔ 

 ここで，τ：ボルトに発生するせん断応力（MPa） 

 ただし， 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊の場合，ｆｔは 1.5ｆｔとする。 

Ⅰ＋Ｓｓ の場合，ｆｔは 1.5ｆｔ
＊とする。 

 

 



 

 

表 5-1 トラニオンの応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力及びＳｓ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部
位 

応力の種類 

Ｓｄ
＊地震力 Ｓｓ地震力 

許容応力計算値 評価点 

（面） 

計算値 評価点 

（面） 

下
部
ト
ラ
ニ
オ
ン 

一
次
応
力 

せん断応力 148 ① 148 ①  341 

曲げ応力 419 ② 419 ②  591 

垂直応力と

せん断応力

の組合せ 

441 ② 441 ②  591 

一
次
＋
二
次
応
力 

せん断応力 148 ① 148 ①  682 

曲げ応力 419 ② 419 ② 1182 

垂直応力と

せん断応力

の組合せ 

441 ② 441 ② 1182 

ト
ラ
ニ
オ
ン
ボ
ル
ト 

－ 引張応力 323 ③ 323 ③  475 

注記 ＊：地震力のみによる全振幅について評価する。 
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Ⅴ-2-4-2-3-2-4  支持構造物の耐震性についての計算書 

(タイプⅡ) 
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1. 概  要 

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅡ）の支持構造物に関する応力計算書である。 

 

2.  評価部位 

支持構造物の評価部位は，次のとおりである。（図 2-1 参照） 

(1) 支持台座 

(2) トラニオン固定金具 

(3) 容器押えボルト 

(4) トラニオン固定ボルト 

(5) リブ 

(6) 支持台用フレーム 

(7) アンカーボルト 

 

3.  計算方法 

(1) 支持構造物の応力解析は，想定される機械的荷重を基に応力評価式を用いて行う。 

(2) 応力計算は荷重ごとに行う。荷重条件として与えられるものは以下のとおりである。 

a.機械的荷重 

(3) 貯蔵時に貯蔵容器に地震力が作用する場合の上方向，下方向，水平方向荷重は，それぞれ 

トラニオン固定金具，支持台座，容器押えボルト及び支持台用フレームで支持する。 

なお，荷重作用点位置は荷重支持面の中央部とする。 

(4) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，計算書の形状図 

中に，番号〔例①〕で示す。 

(5) 応力評価は，この応力評価点（面）について行う。  

 

4.  応力評価 

応力の計算結果は，「設計・建設規格」GNR-2130 による定義に従い，応力の種類ごとに分類し，

以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は以下のとおりである。 

 σ：評価断面に垂直な方向の応力 

 τ：せん断応力 

 

 

 

 

 

 

 

支持構造物用材料の許容応力値を表 4-1 及び 4-2 に示す。 

評価断面  

σ  

τ  
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(1) 支持構造物（ボルトを除く。）の応力評価 

支持構造物の応力評価は，「設計・建設規格」SSB-3120 に従い以下の項目について添付書類

「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応力以下であることを確認する。 

a. 一次応力 

b. 一次＋二次応力 

c. 組合せ応力 

(2) ボルトの応力評価 

ボルトの応力評価は，「設計・建設規格」SSB-3130 に従い添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の

基本方針」で示した許容応力以下であることを確認する。 
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5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

支持構造物の応力評価点（面）を図 5-1 に示す。 

 

5.2 貯蔵時（Ｓｄ
＊地震力が作用する場合） 

5.2.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ
＊地震力が作用する場合の荷重は，次に示す組合せとする。なお，地

震力にはＳｓ地震力を適用する。 

地震力＋自重＋熱荷重＋トラニオン固定ボルトの初期締付け力 

 

5.2.2 計算方法 

トラニオン固定ボルト，トラニオン固定金具，リブ，アンカーボルト，容器押えボルト，

支持台座及び支持台用フレームの応力計算は以下に示すとおりである。 

(1) トラニオン固定ボルト 

a. 引張応力 

トラニオン固定ボルトに作用する最大引張力(Ｆ１)は，図 5-2 に示す支持台①に生じ，

次式で計算する。 

ｃ

１
１

2
２

２２ＣＧ１
１ ・ｍ

＋ａ
ａ

・ａ2

ａ・－Ｇｈ・Ｇ
＝Ｆ ･････････････････････････････ (5.1) 

ここで，Ｇ１＝ＣＨ･ｇ，Ｇ２＝(1－ＣＶ)･ｇ 

       Ｇ１ ：水平方向加速度(m/s2) 

       Ｇ２ ：鉛直方向加速度(m/s2) 

       ＣＨ ：水平方向設計震度（＝1.17） 

       ＣＶ ：鉛直方向設計震度（＝0.65） 

       ｇ ：重力加速度（＝9.80665 m/s2） 

       ｈＣＧ ：貯蔵容器底面から重心までの高さ（＝  mm） 

       ａ１ ：支点Ｏから支持台①のトラニオン固定金具中心までの距離 

          （  mm） 

       ａ２ ：支点Ｏから支持台②のトラニオン固定金具中心までの距離 

          （＝  mm） 

       ｍｃ ：貯蔵容器質量（＝  kg） 

この引張力(Ｆ１)によりトラニオン固定ボルトに発生する引張応力(σｔ)は次式で計

算する。 

σｔ＝Ｆ１／(ｎ・Ａ)･･････････････････････････････････････ (5.2) 
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ここで，Ｆ１ ：(5.1)式と同じ 

ｎ ：トラニオン固定金具１組当たりのボルトの本数（＝ ） 

Ａ ：トラニオン固定ボルト )の断面積（＝  mm2） 

(2) トラニオン固定金具 

a. 一次応力 

(a) 曲げ応力 

トラニオン固定金具にはトラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ１)及びトラニオン固定

ボルトの初期締付け力(Ｆ３)により曲げ応力(σｂ)が発生し，次式で計算する。 

σｂ＝
4・Ｚ

Ｌ
・(Ｆ１＋Ｆ３)･････････････････････････････ (5.3) 

ここで，Ｆ１ ：(5.1)式と同じ 

Ｆ３ ：トラニオン固定ボルトの初期締付け力（＝   N） 

Ｌ ：トラニオン固定ボルト間距離（＝  mm） 

Ｚ ：トラニオン固定金具の断面係数（＝  mm3） 

b. 一次＋二次応力 

(a) 曲げ応力 

トラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ１)による曲げ応力の全振幅(σｂ)は，（5.3)式と

同様に計算する。 

(3) リブ 

a. 一次応力 

(a) 引張応力 

トラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ１)によりリブに発生する引張応力(σｔ)は，次式

で計算する。 

σｔ＝Ｆ１／Ａ･････････････････････････････････････････ (5.4) 

ここで，Ｆ１ ：(5.1)式と同じ 

Ａ ：断面積（＝   mm2） 

(b) 圧縮応力 

リブに作用する最大圧縮力(Ｆｃ)は図 5-2 に示す支持台③に生じ，次式で計算する。 

Ｆｃ＝Ｇ２・(ｍｃ＋ｍｓ)＋2・Ｆ２＋Ｆ１･･････････････････ (5.5) 

ここで，Ｇ１＝ＣＨ･ｇ，Ｇ２＝(1＋ＣＶ)･ｇ 

Ｇ１ ：水平方向加速度(m/s2) 

Ｇ２ ：鉛直方向加速度(m/s2) 

ＣＨ，ＣＶ ：(1)a.と同じ 

ｍｃ ：貯蔵容器質量（＝  kg） 

ｍｓ ：支持台 1 個の質量（＝  kg） 

Ｆ１ ：(5.1)式と同じ 

Ｆ２ ：支持台②での引張力（＝ １
１

２・Ｆ
ａ

ａ
）(N) 

ａ１，ａ２ ：(1)a.と同じ
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この圧縮力(Ｆｃ)によりリブに発生する圧縮応力(σｃ)は次式で計算する。 

σｃ＝Ｆｃ／Ａ･･･････････････････････････････････････････ (5.6) 

ここで，Ｆｃ ：(5.5)式と同じ 

Ａ ：(3)a.(a)と同じ 

b. 一次＋二次応力

(a) 引張・圧縮応力

地震力のみによる応力の全振幅(σ)は，次式で計算する。

σ＝σｔ＋σｃ･････････････････････････････････････････ (5.7) 

ここで，σｔ ：(5.4)式と同じ 

σｃ ：(5.6)式と同じ 

(4) アンカーボルト

支持台は図 5-1 に示すように形鋼で互いに接合されている。荷重がＡ部に加わる

と支持台用フレームを介してＢ部の支持台でも荷重を受ける。 

a. 引張応力

(5.1)式により計算する引張力(Ｆ１)によりアンカーボルトに生じる引張応力

(σｔ)は次式で計算する。 

σｔ＝Ｆ１／(ｎ・Ａ)･････････････････････････････････････ (5.8) 

ここで，Ｆ１ ：(5.1)式と同じ 

ｎ ：支持台 1 個当たりのアンカーボルトの本数（＝ ） 

Ａ ：アンカーボルト( )の断面積（＝ mm2） 

b. せん断応力

アンカーボルトに作用する最大水平力(ＦＨ)は図 5-2 に示す支持台③に生じ，次式で

計算する。 

ＦＨ＝ＣＨ・ｇ・(ｍｃ＋ｎ1・ｍｓ)･･････････････････････････ (5.9)

ここで，ＣＨ ：(1)a.と同じ 

ｍｃ，ｍｓ ：(3)a.(b)と同じ 

ｎ1 ：支持台の数（＝ ） 

この水平力(ＦＨ)は支持台 2 箇所で受けることから，アンカーボルトに発生するせん

断応力(τ)は，次式で計算する。 

τ＝ＦＨ／(2・ｎ・Ａ)････････････････････････････････････ (5.10) 

ここで，ＦＨ ：(5.9)式と同じ 

ｎ，Ａ ：a.と同じ 

(5) 容器押えボルト

a. 一次応力

(a) 圧縮応力

容器押えボルトに作用する最大水平力(ＦＨ)は図 5-2 に示す支持台③に生じ，次式

で計算する。 
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ＦＨ＝ＣＨ・ｇ・ｍｃ････････････････････････････････････ (5.11) 

ここで，ＣＨ ：(1)a.と同じ 

ｍｃ ：(3)a.(b)と同じ 

水平力(ＦＨ)により容器押えボルトに発生する圧縮応力(σｃ)は次式で計算する。 

σｃ＝ＦＨ／(ｎ・Ａ)････････････････････････････････････ (5.12) 

ここで，ＦＨ ：(5.11)式と同じ 

ｎ ：支持台１個当たりの容器押えボルトの本数（＝ ） 

Ａ ：容器押えボルトの断面積（＝  mm2） 

b. 一次＋二次応力 

(a) 座屈応力 

容器押えボルトには地震時以外に外荷重が作用しないので，地震力による座屈応力

の最大値(σ)は，(5.12)式と同様に計算する。 

(6) 支持台座 

a. 一次応力 

(a) 支圧応力 

支持台座に作用する最大圧縮力(Ｆｃ)は図 5-2 に示す支持台③に生じ，次式で計算

する。 

Ｆｃ＝Ｇ２・ｍｃ＋2・Ｆ２＋Ｆ１＋Ｆ３･･････････････････････ (5.13) 

ここで，Ｇ１＝ＣＨ･ｇ，Ｇ２＝(1＋ＣＶ)･ｇ 

Ｇ１ ：水平方向加速度(m/s2) 

Ｇ２ ：鉛直方向加速度(m/s2) 

ＣＨ，ＣＶ ：(1)a.と同じ 

ｍｃ ：(3)a.(b)と同じ 

Ｆ１ ：(5.1)式と同じ 

Ｆ２ ：(3)a.(b)と同じ 

Ｆ３ ：(2)a.(a)と同じ 

圧縮力(Ｆｃ)により発生する支圧応力(σｐ)は次式で計算する。 

σｐ＝Ｆｃ／Ａ･･････････････････････････････････････････ (5.14) 

ここで，Ｆｃ ：(5.13)式と同じ 

Ａ ：支持台座の貯蔵容器底面接触面積（＝   mm2） 

b. 一次＋二次応力 

(a) 支圧応力 

支圧応力(σｐ)は(5.14)式と同様に計算する。 

(7) 支持台用フレーム 

a. 一次応力  

(a) 引張応力 

支持台用フレームには，(5.9)式により計算する最大水平力(ＦＨ)の 1/2 の荷重が加

わり，このときの引張応力 (σｔ)は次式で計算する。 
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σｔ＝ＦＨ／(2・Ａ)･････････････････････････････････････ (5.15) 

ここで，ＦＨ：(5.9)式と同じ 

Ａ ：支持台用フレームの断面積（＝   mm2） 

b. 一次＋二次応力

(a) 引張応力

最大水平荷重による引張応力の全振幅(σt)は，（5.15)式と同様に計算する。

5.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 5-1 に示す。 

5.3 貯蔵時（Ｓｓ地震力が作用する場合） 

5.3.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｓ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

地震力＋自重＋熱荷重＋トラニオン固定ボルトの初期締付け力 

5.3.2 計算方法 

トラニオン固定ボルト，トラニオン固定金具，リブ，アンカーボルト，容器押えボルト，

支持台座及び支持台用フレームの応力計算は 5.2.2 項と同様である。 

ただし，ＣＨ ：水平方向設計震度（＝1.17） 

ＣＶ ：鉛直方向設計震度（＝0.65） 

5.3.3 計算結果 

応力計算結果を表 5-2 に示す。 
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6. 応力の評価 

6.1 一次応力の評価 

評価を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，一次応力は添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」の各規定を

満足する。 

 

6.2 一次＋二次応力の評価 

評価を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，一次＋二次応力は添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」の各

規定を満足する。 

 

6.3 組合せ応力の評価 

評価を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，各設計事象における組合せ応力は添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の

基本方針」の各規定を満足する。 
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図 2-1 支持構造物の応力解析箇所

容器押えボルト

アンカーボルト支持台座

トラニオン固定金具

トラニオン固定ボルト

リブ

支持台用フレーム
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（単位 ：mm） 

[  ] ：材料 

①～⑥ ：応力 

1
0
 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3-2-4 R0 

容器押えボルト

[SNB23-3] 

アンカーボルト

[SCM435] 
支持台座 

[SFVC2B] 

トラニオン固定金具

[SUS630 H1150] 

トラニオン固定ボルト

[SNB23-3] 

リブ

[SM520C] 

⑤

③

①

④

⑥

②

図 5-1 形状・寸法・材料・応力評価点（面）(1／2) 

（単位：mm） 

[ ]：材料 

①～⑥：評価点（面）
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図 5-1 形状・寸法・材料・応力評価点（面）(2／2) 

⑦ 

支持台用フレーム 

［SS400］ 

[  ] ：材料 

⑦ ：応力評価点（面） 

支持台Ａ 

荷重 

支持台Ｂ 



 

12 

 

N
T
2
 

補
②

 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
-
2
-
4
 

R
0
 

 

 
                                                    ①～③：支持台番号 

 
図 5-2 地震時に作用する荷重の計算モデル 
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表 4-1 支持構造物用材料の許容応力値（1／2） 

（単位：MPa） 

許容応力 

区分 
応力の種類 

許容応力値 

炭素鋼 炭素鋼 ｽﾃﾝﾚｽ鋼 低合金鋼 炭素鋼

許容値基準 
リブ 

支持 

台座 

トラニオン 

固定金具 

容器押え 

ボルト 

支持台

用 

フレー

ム 

SM520C SFVC2B 
SUS630 

 H1150 
SNB23-3 SS400

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ ＊1 

一
次
応
力 

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

305 

284 

176 

305 

415 

222 

222 

128 

222 

302 

591 

591 

341 

591 

805 

638 

631 

368 

638 

870 

212 

212 

122 

212 

289 

ƒｔ 
ƒc 
ƒｓ 
ƒb 
ƒp 

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力 ＊2 

せん断応力 ＊2 

曲げ応力 ＊2 

支圧応力 
 

座屈応力 
 

610 

352 

610 

415 
 

176 
  

444 

256 

444 

302 
 

128 
 

1182 

682 

1182 

805 
 

341 
 

1276 

736 

1276 

870 
 

631 
 

424 

244 

424 

289 
 

122 
 

2ƒｔ 
2ƒｓ 
2ƒb 
ƒp 

ƒb，ƒｓ 

又は ƒc 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

① 次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力（σ）とせん断応力（τ）を組合わせ

た応力（σＴ）は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

 

② 圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

1≦
f

|σ|
＋

f

|σ|

ｂ

ｂｃ

ｃ

ｃ  かつ 1≦
f

|σ|－σ

ｔ

ｃｂｔ  

③ 引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

1≦
f

σ＋σ

ｔ

ｂtt  かつ 1≦
f

σ－|σ|

ｂ

ｔｂｃ  

ただし，②及び③において，設計事象Ⅰの一次応力については上式による。 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊の一次応力の場合，分母のｆｃ，ｆｂ，ｆｔは 1.5ｆｃ，1.5ｆｂ，1.5ｆｔとす

る。Ⅰ＋Ｓｄ
＊の一次＋二次応力の場合，分母のｆｃ，ｆｂ，ｆｔは 3ｆｃ，3ｆｂ，3ｆｔ

とする。 

＊2：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について評価する。

22
Ｔ 3・τσσ
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表 4-1 支持構造物用材料の許容応力値（2／2） 

（単位：MPa） 

許容応力 

区分 
応力の種類 

許容応力値 

炭素鋼 炭素鋼 ｽﾃﾝﾚｽ鋼 低合金

鋼 

炭素鋼

許容値基準 リブ 
支持 

台座 

トラニオン 

固定金具 

容器押

え 

ボルト 

支持台用

フレーム

SM520C SFVC2B 
SUS630 

 H1150 
SNB23-3 SS400 

Ⅰ＋Ｓｓ
 ＊1 

一
次
応
力 

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

340 

314 

196 

340 

463 

266 

266 

153 

266 

362 

591 

591 

341 

591 

805 

638 

631 

368 

638 

870 

254 

254 

146 

254 

346 

ƒｔ 

ƒc 

ƒｓ 

ƒb 

ƒp

一
次
＋
二
次
応
力 

引張･圧縮応力 ＊2 

せん断応力 ＊2 

曲げ応力 ＊2 

支圧応力 
 

座屈応力 
 

610 

352 

610 

463 
 

176 
 

444 

256 

444 

362 
 

128 
 

1182 

682 

1182 

805 
 

341 
 

1276 

736 

1276 

870 
 

631 
 

424 

244 

424 

346 
 

122 
 

2ƒｔ 

2ƒｓ 

2ƒb 

ƒp 
ƒb，ƒｓ 

又は ƒc 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

① 次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力（σ）とせん断応力（τ）を組合わせ

た応力（σＴ）は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

 

② 圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

1≦
1.5f

|σ|
＋

1.5f

|σ|
＊

ｂ

ｂｃ

＊
ｃ

ｃ  かつ 1≦
1.5f

|σ|－σ
＊

ｔ

ｃｂｔ  

③ 引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

1≦
1.5f

σ＋σ
＊

ｔ

ｂtt  かつ 1≦
1.5f

σ－σ
＊

ｂ

ｔｂｃ ||
 

ただし，②及び③において，一次応力については上式による。一次＋二次応力の場合，

分母の 1.5ｆｃ
＊，1.5ｆｂ

＊，1.5ｆｔ
＊は 3ｆｃ，3ｆｂ，3ｆｔとする。 

＊2：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について評価する。

22
Ｔ 3・τσσ
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表 4-2 支持構造物用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

（単位：MPa） 

設計応力 

区分 
応力の種類 

許容応力値 

低合金鋼 低合金鋼 

許容値基準 
トラニオン 

固定ボルト 

アンカー 

ボルト 

SNB23-3 SCM435 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊  ＊ 

引張応力 

せん断応力 

478 

368 

444 

341 

ƒｔ 

ƒｓ 

Ⅰ＋Ｓｓ
   ＊ 

引張応力 

せん断応力 

478 

368 

444 

341 

ƒｔ 

ƒｓ 

注記 ＊：組合せ応力が考えられる場合の許容引張応力値は，次の 2 つの計算式により計算し

た値のいずれか小さい方の値とする。 

      ｆＴ＝1.4・ｆｔ－1.6・τ 

      ｆＴ≦ｆｔ 

     ここで，τ：ボルトに発生するせん断応力（MPa） 

     ただし，設計事象Ⅰについては上式による。Ⅰ＋Ｓｄ
＊の場合，ｆｔは 1.5ｆｔとす

る。Ⅰ＋Ｓｓの場合，ｆｔは 1.5ｆｔ
＊とする。
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表 5-1 支持構造物の応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部 位 応力の種類 計算値 
評価点 

（面） 
許容応力 

トラニオン 

固定金具 

一次応力 曲げ応力 401 ③  591 

一次＋二次応力 ＊ 曲げ応力 401 ③ 1182 

リ  ブ 

一次応力 

引張応力  18 ①  305 

圧縮応力  64 ①  284 

一次＋二次応力 ＊ 
引張・圧縮 

応力 
 81 ①  610 

容器押えボルト 

一次応力 圧縮応力 417 ④  631 

一次＋二次応力 座屈応力 417 ④  631 

支持台座 

一次応力 支圧応力  41 ②  302 

一次＋二次応力 支圧応力  41 ②  302 

支持台用 

フレーム 

一次応力 引張応力 99 ⑦  212 

一次＋二次応力＊ 引張応力 99 ⑦  424 

トラニオン 

固定ボルト ― 引張応力 305 ⑤  478 

アンカーボルト ― 

引張応力 181 ⑥  444 

せん断応力 113 ⑥  341 

組合せ応力 181 ⑥  440 

注記 ＊：地震力のみによる全振幅について評価する。
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表 5-2 支持構造物の応力評価（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部 位 応力の種類 計算値 
評価点 

（面） 
許容応力 

トラニオン 

固定金具 

一次応力 曲げ応力 401 ③  591 

一次＋二次応力 ＊ 曲げ応力 401 ③ 1182 

リ  ブ 

一次応力 

引張応力  18 ①  340 

圧縮応力  64 ①  314 

一次＋二次応力 ＊ 
引張・圧縮 

応力  81 ①  610 

容器押えボルト 

一次応力 圧縮応力 417 ④  631 

一次＋二次応力 座屈応力 417 ④  631 

支持台座 

一次応力 支圧応力  41 ②  362 

一次＋二次応力 支圧応力  41 ②  362 

支持台用 

フレーム 

一次応力 引張応力  99 ⑦ 254 

一次＋二次応力＊ 引張応力  99 ⑦ 424 

トラニオン 

固定ボルト ― 引張応力 305 ⑤  478 

アンカーボルト ― 

引張応力 181 ⑥  444 

せん断応力 113 ⑥  341 

組合せ応力 181 ⑥  440 

注記 ＊：地震力のみによる全振幅について評価する。 
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Ⅴ-2-4-2-3-2-5 二次蓋の耐震性についての計算書 
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1. 概  要 

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅡ）の二次蓋に関する耐震性についての計算書

である。 

 

2.  評価部位 

  二次蓋の評価部位を図 2-1 に示す。 

 

3.  計算方法 

  (1)二次蓋の応力計算は，二次蓋の実形状をモデル化し，汎用解析コードである 

「ＡＢＡＱＵＳ」を用いて行う。 

解析コードの検証および妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-5  計算

機プログラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。 

 

(2)応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の３つである。 

a.最高使用圧力（0.4 MPa） 

b.ボルト初期締付け力（  N） 

c.地震力 

(3)計算モデルは次の方針に従う。 

a.モデル化に当たっては，二次蓋の形状の対称性及び荷重の対称性を考慮する。 

b.解析モデルは三次元固体（連続体）要素による解析モデルとする。 

 

4.  評価方法 

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎に分類

し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は下記のとおりである。 

σθ ：円周方向応力 

σn ：評価断面に垂直な方向の応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 

τnθ：せん断応力 

τnt ：せん断応力 

τtθ：せん断応力 

 

 

二次蓋用材料の許容応力値を表 4-1 に示す。 

二次蓋締付けボルトの許容応力値を表 4-2 に示す。 

 

 

 

 

  評価断面 

σt 
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(1) 二次蓋の応力評価 

二次蓋の応力評価は，以下の項目について添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で

示した許容応力以下であることを確認する。 

a. 一次応力強さ 

b. 一次＋二次応力強さ（地震力のみによる応力振幅） 

 

(2) 二次蓋締付けボルトの応力評価 

二次蓋締付けボルトの応力評価は添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許

容応力以下であることを確認する。 

 

5. 計算結果 

 5.1  応力評価点 

評価対象として応力評価点（面）を図 5-1 に示す。 

 

 5.2  計算方法 

   解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」の三次元固体（連続体）要素による解析モデルを図 5-2 に示 

す。また，加速度として次の値を用いる。 

Ｓｄ
＊地震力が作用する場合：αH＝CHｇ＝11.48 m/s2，αV＝CVｇ＝6.38 m/s2 

Ｓｓ 地震力が作用する場合：αH＝CHｇ＝11.48 m/s2，αV＝CVｇ＝6.38 m/s2 

 

 5.3  計算結果 

   応力計算結果を表 5-1 に示す。 

 

6. 評価結果 

各設計事象における二次蓋及び二次蓋締付けボルトの評価を表 6-1 に示す。 

表 6-1 より各部の一次応力は許容値を満足する。また，二次蓋の一次＋二次応力は 2 Sy以下

となり，疲労評価不要の条件を満足する。 
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図 5-1 応力評価点（面） 

①：二次蓋中央部

②：二次蓋端部

③：二次蓋締付けボルト

X 

Z 

Y 

図 2-1 二次蓋の構造 
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図 5-2 計算モデル 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3-2-5 R0 



5 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-3
-
2
-5
 
R
0 

表 4-1 二次蓋の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容応力 

状態 
荷重の組合せ 応力の種類 

許容応力値 

炭素鋼 

二次蓋 

GLF1 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋Ｓｄ

＊

一次一般膜応力 

(Ｐｍ) 
187 

Ｍｉｎ（Ｓｙ， 

0.6Ｓｕ） 

一次膜＋一次曲げ応力 

(ＰＬ＋Ｐｂ) 
280 上記の 1.5 倍 

一次＋二次応力＊

(ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ) 
374 2Ｓｙ 

Ⅰ＋Ｓｓ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋Ｓｓ 

一次一般膜応力 

(Ｐｍ) 
226 0.6Ｓｕ 

一次膜＋一次曲げ応力 

(ＰＬ＋Ｐｂ) 
339 0.9Ｓｕ 

一次＋二次応力＊

(ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ) 
374 2Ｓｙ 

注記 ＊：Ｓｄ
＊又はＳｓ地震動のみによる全振幅について評価する。 

表 4-2 二次蓋締付けボルトの許容応力値 

（単位：MPa） 

許容応力 

状態 
荷重の組合せ 応力の種類 

許容応力値 

低合金鋼 

二次蓋締付けボルト 

SNB23-3 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋Ｓｄ

＊ 平均引張応力 300 1.5Ｓ 

Ⅰ＋Ｓｓ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋Ｓｓ 平均引張応力 400 2Ｓ 
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表 5-1(1) 二次蓋の応力計算結果（荷重組合せ：Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋Ｓｄ
＊の場合） 

（単位：MPa） 

部位 
応力

評価点
応力分類 

応 力 成 分＊1 計算

値 

許容

応力σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ

二 

次 

蓋 

①-①’ Ｐｍ 1 187 

① 
ＰＬ＋Ｐｂ 14 280 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1 374 

①’ 
ＰＬ＋Ｐｂ 15 280 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1 374 

② 
ＰＬ＋Ｐｂ 47 280 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1 374 

②’ 
ＰＬ＋Ｐｂ 10 280 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1 374 

二次蓋

締付け

ボルト 

③ 平均引張応力 108 300 

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力   σθ      ：円周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力 τｎｔ，τｔθ，τθｎ ：評価断面上のせん断応力 

＊2：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 5-1(2) 二次蓋の応力計算結果（荷重組合せ：Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋Ｓｓの場合） 

（単位：MPa） 

部位 
応力

評価点
応力分類 

応 力 成 分＊1 計算

値 

許容

応力σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ

二 

次 

蓋 

①-①’ Ｐｍ 1 226 

① 
ＰＬ＋Ｐｂ 14 339 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1 374 

①’ 
ＰＬ＋Ｐｂ 15 339 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1 374 

② 
ＰＬ＋Ｐｂ 47 339 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1 374 

②’ 
ＰＬ＋Ｐｂ 10 339 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1 374 

二次蓋

締付け

ボルト 

③ 平均引張応力 108 400 

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力   σθ      ：円周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力 τｎｔ，τｔθ，τθｎ ：評価断面上のせん断応力 

＊2：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 6-1 二次蓋の応力評価 

（単位：MPa） 

許容応力 

区 分 
荷重の組合せ 部 位 応力分類 

応力 

評価点 
計算値

許容 

応力値

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋Ｓｄ

＊

二次蓋 

Ｐｍ ①－①’ 1 187 

ＰＬ＋Ｐｂ ② 47 280 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ ① 1 374 

二次蓋締 

付けボルト 
平均引張応力 ③ 108 300 

Ⅰ＋Ｓｓ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋Ｓｓ 

二次蓋 

Ｐｍ ①－①’ 1 226 

ＰＬ＋Ｐｂ ② 47 339 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ ① 1 374 

二次蓋締 

付けボルト 
平均引張応力 ③ 108 400 

注記 ＊：Ｓｄ
＊又はＳｓ地震力のみによる全振幅について評価する。 
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1. 概  要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針

に基づき，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅢ）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていることを説明するものである。 

使用済燃料乾式貯蔵容器は，使用済燃料を貯蔵していること及び想定されるいかなる場合にも

収納する使用済燃料の臨界を防止する必要があることから，Ｓクラス施設に分類される。以下，

構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

 2.1  構造計画 

使用済燃料乾式貯蔵容器の構造計画を表 2-1 に示す。 

 

 



 

 

2

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3-3 R0 

表 2-1  構造計画（タイプⅢ） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

使用済燃料乾式貯蔵容器は縦

置型で，トラニオンを介し支

持構造物で支持され，アンカ

ーボルトで基礎に固定され

る。 

使用済燃料はキャスク容器＊

内に配置されたバスケットに

より支持される。 

 

縦置円筒型 

容器 

＊：キャスク容器とは，胴，底板，一次蓋，一次蓋締付けボルト，バルブカバー，バルブカバー締付けボルトをいう。 

 

 

［単位：mm］

A－A 断面拡大図 
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 2.2  評価方針 

使用済燃料乾式貯蔵容器の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」の

「3.1  構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.1  構造計画」にて示す使用済燃料乾式貯蔵容器の部位を踏まえ，「3.  固有周期」にて

算出した固有周期に基づく設計用地震力に対して算出する応力等が許容限界内に収まること

を確認することで実施する。 

 使用済燃料乾式貯蔵容器の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 使用済燃料乾式貯蔵容器の耐震評価フロー 

 

 

2.3  適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（社）日本電気協会 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４６０１・補－1984

（社）日本電気協会 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（社）日本電気協会 

(4) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」とい

う。） 

 

  

計算モデルの設定 

固有周期の算出 

設計用地震力 

応力計算式による地震時の 

応力評価 

バスケット，トラニオン，支持

構造物,二次蓋の構造強度評価 

応力解析モデルの設定 

応力解析モデルによる地震時の 

応力評価 

キャスク容器の構造強度評価 
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2.4  記号の説明 

計算書の記号 記号の説明 単 位 

Ａ 断面積 mm2 

Ｂ 設計･建設規格 付録材料図表 Part7 図 2 の縦軸のＢ値 － 

ＣH 水平方向設計震度 － 

ＣV 鉛直方向設計震度 － 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 
g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｇ1 水平方向加速度 m/s2 

Ｇ2 鉛直方向加速度 m/s2 

Ｋ 応力集中係数 － 

ｍ 質量 kg 

Ｎ 許容繰返し回数 回 

ｎ 繰返し回数 回 

Ｐa 許容外圧 MPa 

Ｐb 一次曲げ応力 MPa 

Ｐdo 最高使用圧力（外圧） MPa 

ＰL 一次局部膜応力強さ MPa 

Ｐm 一次一般膜応力強さ MPa 

Ｑ 二次応力 MPa 

Ｒ キャスク容器の平均半径 mm 

ｒ 半径 mm 

Ｓ 許容繰返し回数に対する繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｄ
＊ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力の大き

い方 

－ 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 － 
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計算書の記号 記号の説明 単 位 

Ｓm 設計応力強さ MPa 

Ｓu 設計引張強さ MPa 

Ｓy 設計降伏点 MPa 

Ｓ  繰返しピーク応力強さ MPa 

 Ｓ ’ 縦弾性係数を補正した繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｔ 

Ｔr 

ｔ 

温度 

締付けトルク 

板厚 

℃ 

N･mm 

mm 

Ｕ 

Ｗ 

疲労累積係数 

荷重 

－ 

N 

α 熱膨張係数 mm/mm℃ 

σb 圧縮応力 MPa 

σp 平均支圧応力 MPa 

σs 平均せん断応力 MPa 

σn 評価断面に垂直な方向の応力 MPa 

σt 評価断面に平行な方向の応力 MPa 

σθ 円周方向応力 MPa 

τnt せん断応力 MPa 

τtθ せん断応力 MPa 

τθn せん断応力 MPa 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ

＊地震力が作用した場合

の許容応力区分 

－ 

Ⅰ＋Ｓｓ 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｓ地震力が作用した場合

の許容応力区分 

－ 

Ｆb 軸力 N/mm 

Ｆf ボルトの締付け力 N 

fs 許容せん断応力 MPa 

fc 許容圧縮応力 MPa 

fb 許容曲げ応力 MPa 

 バスケットプレート長さ（バスケット全長） mm 

Ｍ 曲げモーメント N･mm 

Ｑb 二次曲げ応力 MPa 

Ｑm 二次膜応力 MPa 

Ｚ 断面係数 mm3 

θ 角度 ° 

σf ボルトの締付け応力 MPa 

σx 評価断面に垂直な方向の応力(x 方向) MPa 

σy 評価断面に平行な方向の応力(y 方向) MPa 

σz 評価断面に平行な方向の応力(z 方向) MPa 

τxy せん断応力 MPa 

τyz せん断応力 MPa 

τzx せん断応力 MPa 

ａ1 地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台 のトラニオン固定金

具中心までの距離 

mm 

ａ2 地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台 のトラニオン固定金

具中心評価位置までの距離 

mm 
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計算書の記号 記号の説明 単 位 

Ｆm トラニオンに作用する荷重 N 

ｆt 許容引張応力 MPa 

ｆp 許容支圧応力 MPa 

ｆt
* * 許容引張応力 MPa 

ｆs
* * 許容せん断応力 MPa 

ｆc
* * 許容圧縮応力 MPa 

ｆb
* * 許容曲げ応力 MPa 

ｆp
* * 許容支圧応力 MPa 

ｈCG 貯蔵容器底面から重心までの高さ mm 

σB トラニオン取付けボルトの引張応力 MPa 

Ｆ1 引張力 N 

Ｆ2 支持台②での引張力 N 

Ｆc 圧縮力 N 

ＦH 水平力 N 

ｆT せん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 MPa 

AB ボルト全数の最小断面積 mm2 

d 直径 mm 

D 死荷重 － 

dG ガスケットの平均径 mm 

f ガスケット１本当たりの線荷重 N/mm 

FG ガスケット反力 N 

G 地震力による加速度 m/s2 

K 平板の取付方法による係数 － 

MD 機械的荷重 － 

P 最高使用圧力又は等分布荷重 MPa 

PD 最高使用圧力による機械的荷重 － 

r ボルトピッチ円の半径 mm 

σD 死荷重による応力 MPa 

σP 最高使用圧力による応力 MPa 

σM 機械的荷重による応力 MPa 

σS 地震力による応力 MPa 

ƒｓ 許容せん断応力（fsを 1.5 倍した値又は fs
*を 1.5 倍した値） MPa 

ƒｔ 許容引張応力（ftを 1.5 倍した値又は ft
*を 1.5 倍した値） MPa 

ƒc 許容圧縮応力（fcを 1.5 倍した値又は fc
*を 1.5 倍した値） MPa 

ƒb 許容曲げ応力（fbを 1.5 倍した値又は fb
*を 1.5 倍した値） MPa 

ƒp 許容支圧応力（fpを 1.5 倍した値又は fp
*を 1.5 倍した値） MPa 

注記 ＊：ｆt
*，ｆs

*，ｆc
*，ｆb

*，ｆp
*：ｆt，ｆs，ｆc，ｆb，ｆpの値を算出する際に設計・建

設規格 SSB-3121.1(1)における「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降

伏点」とあるのを「付録材料図表 Part5 表 8に規定する材料の設計降伏点の 1.2 倍

の値」と読み替えて算出した値。 
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2.5  計算精度と数値の丸め方 

表示する数値の丸め方は表 2-2 に示すとおりとする。 

 

表 2-2  表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理法 表示最小桁 

最高使用圧力 MPa － － 設計値 

最高使用温度 ℃ － － 設計値 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

許容応力値 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数 

計算応力値＊ MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数 

長さ ㎜ － － 設計値 

設計震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

角度 ° － － 設計値 

質量 kg － － 設計値 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

注記 ＊：応力成分は，小数点以下第 2位を四捨五入し，小数点以下第 1位までの値 

を記載する。 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の計算方法 

使用済燃料乾式貯蔵容器をはりでモデル化すると，上端自由及び下端固定のはりの固有周

期（Ｔ）は次式で表わされる。 

Ｔ ＝        ・	
    

 

ｍ ＝                                                   （3.1） 

Ｉ ＝  

ここで， 

Ｌ ：貯蔵容器の全長（＝ 5.543 m） 

Ｅ ：胴の縦弾性係数（＝ 1.94×1011 Pa） 

Ｉ ：胴の断面二次モーメント（＝ 0.571 m4） 

ｍＴ ：貯蔵容器（内部も含む）の総質量（＝ 1.14×105 kg） 

ｄｏ ：胴の外径（＝ 2.026 m） 

ｄｉ ：胴の内径（＝ 1.506 m） 

 

3.2 固有周期の評価 

 3.1 項の計算により得られた固有周期の計算結果を表 3-1 に示す。計算結果より，剛であ

ることを確認した。 

 

表 3-1 固有周期の計算結果 

固有周期（秒） 

Ｔ＝  

 

  

2・π・Ｌ2 

1.8752 

ｍ 

Ｅ・Ｉ 

ｍＴ
 

Ｌ 

・（ｄｏ
4－ｄｉ

4） 
π 

64 
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4.  構造強度評価 

 4.1  構造強度評価方法 

(1) 地震力は使用済燃料乾式貯蔵容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとす

る。 

(2) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

 4.2  荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料乾式貯蔵容器の荷重の組合せ及び許容応力状態を表 4-1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

使用済燃料乾式貯蔵容器の許容応力については，添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本

方針」のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料乾式貯蔵容器の使用材料の許容応力評価条件については，表 4-2 に示す。 

 



 

 

1
0

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3-3 R0 

表 4-1 荷重の組合せ及び許容限界 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

核燃料物質の取扱

施設及び貯蔵施設 

使用済燃料貯蔵

用容器 
使用済燃料乾式貯蔵容器 Ｓ － 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ
＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

 

表 4-2 使用材料の許容応力評価条件 

評価部材 材料 温度条件（℃） 
Ｓ 

（MPa） 

Ｓｍ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

キャスク容器 胴，底板，密封シール部 GLF1 最高使用温度 160 - 121 182 377 

一次蓋 GLF1 相当材 最高使用温度 160 - 121 182 377 

一次蓋締付けボルト SNB23-3 最高使用温度 160 - 275 825 - 

バルブカバー SUSF304 最高使用温度 160 - 135 152 418 

バルブカバー締付けボルト SNB23-3 最高使用温度 160 - 275 825 - 

バスケット 枠板（大），（小） SUS304，B-SUS 最高使用温度 230 - 125 138 399 

燃料支持板 SUS304 最高使用温度 230 - 125 138 399 

拘束リング SUS304 最高使用温度 230 - 125 138 399 

拘束リングボルト SUS630 最高使用温度 230 - 298 610 815 

枠板固定ボルト SUS630 最高使用温度 230 - 298 610 815 

トラニオン トラニオン SUS630 最高使用温度 160 - - 636 841 

トラニオン取付けボルト SNB23-3 最高使用温度 160 - - 825 898 

支持構造物 支持台座 SF490A 最高使用温度 130 - - 222 438 

トラニオン固定金具 SNB24-1 最高使用温度 130 - - 967 1037 

容器押え金具 SNB23-1 最高使用温度 130 - - 967 1037 

トラニオン固定ボルト SNB23-1 最高使用温度 130 - - 967 1037 

リブ SM490B 最高使用温度 130 - - 272 441 

アンカーボルト SCM435 最高使用温度 130 - - 665 847 

二次蓋 二次蓋 SM400A 最高使用温度 100 - - 194 373 

二次蓋締付けボルト SNB23-3 最高使用温度 100 200 - - - 
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 4.3  設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4-3 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書

類「Ⅴ-2-1-7  設計用床応答曲線の策定方針」に基づき設定する。 

 

表 4-3  設計用地震力 

据付場所及び

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

使用済燃料乾

式貯蔵建屋

EL8.3m＊１ 

 － ＣＨ=0.72 ＣＶ=0.36 ＣＨ=1.17 ＣＶ=0.65

注 ＊１：基準床レベルを示す。 

 

 4.4  計算方法 

使用済燃料乾式貯蔵容器の計算方法については，以下の各図書「3. 計算方法」に示す。 

キャスク容器：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-3-1 キャスク容器の耐震性についての計算書」 

バスケット ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-3-2 バスケットの耐震性についての計算書」 

トラニオン ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-3-3 トラニオンの耐震性についての計算書」 

支持構造物 ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-3-4 支持構造物の耐震性についての計算書」 

二次蓋   ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-3-5 二次蓋の耐震性についての計算書」 

 

 4.5  応力の評価 

4.4 項で求めた計算値が，4.2.2 項で示した許容応力以下であること。 

 

5.  評価結果 

使用済燃料乾式貯蔵容器の応力の評価結果については，以下の各図書「応力の評価」に示

す。計算値は許容応力以下であり，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認した。 

キャスク容器：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-3-1 キャスク容器の耐震性についての計算書」 

バスケット ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-3-2 バスケットの耐震性についての計算書」 

トラニオン ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-3-3 トラニオンの耐震性についての計算書」 

支持構造物 ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-3-4 支持構造物の耐震性についての計算書」 

二次蓋   ：添付書類「Ⅴ-2-4-2-3-3-5 二次蓋の耐震性についての計算書」 
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1. 概  要 

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅢ）のキャスク容器に関する耐震性に

ついての計算書である。 

 

2. 評価部位 

キャスク容器の評価部位は，次のとおりである（図 2-1 参照）。 

(1)  胴 

   (2)  一次蓋 

   (3)  一次蓋締付けボルト 

   (4)  バルブカバー 

   (5)  バルブカバー締付けボルト 

   (6)  密封シール部 

 

3.  計算方法 

(1)キャスク容器の応力解析は，想定される圧力荷重，機械的荷重を基に，キャスク容

器の実形状をモデル化し，汎用解析コードである「ＡＢＡＱＵＳ」及び応力評価式

を用いて行う。 

解析コードの検証および妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-5  計

算機プログラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。 

(2)応力計算は荷重ごとに行う。荷重条件として与えられるものは次の 2 つである。 

a. 内圧 

b. 機械的荷重 

自重（燃料集合体を含む貯蔵容器（二次蓋を含む）の貯蔵時の設計重量を用

いる。），衝撃荷重及びその他の負荷荷重をいう。 

(3)計算モデルは次の方針に従う。 

a. モデル化に当たっては，キャスク容器及び底部中性子遮蔽体カバーの形状の対

称性及び荷重の対称性を考慮する。 

b. 荷重が局部的に作用するため，その局部的荷重による発生応力を評価するため

三次元固体（連続体）要素による解析モデルとする。 

 また，モデル化に当たり対称性を考慮して境界条件を設定する。モデル図及

び境界条件を応力計算書に示す。 

(4) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点(面)をとる。評価点(面)は，応力計算

書に示す。 

応力評価は，この応力評価点(面)について行う。 

(5) 溶接部については，母材と同等の物性値及び機械的性質を用いる。 
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4.   応力評価 

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎に分

類し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

 

σθ ：円周方向応力 

σn ：評価断面に垂直な方向の応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 

τθn ：せん断応力 

τnt ：せん断応力 

τtθ ：せん断応力 

 

 

 

 

キャスク容器用材料の許容応力値を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

 

(1)  キャスク容器（ボルトを除く）の応力評価 

キャスク容器の応力評価は設計・建設規格 PVB-3110 に従い以下の項目につい

て添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応力以下であること

を確認する。 

a.  一次応力強さ 

b.  一次＋二次応力強さ 

c.  繰返し荷重の評価 

d.  特別な応力の検討 

(a) 純せん断応力の評価 

(b) 支圧応力の評価 

(2)  ボルトの応力評価 

ボルトの応力評価は設計・建設規格 PVB-3120 に従い以下の項目について添付

書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応力以下であることを確認

する。 

σt 

σθ  
σn 

  評価断面
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5.  応力の評価 

5.1  応力評価点 

キャスク容器の応力評価点（面）を図 5-1 に示す。 

5.2  貯蔵時（Ｓｄ
＊地震力が作用する場合） 

5.2.1  荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ
＊地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

キャスク容器内圧（－0.1 MPa)＋蓋間圧力（0.4 MPa）＋ボルト初期締付け力＋

地震力＋自重 

5.2.2  計算方法 

(1)  一次応力及び一次＋二次応力 

a.  胴，底板，一次蓋及び一次蓋締付けボルト 

(a) 圧力及びボルト初期締付け力が作用する場合 

解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」の三次元固体（連続体）要素による解析モデルを 

図 5-2 に示す。 

(b) 地震力が作用する場合 

解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」の三次元固体（連続体）要素による解析モデルを 

図 5-3 に示す。 

加速度として次の値を用いる。 

Ｇ1 ＝0.72 g（＝7.06 m/s2） 

Ｇ2 ＝0.36 g（＝3.53 m/s2）                                （5.1） 

(c) 自重が作用する場合 

解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」の三次元固体（連続体）要素による解析モデルを 

図 5-4 に示す。なお，解析モデル形状は(a)と同一である。 

(2) 支圧応力 

バスケット底面との接触部の底板に発生する平均支圧応力（σp）は次式で計算

する。 

Ａ

・Ｇｍ
＝σ 2G
p                                                   （5.2） 

ここで， 

ｍG ：バスケット及び燃料の質量（＝  kg） 

Ｇ2 ：鉛直方向加速度（＝1 g＋0.36 g（＝ 13.34 m/s2）） 

Ａ ：接触面積（＝  mm2） 
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5.2.3  計算結果 

応力計算結果を表 5-1 に示す。 

5.3  貯蔵時（Ｓｓ地震力が作用する場合） 

5.3.1  荷重条件 

貯蔵時においてＳｓ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

キャスク容器内圧（－0.1 MPa)＋蓋間圧力（0.4 MPa）＋ボルト初期締付け力＋

地震力＋自重 

5.3.2  計算方法 

計算方法は 5.2.2 と同様である。 

ただし， 

Ｇ1 ＝1.17 g（＝ 11.48 m/s2） 

Ｇ2 ＝0.65 g（＝ 6.38 m/s2）                               （5.3） 

また，平均支圧応力算出時の加速度はＧ2＝1 g＋0.65 g（＝ 16.19 m/s2）であ

る。 

5.3.3  計算結果 

応力計算結果を表 5-2 に示す。 

  

N
T
2
 
補

③
 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
-
3
-
1
 

R
0
 



 

5 

6.  評価結果 

6.1  キャスク容器（ボルトを除く）の応力評価 

評価結果を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊地震力およびＳｓ地震力が作用する際の一

次一般膜応力強さ（Ｐm），一次局部膜応力強さ（ＰL），一次膜＋一次曲げ応力強さ（Ｐ

L＋Ｐb）及び一次応力と二次応力を加えて求めた応力解析による応力強さ（ＰL＋Ｐb＋

Ｑ）は添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」の各規定を満足する。 

6.2  ボルトの応力評価 

評価結果を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊地震力およびＳｓ地震力が作用する際の平

均引張応力及び平均引張応力＋曲げ応力は添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」

の各規定を満足する。 

6.3  特別な応力の評価 

(1) 純せん断応力 

平均せん断応力（σs）を評価すべき箇所がないため，評価を省略する。 

(2) 支圧応力 

評価結果を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊地震力およびＳｓ地震力が作用する際

の平均支圧応力（σp）は添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」の各規定

を満足する。 

(3) 軸圧縮応力 

軸圧縮応力（σb）を評価すべき箇所がないため，評価を省略する。  
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6.4  繰り返し荷重の評価 

6.4.1  キャスク容器（ボルトを除く）の評価 

設計・建設規格 PVB-3140 により，疲労解析が不要となる条件を満足する評価の詳

細を以下の(1)から(7)に示し，表 6－1 にその評価結果のまとめを示す。なお，燃料装

荷･取出しサイクルは通常 1 回であるが，本評価においては 100 回と想定しても条件

を満足することを示す。 

(1) 設計・建設規格 PVB-3140(1) （大気圧－使用圧力－大気圧の変動） 

大気圧から使用圧力になり，再び大気圧に戻る繰返し回数（Ｎ1）は，燃料装荷・

取出し想定回数である 100 回として評価する。 

Ｎ1＝100（回） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，設計温度における設計応力強さ 

3・Ｓm（364 MPa）を繰返しピーク応力強さとした場合に，これに対応する許容繰

返し回数（Ｎa）は， 

Ｎa＝3691（回） 

である。したがって， 

Ｎ1 ＜ Ｎa 

であり，条件を満足する。 

(2) 設計･建設規格 PVB-3140(2)（燃料装荷・取出し及び耐圧試験等を除く設計事象

Ⅰ及び設計事象Ⅱにおける圧力変動） 

燃料装荷，燃料取出しを除く設計事象Ⅰ及びⅡにおける圧力変動の全振幅の許

容値（Ａm1）は次式で計算する。 

m
m1

Ｓ

Ｓ
・Ｐ・
3

1
＝Ａ ＝0.23 MPa                                     （6.1） 

ここで， 

Ｐ ：最高使用圧力（＝1.0 MPa） 

Ｓm ：設計応力強さ（＝121 MPa） 

Ｓ ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において 106 を許容繰返し回数とした 

場合に，これに対応する繰返しピーク応力強さの値（＝86 MPa） 

また，（6.1）式で計算される値を超えるものにあっては，許容値（Ａm2）は次式

で計算する。 

m

a
m2

Ｓ

Ｓ
・Ｐ・
3

1
＝Ａ                                               （6.2） 

ここで， 

Ｓa ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，（6.1）式による値を超える実

際の圧力変動の回数を許容繰返し回数とした場合に，これに対応する繰

返しピーク応力強さの値（MPa） 
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（6.1）式より，圧力変動の全振幅の許容値（Ａm1）は，0.23 MPa となる。設計

事象Ⅰ，設計事象Ⅱ及び地震力が作用する場合における実際の圧力は密封容器の

ため（6.1）式による値の 0.23 MPa を超える変動は生じないと考えられるが，変動

回数を安全側に燃料装荷･取出しサイクルにおいて 1 回とし，計 100 回として 

（6.2）式を用いて評価すると， 

Ｓa ＝ 1413 MPa 

Ａm2 ＝ 3.8 MPa 

となる。 

したがって，燃料装荷，燃料取出しを除く設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ及び地震力が

作用する場合における圧力変動の全振幅を最高使用圧力（Ｐ(=1.0 MPa)）と仮定し

ても， 

Ｐ ＜ Ａm2 

であり，条件を満足する。 

(3) 設計･建設規格 PVB-3140(3) （燃料装荷・取出し時の温度差） 

キャスク容器の任意の 2 点間の距離（p）は次式で計算する。 

Ｒ・ｔｐ＝2・  ＝956 mm                               （6.3） 

ここで， 

Ｒ  ：キャスク容器の平均半径（＝882.5 mm） 

ｔ  ：キャスク容器の板厚（＝259 mm） 

キャスク容器の燃料装荷時及び燃料取出し時において，相互の距離がｐを超え

ない任意の 2 点間の温度差の許容値Ｔは次式で計算する。なお，2 点間の平均温

度はキャスク容器の最高使用温度（Ｔmax＝160℃）とする。 

2・Ｅ･α

Ｓ
Ｔ＝ a ＝282℃                                          （6.4） 

ここで， 

Ｅ ：2 点間の平均温度における縦弾性係数（＝1.94×105 MPa） 

α ：2 点間の平均温度における瞬時熱膨張係数 

（＝12.88×10-6 mm／（mm℃）） 

Ｓa ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，燃料装荷･取出しの回数

（100 回）を許容繰返し回数とした場合に，これに対応する繰返し

ピーク応力強さの値（＝1413 MPa） 

したがって，任意の 2 点間において生じる温度差を最高使用温度（Ｔmax）と常

温との差（ΔＴ=140℃）と仮定しても， 

ΔＴ ＜ Ｔ 

であり，条件を満足する。 
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(4) 設計･建設規格 PVB-3140(4) （燃料装荷・取出し時を除く設計事象Ⅰ及び設計

事象Ⅱの温度差変動） 

燃料装荷，燃料取出しを除く設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱにおいて，相互の距離が

p を超えない任意の 2 点間の温度差の変動の全振幅の許容値（Ｔ）は，次式で計算

する。 

2・Ｅ・α

Ｓ
Ｔ＝ a

                                               （6.5） 

ここで， 

Ｅ，α：6.4.1（3）と同じ 

Ｓa ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，（5.6）式により計算し 

た値を超える温度差の変動回数を許容繰返し回数とした場合に，

これに対応する繰返しピーク応力強さの値（MPa） 

2・Ｅ・α

Ｓ
＝Ｔ' ＝17.2℃                              （6.6） 

ここで， 

Ｔ’ ：温度差変動の全振幅（℃） 

Ｓ ：6.4.1（2）と同じ 

設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ及び地震力が作用する場合においてキャスク容器は密

封容器でありかつ温度変動する加熱源を収納していないので，任意の 2 点間の温

度差の変動が（6.6）式により計算した値の 17.2 ℃を超えることはないと考えら

れるが，変動回数を安全側に燃料装荷･取出しサイクルにおいて 1 回とし，計 100

回として（6.5）式を用いて評価すると， 

Ｓa ＝1413 MPa 

Ｔ ＝282 ℃ 

したがって，キャスク容器の任意の 2 点間の温度差の変動の全振幅を最高使用

温度（Ｔmax）と常温との差（ΔＴ＝140℃）と仮定しても， 

ΔＴ ＜ Ｔ 

であり，条件を満足する。 

(5)設計･建設規格 PVB-3140(5)（異なる材料で作られた部分の温度変動） 

縦弾性係数又は熱膨張係数の値が異なる材料で作られた部分は，一次蓋と一次

蓋排水バルブ部（一次蓋ボス）の部分である。 

一次蓋と一次蓋ボスの温度変動の許容値Ｔは次式で計算する。なお，縦弾性係数

及び熱膨張係数はキャスク容器の最高使用温度（Ｔmax＝160℃）に対する値とする。 

）・α－Ｅ・α（Ｅ2・

Ｓ
Ｔ＝

2211

＝63 ℃                            （6.7） 
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ここで， 

Ｓ ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，106 を許容繰返し回数とし

た場合に，これに対応する繰返しピーク応力強さの値（＝86 MPa） 

Ｅ1 ：一次蓋の縦弾性係数（＝1.94×105 MPa） 

Ｅ2 ：一次蓋ボスの縦弾性係数（＝1.85×105 MPa） 

α1 ：一次蓋の瞬時熱膨張係数（＝12.88×10-6 mm／（mm℃）） 

α2 ：一次蓋ボスの瞬時熱膨張係数（＝17.16×10-6 mm／（mm℃）） 

また，（6.7）式で計算される値を超えるものにあっては，許容値（Ｔ）は次式で

計算する。 

）・αＥ-・αＥ（2・

Ｓ
Ｔ＝

2211

a
                                     （6.8） 

ここで， 

Ｓa ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，（6.7）式により計算し

た値を超える温度差の変動回数を許容繰返し回数とした場合に，

これに対応する繰返しピーク応力強さの値（MPa） 

設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ及び地震力が作用する場合においてキャスク容器は密封

容器でありかつ温度変動する加熱源を収納していないので，温度変動は，気温変動

によるものと考えると，（6.7）式により計算した値の 63℃を超えることはないと

考えられるが，変動回数を安全側に燃料装荷･取出しサイクルにおいて 1 回とし，

計 100 回として評価すると， 

Ｓa ＝1413 MPa 

Ｔ  ＝1045 ℃ 

したがって，設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ及び地震力が作用する場合において生じる

温度の変動を最高使用温度（Ｔmax）と常温との差（ΔＴ＝140 ℃）と仮定しても， 

ΔＴ ＜ Ｔ 

であり，条件を満足する。 

(6) 設計･建設規格 PVB-3140(6) （機械荷重変動） 

Ｓｄ
＊及びＳｓ地震による繰返し回数 10000 回に対する許容繰返しピーク応力強

さ（262 MPa）に対し，地震力により発生する応力の全振幅は表 6-1 に示すとおり

すべて下回っている。また，地震力による疲労累積係数は 1.0 を下回っていること

から， 

Δσ≦S 

である。 

なお，Ｓｄ
＊及びＳｓ地震による繰返し回数は，ＪＥＡＧ４６０１・補－1984（社）

日本機械学会 参考資料Ⅲ 耐震設計評価手法 「1. 地震動に対する機器の疲

労評価の方法」に定められる疲労評価不要となる繰返し回数により定めた。 
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(7) 検討結果 

以上の(1)から(6)より，設計･建設規格 PVB-3140 の規定を全て満足しているの

で，疲労解析を必要としない。 

6.4.2  ボルトの評価 

6.4.1 項において疲労評価が不要となる条件を満足することから，一次蓋締付けボ

ルト及びバルブカバー締付けボルトについて，地震動のみによる疲れ累積係数が 1.0

以下となることを示す。 

6.4.2.1  設計･建設規格 PVB-3122 及び添付 4-2 3.4 に対する検討 

(1) 一次蓋締付けボルト及びバルブカバー締付けボルトの最小引張強さは 1000 

MPa であり，設計･建設規格 PVB-3122(2)に従い，設計疲労線図として設計・

建設規格 添付 4-2 3.4 に示されるものを使用する。 

(2) ねじは三角ねじであり，ねじ底部の半径は一次蓋締付けボルトが 0.4 mm，

バルブカバー締付けボルトが 0.2mm であって 0.07mm より大である。 

(3) シャンク部の直径に対するシャンク部の端の丸みの半径の比は， 

一次蓋締付けボルト： 
25.5

2.0
＝0.078 

バルブカバー締付けボルト：
9.5

1.0
＝0.105 

であって，0.06 以上である。 

6.4.2.2  一次蓋締付けボルトの疲労解析 

一次蓋締付けボルトに生じる繰返しピーク応力強さは次式で計算する。 

Ａ

・Ｇｍ
＝Ｋ・Ｓ ２

ｐ                                              （5.9） 

ここで， 

Ｓp ：ピーク応力強さ（MPa） 

Ｋ ：一次蓋締付けボルトのねじ部の応力集中係数（＝4） 

ｍ  ：一次蓋の質量（＝  kg） 

Ｇ2 ：鉛直方向加速度 

Ｓｄ
＊ 3.53 m/s2 

Ｓｓ
  6.38 m/s2 

Ａ ：全数のボルト最小断面積（＝  mm2） 

また，繰返しピーク応力強さは次式で計算する。 
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ｐＳ・
２

１
＝Ｓ                                                   （6.10） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.4（4）のとおり，（2.07×105）と材料の使用温度に

おける縦弾性係数（Ｅ＝1.83×105 MPa）の比を繰返しピーク応力強さに乗じて補

正する。 

Ｅ

102.07
・＝Ｓ'Ｓ

5

                                             （6.11） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.4 により，補正した繰返しピーク応力強さ（Ｓ ’）

に対する許容繰返し回数を求める。繰返し回数と許容繰返し回数との比は表 6-2 に

示すとおりとなり，地震時における疲労累積係数の和は 1.0 以下となるため，添付

書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」の規定を満足する。 

 

6.4.2.3  バルブカバー締付けボルトの疲労解析 

バルブカバー締付けボルトの疲労解析は一次蓋締付けボルトの場合と同様であ

る。 

ただし， 

ｍ  ：バルブカバーの質量（＝  kg） 

Ａ ：全数のボルト最小断面積(＝  mm2)  

である。 

繰返し回数と許容繰返し回数との比は表 6-3 に示すとおりである。 

したがって，地震時における疲労累積係数の和は 1.0 以下となるため添付書類

「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」の規定を満足する。 
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7.  穴の補強 

設計･建設規格 PVB-3520 により貫通孔の補強が不要となることを示す。 

貫通孔部の応力強さは，応力集中係数を用いて次式で計算する。 

Ｓc＝Ｋ・Ｓ                                                 （7.1） 

ここで， 

Ｓc ：貫通孔部の応力強さ（MPa） 

Ｋ ：応力集中係数（＝4.0） 

Ｓ ：貫通孔を無視した場合の一次蓋の応力強さ（MPa） 

貫通孔を無視した場合の一次蓋の応力強さ（Ｓ）は表 5-1 及び表 5-2 より求められる。 

したがって，貫通孔部の応力強さ（Ｓc）は表 7-1 に示すとおりとなり，すべて許容応

力を満足するため，貫通孔の補強は不要となる。 
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図 2-1 キャスク容器の応力解析箇所(1/2) 
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図 2-1 キャスク容器の応力解析箇所(2/2) 
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図 5-1 キャスク容器の応力評価点（面） 
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図 5-2 キャスク容器の解析モデル（圧力＋ボルト初期締付け力作用時）
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図 5-3 キャスク容器の解析モデル（地震時） 
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図 5-4 キャスク容器の解析モデル（自重作用時） 
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表 4-1 キャスク容器用材料の許容応力値（1／2） 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

炭素鋼 

密封シール部以外 密封シール部 

GLF1 許容値基準 GLF1 許容値基準

Ⅰ 

＋ 

Ｓｄ
＊ 

一次一般膜応力強さ Ｐm 182 
Min. 

{Ｓy,2/3･Ｓu} 
182 

Min. 

{Ｓy,2/3･Ｓu}

一次膜＋一次曲げ応力強さ ＰL+Ｐb 273 
Min. 

{1.5･Ｓy,Ｓu} 
182 Ｓy 

一次＋二次応力強さ ＰL+Ｐb+Ｑ *2 364 3･Ｓm 182 Ｓy 

純せん断応力 σs 72 0.6･Ｓm

支圧応力 σp 
*1 

182 

(273) 
Ｓy (1.5･Ｓy) 

Ⅰ 

＋ 

Ｓｓ 

一次一般膜応力強さ Ｐm 251 2/3･Ｓu 182 Ｓy 

一次膜＋一次曲げ応力強さ ＰL+Ｐb 377 Ｓu 182 Ｓy 

一次＋二次応力強さ ＰL+Ｐb+Ｑ *2 364 3･Ｓm 182 Ｓy 

純せん断応力 σs 150 0.4･Ｓu

支圧応力 σp 
*1 

377 

(565) 
Ｓu (1.5･Ｓu) 

注記 ＊1：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大き

い場合の値。 

＊2：Ｓｄ
＊又はＳｓ地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 4-1 キャスク容器用材料の許容応力値（2／2） 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

ステンレス鋼

密封シール部以外 密封シール部 

SUS304, 

SUSF304 
許容値基準 

SUS304,

SUSF304
許容値基準

Ⅰ 

＋ 

Ｓｄ
＊ 

一次一般膜応力強さ Ｐm 162 1.2･Ｓm 152 
Min.  

{1.2･Ｓm,Ｓy}

一次膜＋一次曲げ応力強さ ＰL+Ｐb 243 1.8･Ｓm 152 Ｓy 

一次＋二次応力強さ ＰL+Ｐb+Ｑ *2 406 3･Ｓm 152 Ｓy 

純せん断応力 σs 81 0.6･Ｓm

支圧応力 σp 
*1 

152 

(229) 
Ｓy (1.5･Ｓy) 

Ⅰ 

＋ 

Ｓｓ 

一次一般膜応力強さ Ｐm 278 
Min.{2.4･Ｓm, 

2/3･Ｓu} 
152 Ｓy 

一次膜＋一次曲げ応力強さ ＰL+Ｐb 417 

Min.{3.6･ 

Ｓm， 

Ｓu } 

152 Ｓy 

一次＋二次応力強さ ＰL+Ｐb+Ｑ *2 406 3･Ｓm 152 Ｓy 

純せん断応力 σs 167 0.4･Ｓu

支圧応力 σp 
*1 

418 

(627) 
Ｓu (1.5･Ｓu) 

注記 ＊1：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大き

い場合の値。 

＊2：Ｓｄ
＊又はＳｓ地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 4-2 キャスク容器用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

低合金鋼 

一次蓋締付けボルト 

バルブカバー締付けボルト 

SNB23-3 許容値基準

Ⅰ 

＋ 

Ｓｄ
＊ 

平均引張応力 550 2･Ｓm 

平均引張＋曲げ応力 826 3･Ｓm 

Ⅰ 

＋ 

Ｓｓ 

平均引張応力 825 Ｓy 

平均引張＋曲げ応力 825 Ｓy 
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表 5-1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（1／4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1 
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn 

一次蓋 

① 

Pm 2 

PL+Pb 7 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

①′ 

Pm 2 

PL+Pb 6 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

② 

Pm － 

PL+Pb 6 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

②′ 

Pm － 

PL+Pb 7 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

一次蓋 

締付けボルト
③ 

平均引張応力 267 

平均引張応力

＋曲げ応力 
276 

胴 

④ 

Pm 2 

PL+Pb － 

PL+Pb+Q 
*2 2 

σp － 

④′ 

Pm 3 

PL+Pb － 

PL+Pb+Q 
*2 3 

σp － 

 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力    σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力    τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

   ＊2：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について示す 
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表 5-1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（2／4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1 
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn 

胴 

⑤ 

Pm － 

PL+Pb 6 

PL+Pb+Q 
*2 15 

σp － 

⑤′ 

Pm － 

PL+Pb 13 

PL+Pb+Q 
*2 29 

σp － 

底板 

⑥ 

Pm 2 

PL+Pb 2 

PL+Pb+Q 
*2 5 

σp 7 

⑥′ 

Pm 2 

PL+Pb 3 

PL+Pb+Q 
*2 6 

σp － 

⑦ 

Pm － 

PL+Pb 20 

PL+Pb+Q 
*2 38 

σp － 

⑦′ 

Pm － 

PL+Pb 33 

PL+Pb+Q 
*2 62 

σp － 

 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力   σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力   τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

   ＊2：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について示す 
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表 5-1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（3／4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1 
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn 

密封 

シール部
⑧ 

Pm 4 

PL+Pb 9 

PL+Pb+Q 
*2 1 

上部 

トラニオン

取付部 

（下側）

⑪ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

⑪′ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

上部 

トラニオン

取付部 

（上側）

⑫ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

⑫′ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

下部 

トラニオン

取付部 

（上側）

⑬ 

Pm － 

PL+Pb 25 

PL+Pb+Q 
*2 44 

σp － 

⑬′ 

Pm － 

PL+Pb 62 

PL+Pb+Q 
*2 126 

σp － 

 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力   σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力   τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

   ＊2：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について示す 
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表 5-1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（4／4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1 
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn 

下部 

トラニオン

取付部 

（下側）

⑭ 

Pm － 

PL+Pb 10 

PL+Pb+Q 
*2 17 

σp － 

⑭′ 

Pm － 

PL+Pb 50 

PL+Pb+Q 
*2 100 

σp － 

上部 

トラニオン

取付部 

（側面）

⑮ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

⑮′ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

下部 

トラニオン

取付部 

（側面）

⑯ 

Pm － 

PL+Pb 52 

PL+Pb+Q 
*2 98 

σp － 

⑯′ 

Pm － 

PL+Pb 51 

PL+Pb+Q 
*2 114 

σp － 

 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力   σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力   τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

   ＊2：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について示す 
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表 5-1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（1／4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1 
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn 

一次蓋 

① 

Pm 2 

PL+Pb 7 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

①′ 

Pm 2 

PL+Pb 6 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

② 

Pm － 

PL+Pb 6 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

②′ 

Pm － 

PL+Pb 7 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

一次蓋 

締付けボルト
③ 

平均引張応力 267 

平均引張応力

＋曲げ応力 
279 

胴 

④ 

Pm 3 

PL+Pb － 

PL+Pb+Q 
*2 3 

σp － 

④′ 

Pm 3 

PL+Pb － 

PL+Pb+Q 
*2 5 

σp － 

 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力   σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力   τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

    ＊2：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す 
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表 5-1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（2／4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1 
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn 

胴 

⑤ 

Pm － 

PL+Pb 11 

PL+Pb+Q 
*2 24 

σp － 

⑤′ 

Pm － 

PL+Pb 22 

PL+Pb+Q 
*2 48 

σp － 

底板 

⑥ 

Pm  3 

PL+Pb  4 

PL+Pb+Q 
*2  7 

σp  9 

⑥′ 

Pm  3 

PL+Pb 5 

PL+Pb+Q 
*2 10 

σp － 

⑦ 

Pm － 

PL+Pb  32 

PL+Pb+Q 
*2  63 

σp － 

⑦′ 

Pm － 

PL+Pb  53 

PL+Pb+Q 
*2  102 

σp － 

 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力   σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力   τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

   ＊2：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す 
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表 5-1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（3／4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1 
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn 

密封 

シール部
⑧ 

Pm 4 

PL+Pb 9 

PL+Pb+Q 
*2 1 

上部 

トラニオン

取付部 

（下側）

⑪ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

⑪′ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 2 

σp － 

上部 

トラニオン

取付部 

（上側）

⑫ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 2 

σp － 

⑫′ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 2 

σp － 

下部 

トラニオン

取付部 

（上側）

⑬ 

Pm － 

PL+Pb 39 

PL+Pb+Q 
*2 72 

σp － 

⑬′ 

Pm － 

PL+Pb 103 

PL+Pb+Q 
*2 207 

σp － 

 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力   σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力   τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

   ＊2：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す 
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表 5-1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（4／4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1 
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn 

下部 

トラニオン

取付部 

（下側）

⑭ 

Pm － 

PL+Pb 13 

PL+Pb+Q 
*2 27 

σp － 

⑭′ 

Pm － 

PL+Pb 80 

PL+Pb+Q 
*2 160 

σp － 

上部 

トラニオン

取付部 

（側面）

⑮ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

⑮′ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

 

下部 

トラニオン

取付部 

（側面）

⑯ 

Pm － 

PL+Pb 84 

PL+Pb+Q 
*2 162 

σp － 

⑯′ 

Pm － 

PL+Pb 88 

PL+Pb+Q 
*2 188 

σp － 

 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力   σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力   τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

   ＊2：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す 
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表 5-2 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（1／2） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点 

(面) 
応力分類 計算値 許容応力

一次蓋 

①－①′ Pm 2 182 

① 
PL+Pb 

7 273 

①′ 6 273 

① 
PL+Pb+Q * 

1 364 

①′ 1 364 

② 
PL+Pb 

6 273 

②′ 7 273 

② 
PL+Pb+Q * 

1 364 

②′ 1 364 

一次蓋 

締付けボルト
③ 

平均引張応力 267 550 

平均引張応力

＋曲げ応力 
276 826 

胴 

④ 
Pm 

2 182 

④′ 3 182 

④ 
PL+Pb+Q * 

2 364 

④′ 3 364 

⑤ 
PL+Pb 

6 273 

⑤′ 13 273 

⑤ 
PL+Pb+Q * 

15 364 

⑤′ 29 364 

底板 

⑥－⑥′ Pm 2 182 

⑥ σp 7 182 

⑥ 
PL+Pb 

2 273 

⑥′ 3 273 

⑥ 
PL+Pb+Q * 

5 364 

⑥′ 6 364 

⑦ 
PL+Pb 

20 273 

⑦′ 33 273 

⑦ 
PL+Pb+Q * 

38 364 

⑦′ 62 364 

 

注記 ＊：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について評価する 
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表 5-2 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（2／2） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点 

(面) 
応力分類 計算値 許容応力

密封 

シール部
⑧ 

Pm 4 182 

PL+Pb  9 182 

PL+Pb+Q * 1 182 

上部 

トラニオン

取付部 

（下側）

⑪ 
PL+Pb 

1 273 

⑪′ 1 273 

⑪ 
PL+Pb+Q * 

1 364 

⑪′ 1 364 

上部 

トラニオン

取付部 

（上側）

⑫ 
PL+Pb 

1 273 

⑫′ 1 273 

⑫ 
PL+Pb+Q * 

1 364 

⑫′ 1 364 

下部 

トラニオン

取付部 

（上側）

⑬ 
PL+Pb 

25 273 

⑬′ 62 273 

⑬ 
PL+Pb+Q * 

44 364 

⑬′ 126 364 

下部 

トラニオン

取付部 

（下側）

⑭ 
PL+Pb 

10 273 

⑭′ 50 273 

⑭ 
PL+Pb+Q * 

17 364 

⑭′ 100 364 

上部 

トラニオン

取付部 

（側面）

⑮ 
PL+Pb 

1 273 

⑮′ 1 273 

⑮ 
PL+Pb+Q * 

1 364 

⑮′ 1 364 

下部 

トラニオン

取付部 

（側面）

⑯ 
PL+Pb 

52 273 

⑯′ 51 273 

⑯ 
PL+Pb+Q * 

98 364 

⑯′ 114 364 

 

注記 ＊：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について評価する 
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表 5-2 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（1／2） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点 

(面) 
応力分類 計算値 許容応力

一次蓋 

①－①′ Pm 2 251 

① 
PL+Pb 

7 377 

①′ 6 377 

① 
PL+Pb+Q * 

1 364 

①′ 1 364 

② 
PL+Pb 

6 377 

②′ 7 377 

② 
PL+Pb+Q * 

1 364 

②′ 1 364 

一次蓋 

締付けボルト
③ 

平均引張応力 267 825 

平均引張応力

＋曲げ応力 
279 825 

胴 

④ 
Pm 

3 251 

④′ 3 251 

④ 
PL+Pb+Q * 

3 364 

④′ 5 364 

⑤ 
PL+Pb 

11 377 

⑤′ 22 377 

⑤ 
PL+Pb+Q * 

24 364 

⑤′ 48 364 

底板 

⑥－⑥′ Pm 3 251 

⑥ σp 9 377 

⑥ 
PL+Pb 

4 377 

⑥′ 5 377 

⑥ 
PL+Pb+Q * 

7 364 

⑥′ 10 364 

⑦ 
PL+Pb 

32 377 

⑦′ 53 377 

⑦ 
PL+Pb+Q * 

63 364 

⑦′ 102 364 

 

注記 ＊：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について評価する 
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表 5-2 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（2／2） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点 

(面) 
応力分類 計算値 許容応力

密封 

シール部
⑧ 

Pm 4 182 

PL+Pb  9 182 

PL+Pb+Q * 1 182 

上部 

トラニオン

取付部 

（下側）

⑪ 
PL+Pb 

1 377 

⑪′ 1 377 

⑪ 
PL+Pb+Q * 

1 364 

⑪′ 2 364 

上部 

トラニオン

取付部 

（上側）

⑫ 
PL+Pb 

1 377 

⑫′ 1 377 

⑫ 
PL+Pb+Q * 

2 364 

⑫′ 2 364 

下部 

トラニオン

取付部 

（上側）

⑬ 
PL+Pb 

39 377 

⑬′ 103 377 

⑬ 
PL+Pb+Q * 

72 364 

⑬′ 207 364 

下部 

トラニオン

取付部 

（下側）

⑭ 
PL+Pb 

13 377 

⑭′ 80 377 

⑭ 
PL+Pb+Q * 

27 364 

⑭′ 160 364 

上部 

トラニオン

取付部 

（側面）

⑮ 
PL+Pb 

1 377 

⑮′ 1 377 

⑮ 
PL+Pb+Q * 

1 364 

⑮′ 1 364 

下部 

トラニオン

取付部 

（側面）

⑯ 
PL+Pb 

84 377 

⑯′ 88 377 

⑯ 
PL+Pb+Q * 

162 364 

⑯′ 188 364 

 

注記 ＊：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について評価する 

 

 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-3
-
3
-1
 

R
0 



 

 

3
4 

 

 

表 6-1 キャスク容器（ボルトを除く）の疲労解析不要の評価結果 

 

設計･建設規格 

PVB-3140 
繰返し荷重 

設定 

繰返し回数
評価値 許容値 評価 

(1) 大気圧→使用圧力→大気圧 100 
繰返し数 
Ｎ1＝100 

3Ｓmに対する許容繰返し数 
Ｎa＝3691 

Ｎ1＜Ｎa であるので本条件

を満足 

(2) 
燃料装荷及び燃料取出しを除く

設計事象Ⅰ，Ⅱにおける圧力変動
100 

圧力変動振幅 
Ｐ＝1.0 MPa 

圧力変動許容値 
Ａm2＝3.8 MPa 

Ｐ＜Ａm2 であるので本条件

を満足 

(3) 
燃料装荷及び燃料取出しでの 

2 点間の温度差 
100 

温度差 
ΔＴ＝140 ℃ 

温度差許容値 
Ｔ＝282 ℃ 

ΔＴ＜Ｔであるので本条件

を満足 

(4) 

燃料装荷及び燃料取出しを除く

設計事象Ⅰ，Ⅱにおける 2 点間の

温度差変動 

100 
温度差変動振幅 
ΔＴ＝140 ℃ 

温度差変動許容値 
Ｔ＝282 ℃ 

ΔＴ＜Ｔであるので本条件

を満足 

(5) 異種材結合部の温度変動 100 
温度変動振幅 
ΔＴ＝140 ℃ 

温度変動許容値 
Ｔ＝1045 ℃ 

ΔＴ＜Ｔであるので本条件

を満足 

(6) 機械的荷重の変動 地震力 1×104 ※ 

応力の全振幅 
Ｓｄ

＊：Δσ＝126 MPa 
Ｓｓ ：Δσ＝207 MPa 

1×104回に対する許容 
繰返しピーク応力強さ 

Ｓ＝262 MPa 

Δσ≦Ｓであるので本条件

を満足 

繰返し数 

Ｎc＝10000 

ピーク応力強さに対する 

許容繰返し回数 

Ｓｄ
＊：Ｎa＝139103 

Ｓｓ ：Ｎa＝22160 

繰返し回数と許容繰返し回

数の比（Ｎc／Ｎa） 

Ｓｄ
＊：0.0719 

Ｓｓ ：0.452 

Ｕ＝0.524≦1.0 であるので

本条件を満足 

※：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984（社）日本機械学会 参考資料Ⅲ 耐震設計評価手法 「1. 地震動に対する機器の疲労評価の方法」に定められる

疲労評価不要となる繰返し回数により定めた。 

 

NT2 補③ Ⅴ-2-4-2-3-3-1 R0 
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表 6-2 繰返し回数と許容繰返し回数（一次蓋締付けボルト） 

 

事象 

繰返し数

Ｎc

（回）

繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ （MPa） 

縦弾性係数を補正

した繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ ’(MPa) 

許容繰返

し回数 

Ｎa (回) 

繰返し回数と許容

繰返し回数の比

Ｎc／Ｎa (－) 

地震時 
Ｓｄ

＊
10000※ 4 5 1.00×106 0.01 

Ｓｓ 10000※ 7 8 1.00×106 0.01 

Ｕ（地震時） 0.02 

※：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984（社）日本機械学会 参考資料Ⅲ 耐震設計評価手法 「1. 地

震動に対する機器の疲労評価の方法」に定められる疲労評価不要となる繰返し回数により定

めた。 

 

 

表 6-3 繰返し回数と許容繰返し回数（バルブカバー締付けボルト） 

 

事象 

繰返し数

Ｎc

（回）

繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ （MPa） 

縦弾性係数を補正

した繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ ’(MPa) 

許容繰返

し回数 

Ｎa (回) 

繰返し回数と許容

繰返し回数の比

Ｎc／Ｎa (－) 

地震時 
Ｓｄ

＊
10000※ 1 2 1.00×106 0.01 

Ｓｓ 10000※ 2 3 1.00×106 0.01 

Ｕ（地震時） 0.02 

※：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984（社）日本機械学会 参考資料Ⅲ 耐震設計評価手法 「1. 地

震動に対する機器の疲労評価の方法」に定められる疲労評価不要となる繰返し回数により定

めた。 
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表 7-1 貫通孔部の応力強さ 

（単位：MPa） 

設計事象 応力分類 

貫通孔を無視した 

場合の応力強さ

（Ｓ） 

貫通孔部の応力

（Ｓc ） 
許容応力 

Ⅰ+Ｓｄ
＊ 

PL+Pb 7 28 273 

PL+Pb+Q
 * 1 4 364 

Ⅰ+Ｓｓ 
PL+Pb 7 28 377 

PL+Pb+Q
 * 1 4 364 

注記 ＊：地震力のみによる全振幅を示す。 
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1. 概  要 

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅢ）のバスケットに関する耐震性についての計

算書である。 

 

2.  評価部位 

バスケットの評価部位は次のとおりである（図 2-1 参照）。 

(1) 枠板（大） 

(2) 枠板（小） 

(3) 燃料支持板 

(4) 拘束リング 

(5) 拘束リングボルト 

(6) 枠板固定ボルト 

 

3.  計算方法 

 (1)バスケットの応力解析は，想定される機械的荷重を基に応力評価式を用いて行う。 

(2)応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは以下のとおりである。 

a. 機械的荷重 

(3)伝熱プレートは非構造強度部材として評価対象より除外する。 

(4)構造の不連続性を考慮して，応力評価点(面)をとる。評価点(面)は，応力計算書に示す。 

応力評価は，この応力評価点(面)について行う。 
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4.  応力評価 

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎に分類し， 

以下の評価を応力計算書に示す。 

 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σx ：評価断面に垂直な方向の応力（ｘ方向） 

σy ：評価断面に平行な方向の応力（ｙ方向） 

σz ：評価断面に平行な方向の応力（ｚ方向） 

τxy ：せん断応力 

τyz ：せん断応力 

τzx ：せん断応力 

 

 

 

 

バスケット用材料の許容応力値を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

 

 (1)  バスケット（ボルトは除く。）の応力評価 

バスケットの応力評価は，設計・建設規格 CSS-3110 及び SSB-3120 に従い以下の項目にお 

いて添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応力以下であることを確認す

る。 

a.  一次応力強さ 

b. 一次＋二次応力強さ 

c. 特別な応力の検討 

(a) 純せん断応力の評価 

(b) 支圧応力の評価 

(c) 座屈応力の評価 

(2)  ボルトの応力評価 

ボルトの応力評価は，設計・建設規格 CSS-3120 に従い添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の 

基本方針」で示した許容応力以下であることを確認する。 

  

σx 

評価断面 

σｚ 

σy 
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5. 計算結果

5.1  応力評価点 

バスケットの応力評価点（面）を図 5-1 に示す。 

5.2  貯蔵時（Ｓｄ
＊地震力が作用する場合） 

5.2.1  荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ
＊地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

ボルト初期締付け力＋地震力＋自重 

5.2.2  計算方法 

(1) 枠板（大）

a. 一次一般膜応力強さ

最大応力が発生するのは，枠板（大）の①部（図 5－1の①部）である。

下方向加速度により発生する圧縮応力（σz）は次式で表される。ただし，

Ｇ1＝ＣV＋9.81 m/s2 ，ＣV：鉛直方向加速度（＝3.53 m/s2）である。 

A

1A
z

Ａ

・Ｇｍ
＝σ  (5.1) 

ここで， 

ｍA ：全バスケット質量（＝  kg） 

ＡA ：枠板（大）及び枠板（小）の総断面積（＝  mm2） 

他の応力成分は零である。 

水平方向加速度により発生する圧縮応力（σx）は次式で表される。ただし，

Ｇ3＝ＣH ，ＣH：水平方向加速度（＝7.06 m/s2）である。 

1

31
x

Ａ

・Ｇｍ
＝σ  (5.2) 

ここで， 

ｍ1 ：図 5-2(1)に示す斜線部①に含まれる使用済燃料とバスケット構造部材の

合計質量（＝  kg）の 1／3 の質量 

Ａ1 ：拘束リング幅に相当する長さにおける枠板（大）の断面積（＝1000 mm2） 

他の応力成分は零である。 

b. 一次膜＋一次曲げ応力強さ

最大応力が発生するのは，枠板（大）の③部（図 5-1 の③部）である。

下方向加速度により発生する圧縮応力(σz)は，（5.1）式で表される。

水平方向加速度により発生する曲げ応力(σx)は次式で表される。ただし，

Ｇ1＝ＣV＋9.81 m/s2，Ｇ2＝ＣHであり，ＣH，ＣVは 5.2.2(1)a.と同等である。 
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Ｚ

）Ｍ ， ＭMax.（
＝σ 32
x
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2

  （5.3） 

）2・・（3・
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ここで， 

ｍ3’：図 5-2(1)に示す斜線部③’に含まれる使用済燃料とバスケット構造部材

の合計質量（＝  kg）の 1／3 の質量 

1 ：枠板により構成される格子の内寸（＝  mm） 

2 ：枠板により構成される格子の内寸の 1／2の寸法（＝  mm） 

3 ：拘束リング間長さから枠板（大）と枠板（小）の組合せ部を除いた長さ

（＝  mm） 

ｔ ：枠板板厚（＝  mm） 

他の応力成分は零である。 

水平方向加速度により発生する圧縮応力(σx)は次式で表される。ただし，Ｇ3＝ＣHで

あり，ＣH は 5.2.2(1)a.と同等である。 

3

33
x

Ａ

・Ｇｍ
＝σ  (5.4) 

ここで， 

ｍ3 ：図 5-2(1)に示す斜線部③に含まれる使用済燃料とバスケット構造部 

材の合計質量（＝  kg）の 1／3の質量 

Ａ3 ：拘束リング間長さにおける枠板（大）の断面積（＝  mm2） 

他の応力成分は零である。 

d. せん断応力

せん断応力(σs)の最大値は枠板（大）の②部（図 5-1 の②部）に発生し，次式で表さ

れる。ただし，Ｇ2＝ＣHであり，ＣHは 5.2.2(1)a.と同等である。 

’Ａ

・Ｇ’ｍ
＝σ

2

22
s  （5.5） 

ここで， 

ｍ2’：枠板（大）と枠板（小）の組合せ部の間にある使用済燃料とバスケット 

構造部材の合計質量（＝  kg） 

Ａ2’：枠板（大）と枠板（小）の組合せ部の間の断面積（＝  mm2） 
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e. 支圧応力

支圧応力(σp)の最大値は枠板（大）の①部（図 5-1 の①部）に発生し，（5.2）式で

表される。ただし，Ｇ3＝ＣHであり，ＣHは 5.2.2(1)a.と同等である。 

f. 座屈応力

座屈応力 (σb)の最大値は枠板（大）の②部（図 5-1 の②部）に発生し，一次応力は

次式で表される。ただし，Ｇ3＝ＣHであり，ＣHは 5.2.2(1)a.と同等である。 

2

32
b(一次)

Ａ

・Ｇｍ
＝σ  （5.6） 

ここで， 

ｍ2 ：図 5-2(1)に示す斜線部②に含まれる使用済燃料とバスケット構造部 

材の合計質量（＝  kg）の 1／3の質量 

Ａ2 ：拘束リング間長さにおける枠板（大）の断面積（＝  mm2） 

(2) 枠板（小）

a. 一次一般膜応力強さ

最大応力が発生するのは，枠板（小）の⑥部（図 5-1 の⑥部）である。

下方向加速度により発生する圧縮応力(σz)は，（5.1）式で，水平方向加速度により

発生する圧縮応力(σx)は，次式で表される。ただし，Ｇ1＝ＣV＋9.81 m/s2，Ｇ2＝ＣHで

あり，ＣH，ＣVは 5.2.2(1)a.と同等である。 

6

26
x

Ａ

・Ｇ 'ｍ
＝σ  （5.7） 

ここで， 

ｍ6’：図 5-2(1)に示す斜線部⑥’に含まれる使用済燃料とバスケット構造部材の

合計質量（＝  kg）の 1／3 の質量 

Ａ6 ：拘束リング幅に相当する長さにおける枠板（小）の断面積（＝  mm2） 

他の応力成分は零である。 

b. 一次膜＋一次曲げ応力強さ

最大応力が発生するのは，枠板（小）の⑥部（図 5-1 の⑥部）である。

下方向加速度により発生する圧縮応力(σz)は，（5.1）式で，水平方向加速度により

発生する圧縮応力(σx)及び曲げ応力(σx) ，(σz)は，（5.7）式及び次式で表される。 

ただし，Ｇ1＝ＣV＋9.81 m/s2，Ｇ2＝ＣH，Ｇ3＝ＣHであり，ＣH，ＣVは 5.2.2(1)a.と

同等である。 
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Ｚ

Ｍ
＝σ max
z

12

・
・Ｇｍ

＝Ｍ

2
5

5

36

max
     (5.8) 

6

・t
Ｚ＝

2
1

ここで， 

ｍ6 ：枠板（大）と枠板（小）の組合せ部の間にある使用済燃料とバスケット構

造部材の合計質量（＝  kg） 

 1 ：枠板により構成される格子の内寸（＝  ㎜） 

 5 ：枠板（大）と枠板（小）の組合せ部の間の長さ（＝  ㎜） 

ｔ ：枠板板厚（＝  ㎜） 

他の応力成分は零である。 

c. せん断応力

せん断応力(σs)の最大値は枠板（小）の⑤部（図 5-1 の⑤部）に発生し，次式で表さ

れる。ただし，Ｇ3＝ＣHであり，ＣHは 5.2.2(1)a.と同等である。 

σs＝   （5.9） 

ここで， 

ｍ5’：枠板（大）と枠板（小）の組合せ部の間にある使用済燃料とバスケット 

構造部材の合計質量（＝  kg） 

Ａ5’：枠板（大）と枠板（小）の組合せ部の 2 倍の断面積（＝  mm2）

他の応力成分は零である。 

d. 支圧応力

支圧応力(σp)の最大値は枠板（小）の⑥部（図 5-1 の⑥部）に発生し，（5.7）式で

表される。ただし，Ｇ2＝ＣHであり，ＣHは 5.2.2(1)a.と同等である。 

e. 座屈応力

座屈応力(σb)の最大値は枠板（小）の⑤部（図 5-1 の⑤部）に発生し，一次応力は

（4.1）式で求められる。ただし，Ｇ2＝ＣHであり，ＣHは 5.2.2(1)a.と同等である。 

(3) 燃料支持板

a. 一次一般膜応力強さ

最大応力が発生するのは，燃料支持板の脚部（図 5-1 の⑦部）である。

下方向加速度により発生する圧縮応力(σx)は，次式で表される。ただし，
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Ｇ1＝ＣV＋9.81 m/s2であり，ＣVは 5.2.2(1)a.と同等である。 

L

1T
x

Ａ

・Ｇｍ
＝σ  (5.10) 

ここで， 

ｍT ：バスケット総質量＋全使用済燃料質量（＝  kg） 

ＡL ：燃料支持板脚部断面積（＝  mm2） 

他の応力成分は零である。 

b. 一次膜＋一次曲げ応力強さ

最大応力が発生するのは，燃料支持板の脚部（図 5-1 の⑦部）であり，一次膜＋一次

曲げ応力強さ(σx)は，a.項の一次一般膜応力強さと同等である。 

(4) 拘束リング

a. 一次一般膜応力強さ

最大応力が発生するのは，拘束リングの⑧部（図 5-1 の⑧部）である。

水平方向加速度により発生する応力(σx)は，次式で表される。ただし，Ｇ3＝ＣHであ

り，ＣHは 4.2.2(1)a.と同等である。 

SSi3

5

1i
Six ／Ａsinθ・Ｇ・ｍ＝σ ∑     （5.11） 

ここで， 

ｍS1 ：図 5-2(2)の斜線部①の使用済燃料と枠板の質量（＝ kg）の 1／3の質

量 

θS1 ：ボルト１の取付け角度（＝69.5 °） 

ｍS2 ：図 5-2(2) の斜線部②の使用済燃料と枠板の質量（＝  kg）の 1／3の質

量 

θS2 ：ボルト２の取付け角度（＝50.0 °） 

ｍS3 ：図 5-2(2)の斜線部③の使用済燃料と枠板の質量（＝  kg）の 1／3の質

量 

θS3 ：ボルト３の取付け角度（＝33.5 °） 

ｍS4 ：図 5-2(2)の斜線部④の使用済燃料と枠板の質量（＝  kg）の 1／3の質

量 

θS4 ：ボルト４の取付け角度（＝20.0 °） 

ｍS5 ：図 5-2(2)の斜線部⑤の使用済燃料と枠板の質量（＝  kg）の 1／3の質

量 

θS5 ：ボルト５の取付け角度（＝7.5 °） 

ＡS ：拘束リングの断面積（＝  mm2） 

他の応力成分は零である。 
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b. 一次膜＋一次曲げ応力強さ

最大応力が発生するのは，拘束リングの⑧部（図 5-1 の⑧部）であり，一次膜＋一次

曲げ応力強さは，a.項の一次一般膜応力と同等である。 

(5) 拘束リングボルト

a. 一次一般膜応力強さ

拘束リングボルト（図 5-1 の⑨部）の一次一般膜応力強さは，次式で表わされる。

x f

f
f

R1

σ＝σ

Ｆ
σ＝

Ａ

 （5.10） 

ここで， 

σf ：拘束リングボルトの締付け応力 

Ｆf ：拘束リングボルトの初期締付け力（＝4800 N） 

ＡR1 ：拘束リングボルト（M12）の断面積（＝  mm2）で表される。 

他の応力成分は零である。 

b. 一次膜＋一次曲げ応力強さ

拘束リングボルト（図 5-1 の⑨部）の一次膜＋一次曲げ応力強さは，a.項の一次一般

膜応力強さと同等である。 

c. 一次膜＋二次膜応力強さ

拘束リングボルト（図 5-1 の⑨部）の一次膜＋二次膜応力強さは，a.項の一次一般膜

応力強さと同等である。 

d. （一次＋二次）膜応力＋曲げ応力強さ

拘束リングボルト（図 5-1 の⑨部）の（一次＋二次）膜応力＋曲げ応力強さは，a.項

の一次一般膜応力強さと同等である。 

(6) 枠板固定ボルト

a. 一次一般膜応力強さ

最大応力が発生するのは，33.5 °位置の枠板固定ボルト（図 5-1 の⑩部）である。

初期締付け力による引張応力（σx）は，次式で表わされる。

x f

f
f

R2

σ＝σ

Ｆ
σ＝

Ａ

 （5.11） 

ここで， 

σf ：枠板固定ボルトの締付け応力 

Ｆf ：枠板固定ボルトの初期締付け力（＝4800 N） 
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ＡR2 ：枠板固定ボルト（M10）の断面積（＝  mm2）水平方向加速度により発

生するせん断応力(σs)は，次式で表わせる。ただし，Ｇ3＝ＣHであり， 

ＣHは 5.2.2(1)a.と同等である。 

R22

S33S3

・Ａ ｎ

sinθ・Ｇ・ｍ
τ＝  （5.12） 

ここで， 

ｍS3 ：図 5-2(2)の斜線部③の使用済燃料と枠板の質量（＝ kg）の 1／3 の

質量 

θS3 ：枠板固定ボルト⑩部の位置の角度（＝33.5 °） 

ＡR2 ：枠板固定ボルト（M10）の断面積（＝  mm2） 

ｎ2 ：枠板固定ボルト本数（＝4 本） 

他の応力成分は零である。 

b. 一次膜＋一次曲げ応力強さ

一次膜＋一次曲げ応力強さは，a.項の一次一般膜応力強さと同等である。

5.2.3  計算結果 

応力計算結果を表 5-1 に示す。 
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5.3  貯蔵時（Ｓｓ地震力が作用する場合） 

5.3.1  荷重条件 

貯蔵時においてＳｓ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

ボルト初期締付け力＋地震力＋自重 

5.3.2  計算方法 

枠板（大），枠板（小），燃料支持板，拘束リング及び枠板固定ボルトの応力計算は 5.2.2

項と同様である。 

拘束リングボルトの応力計算は 5.2.2 項(5)a.及び b.と同様である。 

5.3.3  計算結果 

応力計算結果を表 5-2 に示す。 
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6. 評価結果

6.1  応力強さの評価 

各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，各設計事象の一次一般膜応力強さ(Ｐm)，一次膜＋一次曲げ応力強さ

(Ｐm＋Ｐb)及び一次応力と二次応力を加えて求めた応力強さ(Ｐm＋Ｐb＋Ｑ)は添付書類「Ⅴ-2-

1-9 機能維持の基本方針」の規定を満足する。

6.2  特別な応力の評価 

6.2.1  純せん断応力 

各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，各設計事象の平均せん断応力(σs)は添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能

維持の基本方針」の規定を満足する。 

6.2.2  支圧応力 

各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，各設計事象の平均支圧応力(σp)は添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維

持の基本方針」の規定を満足する。 

6.2.3  座屈応力 

各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，各設計事象の座屈応力(σb)は添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の

基本方針」の規定を満足する。 
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表 4-1 バスケット用材料の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

枠板 

枠板 

拘束リング

燃料支持板
許容値基準 

B-SUS SUS304 

Ⅰ 

＋ 

Ｓｄ
＊ 

一次一般膜応力強さ Ｐm 187 1.5･Ｓm 

一次膜＋一次曲げ応力強さ Ｐm+Ｐb 281 2.25･Ｓm 

純せん断応力 σs 112 0.9･Ｓm 

支圧応力 σp 
* 207 (310) 1.5･Ｓy (2.25･Ｓy)

座屈応力（一次＋二次） σb 105 
1.5･ｆb，1.5･ｆs

又は 1.5･ｆc 

Ⅰ 

＋ 

Ｓｓ 

一次一般膜応力強さ Ｐm 266 
Min.  

{2.4･Ｓm，2/3･Ｓu}

一次膜＋一次曲げ応力強さ Ｐm+Ｐb 399 
Min.  

{3.6･Ｓm，Ｓu} 

純せん断応力 σs 150 1.2･Ｓm 

支圧応力 σp 
* 276 (414) 2･Ｓy (3･Ｓy) 

座屈応力（一次＋二次） σb 105 
1.5･ｆb，1.5･ｆs

又は 1.5･ｆc 

注記 ＊：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大き

い場合の値。 
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表 4-2 バスケット用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

拘束リング

ボルト 

枠板 

固定ボルト 
許容値基準 

SUS630 

H1150 
SUS304 

Ⅰ 

＋ 

Ｓｄ
＊ 

一次一般膜応力強さ Ｐm 187 1.5･Ｓm 

一次膜＋一次曲げ応力強さ Ｐm+Ｐb 281 2.25･Ｓm 

一次膜応力+二次膜応力 Ｐm+Ｑm 
Min.  

{0.9･Ｓy，2/3･Ｓu}

一次応力＋二次応力 Ｐm+Ｑm+Ｐb+Ｑb 0.9･Ｓy 

Ⅰ 

＋ 

Ｓｓ 

一次一般膜応力強さ Ｐm 

2/3･Ｓu 

266 
Min.  

{2.4･Ｓm，2/3･Ｓu}

一次膜＋一次曲げ応力強さ Ｐm+Ｐb 

Ｓu 

399 
Min.  

{3.6･Ｓm，Ｓu} 
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表 5-1 バスケットの応力計算結果（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 応力分類 
評価点

（面）

応力成分 *1 応力 

強さ 

許容

応力σx σy σz τxy τyz τzx 

枠板 

（大） 

Pm ① 8 187 

Pm+Pb ③ 61 281 

σs ② 1 112 

σp ① 8 207 

σb ② 45 105 

枠板 

（小） 

Pm ⑥ 7 187 

Pm+Pb ⑥ 29 281 

σs ⑤ 1 112 

σp ⑥ 7 207 

σb ⑤ 2 105 

燃料 

支持板 

Pm ⑦ 8 187 

Pm+Pb ⑦ 8 281 

σs － － 112 

σp － － 207 

σb － － 105 

拘束 

リング

Pm ⑧ 4  121*2

Pm+Pb ⑧ 4  182*2

σs － －  72*2

σp － －  134*2

σb － －  68*2

拘束 

リング

ボルト

Pm ⑨ 43 447 

Pm+Pb ⑨ 43 671 

Pm+Qm ⑨ 43 543 

Pm+Qm
+Pb+Qb

⑨ 43 549 

枠板 

固定 

ボルト 

Pm ⑩ 65 187 

Pm+Pb ⑩ 65 281 

注記 ＊1：σx ：評価断面に垂直な方向の応力 σz ：評価断面に平行な方向の応力 

σy ：評価断面に平行な方向の応力 τxy，τyz，τzx ：評価断面上のせん断応力 

＊2：溶接継手効率を考慮 
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表 5-1 バスケットの応力計算結果（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 応力分類 
評価点

（面）

応力成分 *1 応力 

強さ 

許容

応力σx σy σz τxy τyz τzx 

枠板 

（大） 

Pm ① 12 266 

Pm+Pb ③ 98 399 

σs ② 1 150 

σp ① 12 276 

σb ② 45 105 

枠板 

（小） 

Pm ⑥ 11 266 

Pm+Pb ⑥ 47 399 

σs ⑤ 1 150 

σp ⑥ 11 276 

σb ⑤ 2 105 

燃料 

支持板 

Pm ⑦ 9 266 

Pm+Pb ⑦ 9 399 

σs － － 150 

σp － － 276 

σb － － 105 

拘束 

リング

Pm ⑧ 6  172*2

Pm+Pb ⑧ 6  259*2

σs － －  97*2

σp － －  179*2

σb － －  68*2

拘束 

リング

ボルト

Pm ⑨ 43 543 

Pm+Pb ⑨ 43 815 

枠板 

固定 

ボルト 

Pm ⑩ 70 266 

Pm+Pb ⑩ 70 399 

注記 ＊1：σx ：評価断面に垂直な方向の応力 σz ：評価断面に平行な方向の応力 

σy ：評価断面に平行な方向の応力 τxy，τyz，τzx ：評価断面上のせん断応力 

＊2：溶接継手効率を考慮 
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表 5-2 バスケットの応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合） 

（単位：MPa）

部位 応力の種類 評価点（面） 計算値 許容応力 

枠板（大） 

Pm ① 8 187 

Pm+Pb ③ 61 281 

σs ② 1 112 

σP ① 8 207 

σb ② 45 105 

枠板（小） 

Pm ⑥ 7 187 

Pm+Pb ⑥ 29 281 

σs ⑤ 1 112 

σP ⑥ 7 207 

σb ⑤ 2 105 

燃料支持板 

Pm ⑦ 8 187 

Pm+Pb ⑦ 8 281 

σs － － 112 

σP － － 207 

σb － － 105 

拘束リング 

Pm ⑧ 4  121* 

Pm+Pb ⑧ 4  182* 

σs － －  72* 

σP － －  134* 

σb － －  68* 

拘束リングボルト 

Pm ⑨ 43 447 

Pm+Pb ⑨ 43 671 

Pm+Qm ⑨ 43 543 

Pm+Qm+Pb+Qb ⑨ 43 549 

枠板固定ボルト 
Pm ⑩ 65 187 

Pm+Pb ⑩ 65 281 

注記 ＊：溶接継手効率を考慮 
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表 5-2 バスケットの応力評価（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa）

部位 応力の種類 評価点（面） 計算値 許容応力 

枠板（大） 

Pm ① 12 266 

Pm+Pb ③ 98 399 

σs ② 1 150 

σP ① 12 276 

σb ② 45 105 

枠板（小） 

Pm ⑥ 11 266 

Pm+Pb ⑥ 47 399 

σs ⑤ 1 150 

σP ⑥ 11 276 

σb ⑤ 2 105 

燃料支持板 

Pm ⑦ 9 266 

Pm+Pb ⑦ 9 399 

σs － － 150 

σP － － 276 

σb － － 105 

拘束リング 

Pm ⑧ 6  172* 

Pm+Pb ⑧ 6  259* 

σs － －  97* 

σP － －  179* 

σb － －  68* 

拘束リングボルト 
Pm ⑨ 43 543 

Pm+Pb ⑨ 43 815 

枠板固定ボルト 
Pm ⑩ 70 266 

Pm+Pb ⑩ 70 399 

注記 ＊：溶接継手効率を考慮 
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1. 概  要

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅢ）のトラニオンに関する耐震性についての計

算書である。 

2. 評価部位

トラニオンの評価部位は，次のとおりである（図 2-1 参照）。

(1) トラニオン

(2) トラニオン取付けボルト

3. 計算方法

(1) トラニオンの応力計算は，想定される機械的荷重を基に応力評価式を用いて行う。

(2) 応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは以下のとおりである。

a. 機械的荷重

(3) 貯蔵時においては，地震力が作用する場合の鉛直方向及び水平方向荷重は，下部トラニオ

ン 4 個で支持する。

なお，荷重作用点位置は荷重支持面の中央点とする。

(4) 構造の不連続性を考慮して応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，応力計算書に示

す。応力評価は，この応力評価点（面）について行う。 

4. 応力の評価

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類ごとに分類し，

以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σ：評価断面に垂直な方向の応力 

τ：せん断応力 

トラニオン用材料およびトラニオン用材料（ボルト用材料）の許容応力値を表 4-1，表 4-2 に

示す。 

(1) トラニオン（ボルトを除く。）の応力評価

トラニオンの応力評価は，設計・建設規格 SSB-3120 に従い以下の項目について添付書類

「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応力以下であることを確認する。 
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a. 一次応力

b. 一次＋二次応力

c. 組合せ応力

(2) トラニオン取付けボルトの応力評価

ボルトの応力評価は，設計・建設規格 SSB-3130 に従い添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の

基本方針」で示した許容応力以下であることを確認する。 

5. 計算結果

5.1 応力評価点 

トラニオンの応力評価点（面）を図 5-1 に示す。

5.2 貯蔵時（Ｓｄ
＊及びＳｓ地震力が作用する場合） 

5.2.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ
＊及びＳｓ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

地震力＋自重 

5.2.2 計算方法 

(1) 一次応力

a. せん断応力

最大応力が発生する箇所は，図 5-1 に示す下部トラニオンの評価点③である。水平方向

加速度及び鉛直方向加速度により発生するせん断応力（τ）は，次式で表される（図 5-2

参照）。 

1
1

2
2

23CG1
m

3

m

ａ
ａ

2・ａ

・ａ－Ｇ・ｈＧｍ・
＝Ｆ

Ａ

Ｆ
τ＝

（5.1） 

ここで， 

Ｇ1＝ＣH 

Ｇ3＝9.81－ＣV

ｈCG ：貯蔵容器底面から重心までの高さ（＝2820 mm） 

ａ1 ：支点Ｏから支持台 のトラニオン固定金具中心までの距離（＝2074.5 mm） 

ａ2 ：支点Ｏから支持台 のトラニオン固定金具中心までの距離（＝949.5 mm）

Ｆm ：地震力によりトラニオンに作用する荷重（＝  N） 

ｍ ：貯蔵容器の質量（＝  ㎏） 

Ａ3 ：図 5-1 の評価点③の断面積（＝  mm2）

ＣH  ：水平方向設計震度（＝11.48 m/s2） 

ＣV  ：鉛直方向設計震度（＝6.38 m/s2） 
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b. 曲げ応力

最大応力が発生する箇所は，図 5-1 の下部トラニオンの評価点④である。水平方向加速

度及び鉛直方向加速度により発生する曲げ応力（σb4）は，次式で表される。 

4

4m
b4

Ｚ

・ＬＦ
＝σ （5.2） 

ここで， 

Ｆm ：地震力によりトラニオンに作用する荷重（＝  N） 

Ｌ4 ：地震力が作用する場合の図 5-1 の評価点④と荷重作用位置との距離 

（＝94.5 mm） 

Ｚ4 ：図 5-1 の評価点④の断面係数（＝  mm3） 

c. 支圧応力

応力が発生する箇所は，図 5-1 の下部トラニオンの評価点⑤である。トラニオン固定

金具によって生じる支圧応力（σp）は，次式で表される。 

5

m
p

Ａ

Ｆ
＝σ （5.3） 

ここで， 

Ｆm ：地震力によりトラニオンに作用する荷重（＝  N） 

Ａ5 ：評価点⑤に接触するトラニオン固定金具の投影面積（＝   mm2） 

d. 組合せ応力

せん断応力（τ）と曲げ応力（σb4）との組合せ応力（σT）は，次式で表される。

22
b4T 3・τσ＝σ （5.4） 

ここで， 

σb4 ：（5.2）式と同じ 

τ ：（5.1）式と同じ 

e. トラニオン取付けボルトの引張応力

最大応力が発生する箇所は，図5-1に示す下部トラニオンの評価点⑥である。

トラニオンに曲げモーメントが作用する場合にトラニオン取付けボルトに生ずる引張応

力は，次式で表される。 

σB6 ＝ 

(5.5) 

Ｍ6 ＝Ｆm・Ｌ6 

ここで， 

Ｍ6 ：曲げモーメント（＝1.083×108 N･mm） 

Ｚ6 ：トラニオン取付けボルトの断面係数（＝1.009×106 mm3) 
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Ｆm ：地震力によりトラニオンに作用する荷重(＝5.401×105 N) 

Ｌ6 ：地震力が作用する場合の図 5-1 の評価点⑥と荷重作用点との距離 

（＝200.5 mm） 

(2) 一次＋二次応力

a. せん断応力

せん断応力の全振幅（τ）は，（5.1）式と同様に与えられる。

b. 曲げ応力

曲げ応力の全振幅（σb）は，（5.2）式と同様に与えられる。

c. 支圧応力

支圧応力の全振幅（σp）は，（5.3）式と同様に与えられる。

d. 組合せ応力

せん断応力（τ）と曲げ応力（σb）との組合せ応力（σT）は，（5.4）式と同様に与え

られる。 

5.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 5-1 に示す。 
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6. 応力の評価

6.1 一次応力の評価 

各設計事象における評価を表 5-1 に示す。 

表 5-1 より，各設計事象の一次応力は添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」の各規定

を満足する。 

6.2 一次＋二次応力の評価 

各設計事象における評価を表 5-1 に示す。 

表 5-1 より，各設計事象の一次＋二次応力は添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」の

各規定を満足する。 

6.3 組合せ応力の評価 

各設計事象における評価を表 5-1 に示す。 

表 5-1 より，地震時における組合せ応力は添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」の各

規定を満足する。 
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図 2-1 トラニオンの応力解析箇所 

図 2-1  トラニオンの応力解析箇所 
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図 5-2 地震時に作用する荷重の計算モデル 
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表 4-1 トラニオン用材料の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

ステンレス鋼
許容値基準 

SUS630 H1150 

Ⅰ 

＋ 

Ｓｄ
＊

＊１

一
次
応
力 

引張応力  588 ƒｔ

圧縮応力  587 ƒc

せん断応力  339 ƒｓ

曲げ応力  801 ƒb

支圧応力  801 ƒp

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 *2 1176 2ƒｔ

せん断応力 *2  678 2ƒｓ

曲げ応力 *2 1603 2ƒb

支圧応力  801 ƒp

座屈応力  339 ƒb，ƒｓ又は ƒc

Ⅰ 

＋ 

Ｓｓ
＊１

一
次
応
力 

引張応力  588 ƒｔ

圧縮応力  587 ƒc

せん断応力  339 ƒｓ

曲げ応力  801 ƒb

支圧応力  801 ƒp

一
次
＋
二
次
応
力 

引張・圧縮応力 *2 1176 2ƒｔ

せん断応力 *2  678 2ƒｓ

曲げ応力 *2 1603 2ƒb

支圧応力  801 ƒp

座屈応力  339 ƒb, ƒｓ又は ƒc

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

① 次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力(σ)とせん断応力(τ)を組み合

わせた応力(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。

22
T ＋3・τσ＝σ

② 圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。

*
b

bc

*
c

c

f・ 1.5

σ
+

f・ 1.5

σ
≦1 かつ 

*
t

cbt

f・ 1.5

σ－σ
≦1 

③ 引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。

*
t

btt

f・ 1.5

σ+σ
≦1 かつ 

*
b

tbc

f・ 1.5

σ－σ
≦1 

ただし，②及び③において，一次応力については上式による。一次＋二次応力の 

場合，分母の 1.5･ｆc
*，1.5･ｆb

*，1.5･ｆt
*は 3･ｆc，3･ｆb，3･ｆtとする。 

＊2：地震力のみによる全振幅について評価する。
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表 4-2 トラニオン用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容応力区分 応力の種類 

許容応力値 

低合金鋼 

許容値基準 トラニオン取付けボルト

SNB23-3 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ 

＊１
 

引張応力 471 ƒｔ

せん断応力 362 ƒｓ

Ⅰ＋Ｓｓ  
＊１

引張応力 471 ƒｔ

せん断応力 362 ƒｓ

注記 ＊１：組合せ応力が考えられる場合の許容引張値（ｆｔ）は，次の２つの計算式により計

算した値のいずれか小さい方の値とする。 

 ｆＴ＝1.4・ｆｔ－1.6・τ 

 ｆＴ≦ｆｔ 

ここで，τ：ボルトに発生するせん断応力（MPa） 

ただし， 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊の場合，ｆｔは 1.5ｆｔ とする。 

Ⅰ＋Ｓｓ  の場合，ｆｔは 1.5ｆｔ
＊とする。 
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表 5-1 トラニオンの応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力及びＳｓ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部 

位 

応力の種類 
Ｓｄ

＊地震力 Ｓｓ地震力 

許容応力
計算値 

評価点 
（面） 

計算値 
評価点 
（面） 

下
部
ト
ラ
ニ
オ
ン 

一
次
応
力 

せん断応力 31 ③ 65 ③  339 

曲げ応力 91 ④ 190 ④  801 

支圧応力 112 ⑤ 232 ⑤  801 

組合せ応力 104 ④ 217 ④  588 

一
次
＋
二
次
応
力 

せん断応力 31 ③ 65 ③  678 

曲げ応力 91 ④ 190 ④ 1603 

支圧応力 112 ⑤ 232 ⑤  801 

組合せ応力 104 ④ 217 ④ 1176 

ト
ラ
ニ
オ
ン
取
付
け
ボ
ル
ト 

一
次
応
力 

引張応力 108 ⑥ 225 ⑥  471 

注記 ＊：地震力のみによる全振幅について評価する。 
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1. 概  要

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅢ）の支持構造物に関する耐震性についての計

算書である。 

2. 評価部位

支持構造物の評価部位は次のとおりである（図 2-1 参照）。

(1) 支持台座

(2) トラニオン固定金具

(3) 容器押え金具

(4) トラニオン固定ボルト

(5) リブ

(6) アンカーボルト

3. 計算方法

(1) 支持構造物の応力計算は，想定される機械的荷重を基に応力評価式を用いて行う。

(2) 応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは以下のとおりである。

a. 機械的荷重

(3) 貯蔵時に貯蔵容器に地震力が作用する場合の上方向，下方向，水平方向荷重は，それぞれ

トラニオン固定金具，支持台座，容器押え金具で支持する。

なお，荷重作用点位置は荷重支持面の中央点とする。 

(4) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，応力計算書に示

す。

応力評価は，この応力評価点（面）について行う。N
T
2
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-
2
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-
2
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-
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4. 応力評価

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎に分類し，以

下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σ ：評価断面に垂直な方向の応力 

τ ：せん断応力 

支持構造物用材料の許容応力値を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

(1) 支持構造物（ボルトを除く）の応力評価

支持構造物の応力評価は，設計･建設規格 SSB-3120 に従い以下の項目について添付書類

「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応力以下であることを確認する。 

a. 一次応力

b. 一次＋二次応力

c. 組合せ応力

(2) ボルトの応力評価

ボルトの応力評価は，設計･建設規格 SSB-3130 に従い添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の

基本方針」で示した許容応力以下であることを確認する。 

評価断面

τ

σ

N
T
2
 
補
③

 Ｖ
-
2
-4
-
2
-3
-
3
-4
 
R
0 



3 

5. 応力計算

5.1  応力評価点 

支持構造物の応力評価点(面)を図 5-1 に示す。 

5.2  貯蔵時（Ｓｄ
＊地震力が作用する場合） 

5.2.1  荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ
＊地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

地震力＋自重 

5.2.2  計算方法 

トラニオン固定ボルト，トラニオン固定金具，リブ，アンカーボルト，容器押え金具及

び支持台座の応力計算は以下に示すとおりである。 

(1) トラニオン固定ボルト

a. 引張応力

トラニオン固定ボルトに作用する最大引張力（Ｆ1）は図 5-2 に示す支持台 に生じ，

次式により与えられる。 

c

1
1

2
2

22CG1
1 ・ｍ

＋ａ
ａ

2・ａ

・ａ－Ｇ・ｈＧ
＝Ｆ

 (5.1) 

ここで， 

Ｇ1=ＣH，Ｇ2=9.81－ＣV 

ＣH ：水平方向加速度（＝7.06 m/s2） 

ＣV ：鉛直方向加速度（＝3.53 m/s2）

ｈCG ：貯蔵容器底面から重心までの高さ（＝2820 mm） 

ａ1 ：支点Ｏから支持台 のトラニオン固定金具中心までの距離（＝2074.5 mm） 

ａ2 ：支点Ｏから支持台 のトラニオン固定金具中心までの距離（＝949.5 mm） 

ｍc ：貯蔵容器質量（＝       kg） 

この引張力(Ｆ1)によりトラニオン固定ボルトに発生する引張応力(σt)は次式で表わ

される。 

55

1
t

・Ａｎ

Ｆ
σ  (5.2) 

ここで， 

Ｆ1 ：引張力（＝  N） 

ｎ5 ：トラニオン固定金具１組当たりのボルトの本数（＝

Ａ5 ：トラニオン固定ボルト(M45)の断面積（＝  mm2） 

N
T

2 
ｷ
ｬ
ｽ
ｸ
 
Ⅳ

-3
-1

-4
-2
 

R
0 

N
T
2
 
補
③

 Ｖ
-
2
-4
-
2
-3
-
3
-4
 
R
0



 4 

(2)  トラニオン固定金具 

a.  一次応力 

(a)  曲げ応力 

トラニオン固定金具にはトラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ1)により曲げ応力(σb)

が発生し，次式により与えられる。 

1b ・Ｆ
４・Ｚ

Ｌ
σ                                                 (5.3) 

ここで， 

Ｆ1 ：引張力（＝  N） 

Ｌ ：トラニオン固定ボルト間距離（＝220 mm） 

Ｚ ：トラニオン固定金具の断面係数（＝  mm3） 

 

b.  一次＋二次応力 

(a)  曲げ応力 

トラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ1)による曲げ応力の全振幅(σb)は，(5.3)式と同

様に与えられる。 

 

(3)  リブ 

a.  一次応力 

(a)  引張応力 

トラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ1)によりリブに発生する引張応力(σt)は，次式

により与えられる。 

1

1
t

Ａ

Ｆ
＝σ                                                        (5.4) 

ここで， 

Ｆ1 ：引張力（＝  N） 

Ａ1 ：リブの支持台座接触断面積（＝  mm2） 

 

(a) 圧縮応力 

リブに作用する最大圧縮力(Ｆc)は支持台 に生じ，次式により与えられる。 

12sc2c ＋Ｆ）＋2・Ｆ＋ｍ・（ｍＧＦ  

c

1
1

2
2

22CG1
1 ・ｍ

＋ａ
ａ

2・ａ

・ａ－Ｇ・ｈＧ
＝Ｆ

                              (5.5) 

1
1

2
2 ・Ｆ

a

a
＝Ｆ  

ここで， 

Ｇ1＝ＣH，Ｇ2＝9.81＋ＣV 
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ＣH ：水平方向加速度（＝7.06 m/s2） 

ＣV ：鉛直方向加速度（＝3.53 m/s2） 

ｈCG ：貯蔵容器底面から重心までの高さ（＝2820 mm） 

ｍc ：貯蔵容器質量（＝  kg） 

ｍs ：支持台１個の質量（＝  kg） 

Ｆ1 ：支持台 での引張力（＝  N） 

Ｆ2 ：支持台 での引張力（＝  N） 

a1 ：支点Ｏから支持台 のトラニオン固定金具中心までの距離 

（＝2074.5 mm） 

a2 ：支点Ｏから支持台 のトラニオン固定金具中心までの距離（＝949.5 mm） 

この圧縮力(Ｆc)によりリブに発生する圧縮応力(σc)は次式で表わされる。

1

c
c

Ａ

Ｆ
＝σ  (5.6) 

ここで， 

Ｆc ：圧縮力（＝  N） 

Ａ1 ：リブの支持台座接触断面積（=  mm2） 

b. 一次＋二次応力

(a) 引張・圧縮応力

地震のみによる応力の全振幅(σ)は，次式で表わされる。

ct＋σσσ   (5.7) 

ここで， 

σt ：a.(a)にて求めた引張応力 

σc ：a.(b)にて求めた圧縮応力 

(4) アンカーボルト

a. 引張応力

(5.1)式により与えられる引張力(Ｆ1)によりアンカーボルトに生じる引張応力

(σt)は次式により与えられる。 

66

1
t

・Ａｎ

Ｆ
＝σ  (5.8) 

ここで， 

Ｆ1 ：(1)a.にて求めた引張力（＝  N） 

ｎ6 ：支持台１個当たりのアンカーボルト本数（＝ ） 

Ａ6 ：アンカーボルト(M36)の断面積（＝ mm2） 

b. せん断応力

アンカーボルトに作用する最大水平力(ＦH)は支持台 , に生じ，次式により与えら

れる。 
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）ｍ・＋4・（ｍＣＦ scHH   (5.9) 

ここで， 

ＣH ：水平方向加速度（＝7.06 m/s2） 

ｍc ：貯蔵容器質量（＝  kg） 

ｍs ：支持台１個の質量（＝  kg） 

この水平力(ＦH)によりアンカーボルトに生じるせん断応力(τ)は，次式で表される。 

66

H

・Ａｎ・

Ｆ
τ

2
 (5.10) 

ここで， 

ＦH ：水平力（＝  N） 

ｎ6 ：支持台１個当たりのアンカーボルト本数（＝ ） 

Ａ6 ：アンカーボルト(M36)の断面積（＝ mm2） 

(5) 容器押え金具

a. 一次応力

(a) 圧縮応力

容器押え金具に作用する最大水平力(ＦH)は支持台 に生じ，次式により与えられる。 

cHH ・ｍＣＦ   (5.11) 

ここで， 

ＣH ：水平方向加速度（＝7.06 m/s2） 

ｍc ：貯蔵容器質量（＝  kg） 

水平力(ＦH)より容器押え金具に発生する圧縮応力(σc)は次式で表される。

44

H
c

・Ａｎ

Ｆ
＝σ  (5.12) 

ここで， 

ＦH ：水平力（＝  N） 

ｎ4 ：支持台１個当たりの容器押え金具の本数（＝ ） 

Ａ4 ：容器押え金具(M42)の断面積（＝ mm2） 

b. 一次＋二次応力

(a) 引張・圧縮応力

地震力のみによる応力の全振幅(σ)は，(5.12)式と同様に与えられる。

(6) 支持台座

a. 一次応力

(a) 支圧応力

支持台座に作用する最大圧縮力(Ｆc)は支持台 に生じ，次式により与えられる。

12c2c ＋Ｆ＋2・Ｆ・ｍＧＦ        (5.13) 

ここで， 
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Ｇ2=9.81+ＣV 

ＣV ：鉛直方向加速度（＝3.53 m/s2） 

ｍc ：貯蔵容器質量（＝  kg） 

Ｆ1 ：支持台 での引張力（＝  N） 

Ｆ2 ：支持台 での引張力（＝  N） 

圧縮力(Ｆc)により発生する支圧応力(σp)は次式で表わされる。 

2

c
p

Ａ

Ｆ
σ  (5.14) 

ここで， 

Ｆc ：圧縮力（＝  N） 

Ａ2 ：支持台座のキャスク容器底面接触面積（＝  mm2） 

b. 一次＋二次応力

(a) 支圧応力

支圧応力(σp)は(5.14)式と同様に与えられる。

5.2.3  計算結果 

応力計算結果を表 5-1 に示す。 
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5.3  貯蔵時（Ｓｓ地震力が作用する場合） 

5.3.1  荷重条件 

貯蔵時においてＳｓ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

地震力＋自重 

5.3.2  計算方法 

トラニオン固定ボルト，トラニオン固定金具，リブ，アンカーボルト，容器押え金具及

び支持台座の応力計算は 5.2.2 項と同様である。 

5.3.3  計算結果 

応力計算結果を表 5-2 に示す。 
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6. 応力の評価

6.1  一次応力の評価 

評価を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，一次応力は添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」の規定を満

足する。 

6.2  一次＋二次応力の評価 

評価を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，一次＋二次応力は添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」の規

定を満足する。 

6.3  組合せ応力の評価 

地震時における評価を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，地震時における組合せ応力は添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本

方針」の規定を満足する。 
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図 2-1 支持構造物の応力解析箇所 
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図 5-2  地震時に作用する荷重の計算モデル 
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表 4-1(1) 支持構造物用材料の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

炭素鋼 炭素鋼 低合金鋼 低合金鋼

許容値基準 リブ 支持台座 
トラニオン

固定金具

容器 

押え金具

SM490B SF490A SNB24-1 SNB23-1 

Ⅰ 

＋ 

Ｓｄ
＊

*1

一
次
応
力 

引張応力  272  222  726  726 ƒｔ

圧縮応力  259  221  723  713 ƒc

せん断応力  157  128  419  419 ƒｓ

曲げ応力  313  256  837  837 ƒb

支圧応力  370  302  990  990 ƒp

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 *2  544  444 1452 1452 2ƒｔ

せん断応力*2  314  256  838  838 2ƒｓ

曲げ応力*2  627  512 1675 1675 2ƒb

支圧応力  370  302  990  990 ƒp

座屈応力  157  128  419  419 
ƒb, ƒｓ

又は ƒc

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力(σ)とせん断応力(τ)を組み合わせ

た応力(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。

  22
T 3・τσσ

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。

bc f

σ

f

σ bcc
+ ≦1 かつ

t

cbt

f

σ－σ
≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。

t

btt

f

σσ +
≦1 かつ 

b

tbc

f

σ－σ
≦1 

ただし，②及び③において，設計事象Ⅰの一次応力については上式による。 

Ⅰ+Ｓｄ
＊の一次応力の場合，分母のｆc,ｆb,ｆtは，1.5･ｆc,1.5･ｆb,1.5･ｆtとする。 

Ⅰ+Ｓｄ
＊の一次＋二次応力の場合，分母のｆc,ｆb,ｆtは，3･ｆc,3･ｆb,3･ｆtとする。 

＊2：Ｓｄ
＊地震力のみによる全振幅について評価する。 

N
T
2
 
補
③

 Ｖ
-
2
-4
-
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-
3
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表 4-1(2) 支持構造物用材料の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

リブ 支持台座 
トラニオン 

固定金具 

容器 

押え金具 許容値基準 

SM490B SF490A SNB24-1 SNB23-1

Ⅰ 

＋ 

Ｓｓ
 

*1 

一
次
応
力 

引張応力  308  266  726  726 ƒｔ 

圧縮応力  291  265  723  713 ƒc 

せん断応力  177  153  419  419 ƒｓ 

曲げ応力  355  306  837  837 ƒb 

支圧応力  420  362  990  990 ƒp 

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 *2  544  444 1452 1452 2ƒｔ 

せん断応力 *2  314  256  838  838 2ƒｓ 

曲げ応力 *2  627  512 1675 1675 2ƒb 

支圧応力  420  362  990  990 ƒp 

座屈応力  157  128  419  419 ƒb, ƒｓ又は ƒc 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力(σ)とせん断応力(τ)を組み合わせ

た応力(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

  22
T 3・τσσ  

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

  
*

b

bc

*
c

c

f・ 1.5

σ
+

f・ 1.5

σ
≦1 かつ 

*
t

cbt

f・ 1.5

σ－σ
≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

  
*

t

btt

f・ 1.5

σ+σ
≦1 かつ 

*
b

tbc

f・ 1.5

σ－σ
≦1 

ただし，②及び③において，一次応力については上式による。一次＋二次応力の場

合，分母の 1.5･ｆc
*，1.5･ｆb

*，1.5･ｆt
*は 3･ｆc，3･ｆb，3･ｆtとする。 

   ＊2：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について評価する。  

N
T
2
 
補
③

 Ｖ
-
2
-4
-
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-
3
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R
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表 4-2 支持構造物用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容応力区分 応力の種類 

許容応力値 

低合金鋼 低合金鋼 

許容値基準トラニオン固定ボルト アンカーボルト

SNB23-1 SCM435 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ *

引張応力 544 444 * ƒｔ

せん断応力 419 341 ƒｓ

Ⅰ＋Ｓｓ * 
引張応力 544 444 * ƒｔ

せん断応力 419 341 ƒｓ

注記 ＊：組合せ応力が考えられる場合の許容引張値(ｆt)は，次の 2 つの計算式により計算

した値のいずれか小さい方の値とする。 

τ・ 1.6-＝1.4・ｆｆ tT  

tT＝ｆｆ  

ここで，τ：ボルトに発生するせん断応力（MPa）。 

ただし，設計事象Ⅰの一次応力については上式による。Ⅰ+Ｓｄ
＊の場合，ｆtは，1.5･

ｆtとする。Ⅰ+Ｓｓの場合，ｆtは，1.5･ｆt
*とする。 
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表 5-1 支持構造物の応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合） 

     (単位：MPa)

部 位 応力の種類 

貯蔵時 

許容応力 評価点 

（面） 
計算値 

リブ 
一次応力 

引張応力 ①  10  272 

圧縮応力 ①  37  259 

一次＋二次応力* 引張・圧縮応力 ①  47  544 

支持台座 
一次応力 支圧応力 ②  30  302 

一次＋二次応力* 支圧応力 ②  30  302 

トラニオン 

固定金具 

一次応力 曲げ応力 ③ 280  837 

一次＋二次応力* 曲げ応力 ③ 280 1675 

容器押え金具 
一次応力 圧縮応力 ④ 291  713 

一次＋二次応力* 引張・圧縮応力 ④ 291 1452 

トラニオン 

固定ボルト 
－ 引張応力 ⑤ 170  544 

アンカー 

ボルト 
－ 

引張応力 ⑥  89  444 

せん断応力 ⑥  68  341 

組合せ応力 ⑥  89  444 

注記 ＊：地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 5-2 支持構造物の応力評価（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合） 

(単位：MPa)

部 位 応力の種類 

貯蔵時 

許容応力 評価点 

（面） 
計算値 

リブ
一次応力 

引張応力 ①  21  308 

圧縮応力 ①  56  291 

一次＋二次応力* 引張・圧縮応力 ①  77  544 

支持台座 
一次応力 支圧応力 ②  44  362 

一次＋二次応力* 支圧応力 ②  44  362 

トラニオン

固定金具

一次応力 曲げ応力 ③ 583  837 

一次＋二次応力* 曲げ応力 ③ 583 1675 

容器押え金具
一次応力 圧縮応力 ④ 473  713 

一次＋二次応力* 引張・圧縮応力 ④ 473 1452 

トラニオン

固定ボルト 
－ 引張応力 ⑤ 355  544 

アンカー

ボルト 
－ 

引張応力 ⑥ 185  444 

せん断応力 ⑥ 110  341 

組合せ応力 ⑥ 185  444 

注記 ＊：地震力のみによる全振幅について評価する。 

N
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1. 概  要

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプⅢ）の二次蓋に関する耐震性についての計算書

である。 

2. 評価部位

二次蓋の評価部位を図 2-1 に示す。

3. 計算方法

(1)二次蓋の応力計算は，応力評価式を用いて行う。

(2)応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の 3つである。

a.最高使用圧力（0.4 MPa）

b.ボルト初期締付け力

c.地震力

4. 応力の評価

4.1  地震時（Ｓｄ
＊）の応力計算 

4.1.1  荷重条件 

地震時（Ｓｄ
＊）時における荷重は次に示す組合せとする。 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ
＊ 

ここで， 

Ｄ ： 死荷重 

ＰＤ： 地震と組み合わすべき設計事象Ⅰ及びⅡ，又は当該設備に設計上定められた

最高使用圧力による機械的荷重 

ＭＤ： 地震と組み合わすべき設計事象Ⅰ及びⅡ，又は当該設備に設計上定められた

機械的荷重（設計事象Ⅱ：貯蔵容器の支持構造物への衝突（6g））

Ｓｄ
＊：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

である。 

本計算書においては，Ｄは二次蓋の自重による荷重，ＰＤは最高使用圧力による荷重，Ｍ

Ｄは設計事象Ⅰ及びⅡにおいて作用する加速度による荷重のうち最大のもの（支持構造物

への衝突：底部脚部の衝突）とする。 

4.1.2  計算方法 

(1) 二次蓋の自重による荷重（D）

二次蓋の自重による応力は次式で計算する。

2

2

D
t

r・P・1.24
σ  （4.1） 

ここで， 

P： 等分布荷重（＝8.595×10-3 MPa） 

P＝m・g ／A
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m： 二次蓋の質量（＝  kg） 

g： 重力加速度（＝9.81 m/s2）

A： 荷重負荷面積（＝π・ｒ2＝  mm2） 

r： 二次蓋締付けボルトピッチ円の半径（＝  mm） 

t： 二次蓋製作上の最小厚さ（＝  mm） 

(2) 最高使用圧力による荷重（PD）

二次蓋の最高使用圧力による応力は次式で計算する。

2

2

P
t

r・P・1.24
σ  （4.2） 

ここで， 

P： 最高使用圧力（＝0.4 MPa） 

r： 二次蓋締付けボルトピッチ円の半径（＝  mm） 

t： 二次蓋製作上の最小厚さ（＝  mm） 

(3) 機械的荷重（MD）

二次蓋の機械的荷重による応力は次式で計算する。

2

2

M
t

r・P・1.24
σ  （4.3） 

ここで， 

P： 等分布荷重（＝5.155×10-2 MPa） 

P＝m・G／A 

m： 二次蓋の質量（＝  kg） 

G： 加速度（＝58.84 m/s2） 

A： 荷重負荷面積（＝π・ｒ2＝  mm2） 

r： 二次蓋締付けボルトピッチ円の半径（＝  mm） 

t： 二次蓋製作上の最小厚さ（＝  mm） 

(4) 地震力による荷重（Ｓｄ
＊）

二次蓋の地震力による応力については，二次蓋はインロー構造によりキャスク本体に設

置されるため水平方向の荷重は無視できる。 

よって，二次蓋の地震力による応力は次式で計算する。 

2

2

S
t

r・P・1.24
σ  （4.4） 

ここで， 

P： 等分布荷重（＝3.093×10-3 MPa） 

P＝m・G／A 

m： 二次蓋の質量（＝  kg） 

G：Ｓｄ
＊地震力による鉛直方向加速度（＝3.53 m/s2） 

A： 荷重負荷面積（＝π・ｒ
2
＝  mm2）

r： 二次蓋締付けボルトピッチ円の半径（＝  mm） 

t： 二次蓋製作上の最小厚さ（＝  mm） 
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4.1.3  計算結果 

応力計算結果を表 4-1 に示す。 

4.2  地震時（Ｓｓ）の応力計算 

4.2.1  荷重条件 

地震時（Ｓｓ）時における荷重は次に示す組合せとする。 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ 

ここで，Ｄ，ＰＤ及びＭＤは 4.1.1 項と同様である。 

ただし， 

Ｓｓ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

である。 

4.2.2  計算方法 

(1) 二次蓋の自重による荷重

二次蓋の自重による応力は 4.1.2(1)項に示す計算方法により計算する。

(2) 最高使用圧力による荷重

二次蓋の最高使用圧力による応力は 4.1.2(2)項に示す計算方法により計算する。

(3) 機械的荷重

二次蓋の機械的荷重による応力は 4.1.2(3)項に示す計算方法により計算する。

(4) 地震力による荷重

二次蓋の地震力による応力については，4.1.2(4)項に示す計算方法により計算する。

ただし，

P：等分布荷重（＝  MPa） 

P＝m・G／A 

G：Ｓｓ地震力による鉛直方向加速度（＝6.38 m/s2） 

4.2.3  計算結果 

応力計算結果を表 4-1 に示す。 
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4.3  二次蓋締付けボルトの応力計算 

4.3.1  荷重条件 

地震時における荷重は次に示す組合せとする。 

 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ
＊ 又は Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ 

ここで， 

Ｄ ：死荷重 

ＰＤ  ：地震と組み合わすべき設計事象Ⅰ及びⅡ，又は当該設備に設計上定められた

最高使用圧力による機械的荷重 

ＭＤ  ：地震と組み合わすべき設計事象Ⅰ及びⅡ，又は当該設備に設計上定められた

機械的荷重 

Ｓｄ
＊：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

Ｓｓ  ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

である。 

本計算書において，Ｄは二次蓋のガスケット反力，ＰＤは最高使用圧力による荷重とし，

ＭＤは設計事象Ⅰ及びⅡにおいて作用する加速度による荷重のうち最大のもの（支持構造

物への衝突：底部脚部の衝突）とする。 

4.3.2  計算方法 

(1) 二次蓋のガスケット反力による荷重（Ｄ） 

二次蓋締付けボルトのガスケット反力による応力は次式で計算する。 

B

G
D

A

F
σ                                                            （4.5） 

ここで， 

FG： ガスケット反力（＝ 6 N） 

FG＝2・π・f・dG 

f： ガスケット１本当たりの線荷重（＝  N/mm） 

dG： ガスケットの平均径（＝  mm） 

AB： ボルト全数の最小断面積（＝  mm2） 

 （二次蓋締付けボルトの最小径：  mm） 

 （二次蓋締付けボルトの本数： 本） 

 

(2) 最高使用圧力による荷重（ＰＤ） 

二次蓋締付けボルトの最高使用圧力による応力は次式で計算する。 

B

2

P
A

r　P・π・
σ                                                   （4.6） 

ここで， 

P： 最高使用圧力（＝0.4 MPa） 

r： 二次蓋締付けボルトピッチ円の半径（＝  mm） 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-3
-
3
-5
 

R
0 



5 

AB： ボルト全数の最小断面積（＝  mm2） 

(3) 機械的荷重（ＭＤ）

二次蓋締付けボルトの機械的荷重による応力は次式で計算する。

B

M
A

m・G
σ  （4.7） 

ここで， 

m： 二次蓋の質量（＝  kg） 

G： 加速度（＝58.84 m/s2） 

AB： ボルト全数の最小断面積（＝  mm2） 

(4) 地震力による荷重（Ｓｄ
＊ 及びＳｓ）

二次蓋締付けボルトの地震力による応力は二次蓋に作用する慣性力により発生する。二

次蓋はインロー構造によりキャスク本体に取り付けられるため水平方向の荷重は無視でき，

鉛直方向の荷重のみを考慮すればよい。 

二次蓋締付けボルトの地震力による応力は次式で計算する。 

B

S
A

G・m
σ  （4.8） 

ここで， 

m： 二次蓋の質量（＝  kg） 

G： Ｓｄ
＊地震力による鉛直方向加速度（＝3.53 m/s2） 

G： Ｓｓ地震力による鉛直方向加速度（＝6.38 m/s2） 

AB： ボルト全数の最小断面積（＝  mm2） 

4.3.3  計算結果 

応力計算結果を表 4-2 に示す。
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5.  応力評価 

5.1  地震時の二次蓋応力評価 

各事象における評価を表 5-1 及び表 5-2 に示す。 

表 5-1 及び表 5-2 より，一次膜応力＋一次曲げ応力は添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本

方針」で示した許容応力以下である。 

また，一次＋二次応力は疲労評価不要の条件を満足する。 

5.2  地震時の二次蓋締付けボルト応力評価 

各事象における評価を表 5-3 に示す。 

表 5-3 より，平均引張応力は添付書類「Ⅴ-2-1-9  機能維持の基本方針」で示した許容応力

以下である。 
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(単位：mm) 

図 2-1 二次蓋の構造 
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表 4-1 二次蓋の応力計算結果 

（単位：MPa） 

応力分類 σD σP σM σS σ 

Ｓｄ
＊ 

Ｓｓ 

 

 

表 4-2 二次蓋締付けボルトの応力計算結果 

（単位：MPa） 

応力分類 σD σP σM σS σ 

Ｓｄ
＊ 

Ｓｓ 

 

 

表 5-1 地震時（Ｓｄ
＊）の応力評価 

（単位：MPa） 

応力分類 計算値 許容値 備考 

一次一般膜応力 － 194 Min.［Sy，0.6・Su］ 

一次膜応力＋一次曲げ応力 73 291 上記の 1.5 倍 

一次+二次応力 * 2 388 2・Sy：疲労解析不要の条件 

 注記 ＊：地震力のみによる応力振幅 

 

 

表 5-2 地震時（Ｓｓ）の応力評価 

（単位：MPa） 

応力分類 計算値 許容値 備考 

一次一般膜応力 － 223 0.6・Su 

一次膜応力+一次曲げ応力 73 334 上記の 1.5 倍 

一次+二次応力 * 2 388 2・Sy：疲労解析不要の条件 

 注記  ＊：地震力のみによる応力振幅 

 

 

表 5-3 二次蓋締付けボルトの応力評価 

（単位：MPa） 

地震力 平均引張応力 許容値 備考 

Ｓｄ
＊ 194 300 1.5・S 

Ｓｓ 194 400 2・S 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，使用済燃料プール温度（ＳＡ）が設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

使用済燃料プール温度（ＳＡ）は，重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備及び

常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気

的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

使用済燃料プール温度（ＳＡ）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，架構に固定され

た保護管に収納されている。 

架構は床に基礎ボルトで固定

されている。また,架構は使用

済燃料プールワークテーブル

用フックに取付フックで固定

されている。 

熱電対式温度検出器 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-4 R1 

2
 

架構

検出器保護管

取付フック

ワークテーブル用

フック

739.5

2
10

.
5

5
43

4
.5

8
44

5
.5

200 350

（単位：mm）据付部拡大図

後打ち金物②

(□250×250)
後打ち金物①

(□180×180)

基礎ボルト

後打ち金物
側面図

正面図
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2.2 評価方針 

使用済燃料プール温度（ＳＡ）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 

構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計

画」にて示す使用済燃料プール温度（ＳＡ）の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所

において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設

計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。また，使用済燃料プール温度（ＳＡ）の機能維持評

価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的

機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「5. 

機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

使用済燃料プール温度（ＳＡ）の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

図 2-1 使用済燃料プール温度（ＳＡ）の耐震評価フロー 

計器の電気的機能

維持評価 

評価用加速度 

有限要素法モデルの作成 

解析モデルの設定 

支持構造物の

構造強度評価 

地震時における応力 

スロッシングによる応力

流体速度 

スロッシングによる抗力

固有値解析 

設計用地震力 

地震応答解析 
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2.3 適用基準 

   適用基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991追補版（日本電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。）） ＪＳＭ

Ｅ Ｓ ＮＣ1－2005/2007（日本機械学会） 
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2.4 記号の説明 

記号 表示内容 単位 

Ａ 架構の断面積 mm2 

ＡＳ スロッシングによる架構の投影面積 mm2 

Ａｂ 基礎ボルトの有効断面積 mm2 

Ｃｄ 架構の抗力係数 － 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 MPa 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力（1 本当たり） MPa 

Ｆｘ 地震及びスロッシングにより基礎ボルトに生じる反力（Ｘ方向） N 

Ｆｙ 地震及びスロッシングにより基礎ボルトに生じる反力（Ｙ方向） N 

Ｆｚ 地震及びスロッシングにより基礎ボルトに生じる反力（Ｚ方向） N 

Ｆｘ１ 地震により基礎ボルトに生じる反力（Ｘ方向） N 

Ｆｙ１ 地震により基礎ボルトに生じる反力（Ｙ方向） N 

Ｆｚ１ 地震により基礎ボルトに生じる反力（Ｚ方向） N 

Ｆｘ２ スロッシングにより基礎ボルトに生じる反力（Ｘ方向） N 

Ｆｙ２ スロッシングにより基礎ボルトに生じる反力（Ｙ方向） N 

Ｆｚ２ スロッシングにより基礎ボルトに生じる反力（Ｚ方向） N 

ＦＳ スロッシングにより検出器に生じる抗力 N 

fｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力(ｆｓを 1.5 倍した値

又はｆｓ
 を 1.5 倍した値) 

MPa

fｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力(ｆｔを 1.5 倍した値又は

ｆｔ
 を 1.5 倍した値) 

MPa

fｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｉｐ 架構の断面二次極モーメント mm4 

Ｉｙ 架構の断面二次モーメント（ｙ軸） mm4 

Ｉｚ 架構の断面二次モーメント（ｚ軸） mm4 

a１ 基礎ボルト間の水平方向距離 mm 

a２ 基礎ボルト間の水平方向距離 mm 

ｂ 後打ち金物から保護管支持架構までの水平方向距離 mm 

ｍ 検出器及び架構の総質量 kg 

ｍａ 検出器の質量 kg 

ｎ 後打ち金物 1 枚当たりの基礎ボルトの本数 － 

p 後打ち金物のプレート枚数 － 
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記号 表示内容 単位 

Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力（1本当たり） MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料表 Part5 表 8に定める材料の 40℃におけ

る値 

MPa 

Ｖ スロッシングにおける流速 m/s 

Ｚｐ 架構のねじり断面係数 mm3 

Ｚｙ 架構の断面係数（ｙ軸） mm3 

Ｚｚ 架構の断面係数（ｚ軸） mm3 

ν ポアソン比 － 

π 円周率 － 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σ１ 地震により架構に生じる組合せ応力 MPa 

σ１１ 地震により架構に生じる圧縮応力 MPa 

σ´１１ 地震により架構に生じる圧縮応力（手計算値） MPa 

σ１２ 地震により架構に生じるせん断応力 MPa 

σ１３ 地震により架構に生じる曲げ応力 MPa 

σ２ スロッシングにより架構に生じる組合せ応力 MPa 

σ２１ スロッシングにより架構に生じる圧縮応力 MPa 

σ２２ スロッシングにより架構に生じるせん断応力 MPa 

σ２３ スロッシングにより架構に生じる曲げ応力 MPa 

σ３ 地震及びスロッシングにより架構に生じる組合せ応力 MPa 

σ３１ 地震及びスロッシングにより架構に生じる圧縮応力 MPa 

σ３２ 地震及びスロッシングにより架構に生じるせん断応力 MPa 

σ３３ 地震及びスロッシングにより架構に生じる曲げ応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

ρ 水の比重 kg/m3 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は 6桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 2-2 に示すとおりとする。 

表 2-2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 － 少数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

温度 ℃ － － 整数位 

質量＊1 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における降伏点及び引張強さ

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

＊3：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 
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3. 評価部位 

使用済燃料プール温度（ＳＡ）の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示

す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる架構及び基礎ボルトについて実施する。 

使用済燃料プール温度（ＳＡ）の耐震評価部位については，表 2-1 の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震力は，使用済燃料プール温度（ＳＡ）に対して，水平方向及び鉛直方向から同時に作用

するものとする。 

(2) 使用済燃料プール温度（ＳＡ）は，基礎ボルトにより床面及びワークテーブル用フックによ

り使用済燃料プール内の壁面に固定されるものとする。 

(3) 使用済燃料プール温度（ＳＡ）の質量は，検出器，検出器保護管及び架構を考慮する。 

(4) 使用済燃料プール温度（ＳＡ）の架構及び基礎ボルトに対する発生応力については，地震及

びスロッシングによる発生応力の絶対値和とすることにより算出し評価する。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料プール温度（ＳＡ）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処

設備の評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

使用済燃料プール温度（ＳＡ）の許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方

針」に基づき表 4-2 のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料プール温度（ＳＡ）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 4-3 に示す。 
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表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

使用済燃料貯蔵

設備 

使用済燃料プール 

温度（ＳＡ） 

常設／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3，＊4 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳ

の許容限界を用いる。）

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：地震荷重にはプール水のスロッシングによる荷重を含む。 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-4 R4 
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表 4-2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 組合せ 引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
 1.5・ｆｓ

 1.5・ｆｃ
 1.5・ｆｂ

 1.5・ｆｔ
 1.5・ｆｔｏ

 1.5・ｆｓｂ
 ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

表 4-3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

架構 周囲環境温度 171 441 205 

基礎ボルト 周囲環境温度 171 441 205 

8
 

1
0
 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-4 R1 
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4.3 解析モデル及び諸元 

使用済燃料プール温度（ＳＡ）の解析モデルを３次元はりモデルとして図 4-1 に，解析モデ

ルの概要を以下に示す。

検出器が設置される架構（①～⑥）は鋼材で構成され，架構④，⑤にて原子炉建屋の床面に

固定されており，架構①は使用済燃料プールの側面に沿って深部に向かい敷設されている。な

お，架構①に取り付けられたフックを使用済燃料プール内のワークテーブル用フックに取り付

けることにより，使用済燃料プール内においても固定されるものとする。 

また，検出器保護管⑦は，架構①の側面に設置しており，固定金具により９箇所架構に溶接

し，固定されるものとする。 

なお，検出器の質量は質点に集中するものとする。 

機器の諸元を表 4-4，部材の機器要目を表 4-5 に示す。 

(1) 図 4-1 中〇内の数字は部材番号（要素番号）を示す。

(2) 図 4-1 中の は使用済燃料プール温度（ＳＡ）の質点を示し，ｍａは  kg であ

る。 

(3) 図 4-1 中の    は架構，    は仮想鋼材， は支持点を示す。 

(4) 拘束条件として，基礎部のＸＹＺ方向及び回転方向を固定する。

(5) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。なお，評価に用い

る解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-4 計算機プ

ログラム（解析コード）の概要・ＨＩＳＡＰ及びＮＳＡＦＥ」に示す。

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-4
 
R
2 
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検出器保護管固定部 

架構

検出器保護管

a 部詳細
(他の保護管固定部も同様) 

最大応力発生点

支持点
（ワークテーブル用フック） 

架構

支持点
後打ち金物① 

支持点
後打ち金物② 

a 部 

：保護管固定部 

Ⅹ

Ｙ 

Ｚ 
④ 

③ ⑤

② 

⑥ 

① 

⑦ 

検出器保護管

⑦ ①

（単位：mm） 

8
4
4
5
.
5 

5
4
3
4
.
5 

5
2
6
5 

210.5 

 ：支持点 

：検出器の質点 

図 4-1 使用済燃料プール（ＳＡ） 解析モデル 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-4
 
R
2 
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表 4-4 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍａ kg 

温度条件（雰囲気温度） Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

表 4-5 部材の機器要目 

材料 

対象要素 ① ②～④ ⑤ ⑥ ⑦ 

Ａ（mm2） 

Ｉｙ（mm4） 

Ｉｚ（mm4） 

Ｉｐ（mm4） 

Ｚｙ（mm3） 

Ｚｚ（mm3） 

Ｚｐ（mm3） 

断面形状 

(mm) 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-4
 
R
2 

ｃ

ｚ

ｙ 

ｂ

a

125×125×4 

（ａ×ｂ×ｃ）

125×125×6 

（ａ×ｂ×ｃ） 

100×100×6 

（ａ×ｂ×ｃ） 

ｃ 

ｚ 

ｙ 

ｂ

a

ｃ 

ｚ 

ｙ 

ｂ 

a a 

ｂ 

ｃ

z 

y 

125×75×4 

（ａ×ｂ×ｃ）

D
1 

D2

ｙ

ｚ

D１＝17.3 

D２＝12.7 
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4.4 固有周期 

4.4.1 固有値解析方法 

使用済燃料プール温度（ＳＡ）の固有値解析方法を「4.3 解析モデル及び諸元」に示

す。 

4.4.2 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 4-6，振動モード図を図 4-2 に示す。なお，鉛直方向は６次モード

以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

表 4-6 固有値解析結果(s) 

モード 固有周期 卓越方向 
刺激係数 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

１次 水平 0.211 -0.060 -0.003

２次 水平 0.112 0.099 0.142

３次 水平 0.552 0.024 0.147

４次 水平 -0.129 -0.076 0.526

５次 水平 － － －

図 4-2 使用済燃料プール温度（ＳＡ） 振動モード図

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-4
 
R
2 
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4.5 設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に基づき設定する。また，減衰定数は添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載

の減衰定数を用いる。 

評価に用いる設計用地震力を表 4-7 に示す。 

表 4-7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ(m) 

固有周期 

(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数（％）

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

水平 

方向 

鉛直 

方向 

EL.46.50＊1 
－ － 

ＣＨ＝

1.74 

又は＊3

ＣＶ＝

1.52 
1.0＊4 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線より得られる値。 

＊4：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-4
 
R
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4.6 計算方法 

4.6.1 架構に生じる応力 

4.6.1.1 地震により架構に生じる応力 

(1) 図 4-1 に示す解析モデルにより，水平方向及び鉛直方向の設計用床応答曲線を用いてス

ペクトルモーダル解析を実施し，圧縮応力，せん断応力及び曲げ応力を算出する。 

(2) 架構は鉛直方向において剛構造であることから，取付床面高さの鉛直方向設計震度を用

いて，以下の式により圧縮応力を算出する。 

σ
１１

′
ൌ

ｍ・ｇ・Ｃ
ｖ

Ａ
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4.6.1.1.1) 

 (3) スペクトルモーダル解析による算出結果に，4.6.1.1.1 式による圧縮応力の算出値を足

し合わせ，組合せ応力を算出する。算出結果を表 4-8 に示す。 

 

表 4-8 地震により架構に生じる応力    （単位：MPa） 

圧縮応力 

σ１１ 

せん断応力 

σ１２ 

曲げ応力 

σ１３ 

組合せ応力＊２ 

σ１ 

11 12 131 144 

注記 ＊：組合せ応力σ
１
＝	 	σ

１１
＋σ

１３
	
	
 3・σ

１２

	
 

 

  N
T
2
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②
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-
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-
2
-4
 
R
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4.6.1.2 スロッシングにより架構に生じる応力 

(1) スロッシングによる応力の算出については，添付書類「Ⅴ-1-1-8-3 溢水評価条件の

設定」に示す基準地振動Ｓｓによる使用済燃料プールの３次元流動解析により得られた

流体速度時刻歴データを用いる。 

(2) 流体速度時刻歴データより水深毎の水平方向（Ｘ，Ｚ方向）の最大流速を用い，鉛直

方向（Ｙ方向）については，架構底部高さにおける流速を用いて，架構に生じる抗力を

算出する。 

(3) 抗力の算出には以下の式を用い，抗力係数Ｃｄは機械工学便覧 日本機械学会編

（2007）より 2.0 とする。 

Ｐ
ｔ
ൌ
1
2
	Ｃ

ｄ
	ρ 	Ａ

ｓ
	Ｖ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4.6.1.2.1)

(4) 算出した抗力を用いて，図 4-1 に示す解析モデルにより，架構に生じる応力を算出す

る。組合せ応力が最大となる算出結果を表 4-9 に示す。 

表 4-9 スロッシングにより架構に生じる応力 （単位：MPa） 

方向 
圧縮応力 

σ２１ 

せん断応力 

σ２２ 

曲げ応力 

σ２３ 

組合せ応力＊

σ２ 

Ｘ 1 1 2 4 

Ｙ 1 1 1 3 

Ｚ 1 1 2 4 

Max［Ｘ，Ｚ］＋Ｙ 2 2 3 7 

注記 ＊：組合せ応力σ
２
＝	 σ

２１
＋σ

２３
	  3・σ

２２

4.6.1.3 地震及びスロッシングにより架構に生じる応力 

地震及びスロッシングにより架構に生じる応力を合算した結果を表 4-10 に示す。 

表 4-10 地震及びスロッシングにより架構に生じる応力 （単位：MPa） 

圧縮応力 

σ３１ 

せん断応力 

σ３２ 

曲げ応力 

σ３３ 

組合せ応力＊ 

σ３ 

13 14 134 149 

注記 ＊：組合せ応力σ
３
＝	 σ

３１
＋σ

３３
	  3・σ

３２

N
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4.6.2 基礎ボルトに生じる応力 

4.6.2.1 地震により基礎ボルトに生じる反力 

(1) 図 4-1 に示す解析モデルにより水平方向及び鉛直方向の設計用床応答曲線を用いてス

ペクトルモーダル解析を実施する。 

(2) Ｙ方向については，以下の式を用いて算出し，スペクトルモーダル解析による算出値

と足し合わせる。各算出結果を表 4-11 に示す。 

① 後打ち金物（１）基礎ボルト 

Ｆ
ｙ１

ൌ
ｍ Ｃ

ｖ
１	 ൈ  

ｂ
ൈｇ

 
ａ

ൈｐ	
 ・・・・・・・・・・(4.6.2.1.1) 

② 後打ち金物（２）基礎ボルト 

Ｆ
ｙ１

ൌ
ｍ Ｃ

ｖ
１	 ൈ  

	
ൈｇ

 
ａ

ൈｐ	
 ・・・・・・・・・・(4.6.2.1.2) 

 

表 4-11 地震により基礎ボルトに生じる反力 

部材 方法 
反力（N） 

ＦＸ１ ＦＹ１ ＦＺ１ 

後打ち金物（１） 

基礎ボルト 

スペクトル 

モーダル解析 

計算式① 

後打ち金物（２） 

基礎ボルト 

スペクトル 

モーダル解析 

計算式② 

 

 

  

N
T
2
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-
2
-4
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4.6.2.2 スロッシングにより基礎ボルトに生じる反力 

(1) スロッシングにより基礎ボルトに生じる反力の算出は，「4.6.1.2 スロッシングによ

り架構に生じる応力」と同様とする。算出結果を表 4-12 に示す。 

表 4-12 スロッシングにより基礎ボルトに生じる反力 

部材 方向 
反力（N） 

ＦＸ２ ＦＹ２ ＦＺ２ 

後打ち金物（１） 

基礎ボルト 

後打ち金物（２） 

基礎ボルト 

4.6.2.3 地震及びスロッシングにより基礎ボルトに生じる反力 

地震及びスロッシングにより基礎ボルトに生じる反力を合算した結果を表 4-13 に示

す。 

表 4-13 地震及びスロッシングにより基礎ボルトに生じる反力 

部材 
反力（N） 

ＦＸ ＦＹ ＦＺ 

後打ち金物（１） 

基礎ボルト 

後打ち金物（２） 

基礎ボルト 

N
T
2
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-
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-
2
-4
 
R
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4.6.2.4 基礎ボルトに生じる応力の計算方法 

基礎ボルトに生じる応力は，後打ち金物 1 枚当たりのボルト本数で受けるものとして

計算する。 

 

(1) 引張応力 

 

a. 引張力（Ｆｂ） 

Ｆ
ｂ
ൌ

Ｆ
ｙ

ｎ
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4.6.2.3.1)

b. 引張応力（σｂ） 

ｂ ൌ
Ｆ

ｂ

Ａ
ｂ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4.6.2.3.2)

ここで， 

Ａ
ｂ
ൌ

π

４
・ｄ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4.6.2.3.3)

 

(2) せん断応力 

 

a. せん断力（Ｑｂ） 

Ｑ
ｂ
ൌ

Ｆ
	
Ｆ

	

ｎ
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4.6.2.3.4) 

b. せん断応力（τｂ） 

τ
ｂ
ൌ

Ｑ
ｂ

Ａ
ｂ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4.6.2.3.5) 
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4.7 計算条件 

4.7.1 架構の応力計算条件 

応力の計算に用いる計算条件は，本計算書の【使用済燃料プール温度（ＳＡ）の耐震性

についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.7.2 基礎ボルトの応力計算条件 

応力の計算に用いる計算条件は，本計算書の【使用済燃料プール温度（ＳＡ）の耐震性

についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.8 応力の評価 

4.8.1 架構における応力評価 

4.6.1 項で求めた架構に生じる応力は，表 4-2 以下であること。 

4.8.2 基礎ボルトにおける応力評価 

4.6.2 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 fｔｓ以下であ

ること。ただし，fｔｏは下表による。

fｔｓ＝Min［1.4・fｔｏ-1.6・τｂ，fｔｏ］ ・・・・・・・・・・・・・・・(4.8.2.1)

せん断応力τｂは，せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 fｓｂ以下であるこ

と。ただし，fｓｂは下表による。

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｏ

Ｆ

2
・1.5 

許容せん断応力 

fｓｂ

Ｆ

1.5・	 3
・1.5

N
T
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-
2
-4
 
R
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＊
 

＊
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

使用済燃料プール温度（ＳＡ）の電気的機能維持評価について以下に示す。 

評価用加速度は，水平方向については「4.6.1 架構に生じる応力」に示す解析により得られ

た検出器保護管に生じる最大加速度を用い，鉛直方向については剛構造であることから添付書

類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

使用済燃料プール温度（ＳＡ）の機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基

本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全を確認し

た評価部位の加速度を適用する 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

 

表 5-1 機能確認済加速度 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

使用済燃料プール温度（ＳＡ） 

水平 

鉛直 

（×9.8 m/s2） 

N
T
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6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

使用済燃料プール温度（ＳＡ）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的

機能を有することを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

N
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[使用済燃料プール温度（ＳＡ）の耐震性についての計算結果] 

1. 重大事故等対処施設

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料プール

温度（ＳＡ） 

常設／防止 

常設／緩和 EL. 46.50＊1 
－ －

1.74 

又は＊3 
1.52 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線より得られる値。 

1.2 機器要目 

1.2.1 使用済燃料プール温度（ＳＡ） 

部材 
ｍ 

(kg) 
ｄ 

(mm) 

a1 

(mm) 
a2 

(mm) 
b 

(mm) 
Ａｂ 

(mm2) 

ｎ 

(-) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 171 441 205 205 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 （単位：N） 

 注記 ＊：応力評価は本値を基に実施する。 

1.4 結論

1.4.1 架構の応力 （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。

1.4.2 ボルトの応力 （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

引張り － － σｂ＝ 24 ƒts＝ 123＊

せん断 － － τｂ＝ 17 ƒsb＝ 94

すべて許容応力以下である。 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

後打ち金物（１）基礎ボルト 

後打ち金物（２）基礎ボルト 

部材 

圧縮応力 せん断応力 曲げ応力 組合せ応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

架構 13 42 14 118 134 205 149 205 

注記 ＊：fｔｓ＝Min［1.4・fｔｏ-1.6・τｂ，fｔｏ］より算出 

2
5
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1.4.3 電気的機能維持の評価結果 （×9.8 m/s2） 

評価用加速度 機能確認済加速度 

使用済燃料プール温度（ＳＡ） 

水平方向 9.75 

鉛直方向 1.26 

評価用加速度（水平：検出器保護管に生じる最大加速度，鉛直：1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

2
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Ⅴ-2-4-2-5 使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の耐震性
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1. 概要

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）が設計用地震力に対して十分な構造

強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）は，設計基準対象施設においてはＣクラス施設に，

重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。

以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，ボール形

状の上端部を検出器架

台梁先端のソケットに

接続する。 

検出器架台梁及び検

出器架台は，検出器架

台取付ボルトによりベ

ースプレートに固定さ

れ，ベースプレート

は，基礎ボルトにより

基礎に設置する。 

また，検出器は使用

済燃料プール壁面の埋

込金物に検出器サポー

トで固定する。

測温抵抗体式温度

検出器及びガイド

パルス式水位検出

器 

11938 

1291 

365 
152 

564 

645 

345 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-5 R1 

2

検出器架台梁 検出器架台

ベースプレート

ソケット

側面

基礎ボルト

（メカニカルアンカ）

検出器
検出器架台

取付ボルト

基礎

（床面）

正面

側面

基礎

（床面）
検出器

検出器架台

埋込金物・

検出器サポート

測温抵抗体

（単位：mm）



2.2 評価方針 

使用済燃料プール水位・温度計（ＳＡ広域）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持

の基本方針 3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に

基づき，「2.1 構造計画」にて示す使用済燃料プール水位・温度計（ＳＡ広域）の部位を踏ま

え「3. 評価部位」にて設定する箇所において，検出器については「4.1.3 検出器の解析モデ

ル及び諸元」及び「4.1.4 検出器の固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力によ

る応力が許容限界内に収まることを，「4.1 検出器の地震応答解析及び構造強度評価」にて示

す方法にて確認することで実施し，検出器架台については「5.1 検出器架台の固有周期」で算

出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5.2 検出

器架台の構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，使用済燃料プール

水位・温度計（ＳＡ広域）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に

て設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能維持確認済加速

度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認

結果を「7. 評価結果」に示す。 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

図 2-1 使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の耐震評価フロー 

検出器の解析モデル設定

設計用地震力

評価用加速度

有限要素法モデルの作成

計器の電気的機能維持評価 検出器架台の構造強度評価

固有値解析
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検出器架台の解析モデル設定

設計用地震力

有限要素法モデルの作成

固有値解析

検出器の構造強度評価

地震時における応力 地震時における応力

地震応答解析 スロッシング応答解析

流体速度



  

 

 

2.3 適用基準 

適用基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984

（日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991追補版（日本電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007（日本機械学会）（以下「設計・建設規格」という。） 

(5) 発電用原子力設備規格 材料規格（2012年版）ＪＳＭＥ Ｓ ＮＪ１－2012） 

（日本機械学会） 
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2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａｂ

Ａｐ

Ｃｄ 

ＣＨ 

ＣＶ

ｄ 

ｄｏ 

ｄｉ

ｄｒ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ

Ｆｓ

Ｆｘ

Ｆｘ１

Ｆｘ１１

Ｆｘ１２

Ｆｘ２ 

Ｆｘ２１ 

Ｆｘ２２ 

Ｆｙ 

ＦｘＢ 

ＦｙＢ 

fｓｂ 

fｔｏ 

fｔｓ

 g 

ｈ１

ｈ２ 

１ 

２ 

ｂ 

ｐ 

基礎ボルトの軸断面積 

スロッシングにおける検出器の投影面積

検出器の抗力係数 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

検出器保護管外径 

検出器保護管内径 

検出器芯棒外径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力（1 本当たり） 

スロッシングにより検出器に生じる抗力

検出器取付部における水平方向荷重 

地震力における水平方向荷重 

地震力におけるＸ方向荷重 

地震力におけるＺ方向荷重 

スロッシングにおける水平方向荷重

スロッシングにおけるＸ方向荷重

スロッシングにおけるＺ方向荷重

検出器取付部における鉛直方向荷重 

検出器取付部に作用する力（水平方向） 

検出器取付部に作用する力（鉛直方向） 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力(ｆｓ
 を 1.5

倍した値) 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力(ｆｔ
 を 1.5倍し

た値) 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

重力加速度(＝9.80665) 

検出器架台の据付面から重心までの距離 

検出器取付部から検出器架台の重心までの鉛直方向距離 

検出器架台の重心と基礎ボルト間の水平方向距離※ 

検出器架台の重心と基礎ボルト間の水平方向距離※

検出器取付部中心から重心までの水平方向距離 

検出器長さ 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

－ 

mm 

mm 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｍｘ 

 

Ｍｚ 

 

ｍｂ１ 

ｍｂ２ 

ｍｐ 

ｍｗ 

ｎ 

ｎｆ 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ）

 

Ｖｐ 

Ｖｗ 

π 

σｂ 

σｐ 

σｐ１ 

σｐ２ 

σｐ２１ 

σｐ２２ 

τｂ 

ρ 

ν 

検出器架台の重心における検出器取付部から作用するモーメント

（Ｘ軸周り） 

検出器架台の重心における検出器取付部から作用するモーメント

（Ｚ軸周り） 

検出器架台質量 

検出器架台梁質量 

検出器質量 

検出器内包水質量 

基礎ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 

基礎ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める材料の 

40℃における値 

スロッシングにおける流速により生じる検出器の速度 

スロッシングにおける流速 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

検出器に生じる曲げ応力 

地震力における曲げ応力 

スロッシングにおける曲げ応力 

スロッシングにおけるＸ方向曲げ応力 

スロッシングにおけるＺ方向曲げ応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

水の密度 

ポアソン比 

N・mm 

 

N・mm 

 

kg 

kg 

kg 

kg 

― 

― 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

 

m/s 

m/s 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

kg/m3 

－ 

注記 ※： 1≦ 2 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2-2 に示すとおりとする。 

表 2-2 表示する数値の丸め方

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

刺激係数 ― 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

温度 ℃ ― ― 整数位

質量 kg ― ― 整数位

長さ mm － － 整数位＊1 

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。
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3. 評価部位 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の耐震評価は，検出器の上端部がボール形状であり，

回転方向を拘束しない構造であることから，検出器と検出器架台についてそれぞれ評価を行う。

検出器については，「4.1 検出器の地震応答解析及び構造強度評価」に示す条件に基づき評価を

実施する。また，検出器架台については，「5.2 検出器架台の構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 検出器の評価 

4.1 検出器の地震応答解析及び構造強度評価 

4.1.1 検出器の地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震力は，検出器に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(2) スロッシングは，検出器に対して，水平方向から作用するものとする。 

(3) 曲げの変形モードを考慮する。 

(4) 計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.1.2 検出器の荷重の組合せ及び許容応力 

4.1.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の荷重の組合せ及び許容応力状態のう

ち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.1.2.2 検出器の許容応力 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器の評価に用いる許容応力は，

「4.8.1 検出器の応力評価」に示す。 

 

4.1.2.3 検出器の使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器の使用材料の許容応力評価条件の

うち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4-2 に示す。
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表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の 

取扱施設及び 

貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 

使用済燃料プール 

水位・温度（ＳＡ広

域） 

常設／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3，＊4 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ
＊4 

ⅤＡＳ

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。)

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：地震荷重にはプール水のスロッシングによる荷重を含む。 

表 4-2 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

Ｆ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

検出器 周囲環境温度 171 － － － － 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-5 R1 

9
 



4.1.3 検出器の解析モデル及び諸元 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器の解析モデルの概要を以下に示す。ま

た，解析モデルを図4-1に，機器の諸元を表4-3に示す。 

(1) 使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器は，図4-1に示す３次元はりモデル

として考える。

(2) 拘束条件は，検出器上端の取付部でＸＹＺ方向を，検出器中部並びに下部サポート

点でＸＺ方向を固定する。

(3) 円柱形状の検出器に含まれる水の質量及び検出器周囲の流体の付加質量を考慮する。

ただし，検出器周囲の流体の付加質量は，検出器の全長における3箇所のＸＺ方向に

のみ与えられる。

(4) 検出器周囲の流体の付加質量は各質点に付加する。

(5) 解析コードは，「ＡＮＳＹＳ」を使用し，固有値及び応力を求める。なお，評価に

用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-48

計算機プログラム（解析コード）の概要 ・ＡＮＳＹＳ」に示す。

図 4-1 検出器の解析モデル

① 

① 

① 

② 

③ 

③ 

③ 

Ｘ

Ｚ

Ｙ

 ：付加質量 

 ：拘束位置及び方向 

① ：検出器部材

② ：支持点（検出器取付部）

③ ：支持点（サポート部）

ＸＹＺ方向固定 

ＸＺ方向固定 
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表4-3 検出器の機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 
－ － 

検出器質量 ｍｐ kg 

検出器内包水質量 ｍｗ kg 

保護管外径 ｄｏ mm 

保護管内径 ｄｉ mm 

検出器芯棒外径 ｄｒ mm 

検出器長さ ｐ mm 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 
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4.1.4 検出器の固有周期 

検出器の固有値解析の結果を表4-4に，振動モード図を図4-2に示す。固有値解析の結果，

鉛直方向は剛であることを確認した。 

 

表4-4 検出器の固有周期 

モード 
固有周期

（s） 
卓越方向

刺激係数 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1次  水平 0.316 -0.118×10-15 -0.362×10-7 

2次 水平 0.362×10-7 0.233×10-15 0.316 

3次 水平 0.344×10-2 -0.411×10-15 -0.270×10-8 

4次 水平 0.270×10-8 -0.280×10-15 0.344×10-2 

5次 水平 0.892 -0.126×10-14 0.952×10-6 

6次 水平 -0.952×10-6 -0.412×10-15 0.892 

7次  鉛直 － － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図4-2 検出器振動モード図 
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4.1.5 検出器の設計用地震力 

  「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に，減衰定数は添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に基づき設定する。 

検出器の評価に用いる設計用地震力を表4-5に示す。 

 

表4-5 検出器の評価に用いる設計用地震力 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

減衰定数 

（％） 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度
水平 鉛直

 

EL. 46.50＊1 
－ － 

ＣＨ＝1.74 

又は＊2 
ＣＶ＝1.52 1.0 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線より得られる値 
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4.1.6 検出器の計算方法 

4.1.6.1 地震力における応力の算出 

(1) 図4-1に示す解析モデルによりスペクトルモーダル解析を実施する。 

(2) スペクトルモーダル解析により各節点の曲げモーメントを算出する。また，Ｘ及び

Ｚ方向の曲げモーメントはＳＲＳＳ法を用いて組み合わせる。 

(3) 組み合わせた曲げモーメントを用いて，検出器に発生する曲げ応力を算出する。算

出結果は表4-6に示す。 

 

表4-6 地震力における曲げ応力 

地震力における曲げ応力 σｐ１[MPa] 

36 
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4.1.6.2 スロッシングにおける応力の算出 

(1) スロッシングにおける応力の算出においては，添付書類「Ⅴ-1-1-8-3 溢水評価条

件の設定」に示す基準地震動Ｓｓによる使用済燃料プールの３次元流動解析により

得られた流体速度時刻歴データを用いる。 

(2) 流体速度時刻歴データを用いた時刻歴応答解析により検出器に生じる抗力を算出す

る。 

(3) 抗力の算出には以下の式を用い，抗力係数Ｃｄは機械工学便覧 日本機械学会編

（2007）より1.2とする。なお，抗力の算出においては，抗力により生じる検出器の

曲げによる変位から速度Ｖｐを算出し，時刻歴毎の流速と繰り返し計算を行うこと

で抗力の最大値を算出する。 

Ｆ
ｓ
ൌ
1
2
Ｃ

ｄ
・ρ・Ａ

ｐ
（Ｖ

ｗ
	 Ｖ

ｐ
）

	
 

                                (4.1.6.2.1) 

(4) 抗力の算出から得られたＸ及びＺ方向の曲げ応力について，ＳＲＳＳ法を用いて組

み合わせる。各応力の算出結果を表4-7に示す。 

 

表4-7 スロッシングにおける曲げ応力 

基準地震動

Ｓｓ 

Ｘ方向曲げ応力

σｐ２１[MPa] 

Ｚ方向曲げ応力 

σｐ２２[MPa] 

スロッシングにおける曲げ応力

σｐ２[MPa] 

Ｓｓ-11 0 2 2 

Ｓｓ-12 0 9 9 

Ｓｓ-13 0 9  9＊ 

Ｓｓ-14 0 7 7 

Ｓｓ-21 0 3 3 

Ｓｓ-22 0 4 4 

Ｓｓ-31 0 1 1 

Ｓｓ-D1 1 6 6 

注記 ＊：スロッシングにおける曲げ応力の最大値 

 

  

15 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-5
 
R
2 



 

 

4.1.6.3 最大曲げ応力の算出 

地震力における曲げ応力及びスロッシングにおける曲げ応力の最大値を絶対値和す

ることにより，検出器に生じる曲げ応力を算出する。算出結果を表4-8に示す。 

 

表4-8 検出器に生じる曲げ応力 

検出器に生じる曲げ応力 σｐ[MPa] 

45 

 

4.1.7 検出器の計算条件 

解析に用いる計算条件は，本計算書の【使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の耐

震性についての評価結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.1.8 検出器の応力の評価 

4.1.8.1 検出器の応力評価 

4.1.6.3 項で求めた検出器に生じる曲げ応力は設計・建設規格 付録材料図表 

Part5 表 8 に定める使用材料の設計降伏点Ｓｙ以下であること。 
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5. 検出器架台の評価 

5.1 検出器架台の固有周期 

5.1.1 検出器架台の固有値解析方法 

   使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器架台の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器架台は，5.1.2項に示すはり要素及びシ

ェル要素として考える。 

 

5.1.2 検出器架台の解析モデル及び諸元 

 使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器架台の解析モデルの概要を以下に示す。

また，解析モデルを図5-1に，機器の諸元を表5-1に示す。 

(1) 拘束条件として，基礎部のＸＹＺ方向及び回転方向を固定する。 

(2) 解析コードは，「ＡＮＳＹＳ」を使用し，固有値を求める。なお，評価に用いる解析コ

ードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-48 計算機プログラム

（解析コード）の概要 ・ＡＮＳＹＳ」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-1 検出器架台の解析モデル 

  

17 

 

ＸＹＺ方向を拘束 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-5
 
R
2 

Ｘ 

Ｚ 
Ｙ 



 

 

表5-1 検出器架台の機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 
－ 

－ 

質量 ｍｂ１ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

 

 

5.1.3 検出器架台の固有値解析結果 

検出器架台の固有値解析結果を表5-2に示す。 

１次モードは水平方向に卓越し，固有周期が0.05秒以下であり剛であることを確認した。

また，鉛直方向は２次モード以降で卓越し，固有周期は0.05秒以下であり剛であることを確

認した。 

 

表5-2 検出器架台の固有周期 

モード 固有周期（ｓ） 卓越方向 

１次 水平 
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5.2 検出器架台の構造強度評価 

5.2.1 検出器架台の構造強度評価方法 

(1) 地震力は，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(2) 「4.1.6 検出器の計算方法」に示す検出器の解析により得られた検出器取付部における

荷重を，基礎ボルトの応力計算において組み合せて評価するものとする。 

(3) 検出器架台の質量は，重心に集中するものとする。 

(4) 検出器架台の重心位置については，計算条件が厳しくなる位置に重心を設定するものと

する。 

(5) 検出器架台の転倒方向は，図5-2及び図5-3に示す左右方向及び前後方向について検討し，

計算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(6) 計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2.2 検出器架台の荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の荷重の組合せ及び許容応力状態のう

ち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

5.2.2.2 検出器架台の許容応力 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器架台の許容応力は，添付書類「Ⅴ

-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき表 5-3 のとおりとする。 

 

5.2.2.3 検出器架台の使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器架台の使用材料の許容応力評価条

件のうち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5-4 に示す。 
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表 5-3 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 5-4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

Ｆ 

（MPa） 

Ｆ  

（MPa） 

基礎ボルト 周囲環境温度 176 476 205 － 246 

 

2
0
 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-5 R1 



  

 

 

5.2.3 検出器架台の設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に基づき設定する。 

検出器架台の評価に用いる設計用地震力を表5-5に示す。 

 

表5-5 検出器架台の評価に用いる設計用地震力 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

 

EL.46.50＊1  
－ － ＣＨ＝1.74 ＣＶ＝1.52

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

   ＊2：固有周期は 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 
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5.2.4 検出器架台の計算方法 

5.2.4.1 検出器取付部における荷重の算出 

(1) 「4.1.6 検出器の計算方法」に示す検出器の地震応答解析により得られた検出器取

付部におけるＸ及びＺ方向の荷重を用いる。 

(2) 地震力及びスロッシングにおけるそれぞれのＸ及びＺ方向の荷重をＳＲＳＳ法を用

いて水平方向荷重を算出する。算出結果は表5-6及び表5-7に示す。 

(3) 地震力における水平方向荷重及びスロッシングにおける水平方向荷重の最大値を絶

対値和することにより，検出器取付部における水平方向荷重を算出する。 

(4) 検出器は鉛直方向において剛構造であることから，取付床面高さにおける鉛直方向

設計震度を用いて検出器取付部における鉛直方向荷重を算出する。検出器取付部に

おける荷重の算出結果は表5-8に示す。 

 

表5-6 地震力における水平方向荷重 

Ｘ方向荷重 

Ｆｘ１１[N] 

Ｚ方向荷重 

Ｆｘ１２[N] 

水平方向荷重 

Ｆｘ１[N] 

435.9 435.9 616.5 

 

表5-7 スロッシングにおける水平方向荷重 

基準地震動 

Ｓｓ 

Ｘ方向荷重 

Ｆｘ２１[N] 

Ｚ方向荷重 

Ｆｘ２２[N] 

水平方向荷重 

Ｆｘ２[N] 

Ss-11 0.9341 59.74 59.75 

Ss-12 2.269 185.8 185.8 

Ss-13 1.735 196.5 196.5＊ 

Ss-14 1.512 173.8 173.8 

Ss-21 4.270 71.39 71.52 

Ss-22 2.669 120.9 120.9 

Ss-31 2.713 32.29 32.41 

Ss-D1 6.628 150.1 150.3 

注記 ＊：スロッシングにおける水平方向荷重の最大値 

 

表5-8 検出器取付部における荷重 

水平方向荷重 

Ｆｘ[N] 

鉛直方向荷重 

Ｆｙ[N] 

813.0 4.423×103 
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5.2.4.2 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度，検出器が架台の取付部にもたらす荷重から 

算出された転倒モーメントにより生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－2 計算モデル（左右方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－3 計算モデル（前後方向転倒） 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5-2 及び図 5-3 で最外列

の基礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の基礎ボルトで受ける

ものとして計算する。 

 

引張力（Ｆｂ） 

 

左右方向 

Ｆ
ｂ
＝

ｍ
ｂ１

・g・Ｃ
Ｈ
・ｈ

１
－ｍ

ｂ１
・g・ 	 1－Ｃ

Ｖ	 ・ 
２
＋Ｍ

ｘ

ｎ
ｆ
・ 	  １＋ 

２	
 

                   (5.2.4.2.1) 

前後方向 

Ｆ
ｂ
＝

  ｍ
ｂ１

・g・Ｃ
Ｈ
・ｈ

１
－ｍ

ｂ１
・g・ 	 1－Ｃ

Ｖ	 ・ 
２
＋Ｍ

ｚ

ｎ
ｆ
・ 	  １＋ 

２	
 

                   (5.2.4.2.2) 

 

ここで，水平及び鉛直方向の検出器取付部に作用する力ＦｘＢ及びＦｙＢは次式で求

める。 

Ｆ
ｘＢ

＝Ｃ
Ｈ
・g・ｍ

ｂ２
＋Ｆ

ｘ                                   (5.2.4.2.3) 

Ｆ
ｙＢ

＝ 	Ｃ
Ｖ
	 1	 ・g・ｍ

ｂ２
＋Ｆ

ｙ                             (5.2.4.2.4) 

 

また，検出器架台の重心における検出器取付部から作用するＸ軸及びＺ軸周りの

モーメントＭｘ及びＭｚは次式で求める。 

Ｍ
ｘ
＝Ｆ

ｙＢ
・ 

２
＋Ｆ

ｘＢ
・ 	ｈ

１
＋ｈ

２
	   ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  (5.2.4.2.5) 

Ｍ
ｚ
＝Ｆ

ｙＢ
・ 	  

ｂ
＋ 

２
	 ＋Ｆ

ｘＢ
・ 	ｈ

１
＋ｈ

２
	  ‥‥‥‥‥‥‥‥  (5.2.4.2.6) 
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引張応力（σｂ） 

σ
ｂ
＝

Ｆ
ｂ

Ａ
ｂ

 

                                                 (5.2.4.2.7) 

 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式で求める。 

Ａ
ｂ
＝

π

4
・ｄ

	
 

                                                 (5.2.4.2.8)	

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力（Ｑｂ） 

Ｑ
ｂ
＝ｍ

ｂ１
・g・Ｃ

Ｈ
＋Ｆ

ｘＢ                                     (5.2.4.2.9) 

 

せん断応力（τｂ） 

τ
ｂ
＝

Ｑ
ｂ

ｎ・Ａ
ｂ

 

                                               (5.2.4.2.10) 
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5.2.5 検出器架台の計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の耐

震性についての評価結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.2.6 検出器架台の応力の評価 

5.2.6.1 基礎ボルトの応力評価 

5.2.4.2 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 fｔｓ

以下であること。ただし，fｔｏ は下表による。 

 

fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τｂ， fｔｏ]                        (5.2.6.1.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 fｓｂ以下で 

あること。ただし， fｓb は下表による。 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔo 

 Ｆ 

2
・1.5  

 Ｆ  
2

・1.5  

許容せん断応力 

fｓb 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆ  
1.5・ 3

・1.5  
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の電気的機能維持を

評価する。 

評価用加速度は，水平方向については「4.1.6 検出器の計算方法」に示す解析により得ら

れた検出器に生じる最大加速度を用い，鉛直方向については検出器が剛構造であることから

添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 

機能維持の基本方針」に基づき，同形式の構成部位の正弦波加振試験において，電気的機能

の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 4-9 に示す。 

 

表 4-9 機能確認済加速度       （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

使用済燃料プール水位・温度計 

（ＳＡ広域） 

水平 

鉛直 
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7. 評価結果 

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次ページ以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次ページ以降の表に示す。 
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【使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

 1.1 検出器 

1.1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料プール 

水位・温度計 

（ＳＡ広域） 

常設／防止 

常設／緩和 

 

EL.46.50＊1 
― ― 

ＣＨ＝1.74 

又は＊2 
ＣＶ＝1.52 

 

 

1.1.2 機器要目 

部     材 
ｍｐ 

（kg） 
ｍｗ 

（kg） 
ｄｏ 

（mm） 
ｄｉ 

（mm） 
ｄｒ 

（mm） 
 ｐ 

（mm） 
Ｓｙ 

（MPa） 
Ｓｕ 

（MPa） 
Ｆ 

（MPa） 
Ｆ  

（MPa） 

検出器 171 － － － 

 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値 

2
9
 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-5 R1 

 



 

 

1.1.3 固有周期            (単位：ｓ) 

モード 固有周期 卓越方向 

1次 水平 

2次 水平 

3次 水平 

4次 水平 

5次 水平 

6次 水平 

7次 鉛直 

  

1.1.4 計算数値 

1.1.4.1 検出器に生じる曲げ応力                            (単位：MPa) 

方向 地震力における曲げ応力 スロッシングにおける曲げ応力＊ 検出器に生じる曲げ応力 

Ｘ方向 － σｐ２１＝0 － 

Ｚ方向 － σｐ２２＝9 － 

水平方向 σｐ１＝36 σｐ２＝9 σｐ＝45 

 

 

 

注記 ＊：スロッシングにおける曲げ応力の最大値 

3
0
 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-5 R1 



 

 

1.2 検出器架台 

1.2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(ｓ) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料プール 

水位・温度計 

（ＳＡ広域） 

常設／防止 

常設／緩和 EL.  46.50＊1  
－ － ＣＨ＝1.74 ＣＶ＝1.52 

 

 

1.2.2 機器要目 

 

 

 

 

部     材 
Ｓｙ 

（MPa） 
Ｓｕ 

（MPa） 
Ｆ 

（MPa）
Ｆ  

（MPa）

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 176 476 － 246 － 前後方向 

 

部     材 
ｍｂ１ 
（kg） 

ｍｂ２ 
（kg） 

ｈ１ 
（mm） 

ｈ２ 
（mm） 

 １＊ 
（mm） 

 ２＊ 
（mm） 

 ｂ 
（mm） 

Ａｂ 
（mm2） 

ｎ ｎf
＊ 

基礎ボルト 

3 

3 

注記 ＊：基礎ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

      下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

3
1
 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-5 R1 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

   ＊2：固有周期は 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

 



 

 

1.2.3 計算数値     

1.2.3.1 検出器取付部における荷重                    (単位：N) 

方向 地震における荷重 スロッシングにおける荷重＊ 検出器取付部における荷重 

Ｘ方向 

Ｚ方向 

水平方向 

鉛直方向 

 
 

1.2.3.2 基礎ボルトに作用する力                                                       (単位：N) 

部      材 

ＦｘＢ ＦｙＢ Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

 

1.2.3.3 基礎ボルトに作用するモーメント              (単位：N・mm) 

部      材 

Ｍｘ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

 

3
2
 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-5 R1 

注記 ＊：スロッシングにおける荷重の最大値 



 

 

1.3 結論  
1.3.1 使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の応力                                (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器 SUS304 曲 げ － － σｐ＝45 Ｓｙ＝171 

基礎ボルト SUS316 
引張り － － σb＝53 fｔｓ＝147＊ 

せん断 － － τb＝7 fｓb＝113 
 

すべて許容応力以下である。         

 

1.3.2 電気的機能維持の評価結果                   (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

使用済燃料プール 
水位・温度（ＳＡ広域） 

水平方向 5.20 

鉛直方向 1.26 

評価用加速度（水平：検出器に生じる最大加速度，鉛直：1.0ZPA）は機能確認済加速度以下である。 

 

 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb， ƒｔｏ]より算出 

3
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Ⅴ-2-4-3-2-1 管の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」，「Ｖ-2-1-13-6 管の耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」及び「Ｖ-2-1-11 機器・配管の耐震支持設計方針」に基づ

き，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度又は動的機能を有している

ことを説明するものである。 

評価結果の記載方法は以下に示す通りとする。 

（1） 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モデ

ル単位に記載する。また，全3モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許容値／

発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載

する。代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を4.2.4に記載する。 

（2） 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に支持点荷重が最大となる支持点

の評価結果を代表として記載する。 

（3） 弁 

機能確認済加速度の応答加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代表と

して，評価結果を記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 
 

概略系統図記号凡例 

 

記   号 内    容 

（太線） 

（太破線）

（細線） 

（破線） 

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他 

計算書記載範囲の管 

 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の 

うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表 

記する管 

 

鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載す 

る範囲） 

 

鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

 

アンカ 

 

 

クラス１管 

クラス２管 

クラス３管 

クラス４管 

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 

 

○○-○-○○ 

○○-○-○○ 
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記   号 内  容 

（太線） 

（細線） 

（破線） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（SA）」，設 

計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（DB）」とする。） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記 

載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他 

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

質 点 

ア ン カ

レストレイント

(本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

す。スナッバについても同様とする。) 

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また， 内に 

変位量を記載する。) 

注：鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 

*
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3. 計算条件

3.1 荷重の組合せ及び許容応力 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力を下表に示す。 

注記＊1： ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 
＊2： 「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 
＊3： 運転状態の添字Ｌは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態を示す。 
＊4： 許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 

  ＊5： 許容応力状態ＶＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 
分類＊1 設備分類＊2 

機器等 
の区分 

耐震設計上の
重要度分類 

荷重の組合せ＊3,4 許容応力
状態＊5 

核燃料物質の
取扱施設及び
貯蔵施設 

使用済燃料貯蔵
槽冷却浄化設備 

代替燃料プール
注水系 

ＳＡ 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
重大事故等クラス２管 － ＶＬ＋Ｓｓ ＶＡＳ 
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3.2 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

 

 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震設計上の

重要度分類 

縦弾性係数

（MPa） 

1 
A00～A48，A42～B04 

A48～D02，A48～E05 
1.40 66 216.3 8.2 STPT410 － 

2 

D03～D04，D06～D08 

D10～D17，E06～E44 

E46～E63 

1.40 66 114.3 6.0 STPT410 － 

3 

E64～E88，E88～F06 

E88～G02，G04～G12 

G14～G16 

1.40 66 89.1 5.5 STPT410 － 

4 F08～H01 1.00 66 89.1 5.5 STPT410 － 
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フランジ部の質量 

 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

 

 

 

質量 対応する評価点 

E20 
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弁部の寸法 

 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

 

評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm） 評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm）

D04～D06 D05～D05A 

D05A～D05B D05B～D05C 

D08～D10 D09～D09A 

D09A～D09B D09B～D09C 

E44～E46 E45～E45A 

E45A～E45B E45B～E45C 

F06～F08 F07～F07A 

F07A～F07B F07B～F07C 

G02～G04 G03～G03A 

G03A～G03B G03B～G03C 

G12～G14 
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弁部の質量 

 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

 

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点 

D04，D06，E44，E46 D05，E45 

D05A，E45A D05C，E45C 

D08，D10 D09 

D09A D09C 

F06，F08，G02，G04 F07，G03 

F07A，G03A F07C，G03C 

G12，G14 G13 
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支持点及び貫通部ばね定数 

 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

 

支持点番号 
各軸方向ばね定数（N/mm） 各軸回り回転ばね定数（N・mm/rad）

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

A00 

A05 

A08 

A10 

A14 

A18 

A22 

A24 

A32 

A36 

B02 

B04 

D05B 

D07 

D09B 

D11 

D15 

D17 

E04 

E13 

E16 

E23 

E25 

E27 

E31 

E34 

E37 

E41 

E45B 

E47 
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支持点及び貫通部ばね定数 

 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

 

 

 

 

支持点番号 
各軸方向ばね定数（N/mm） 各軸回り回転ばね定数（N・mm/rad）

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

E50  

E54 

E59 

E62 

E69 

E73 

E79 

E83 

G03B 

G06 

G11 

F02 

F05 

F07B 

H01 
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3.3 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

 

 

 

 

注記 ＊：評価に使用しない許容応力については「－」を記載する。 

材  料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa）＊ 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

STPT410 66 － 231 407 － 
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3.4 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設備評価用床応答曲線を下表に示

す。 

なお，設備評価用床応答曲線は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基

づき策定したものを用いる。また，減衰定数は添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方

針」に記載の減衰定数を用いる。 

 

 

 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 
減衰定数 

（％） 

ALPI-004R4F  EL. 57.000 m 
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4. 解析結果及び評価 

4.1 固有周期及び設計震度 

 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記 ＊1：各モードの固有周期に対し，設備評価用床応答曲線より得られる震度を示す。 

   ＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく最大設計用床応答加速度より定めた震度を示す。 

   ＊3：固有周期が 0.050ｓ以下であることを示す。 

耐震設計上の重要度分類 － 

適用する地震動等 Ｓｓ 

モード 
固有周期 
（s） 

応答水平震度＊1 応答鉛直震度＊1 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

4.80 4.80 6.82 

4.71 4.71 6.82 

4.71 4.71 6.82 

4.40 4.40 6.82 

2.56 2.56 6.90 

2.06 2.06 4.92 

1.99 1.99 4.59 

－ － － 

動 的 震 度＊2 2.09 2.09 1.77 
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各モードに対応する刺激係数 

 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記 ＊：刺激係数はモード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリクスの積から 

     算出した値を示す。 

 

モード 
固 有 周 期 

（s） 

刺 激 係 数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 
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代表的振動モード図 

 

振動モード図は，3次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図 

示し，次ページ以降に示す。 
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4.2 評価結果 

4.2.1 管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管 

鳥瞰図 

許 容 応 力 

状  態 

（供用状態） 

最 大 応 力

評 価 点 

最 大 応 力 

区   分 

一次応力評価（MPa） 一次＋二次応力評価（MPa） 疲労評価 

計算応力 

 Ｓprm（Ｓｓ） 

許容応力 

0.9Ｓｕ 

計算応力 

Ｓｎ（Ｓｓ） 

許容応力 

2Ｓｙ

疲労累積係数

ＵＳｓ 

ALPI-004R4F 

ALPI-004R4F 

ＶＡＳ 

ＶＡＳ 

G10F 

G10F 

Ｓprm（Ｓｓ）

Ｓｎ（Ｓｓ） 

366 

－ 

－ 

462 

－ 

－ 
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4.2.2 支持構造物評価結果 

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

支持構造物評価結果（荷重評価） 

支持構造物評価結果（応力評価） 

注 反力が最大となる支持点の支持構造物評価結果（応力評価）は，兼用の低圧代替注水系に示す。 

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 

（℃）

評価結果 

計算 
荷重

（kN） 

許容 
荷重 

（kN） 

ALPI-234ROR-2 ロッドレストレイント RSA-1 

添付書類「Ｖ-2-1-12-1 

配管及び支持構造物の

耐震計算について」参

照 

3 18 

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 

（℃）

支持点荷重 評価結果 

反力（kN） モーメント（kN・m）

応力 
分類 

計算 
応力 

（MPa）

許容 
応力 

（MPa）ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

－ － － － － － － － － － － － － － 
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4.2.3 弁の動的機能維持評価結果 

下表に示すとおり応答加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

注記 ＊：応答加速度は，打ち切り振動数 50Hz として計算した結果を示す。 

弁番号 形式 
要求 

機能 

応答加速度＊ 
（×9.8 m/s2） 

機能確認済加速度 
（×9.8 m/s2） 

構造強度評価結果 
（MPa） 

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力 

－ － － － － － － － －
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4.2.4 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件 

及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２範囲）

No 配管モデル 

許容応力状態 ⅤＡＳ 

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価 

評価点
計算応力
[MPa] 

許容応力
[MPa] 

裕度 代表 評価点 
計算応力 
[MPa] 

許容応力 
[MPa] 

裕度 代表 評価点 
疲労累積
係数 

代表

1 ALPI-008R6F B09F 81 366 4.51 - B09F 148 462 3.12 － － － － 

2 ALPI-009R6F 34 17 431 25.35 - 11 18 376 20.88 － － － － 

3 ALPI-004R4F G10F 133 366 2.75 ○ G10F 224 462 2.06 ○ － － － 




